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序　章　親権をめぐる3つの言説
　親権をめぐって，3つの気になる言説がある。
　①「しつけだ。」「自分の子をどう教育しようと勝手だ。人からとやかく言
　　われることはない。」「言うことを聞かない我が子を殴ってなぜ悪い。」ω
　②「子との面接交渉権は，抽象的には親として有する固有の自然権であり，
　　具体的には父母間の協議または家庭裁判所の審判・調停によって形成され
　　る監護に関連のある権利である」②
　③「羊水診断を用いて障害児の出生をコントロールすることは，家族にとっ
　　てもまた生まれてくる子ども自身にとっても良いことだという考え方が，
　　われわれ日本人の間に広く存在することを示唆している。」③
　言うまでもなく，①は，児童虐待における虐待親の自己正当化論理である。
②は，離婚後の親権者・監護者でない親の子との面接交渉権の法的論理である。
③は，出生前診断に対する正当化論理であるが，「実際上の負担を負う者が権
利を有する」（4）という感覚をその背景に持っていることも指摘されている。し
かしこれらの言説は，いずれも子あるいは子となりうる存在に対する親の支配
権が，血縁上の親であることによって当然に認められると考えているように思
われる。それは，子に対する親の権利が自然権であるという観念に基づいてい
るのではないだろうか。実定法を超える自然権は，対権力との関係で抵抗権と
して存立しうるものであったはずである。それがいつの間にか，子あるいは子
となりうる存在に対する支配権として存立するようになったのはなぜなのであ
ろうか。
　本稿は，イングランドにおける親権概念の成立と変遷をトレースすることに
（1）　家裁調査官研修所監『児童虐待が問題となる家庭事件の実証的研究』2003年，
　　司法協会，p．　30
（2）　沼邊愛一『家事事件の実務と理論』1990年，日本評論社，p．79
（3）　白井泰子「出生前診断と人工生殖」唄孝一・石川稔編『家族と医療』1995年，
　　弘文堂，p．242
（4）　立岩真也「私的所有論』1997年，勤草書房，p．　392以下より引用。
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よって，上記の疑問を検討しようとするものである。イングランドにおける親
権概念の成立史に関しては，周知のとおり，川田昇教授による『イギリス親権
法史』（1997年）が詳細に法的検討を加えている。また，秋元美世教授による
『児童青少年保護をめぐる法と政策』（2004年）がその後の歴史的な展開につ
いて明快かつ詳細に整理している。本稿は，これらの先学の業績を踏まえなが
ら，社会経済史的な視点から動態的に親権概念を問い直してみようという試み
である。なお，イングランドは，階級社会であった。あるいは，現在でもその
ように言われている（5）。グレゴリー・キングが17世紀終わりに作成した社会
構成表では，身分・社会的地位を26に区別している⑥。しかし，この階級の
区別については，社会的流動性が否定されていたわけではなく，「静態的なも
のではなく，動態的均衡の状態」（7）にあった。それでは階級を分ける基準はあっ
たのだろうか。土地財産の獲得と保持がその基準となるのであって，「ジェン
トルマンという言葉」が「人口を極度に不公平な2つの部分に分割する境界線
の役割を果たしていた」（8）とされている。
　そうだとすると，親権概念の成立と変遷を検討するに当っては，階級ごとに
時期や内容を異にしている可能性があることは否定できない。しかし，本稿で
は，何人にも適用されるべき「自然権としての親権」という概念の成立と変遷
を問題としているため，ジェントルマンという分割線より下の階級レベルで親
権という概念がどのように展開したか，特に社会保障（児童福祉の分野）との
関係で親権がどのように取り扱われたのか，を問えば足りるであろう。したがっ
て以下では，教育のように差異が著しい場合を除いて，特に階級の区別を問題
とせずに検討することとしたい。
（5）　イギリスにおける階級の諸相をカリカチュアライズしたものとして，ジリー・クー
　　パー（渡部昇一訳）『クラース』1984年，サンケイ出版がある。
（6）Peter　Laslett，　The　World　We　Have　Lost　3　rd　ed．，1983　Routledge，川北稔ほ
　　か訳『われら失いし世界』1986年，p．　45－48
（7）Keith　Wrightson，　English　Society　1580－1680，1982　Hutchinson＆Co．，　Ltd．，
　　中野忠訳『イギリス社会史1580－1680』1991年，リブロポート，p．25
（8）　ラスレット・前掲邦訳書，p．40。なお，この点については，川北稔『洒落者た
　　ちのイギリス史』1993年，平凡社，ライブラリー，p．32－37を参照。
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　なお，イングランド王国は10世紀に統一されたが，1536年にはウェールズを
併合した。1707年には，イングランドとスコットランドの合同法によって「大
ブリテン王国」が成立し，1801年にアイルランドを併合して「大ブリテン・ア
イルランド連合王国」を成立させたが，1922年に北アイルランドを除くアイル
ランドが「アイルランド自由国」（自治領）として独立したことにより，現在の
イギリスの正式名称は「大ブリテン及び北アイルランド連合王国」となっている。
したがって，イギリスの法制は複雑になっており，時代と状況によってイングラ
ンド・ウェールズ・スコットランド・北アイルランドの各法制は異なっている。
本稿ではイングランドにおける法制を基本的に検討することとし，法の適用が問
題となる場合にはイングランドとするが，文献引用部分および連合王国成立後
の政治経済状況等を示す部分では，単にイギリスと呼ぶこととする。
第1章親権法前史
第1節16世紀の児童をめぐる法と社会
1．16世紀の児童対象立法
　16世紀まで，貧窮した児童の保護については，教会や修道院の事実的監護
によって担われており，国家的な立法の対象とはなっていなかった。イングラ
ンドにおいてはじめて法律によって貧窮児童の保護責任を教区に負わせたのは，
1531年「乞食・浮浪者処罰法」（Act　Concerning　Punishment　of　Beggars
and　Vagabonds）であるとされている。しかしこの法律は，そのタイトルか
らも分かるとおり，乞食・浮浪者を処罰することによって治安を維持すること
を目的とするものにすぎない。この法律が定めたのは，貧窮児童が乞食する権
利を認め，証明書を発行することである（9）。したがって，貧窮児童の保護といっ
（9）　Jean　S．　Heywood，　Children　in　Care，　The　development　of　the　service　for　the
　deprived　child，　Routledge＆Kegan　Paul，1959，内田守訳『イギリス児童福祉発
　達史』1971年，ミネルヴァ書房，p．12
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ても，幼い乞食・浮浪者としての児童を治安維持の目的から乞食する権利を保
護するにすぎず，必ずしも児童保護立法といえるものではなかった㈲。
　なぜこの段階で教会や修道院から教区へと児童に対する責任主体の転換が生
じたかについては，ヘンリー8世の離婚問題に端を発するイギリス国教会の樹
立に基づいて修道院が閉鎖されたことにより，多くの貧民が街頭に放り出され，
その結果として国家的救貧制度の必要性を産み出したとされる（1D。しかし，
修道院が閉鎖されたとしても，直ちに教区が溢れ出した貧民を受け入れるだけ
の素地がなければ，そのような政策はおよそ機能しないはずである。その素地
の有無に関しては，次節で考察することとする。
　しかるにヘンリー8世は，1536年「強健な浮浪者・乞食処罰法」（Act　for
Punishment　of　Sturdy　Vagabonds　and　Beggars）を制定し，教区の長また
は治安判事その他の役人は，5歳以上14歳未満の浮浪児を強制的に農家に徒
弟として委託できることを定めた。これは，教区が上記年齢の貧窮児童に対し
て徒弟として年季奉公させる権利を有しているのであって，貧窮児童の両親に
は何らの異議申立権も留保されていなかった。
　そしてさらに，1547年には，エドワード6世によって，「浮浪者の処罰なら
びに貧困者と労働者の救済のための法律」（Act　for　the　Punishment　of　the
Vagabonds　and　for　the　Relief　of　the　Poor　and　Impotent　Persons）が制定
され，はじめて法律のタイトルに「救済（Relief）」という用語を使用しては
いるものの，単に教区徒弟制度を強化し，逃亡・反逆する徒弟に対して厳罰を
課すものにすぎなかった。すなわち，「治安判事は，物乞いをして歩く5歳以
上14歳未満の児童を，その母または保護者である乞食から強制的に引離し，
職業訓練を施すことを引受ける者があれば，その者のもとに女子ならば20歳，
男子ならば24歳まで常雇人または徒弟として委託できる。この処遇に付され
た者がもし親方のもとから逃亡すれば，捕えて鎖につなぎ，前記の委託期間奴
隷として使用される。親方には，そのような者を貸与・売却・遺贈する権利が
（10）　桑原洋子『英国児童福祉制度史研究』1989年，法律文化社，p．15
（11）桑原・前掲，p．16
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与えられる。教区徒弟もしくは前記の理由により奴隷となった者が，親方ある
いは主人に反抗し，暴力をふるい，傷つけ，危害を加えようとたくらんだ場合
には，死刑に処しうる。」と定めたのである（12）。
　このような法令の施行実態に関しては，1553年に設立されたブライドウェ
ル矯正院における処罰記録が参考となる。まず，1575年4月27日の記録で，
ジョン・ホアという人物が自分のために物乞いさせるつもりで子供達を常習的
に連れ歩いていたところ，その幼い男の子に火傷の治療を受けさせるためにジョ
ンからその子が取り上げられたが，しかしその後再びその子を引き取り，以前
のようにまた物乞いをしにやらせた旨の記載がある（13）。このような記載を見
ると，矯正院が児童福祉のために活動していたかのようにも思える。しかし他
方で，ブライドウェル矯正院の他の記録では，両親が子の反抗を止めるために
矯正院に対して鞭打ちを依頼し，「鞭打ちを威嚇にして服従を強いる」という
それだけの理由で子が処罰された内容の記載も散見される（’％したがって，
前者の例においても，児童福祉を目的としたものではなく，単に治安維持のた
めに将来の貧民発生を予防するための保護にすぎなかったのである。なお，
1577年12月23日の裁定記録においては，「14歳以下の労働できない幼い子供
は，受け入れてはならない。」と定められており（15），実際に機能したかどうか
はともかくとしても，「貧民の安価な労働を用いた営利施設としての機能」㈹
をも目的としていたように思われる。
　また他方，1552年には，父のない子どものために青衣学校（Bluecoat
School）が建てられている。これは，能力の高い貧窮児童に職業教育を受け
させて，失業＝将来の貧民発生を予防するという試みであった㈹。前述した
ブライドウェル矯正院も，「貧民の子供を収容して無料で職業訓練が施される」
（12）　桑原・前掲，p．18
（13）　乳原孝『エリザベス朝時代の犯罪者たち』1998年，嵯峨野書院，p．101－102
（14）　乳原・前掲，p．　127－128
（15）乳原・前掲，p．　157
（16）　乳原・前掲，p．231
（17）　ヘイウッド。前掲邦訳書，p．12
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という機能を有していた（’8）。いずれにしても，この時期の児童立法はもっぱ
ら治安維持のための取締法規たる性格を有しているのであり，そのためには，
親の子に対する権利などは一切省みられていないということができる。当時の
家族構造については，戸主とその従属メンバーとの間には家父長制的支配関係
が存在したとされているのであるが（】9），夫婦関係については，「究極的には男
性が権威を持つ，という状況を認めた上であっても，家庭内での経済，意志決
定，紛争解決，性的振舞いなどにおける夫婦間の相互性ということは，夫婦の
理想であったばかりでなく，イギリス人全体のあいだで実際に行われていたこ
とでもあった，としてよかろう」⑳と言われている。
　親子関係における家父長的支配関係がどのようなものであったのかというこ
とに関する資料は不十分でしかないのであるが，両親は「自分の子供を育て上
げ」，「大きくなった時に彼らを結婚させる」という2つの大きな義務を負って
いたことは認められるだろう（21）。16世紀における捨て子は，鞭打ちの懲罰に
値するものであった（22）。しかし前述したとおり，この義務は，子に対する義
務という観念ではなく，教区に対する義務でしかなかったというべきである。
したがって，少なくとも貧民においては，自らの子に対する教区の権限行使に
対して留保される権限すら認められておらず，自然権としての親権という概念
自体が生じる余地はなかったといえよう。
2．イングランドにおける宗教改革
　以上のように，親権概念は存しなかったとしても，たとえ治安維持という目
的であれ，貧窮児童に対する責任という観念は存していたはずである。そうだ
（18）　乳原・前掲，p．　187
（19）　村岡健次＝川北稔編著『イギリス近代史［改訂版］』2003年，ミネルヴァ書房，
　p．7。なお，S．　W．　Hull，　Women　According　to　Men－The　World　of　Tudor－
　Stuart　Women，　Alta　Mira　Press，1996，佐藤清隆ほか訳『女は男に従うもの？』
　2003年，刀水書房，p．167－169なども参照。
（20）　ライトソン・前掲邦訳書，p．　163
（21）　ライトソン・前掲邦訳書，p．177
（22）　乳原・前掲，p，144－145
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とすると，教会や修道院による貧窮児童の事実的監護機能が教区に転換していっ
たのはなぜなのか，また，事実的監護機能の遂行として徒弟制度によることと
されたのはなぜなのか，について考えておく必要がある。本節では前者の問題
について検討し，次節で後者の問題について検討することとする。
　16世紀は「宗教改革の世紀」であったとされるが，イングランドでは宗教
改革の影響は少なかったように言われる。ヘンリー8世は，自らの離婚問題に
端を発して1532年から段階的にローマ教皇の権限を縮小しようとしたのであ
り，1534年の「国王至上法」（Act　of　Supremacy）によって英国国教会を樹
立してローマ教皇と断絶するに至った。しかしイングランドは，ヘンリー8世
の死（1547年）まではミサの行われる国としてとどまり，教義や祭式におけ
る変革はなされなかったのであるから㈱，確かに宗教改革の影響は少なかっ
たと言える面がある。しかし，イングランドでも，宗教改革運動は，社会的に
最も重大な影響を与えた。それは，教義自体の影響というより，ヘンリ8世に
よる修道院の廃止という政治的事件の影響なのであった。
　宗教改革の原因となった贈宥状販売は，教会や修道院の制度的危機と宗教的
危機をあらわすものであった（24）。もともとこの贈宥状販売を神学上根拠づけ
たのは，「積善説」という考え方である。「積善説」では，宗教的救済を得たい
と思うのであれば，人間は「善行」や「功徳」をたくさん積まなければならな
いと考えていたのであり，この「善行」や「功徳」は「金銭」「巡礼」「祈祷」
といった行いをもってかえることもできるとされ，贈宥状にはこのような救済
観が反映されていたのである㈱。これに対してルターは，贈宥状販売を否定
し，「信仰のみ」を主張して福音主義的信仰を再発見したのである（26）。
　カトリック教会や修道院は，上記の「積善説」に依拠しながら，その経済的
基礎を形成した。その経済的基礎をなすものが，強制徴収される十分の一税で
（23）G．R．　Elton，　Reformation　Europe　i517－1559，　1963，　William　Collins　Sons＆Co．，
　越智武臣訳『宗教改革の時代』1973年，みすず書房，p．87
（24）　森田安一『ルターの首引き猫』1993年，p．4－10
（25）小泉徹『宗教改革とその時代』1996年，山川出版社，p．27－29
（26）　小田垣雅也「キリスト教の歴史』1995年，講談社学術文庫，p，13H34
　　　　　　　　　　　　　　　　－240一
イングランドにおける親権概念の変遷
あり，寄進による教会等による大土地所有であった。このような事態は，イン
グランドでも同様であり，14世紀中ごろの作とされる「農夫ピアズの夢』に
おいてすでに，教会等の腐敗と堕落について次のように批判されている。「最
近の修道会ときては，馬にまたがり街路を俳徊し，“愛（和解）の日”の裁定
者や地所の買い手になっています。乗用馬にのって町から町へと駆けめぐりま
す。腰には曲った短剣か，または短剣をつけています。神の御身体，神の御足，
神の5つの傷といった誓言の方が，修道会の創立者の思い出以上に彼の心の中
にあるのです。これが，〈次善行〉と共に本来生活しなければならない，高位
聖職者の日常生活の実情なのです。」（27）
　しかし他方，それまでの貧民救済活動は，主として教会や修道院が担ってい
たのであり，これも前記の「積善説」という思想的基盤に負っていた。そして
貧民救済活動の経済的基礎もこの積善説による功徳思想によって築かれたので
ある。したがって，積善説には「光」の部分（貧民救済）と「影」の部分（腐
敗・堕落）があったのであって，ルターやカルヴァンは福音主義をもってこの
「影」の部分を克服しようとしたのであり，それらは教区民の現世的利益とも
一致していたのである。
　それでは，教会・修道院は，貧民救済に関してどのような機能を果たしてき
たのだろうか。教会の組織については，大司教区に管轄される教区＝司教区と
いう教会組織と修道院の2つに大きく分けられるとされている。したがって在
俗聖職者と修道士とは観念的に区別されていたが，大土地所有を行った教会と
いうのは司教区のみでなく，むしろ多くは修道院であった㈱。しかし中世初
期以来，司教区や修道院では，「キリストの信者」である貧民救済を行うこと
が努めとされており，修道院付属施設として施療院（ホスピタル）が設立され
てきた（29）。イングランドでは，前述した「積善説」の「光」の部分を代表す
（27）W。ラングランド（池上忠弘訳）『農夫ピアズの幻想』1993年，中公文庫，p．136
（28）　浜林正夫『イギリス宗教史』1987年，大月書店，p．58－64。なお，修道院の財産
　　保有と所領経営については，同書，p．64－69を参照。
（29）河原温『中世ヨーロッパの都市世界』1996年，山川出版社，p．66－70。なお，修
　　道院における理念の変遷については，朝倉文市『修道院にみるヨーロッパの心』
　　1996年，山川出版社を参照。
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るものとして，貧民救済活動を主として修道院が担ってきたといってよいだろ
う。しかも，都市の成長に伴い，貧民の生活扶助の問題が増大したため，救貧
院として組織された制度へと転換しなければならなくなり，救貧院がコミュー
ンのものとなることで実現するとともに，救貧院の修道院化も生じていたので
ある㈹）。
　しかし，1535年にトマス・クロムウェルのもとで教会の財政状態と風紀状
態が調査され，ヘンリー8世は翌年に「小修道院解散法」を成立させ，1539
年には「大修道院解散法」を成立させた。この解散措置は，制度上の変革では
なく，むしろ財政的にいきづまっていたところから修道院の巨大な財産を没収
し，あわせて反宗教改革の拠点をつぶそうとしたものであった（31）。その結果，
800を超える修道院がすべて姿を消すこととなった。
　したがって，従来の修道院による貧民救済活動は，すでにそれを担う主体が
無くなってしまったのである。そうすると，治安自体の改善が見られない以上，
英国国教会の教区を単位として，治安対策を講じなければならないこととなる。
そこで教区が責任主体として登場しなければならなくなるのであるが，その財
源は当該教区に居住する比較的富裕な者からの救貧税に仰がねばならなくなっ
た。これを裏付けたのは，まさしく教区の「人びとがずっと一緒にいることか
ら生み出されるきずな」（32）であったと評することができよう。しかしそのよう
な共同体的工一トスが一朝一夕に形成されるものではないはずである。そのよ
うな共同体的工一トスを支えたのは，結局，キリスト教的家父長制度において
生じていた「ノブレス・オブリージュ」（Noblesse　Oblige）という観念であっ
たといえるだろう。「当時，救貧は法的義務であると同様に，キリスト教徒の
義務でもあった」（33）のである。すなわち，「社会において上にいる者，力ある
（30）K．S．　Frank，　Geschichte　des　christlichen　M6nchtums，　Wissenschaftliche
　Buchgesellschaft，1993，戸田聡訳『修道院の歴史』2002年，教文館，　p．119
（31）浜林・前掲，p．　98－103。なお，フランク前掲邦訳書，　p．142も参照。当時および
　現在（廃嘘として）の修道院の状況については，志子田光雄・志子田富壽子『イギ
　　リスの修道院』2002年，研究社に詳しい。
（32）　ラスレット・前掲邦訳書，p．111
（33）　ラスレット・前掲邦訳書，p．201
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ものは，下の者，弱い者をいたわり，慈悲を注ぐのがキリスト教徒としての当
然のつとめであって，この世で博愛行為をやっておけば，あの世へ行ってから
神さまのお褒めをいただけるはずである」（34）という考え方である。これは，前
述した「積善説」の考え方のうち，「光」の部分そのものである。
　このような意味においては，「大多数の国民に宗教改革の意義を納得させよ
うという，より重要で基本的な仕事は果たされないままであった」㈲とされる
ように，イングランドにおける宗教改革は不徹底なものであったが，不徹底で
あったがゆえに「積善説」の考え方が維持され，治安維持を目的とするもので
はあれ，貧民救済のための責任主体が教区に転換していくことを円滑化させた
のだと考えることができよう。
3．イングランドにおける徒弟制度
　イングランドにおける徒弟制度は，中世ギルド以来の伝統を有している。イ
ングランドでは，多少とも経済的余裕のある家族は，家事に従事する奉公人を
家庭に置いた。このような奉公人には，さまざまな種類があり，徒弟もそのひ
とつである。徒弟は，職業的な技術や知識を習得するために，定められた期間
（一般的には7年とされる），独立した営業者（親方）のもとで働く見習いであ
り，原則として賃金は支給されず，徒弟に採用されるに当たっては，少年の親
から親方に対して謝礼が納められねばならなかった。親方と両親との間では，
正式の契約文書が交換され，徒弟が親方に絶対的に服従するとともに，親方が
徒弟を保護する義務があることを規定していたとされる（36）。
　当時のロンドンのパン屋は，13－4人の人びとで構成され，その構成員は，
当主と妻，賃金で雇われた渡り職人（journeymen）4人，徒弟（appren－
tices）2人，女中（maidservants）2人と当主自身の子供たち3－4人という
（34）小池滋『もうひとつのイギリス史』1991年，中公新書，p．ll4，132。なお，小
　林章夫『イギリス貴族』1991年，講談社現代新書，p．108－114も参照。
（35）　ライトソン・前掲邦訳書，p．335
（36）以上につき，村岡＝川北・前掲，p，111。なお，具体的な徒弟契約書の内容につ
　　いては，ラスレット・前掲邦訳書，p．5－6に引用されている。
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ものであった⑳。そして，「当時の考え方では，家族とはひとつの社会という
より，3つの人間関係の混合物であった」のであり，「夫婦関係，親子関係，
主人とサーヴァントの関係」であったとされている（38）。
　したがって，徒弟と親方との間には，実際の親子とは確かに区別されてはい
るものの，親と子の関係に類似した親密な関係が成立したのであって，「広げ
られた家族」＝「世帯（household）」を形成していた。徒弟は，血縁家族の中
にあって子どもと同様な立場にあったのであるが，必ずしも肉親的情愛につつ
まれて血縁関係にある子どもと同等の待遇を受けたわけではないだろう。しか
し，家族の父親＝夫の家父長的立場は，世帯内の主人一奉公人の関係において
も等しく想定されていたものとされている（39）。エセックスのコークサルの織
元であったトマス・ペイコックは，1518年に天寿を全うするが，その遺言に
おいて，家族の分を残し，彼のために働いてくれた近隣の善良な人々に遺産を
分け与えている。その内容は，①仕上工のトマス・グッディに20シリング，
彼の子供に3シリング4ペンスずつ，②仕上工のエドワード・グッディに16
シリング，彼の子供に3シリング4ペンス，③かつての徒弟のハンフリー・ス
タナーに6シリング8ペンス，④織布工のジョン・ベイチャムに5ポンド（た
だし，貸金との清算として）とガウンとダブレット，⑤縮絨工のロバート・テ
イラーには貸金の負債分と3シリング4ペンス，⑤名を挙げなかった織布工，
縮絨工，仕上工にはそれぞれ12ペンス，⑥硫毛工，毛羽立て工，紡毛工には
総計4ポンドを与える，などというものである㈹。このように，主人一奉公
人の関係は親密なものであったのである。なお，17世紀当時の毛織物製造に
おける工程は，紡毛（選毛・洗毛・流毛）・織布・仕上げ（縮絨・染色等を含
む）の3主要工程に分かれていたのであり，典型的な問屋制家内工業の形態と
なっていた㈹。
（37）　ラスレット・前掲邦訳書，p．3
（38）　ラスレット・前掲邦訳書，p．7
（39）村岡＝川北・前掲，p．101－102
（40）　アイリーン・パウア（三好洋子訳）『中世に生きる人々』1969年，東京大学出版
　　会，p．258－261
（41）　大塚久雄『近代欧州経済史入門』1996年，講談社学術文庫，p．138－139
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　貧しいハズバンドマン（土地耕作者）の息子であったエドワード・バーロウ
（Edward　Barlow）の回想録は，増え続ける家族全員を賄うに足りない小さな
土地で生活する貧しい家族の中で育つ子供が送る労働生活の典型的なライフコー
スを示している。これによれば，バーロウ家はランカシャーに居住する養うべ
き7人の子供を持った貧しい一家であり，バーロウは10歳か11歳になった時
に家の外で仕事を探さざるをえず，農家や炭鉱で不規則な仕事を行い，13歳
ころになった時にマンチェスターの織物商の徒弟になったのである（42）。
　このように子供が家の外に出ることは，何も貧しい家庭だけのことではなかっ
た。ある程度裕福な家族であっても，徒弟やサーヴァントとして家を出ること
は多かった。教区司祭で富裕なヨーマンであったラルフ・ジョスリンの日記に
おいても，長男のトーマスは15歳5ヶ月でロンドンに徒弟として転出してお
り，次男のジョンも15歳4ヶ月でロンドンに徒弟として転出している（43）。こ
れは必ずしも経済的役割に期待してなされたものではなく，むしろ子供の将来
に必要な教育を与えるために行われたものということができよう。なぜなら，
それらの子供は，10代の初めから半ばにかけてという，家庭内労働としては
貢献が本当に重要と期待される年頃に家を離れるのであり，そのような家庭で
はかわりに奉公人を雇って働かせたものであるからである㈲。
　さらに上流階級の場合にはどうであったのだろうか。上流階級の場合であっ
ても，子供を交換し，他家での教育のためにやはり家を出るという慣習があっ
た。さらに上流階級では，後々の配偶者選択，キャリアさらには資産の管理に
関する有益な社会的ネットワークの拡大という目的も付随していたものであろ
う㈹。いずれにしても16世紀のイングランドでは，14歳から16歳をピーク
（42）　Ilana　Krausman　Ben－Amos，　Adolescence　and　Youth　in　Early　Modern　Eng－
　land，1994　Yale　University　Press，　p．47．なお，ハズバンドマンについては，ライ
　　トソン・前掲邦訳書，p．　43－44を参照。
（43）Alan　Macfarlane，　The　Family　Life　of　Ralph　Josselin，1977　W．　W．　Norton＆
　Company，　P，93
（44）　ライトソン・前掲邦訳書，p．186－187
（45）金屋平三『17世紀イングランドの家族と政治思想』2004年，晃洋書房，p．154－
　　155
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として多くの子供が家族のもとを離れたのである。イングランドで何らかのサー
ヴィスのために家を離れることが他の地域よりも多かったのは確かであり，15，
歳から24歳の人口の約60％がサーヴァント等となっていたとされている（46）。
サーヴァントを持っていた世帯は，常時全世帯の4分の1ないし3分の1くら
いで，だいたい同じくらいの比率の世帯が外に出てサーヴァントとなっている
子供を持っていたことになるが，ライフ・サイクルの一時点をとれば大半の世
帯がサーヴァントを送り出すか受け入れるかしていた，との指摘もある㈲。
いずれにしてもこれらの慣習は，まさしく子供にとっての「自律と独立」（‘s）の
ための措置であったといえよう。
　したがって，徒弟制度はイングランドの歴史に根ざしたものであり，きわめ
て多くの人が，結婚して世帯を形成するまでの期間，他の世帯における奉公人
として生活していたのである。これをラスレットは，「ライフ・サイクルの一
環としてのサーヴァント」と呼んでいる（49）。そうだとすると，貧窮児童の事
実的監護の遂行として徒弟制度によったことは，当時のイングランドでは極め
て自然なことであったのであって，将来の貧民を創出しないという社会防衛的
な消極的目的においてではあったものの，貧窮児童の「自律と独立」を図るも
のでもあったと評することができよう㈹。
第2節　17世紀の児童をめぐる法と社会
1．17世紀の児童対象立法
17世紀は，1601年「エリザベス救貧法」（Act　for　the　Relief　of　the　Poor）
（46）Hugh　Cunningham，　Children　and　Childhood　in　Western　Society　Since　l500
　2nd　ed．2005　Pearson　Education　Ltd．，　p．96
（47）　ラスレット・前掲邦訳書，p．24
（48）　金屋・前掲，p．154
（49）　ラスレット・前掲邦訳書，p．24
（50）　なお，本稿では，徒弟とサーヴァントとを厳密に区別して論じていないが，その
　　区別と18世紀における変容，特にアメリカ移民との関係につき，川北稔『民衆の
　大英帝国』1990年，岩波書店を参照。
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の制定に始まる。この法は，1948年に救貧法が全面的な廃止を受けるまでの
間，その基本法として存続したものであって（5’），この法が児童をどのように
取り扱っていたかを検討することが親権法の成立を考察するに当たって重要な
意味を持つことに疑いはない。この法は，教区委員と貧民監督員が治安判事の
同意を得て，両親による扶養が不可能なすべての児童の就業を目的とし，すべ
ての住民・教区牧師その他に対して救貧税を課税して，貧窮児童を男子24歳・
女子21歳まで徒弟に出すことを定めたものであった（52）。さらにこの法は，
1563年の職人規制法で定められた12歳という徒弟年齢未満の乳幼児＝教区幼
児（Parish　lnfant）も教区によって養育することとしている（ss）。
　前節で検討したように徒弟制度はイングランドの歴史に根ざしたものであっ
て，エリザベス救貧法が新たな措置を定めたものとはいえない。個々の措置に
関しても，16世紀に徐々に積み重ねてきた措置を包括・拡大したものといえ
よう。そういう意味では，「不幸な人びとの生活を守る責務は，1601年の有名
なエリザベス救貧法よりもはるかに古いものであって，この法は貧民監督官の
義務を法文化したものであるにすぎなかった」（54）のである。そうだとすると，
エリザベス救貧法は，16世紀の救貧制度上の教区徒弟制度を引き継ぎ，その
対象となる児童の範囲を広げるとともに，修道院解散によって生じた貧民救済
活動につき，救貧税を徴収してそこからの支出において賄うという制度を確立
したものと考えることができよう。この法の目的は，「教区委員や貧民監督官
によって，両親が養育・維持していけないと思われる児童たちを仕事にとりか
からせること」にあるのであって（55），またそれにとどまるものであった。
　この点につきピンチベックとヒューイットは，教区徒弟制度を「一種の親権
剥奪制度」と位置づけ，「原理的に，国家は児童の適切な処遇や訓練を確保す
（51）　川田昇「イギリス親権法史』1997年，一粒社，p．10
（52）　川田・前掲，p，10－11
（53）川田。前掲，p．　12－13，桑原・前掲，　p．　30
（54）　ラスレット・前掲邦訳書，p．201
（55）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p．19，注（22）を参照。
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る責任を引き受けた」としている㈹。しかし，「少なくとも労働能力のある子
に対しては，その扶養や職業的訓練を確保することは，もはや親の法的責任と
しては考えられていなかったこと，したがってこれについての親の能力の欠如
は法的な非難の対象になっていなかったとみるほうが自然」なのであって，
「貧民の家族においても，親の子に対する責任としての親権が期待され，扶養
能力の欠如をその解怠の現れとして，一種の制裁として親権剥奪が行われたも
のと介することはできない」という川田教授の指摘（57）が妥当である。
　それでは親には，扶養義務という観念はなかったのであろうか。川田教授が
指摘するように，第7条において「老齢者，盲者，肢体不自由者，虚弱者，そ
の他働くことのできない貧民の，父，祖父，母，祖母，子は，十分の能力をも
つ場合に，治安判事の査定する方法および割合で，自らの費用をもって，その
ような貧困な人々を救済し，扶養しなければならない」として，エリザベス救
貧法自体が一定の直系血族間における扶養義務を規定している（58）。しかしそ
の保護の対象者には子供が含められていない。後の解釈によって子供が含めら
れるようになったとしても，その規定対象は救貧税による救済対象に限定され
ているのであって，救貧税を支出する前に負担軽減を図ろうとしたものにすぎ
ないと考えるべきであろう（59）。1575年4月29日のブライドウェル矯正院では，
ジョアン・クロンプと婚外交渉を行ったエドワード・メレディスに矯正＝鞭打
ちの裁定がなされているが，それによって妊娠していたジョアンに対してロン
ドン市からの追放と同市が子供の責任を負わない旨の裁定をなしているだけで
あって㈹，子供の親による扶養の問題には全く触れられていないが，それが
一般的な当時の取扱いだったと思われる。
　17世紀は救貧税に対する不満の高まりをもって，進んでいくことになる。
（56）　Pinchbeck＆Hewitt，　Children　in　English　Society，　vo1，1，1969　Routledge＆
　Kegan　Paul，　P．98
（57）川田。前掲，p．　14－15
（58）　川田・前掲，p．　15
（59）　川田・前掲，p．16
（60）乳原・前掲，p．37－38
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議会と国王との関係は，課税権や宗教政策において対立し，チャールズ1世は
1649年1月30日に処刑される。この間，内乱や食料不足危機が惹起され，要
保護児童が増加したと考えられるのであるが，救貧税はもはや既定事実となっ
ており㈹，覆せない状態となっていた。しかし教区の対応能力は低下してい
たと思われる。1648年にはダービシャの治安裁判所に対し，一市民が「自分
は王党の兵士の家の障害児を，父親が戦争に行った1646年以来，教区の貧民
監督官から週8ペンス支払うという約束で引き取っているが，その約束は9週
間履行されただけである」と訴えた記録がある（62）。
　この時期におけるピューリタン革命・王政復古・名誉革命という政治的激動
にもとつく教区の対応能力の低下にかかわらず，エリザベス救貧法は施行され
っづけたが，児童の「自律と独立」という観念は消え失せていくことになる。
そして，教区の対応能力の低下に対する教区の負担軽減立法が成立していくこ
とになる。1662年「定住法」（Act　of　settlement：Act　for　the　better　Relief
of　the　Poor　of　the　Kingdom）は，治安判事が教区に来住した浮浪民を最近
の少なくとも40日間合法的に定住した教区への返還を命ずることができる旨
規定し㈹，夫の教区の負担となるべき未婚の母と非嫡出子とを居住地へと追
い帰すこととなり，その結果，そうした母子は救貧院に入ることとなったので
あるが，救貧院の中で未婚の母は子どもと引き離されたとされる（M）。
　1679年には，チャールズ2世が政敵を逮捕監禁したことから，専制的独裁
政治の復活を恐れた議会は，「人身保護法」（Habeas　Corpus　Act）を成立さ
せた㈹。しかし，他方この当時は，前述したように教区徒弟制度のもとで親
子が分離拘禁されることも当然とされていたのである。現在わが国で，「この
制度の沿革に照らすと問題がないわけではないが，最高裁判所は人身保護法施
行後まもなく子の引渡し請求事件にその適用を認め（最判昭和24年1月18日
（61）　ライトソン・前傾翻訳書，p．256－257
（62）　ヘイウッド・前傾邦訳書，p．　15
（63）　川田・前掲，p．27
（64）　桑原・前掲，p．41
（65）　最高裁判所事務局民事部『人身保護法解説』1948年，民事裁判資料第8号，p．12
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民集3巻1号10頁），これ以来これを認めることは判例として確定してい
る。」㈹と評されるに至っているのは皮肉な現象といえよう。ただし，イング
ランドでも18世紀には，監護権を侵害された親権者はコモン・ローの適用に
よって子を取り戻すことができるようになり，1816年「人身保護法」（Habeas
Corpus　Act）によって民事事件にも人身保護法の適用が認められるようになっ
たとされている㈹。
　そして1691年には，「改正定住法」によって，徒弟期間を終了した徒弟に対
し，徒弟先で居住権を獲得できることとされた。すなわち，自己の教区に居住
する貧窮児童を他の教区に送り出してしまえば，将来にわたって自己の教区の
負担を軽減することとなるのである。したがって，17世紀の終わりには，教
区徒弟制度は，完全に貧窮児童に対する教区の責任回避策としてしか機能しな
くなるのである㈹。
　なお，1697年には，貿易商務委員会に対し，貧民救済法改正のための報告
書が提出され，同省の委員であったジョン・ロックは，「労働学校（working
school）」を設置して3歳から14歳未満の被救済児童をこの学校へ収容する
ことを提案した。この学校は，教区徒弟制度の運用の行き詰まりを打開するも
のとして，児童の親を働かせるために児童を親から分離収容する施設として構
想され，「幼児の収容による彼の関心は，幼児自身の自助より，むしろ親の自
助の妨げの除去に置かれていた」のであって，ロックが「貧民の家族結合を無
視していたことは明らか」なのである㈹。この報告書については，以上の
「労働学校」構想を記した後半部分に対し，その前半部分で貧窮児童に対する
「懲治監（House　of　Correction）」に関する記述があり，その全体でまさに自
律していない者に対する〈懲治〉の体系をなしていたことに注意が必要であろ
（66）　島田充子「子の奪い合い紛争」川井健ほか編『講座現代家族法　第3巻』1992
　年，日本評論社所収，p．186
（67）　前掲「人身保護法解説』p．　12－13，田中英夫編集代表「英米法辞典』1991年，東
　　京大学出版会，p．398
（68）以上，桑原・前掲，p．45－46
（69）川田・前掲，p．30－36
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う㈹。このようなロックの言説と後述する「教育論」におけるロックの言説
との表面的な落差・分裂に関しては，「教育の二重性」が指摘されている（71）。
しかし，そもそもロックの思想においては，後述するように「教育論」におい
ても，児童に対する体罰を自律していない者に対するく懲治〉として認めてい
るのであって，自律していない者への自律した市民による支配を肯定するとい
う点では，貧民に対するものと児童に対するものとはほぼ同型なのであって，
ことさらその思想に「二重性」があると言うには及ばないであろう。
2．17世紀の社会と経済
　17世紀は，「政治革命の時代」であった。17世紀初頭から王と議会は課税権
の帰趨やスペイン戦争に対する軍事費支出などにおいて対立していた。1642
年には武力抗争が発生し，前述したように1649年にはチャールズ1世が処刑
される。ここに共和政が成立するのであるが，内乱は続き，財政は逼迫してい
く。1658年に政治革命の指導者であったオリヴァー・クロムウェルが病没す
ると，1660年にチャールズ2世による王政が復活する。チャールズ2世の没
後，ジェームズ1世が王位を継承するが，王の暴政を恐れた国民は王女メアリ
の夫であるオランダのオレンジ公ウィリアムに期待を託し，ジェームズ1世が
逃亡することによって無血革命＝名誉革命が成立した。これによって絶対王政
は崩壊し，ジェントリー層による名望家支配体制が成立することとなった。
　このように17世紀の政治変動には著しいものがあったが，当時の経済はど
うなっていたのであろうか。16世紀から穀物価格などの物価が高騰してい
た。これは，当時の貨幣材料であった銀が新大陸から大量に流入したことによ
り（72），通貨量を増大させたことに基づくインフレーションであった。これを
「価格革命」と称しているが，他方，大量に流入した銀に対する輸出品として
（70）　寺崎弘昭『イギリス学校体罰史』2001年，東京大学出版会，p．191－199
（71）寺崎・前掲，p．202，注（49）を参照。
（72）大塚・前掲，p．28－34。なお，村岡＝川北・前掲，　p．11は，「この時代のイギリ
　　スに銀が流入した証拠は乏し」いとしている。
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は毛織物が決定的に重要な位置を占めていた㈹。したがって，銀を掌握しう
る者は，毛織物を豊富かつ低廉に供給しうる者であった㈹。
　そこで農村では，毛織物を製造する問屋制家内工業が急速に広がっていく。
このような問屋制家内工業を支えたのが前述した徒弟制度であり，徒弟や日雇
の賃金労働者であった。15世紀末から羊毛需要の増大に触発された牧羊エン
クロージャー（囲い込み）が村落共同体を破壊し，多数の農民が土地を失って
家内工業で生計を維持するようになったのである㈹。またエンクロージャー
は，流浪する貧民をも創出したのであって，その結果制定されたのが救貧法で
あり，救貧法を通じて再び貧民は徒弟としての労働が強制されるという円環を
描いていくことになる。トマス・モアが「（羊は）以前は大変おとなしい，小
食の動物だったそうですが，この頃では，なんでも途方もない大喰いで，その
上荒々しくなったそうで，そのため人間さえもさかんに喰殺しているとのこと
です。（中略）たった1人の強欲非道な，まるで鵜のような，疫病神のような
人がいて，広大な土地を柵や垣で一ヵ所にかこってしまおうなんて，とんでも
ない野心をいだいたばかりに，多くの農民が自分の土地から追出されてしまう
ことになるのです。」㈹と書いたのは，まさしくこの当時のことであった。
　このような初期資本主義については，商人資本が原始的蓄積をなし，それを
もって家内工業を支配したのだという発展段階論㈹に対し，大塚久雄は，初
期資本主義は「局地的市場圏」での中産的生産者層が担ったのであって，中産
的生産者層が富裕な小生産者と貧窮化した隣人たちとに両極分解していったと
ころに産業資本の歴史的形成端緒があるとしたのである㈹。大塚久雄は，マッ
クス・ウェーバーに依拠しつつ，商人ではなく，独立自営のヨーマンこそが資
（73）　大塚・前掲，p．35－37
（74）　大塚・前掲，p．　39
（75）　藤瀬浩司『改訂新版　欧米経済史』2004年，放送大学教育振興会，p．26－30
（76）　トマス・モア（平井正穂訳）『ユートピア』1957年，岩波文庫，p．26－27
（77）宇野弘蔵『経済政策論（改訂版）』1971年，弘文堂，p，43－52
（78）　大塚久雄『欧州経済史』1973年，岩波書店，p．109－112，大塚久雄編著：「西洋経
　　済史』1977年，筑摩i書房，p．3－42（大塚久雄執筆）
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本主義的工一トスの担い手たりうることを主張し㈹，この明快な論理が一世
を風靡したのであるが，そのようなテーゼが史実に合致しているかどうかは，
さらなる実証的な検証が必要であろう（8°）。また17世紀には「イギリス商業革
命」があったとされており｛81），もはや16世紀とは異なって国際的な重商主義
政策が推進されていたのであるから，「局地的市場圏」が重要であったとはい
え，これのみを過度に重視することはできない（82）。特に18世紀における産業
都市と商業都市の発展に鑑みれば（83），織物産業の国際経済的重要性が問われ
なければならないだろう。しかしいずれにしても，17世紀には，農村におけ
る中産的生産者層が分解し，人口変動を生ぜしめたことが，その後の社会形成
に重大な意味を持っていることは疑いのない事実であるCS4）。
3．17世紀の精神生活と科学革命
　当時の市民の精神生活はどのようなものだったのだろうか。まず挙げられる
のは，ピューリタニズムの進展であろう。前述したように，夫婦の相互性とい
（79）大塚久雄『増訂　宗教改革と近代社会』1950年，みすず書房。マックス・ウェー
　　バーのエートス論については，梶山力・大塚久雄訳『プロテスタンティズムの倫理
　　と資本主義の精神（上・下）』1955年，1962年，岩波文庫を参照。
（80）金子勝『市場』1999年，岩波書店，p．　5は，「大塚の描くイギリス近代のイメー
　　ジは，今日のイギリス史の「常識』に反している」とし，また，村岡＝川北・前掲
　　はじあにivも，「この見方は，われわれの採る所ではない。」と明言している。な
　　お，同書，p．49－51も参照。
（81）　村岡＝川北・前掲，p，52－53
（82）　この点につき，資本主義的な世界システム論を展開するものとして，Immanuel
　　Wallerstein，　The　Modern　World－System　H，1980　Academic　Press　Inc．，川北稔
　　訳『近代世界システム　1600～1750』1993年，名古屋大学出版会を参照。ただし，
　　ウォーラ・・一一ステインは，マクロ的な地域間分業体制を世界システムを考察したので
　　あり，生活世界的な概念が発生する過程においては，ミクロ的な国内産業・流通シ
　　ステムの考察を無視することはできないはずである。ウォーラーステインの思想に
　　ついては，川北稔編『ウォーラーステイン』2001年，講談社を参照。
（83）　Penelope　J．　Corfield，　The　Impact　of　English　Towns　1700－1800，19820xford
　　University　Press，坂巻清・松塚俊三訳『イギリス都市の衝撃　1700－1800』1989
　　年，三嶺書房，第2章・第3章。
（84）　この点に関する大塚史学とプロト工業化理論の理論的な異動につき，斎藤修『プ
　　ロト工業化の時代』1985年，日本評論社，p．52－71を参照。
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う観念は特殊ピューリタン的なものではなかったとしても，ピューリタンの信
仰箇条のうち，最も特徴的で実践において最も重要なものに数えられることに
なる原則として，家族内に相互義務関係が存在するということが主張された。
結婚生活との関係では，妻に対する夫の義務ならびに夫に対する妻の義務があ
り，両親に対する子供の義務ならびに子供に対する両親の義務が相対するとさ
れたのである（s5）。これこそが，「マルサス主義的」結婚システムを生んだもの
と思われる。マルサスは，「近代的労働力の形成と家族責任の自覚の必要性を
明確に結びつけた」のであり（86），「マルサス主義的」結婚システムとは，「そ
の核心をなす夫婦の絆と，彼ら自身の子どもたちに関心と支出を集中させるイ
デオロギーとを持った核家族の支配」であるc87）。そして家父長は家族構成員
に対して責任を負うこととなり，「家は，意識的かつ徹底的に，ひとつの教会
に変えられる」㈹のである。
　その結果，ピューリタニズム家族では，親子関係について父親による懲罰が
重視されることになる。すでに1560年のビーコンの公教要理において，父親
が子どもに「父は学ぼうとしない子を折濫してよいか」と尋ねるのに対し，模
範的な子どもが「はい，当然のことです。適度の折櫨は，子どもには食べるこ
とや飲むことと同じく必要です」と答えることが示されていた（89）。これは，
「人間のあらゆる営為は，若い頃から邪悪であるから，自然的な人間に対する
戦いは早い時期から必要であり，この戦いは家族という場で行われざるを得な
い」（go）とされていたことに基づく。
　これは，確かに個人主義であるかもしれないが，現代における個人主義とは
（85）Levin　SchUcking，　Die　Familie　im　Puritanismus，1929，角忍・森田数実訳『読
　　書と市民的家族の形成』1995年，恒星社厚生閣，p，40
（86）　川田・前掲，p，5
（87）　Alan　Macfarlane，　Marriage　and　Love　in　England：Modes　of　Reproduction
　　l300－1840，1986　Basil　Blackwell，北本正章訳「再生産の歴史人類学』1999年，勤
　　草書房，p．44
（88）　シュッキング・前掲邦訳書，p．　73
（89）　シュッキング・前掲邦訳書，p．90
（90）　シュッキング・前掲邦訳書，p．92
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性格を異にしているように思われ，マクファーレンの指摘するように，イング
ランドにおいては少なくとも13世紀から現代に至るまで資本主義的かつ個人
主義的な社会が一貫してあったのだ（91）とは必ずしもいえないのではないだろ
うか。ここでは，神との関係における義務が措定されているのであり，この義
務は子どものためでも国家のためでもあったのである（92）。それだからこそ，
子どもと徒弟との関係は同列に置かれたのであって，現代における個人主義と
同様な精神生活の基盤が整えられるのには，18世紀におけるジョン・ロック
の思想を待たなければならないだろう。
　他方，17世紀は，「科学革命の時代」でもあった。ケプラー（1609年『新天
文学』），ガリレイ（1632年『天文対話』），デカルト（1644年『哲学原理』）の
天文学・運動論，ウィリアム・ハーヴィ（1628年「血液循環論」）の機械論的
生体観などが次々に発表され，1662年にはボイル，ペティ，ニュートンなど
によって王立協会（ロイヤル・ソサイェティ）が設立された。したがって，
「17世紀ヨーロッパが近代＝現代の自然科学のありようを，決定的に定め
た」（93）と評しうる。しかしながら，当時の市民レベルまで科学革命が浸透する
には相当の時間を必要とするだろう。イギリス科学の特徴は，民間主導型の科
学運営にあったとされ，科学団体がまず社会の上層（ジェントルマン）でつく
られてから，時代をおうごとに下へと広がっていったのである（9‘）。
　そこで，ここでも経済史と同様，マックス・ウェーバーにならって「プロテ
スタント的工一トスが近代科学を推進した」といえるのかというと，そういう
わけではなかった（95）。もともと17世紀の科学革命は，「人間一自然一神とい
う3者の包括的で全体的関係のなかでしか意味をもち得なかった」のであ
（91）　Alan　Macfarlane，　The　Origins　of　English　Individualism：The　Family，　Prop－
　erty　and　Social　Transition　l978　Basil　Blackwell，北本正章訳『イギリス個人主
　義の起源』1990年，リブロポート
（92）　シュッキング。前掲邦訳書，p．94－95
（93）　村上陽一郎『近代科学と聖俗革命』1976年，新曜社，p．6－7
（94）大野誠『ジェントルマンと科学』1998年，山川出版社，p．12－13
（95）　この点については，佐々木力『科学革命の歴史構造（上）』1985年，岩波書店，
　　p．70－143で詳細に検討されている。
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る（96）。17世紀科学革命の代表的存在ともいえるニュートン自身が，「ニュート
ンは理性の時代に属する最初の人ではなかった。彼は最後の魔術師であり，最
後のバビロニア人でまたスーメル人であり，1万年には少し足りない昔にわれ
われの知的遺産を築き始めた人たちと同じような目で，可視的および知的世界
を眺めた最後の偉大な人物であった」（97）と評されるように，魔術的思考と切り
離されていたわけではなかったのである（98）。イングランドの魔女迫害法は，
1542年法・1563年法・1604年法へと進み，それが1736年に廃止されたので
あるが（99），それはまさしく宗教改革期に該当するのであって，ヨーロッパで
は新旧キリスト教両派による魔女裁判が実行された「逆説」がある（1°°）。それ
は結局，「魔女が実在するという信仰が本当にあった」ことに他ならないので
あって（1°1），「科学革命の理論は，魔女裁判の時代が終わるまで，教養ある人々
の意識にしっかりとした基盤をもっていなかった」のであるq°2）。
　また，1664年から約1年間ロンドンでペストが猛威をふるい，全住民数の
約2割，死者総数の7割に相当する7万ものロンドン子の命が奪われてい
る（1°3）。これによって繊維業や製造業の親方は仕事にあぶれ，抱えていた職人
や徒弟たちをお払い箱にしなければならなかった（le4）。当時のペスト対処法は，
若干の消毒等を施すほかは原始的な隔離を行うにすぎないのであるが（le5），サ
（96）村上・前掲，p．23
（97）　John　Maynard　Keynes，　Essays　in　Biography，1956　Horizon　Press，熊谷尚
　　夫・大野忠男訳「J．M．ケインズ　人物評伝』1959年，岩波書店，　p．316
（98）　浜林正夫『魔女の社会史』1978年，未来社，p．223－233
（99）　浜林・前掲，p．11－25
（100）度会好一『魔女幻想』1999年，中公新書，p．221－268。なお，イングランドに
　　おける魔女裁判に関しては，Kurt　Baschwitz，　Hesen　unt　Hexenprozesse，1963，
　　川端豊彦・坂井洲二訳『魔女と魔女裁判』1970年，法政大学出版局，p．183－239
　　に詳しい。
（101）Geoffrey　Scarre＆John　Callow，　Witchcraft　and　Magic　in　Sixteenth－and
　　Seventeenth－Century　Europe，2001　Palgrave，小泉徹訳『魔女狩り』2004年，
　　岩波書店，p．86
（102）　スカール＆カロウ・前掲邦訳書，p．105
（103）蔵持不三也『ペストの文化誌』1995年，朝日新聞社，p，219－226
（104）　蔵持・前掲，p．　227
（105）蔵持・前掲，p．　222－226に記載されたペスト条例の概要を参照。
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ミュエル・ピープスは，「神よ，われわれ皆を守り給え。」と祈りつつも，「葉
たばこを買って，匂いをかぎ，噛まずにはおられなかった」が，「そうするう
ちに心配は消えていった。」というのであり，この間も浮気を繰り返してい
る㈹。したがって，「ペストの流行という鏡に映し出される17世紀という時
代は，何がなし，やはり14世紀のそれとは違っている。17世紀の人びとに
は，すでに近代人の『自信』が見える。それは裏返せば「傲慢』とも表現でき
よう。」（1°7）という程度には，科学的な認識や自信も不完全ながら生じてきてい
たように思われる。
　したがって，科学革命による自然科学が，「神の真理ぬきの真理論，そして
神の働きかけぬきの認識論」になるためには，「「全知の存在者の心の中に』あ
る真理，という考え方から，『人間の心の中に』ある真理という考え方への転
換」，「「信仰』から『理性』へ」，「『協会』から『実験室』への転換」が必要で
あった（1°8）。このような観点から，17世紀の科学革命とは区別される「聖俗革
命」という概念㈹が導かれるのであり，科学的思考が一般的なものとなって
いくためには，18世紀における啓蒙主義の思想以降の展開を待たなければな
らないだろう｛11°）。
第2章　親権概念の成立
第1節18世紀の児童保護立法
1．教区負担の軽減立法と人道主義的批判
18世紀の児童対象法制としては，まず1718年に「家族遣棄禁止法」が制定
（106）　臼田昭『ピープス氏の秘められた日記』1982年，岩波新書，p．96－102
（107）　村上陽一郎「ペスト大流行』1983年，岩波新書，p．183
（108）　村上・前掲『近代科学と聖俗革命』p．12－13，23
（109）　村上・前掲『近代科学と聖俗革命』p．11
（110）啓蒙主義の展開については，ウルリヒ・イム・ホーフ（成瀬治訳）「啓蒙のヨー
　　ロッパ』1998年，平凡社を参照。
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された。この法律は，妻子を遺棄して他の教区あるいは国外に逃亡する者など
に対して，教区の負担減免のたあに，治安判事の令状に基づいてその動産を差
押・処分するなどして，妻子の生計・養育に充てることができる旨を定めてい
る（111）。つまり，子供が置き去りにされると，その子供が教区に居住している
限り，その教区が子供に対する責任を負うことになるのであるから，教区とし
てはその負担を回避する必要があったのである。この法律に関しては，私的扶
養優先の原則を強く打ち出したものであるとされているが（112），公的救済の費
用を償還する措置を定めただけであって｛113），少なくとも実定法上の概念とし
て，子供に対する私的扶養義務の観念が生じていたわけではないだろう。した
がって，この法律は，17世紀の定住法の延長線上にあるものと位置づけるべ
きである。
　そして，単に教区の負担を軽減させるだけのための悪法が成立する。それが
1722年の「ナッチブル法」（Knatchbul1’s　Act）であった。この法律は，教区
委員や貧民監督官が労役場を建設できること，労役場への収容を拒否する貧民
は救済の資格を失うこと，労役場の経営を私人（労役場管理人）の請負に委ね
ることができること，を定めたものであった（114）。そのため労役場管理人は，
労役場収容者の健康等には配慮せず，主として救貧税からの収入のために収容
者を生かしておくことしか考えなかったため，労役場収容を拒否できない貧窮
児童がその対象となり，多くの貧窮児童がその犠牲になったとされている㈹。
　ナッチブル法が人道主義的な見地から社会的な非難を受けるようになり，し
かもこれとは反対に労役場収容を拒否する浮浪児の暴力沙汰が問題となってき
たことから，1732年には，「非嫡出子法」が制定され，教区の負担を国庫が補
（111）　桑原・前掲，p．57，大沢・前掲，　p．34－35
（112）　桑原・前掲，p，57
（113）　大沢・前掲，p．　35
（ll4）　桑原・前掲，　p．58，大沢・前掲，　p．36－38，川田・前掲，　p．37
（115）桑原・前掲，p．59，川田・前掲，　p．37－38。なお，ナッチブル法の実態につい
　　ては，美馬孝人『イギリス社会政策の展開』2000年，日本経済評論社，p．34－37
　　を参照。
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償することとする反面，翌1733年には，「教区等非嫡出子保護救済法」を制定
し，子の扶養を放棄した者を矯正院へ強制付託するという強制措置を採ること
となった〔u6）。そして，1744年には，「新浮浪者法」が制定され，児童を親か
ら引き離す年齢が14歳に引き上げられた（n7）。これについては，すでに教区徒
弟制度が機能不全に陥っていたことを示している。「18世紀になるとギルドは
もはや力を失っていて，徒弟制度もうまく機能しなくなっていた。儲かる仕事
といえば，たとえば科学機械装置の製造といった新技術になっていた」（118）の
であって，徒弟奉公先として貧窮児童に開かれた仕事はあまりなくなってきて
いたのである。
　1767年には，このような背景をもとに，教区の産婆であったエリザベス・
ブラウンリッグによる徒弟虐待事件が起きている。これは，ブラウンリッグが
二人の女の子の徒弟を地下室に閉じ込め，苛酷な強制労働を課したばかりか，
著しい虐待を行っていたのであるが，その後に送り込まれた3人目の徒弟はと
うとう死亡するに至った事件で，ブラウンリッグとその娘は絞首刑に処せられ
た〔’19）。このように人道主義的関心が高まるなか，ロンドンでの教区幼児の死
亡率が高く，特に1歳未満の幼児死亡率は82％にまでのぼることが判明し，
慈善家でファウンデリング養育院長となったジョナス・ハンウェイは，1767
年，「ハンウェイ法」（Hanway’s　Act）を成立させた。この法律は，労役場ま
たは救貧院で出生しまたは収容された6歳未満の教区幼児をロンドン地域から
3マイル以上離れた場所に送ることを義務づけたものであった（12°〉。これは一
種の里子制度であって，里親には6歳になるまでは最低週2シリング6ペンス
が支給され，6歳に達した場合，他に引き取られるまでの間は最低週2シリン
（116）　桑原・前掲，p．　60
（117）　桑原・前掲，p．　61
（ll8）　Liza　Picard，　Dr．　Johnson’s　London：Life　in　London　1740－1770，2000
　　Weidenfeld＆Nicolson，田代泰子訳『18世紀ロンドンの私生活』2002年，東
　　京書籍，P．91－92
（ll9）　ピカード・前掲邦訳書，　p，92
（120）　桑原・前掲，p．　65－66，川田・前掲，　p．　40
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グが支給された（12D。したがって，この法律は，「赤ん坊を死なせない法律」（122）
と称されたのであるが，その適用範囲は孤児や棄児などに制限されていた（聰23＞。
2．親権概念の実定法化
　1782年に制定された「ギルバート法」（Gilbert’s　Act：Act　for　the　better
Relief　and　Employment　of　the　Poor）も同じく人道主義的処遇方針を定め
たものである。この法律は，従来のナッチブル法に代表される救貧制度を否定
し，新たな救貧院の設置を義務づけ，そこに収容すべき者を，老齢・疾病・虚
弱により貧困になった者，労働により生活費を得られない者，孤児および母親
が収容された場合の児童に限定して（29条），無能力貧民のための保護施設で
あることを明確にした。親のいる貧窮児童に対しては，徒弟にふさわしい年齢
に達するまでの間，救貧院に送られるかまたはその地域内外の信頼できる者に
委託することができることを定めた（30条）（12‘）。
　しかもギルバート法は，児童の親・親類または責任のある者が児童を引き取
りかつ扶養することを望み，その旨表明するときは，その親等に児童を引き渡
すこととし，さらに前記の救貧院収容等の措置について，7歳未満の児童につ
いて，「その親の同意なしに，親から分離するいかなる権限も与えるものでは
ない」と規定した（30条）（125）。ここに初めて親に児童の収容等に関する同意
権が付与され，しかも子を保護する意思があるというだけで児童を引き取る権
限が立法化されるに至ったのである。しかも同時に，この法律は，「労働能力
がありながら，あるいは自己および家族を扶養できるにもかかわらず，その意
思なき者はすべて，教区役員により逮捕され，怠惰かつ治安素乱者として告訴
される」と規定した（31条）（126）。これは，川田教授の指摘されるように，「ま
（121）
（122）
（123）
（124）
（125）
（126）
ヘイウッド・前掲邦訳書，p，24－25
ピカード・前掲邦訳書，p．91
川田・前掲，p．40
川田・前掲，p．40－41
川田・前掲，p．41－42
川田・前掲，p．43－44
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さに低賃金のもとで，親はその責任において家族を維持すべきことが強制され
るものであった」ことを表しているものではあるが（127），「家族結合を存続させ
ることを権利として認めた」と評することができるだろう〔㈱。扶養義務不履
行による処罰の前提としては，扶養可能性があることを定めたものであり，こ
こに近代的な意味における親権（子に対する監護権）と扶養義務という概念が
実定法上のものとして同時に成立したのである。
　なお，人道主義的立法としては，1788年，「煙突掃除児童に対する保護立法」
が制定されたが，施行されなかった。当時の煙突掃除人の親方のもとには，約
1000人の奉公人がいたとされ，それは6歳から8歳の貧窮児童であったとさ
れている。それは，当時の建築事情によって煙が部屋に入るのを避けるために
煙突の口を小さくしたのであるが，そのような小さな口で作業するには，栄養
不良の並より小さな救貧院の子が望まれたのである。そこでそのような貧窮児
童を保護するたあに法律が制定されたのであるが，その後80年に亘って実効
性をもつことがなかったのである（129）。
　また，1793年には，「徒弟保護法」（Act　for　the　Protection　of　Apprentices）
が制定され，徒弟を虐待した親方を処罰することとしたが，ほとんどの児童は
そのような法律があることを知らず，また訴える勇気もチャンスもなかった。
したがって，多くの奉公人は，消極的に逃亡して，浮浪者や乞食やスリの仲間
に加わらざるをえなかったのであるq3°）。
3．スピーナムランド制度の展開
　児童を直接の対象とする立法措置ではないが，上記の流れと同様な人道主義
的な貧民救済のために採られた措置であり，殿誉褒彪の激しいスピーナムラン
ド制度についてもここで触れておく。第3節で後述するが18世紀末には大幅
（127）　川田・前掲，p．44
（128）　川田・前掲，p．　42－43
（129）　ヘイウッド・前掲邦訳書，
（130）　ヘイウッド・前掲邦訳書，
p．32－33
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な人口増加が生じ，折からのフランス革命に対する英仏戦争によって穀物輸入
が途絶したことなどから，イングランドでは穀物価格が急騰した。これらの原
因が英仏戦争の軍事費が増大したことなどとも相侯って，激しいインフレーショ
ンを引き起こしたのである（131）。また，18世紀前半から土地の用益権を排除し
て農地を確保するために第2次囲い込み運動が進んでいたのであるが，この穀
物価格の急騰とともに囲い込みもピークに達した（132）。したがって，18世紀中
ごろからは，食糧一揆も起きている㈹）。それにもかかわらず，農業革命によ
る農業技術の変革に基づいて，18世紀末においても食料自給率は90％程度を
維持していたとされるのであるが（⑳，地主や商工業経営者はともかくとして，
一般民衆は飢餓に瀕することとなってしまったのである。
　そこで1795年5月6日，スピーナムランドのペリカン・インに会したバー
クシャーの治安判事たちは，賃金扶助の額はパンの価格に応じて定められるべ
きであって，貧民の個々の所得に関係なく，統一的な基準による最低限の貧民
手当てが保証されることを決定した。その内容は，「一定の質を有する8分の
1ブッシェルのパンが1シリングする場合には，すべての貧民・勤勉な男子は，
そのみずからの労働もしくは家族の労働，もしくは救貧税からの給付によって，
週3シリングを生計費として交付され，妻・家族の扶養には1シリング6ペン
スを交付される。8分の1ブッシェルのパンが1シリング4ペンスする場合に
は，週に4シリングが交付され，1シリング10ペンスが付加される。つまり，
パンの価格が1シリングを1ペンス越すごとに，みずからに3ペンス，家族に
1ペンスが交付される。」というものであった（’35）。これがスピーナムランド制
度（The　Speenhamland　System）と称されるものである。
（131）村岡＝川北・前掲，p．135－137
（132）美馬・前掲，p．41－44
（133）　食糧一揆については，近藤和彦『民のモラル』1993年，山川出版社，p．108－
　　191が極めてヴィヴィッドに当時の状況を描いている。
（134）長島伸一『世紀末までの大英帝国』1987年，法政大学出版局，p．97－98
（135）Karl　Polanyi，　The　Great　Transformation，1957　Beacon　Press，吉沢英成ほ
　　か訳『大転換』1975年，東洋経済新報社，p．104－105より引用。
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　スピーナムランド制度は，救貧法が寛大に運用されるべきであることを意味
していたが，賃金が定められた一定額の所得に達しない限りは，たとえ雇用さ
れている場合であっても救済の対象とするのであるから，労働者の労働意欲を
阻喪するものであった。したがって，カール・ポランニーによって，「イギリ
スにおける労働市場の創出を妨げていたのはスピーナムランド法であった」と
断定されている。もっとも，ポランニー自身も認めているとおり，「この時期
は，一般にはいまだ伝統的な考え方が支配的で，貨幣的動機のみによってみず
からの行動を決定していくにはほど遠い」状態であったため，標準賃金が決定
的にゼロにまで低下していくことはなかった。しかし，不当な1799－1800年
の団結禁止法に対して政治的不安を生じなかったという結果はもたらしたであ
ろう（136）。ただし，このスピーナムランド制度は，1834年の救貧法改正まで継
続されたと言われてはいるが，忠実に実施されたと信ずべき根拠はないようで
ある（137）。
第2節　フィリップ・アリエス学説とそれに対する批判
1．フィリップ・アリエスのテーゼ
　親権概念が成立するに当たっては，どのような社会的変動があったことに基
づくのであろうか。この点については，フィリップ・アリエスによって，17
世紀末から18世紀にかけて「子ども期の観念（the　idea　of　childhood）」が
成立したからだと主張された。したがって，フィリップ・アリエスによって提
起された社会的意識のあり方（mentalit6）の変容の有無を検討しなければな
らないだろう。そのような社会的意識のあり方等に変容が生じたのであれば，
さらにそのような変容を生じさせた社会経済的背景を問うべきこととなろう。
　フィリップ・アリエスは，子どもに関する図像記述，子どもの服装，子ども
の遊びの変容などから，17世紀から18世紀にかけて「子供の無垢・弱さ」と
（136）以上につき，ポランニー・前掲邦訳書，p．108－109を参照。
（137）大沢・前掲，p．52－54，　p．　63，注（96）
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いう観念が発生したことが読み取られるとし（’38），家族が道徳的かつ社会的な
現実から感情的な現実へと変わることによって，「健康と教育」こそがその後
の親たちの主要な心配事となっていくと論じたのである（139）。アリエスは，こ
れを「17世紀には無視され，18世紀に発見された子どもは，19世紀には専制
君主となる。」という単純なテーゼにまとめた㈹。そしてこれによって，「勝
利を収めたのは個人主義ではなく，家族なのである。」とし，「個人主義はむし
ろ，アンシァン・レジーム期の家族の，多産な家系の快活な無関心の側にある
といえはしないだろうか。」と結論づけたのである（141）。
　イングランドにおいては，アリエスのテーゼに同調したエドワード・ショー
ターが，棄児等の子どもに対する無関心から母乳保育による世話へと母子感情
が発達したと主張し，18世紀ころに「感情革命」というべき変化があったと
した（t42）。また，ローレンス・ストーンも，中世イングランドにおける家族の
感情的な絆は弱く，子どもに対する大きな無関心が両親に対する子どもの絶対
的な従属と高度な厳しさをもたらしていたとし，開放的血統家族から限定的家
父長制核家族を経て，やはりこの時期に閉鎖的家庭内核家族が誕生してくると
した（143）。さらに，ドゥモースは，アリエスの中心命題は自分と正反対だとし
ながらも，「昔の親に欠けていたのは，もちろん愛ではない。むしろ，子ども
を自分とは別な人格と見なすこと，そのために必要な感情の成熟である。」と
しながらも，18世紀に親の共感能力が形成されたのだとして，進化論的な心
理発生的理論を主張したq4％
（138）　Philippe　Ari色s，　L’Enfant　et　la　vie　familiale　sous　1’Ancien　R色gime，1960
　　Plon，杉山光信・杉山恵美子訳『〈子供〉の誕生』1980年，みすず書房，　p．106
（139）　アリエス・前掲邦訳書，p．378
（140）　フィリップ・アリエス（中内敏夫・森田伸子編訳）『〈教育〉の誕生』1983年，
　　新評論，p．89
（141）　アリエス・前掲「〈子供〉の誕生』邦訳書，p．　381
（142）　Edward　Shorter，　The　Making　of　the　Modern　Family，1975　Basic　Books，
　　田中俊宏ほか訳「近代家族の形成』1987年，昭和堂
（143）　Lawrence　Stone，　The　Family，　Sex，　and　Marriage　in　England，1500－1800，
　　1979　Penguin　Books，北本正章訳「家族・性・結婚の社会史』1991年，勤草書房
（144）L，ドゥモース（宮澤康人ほか訳）『親子関係の進化』1990年，海鳴社
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2．アリエスのテーゼに対する批判
　しかしながら，L．A．ポロックは，1500年から1900年までの英米で書かれ
た日記・自叙伝433篇を詳細に検討し，16世紀であっても子どもに対する愛＝
感情的な絆が存したことを立証した。その上で，「1750年頃産業革命が始まり，
それにともなう諸変化に対処するために，社会の法律及び行政組織の基本的形
態にも改革が迫られるようになった。同時に，徐々に豊かな社会になったため，
あらゆる種類の人道主義的法令を制定するだけのゆとりが出てきた」のであっ
て，「子ども観もこの全般にわたる大変動の中の一つにすぎなかった。」（145）と
結論している。すなわち，ポロックは，「過去に子ども期という概念が存在し
たかどうかではなく，この概念が過去数世紀の間に複雑化もしくは変化してき
たかどうか」（146）にあるとしたのである。
　アリエス学説とそれに対する批判の当否に関する具体的な論点としては，ア
リエス学説が依拠している現時点から見た16世紀の異常な風習・事実として，
次の4つが代表的なものとして論じられている。①幼児の殺害・養育の放棄，
②乳母による育児の風習，③スウォッドリング（幼児の巻き布による産衣）と
いう風習，④高い幼児死亡率，である。
　確かにこれらの現象を表面的に眺めれば，16世紀当時の育児環境における
異常性が認められるかもしれない。しかし①に関する冷淡さについては，ストー
ンは「別の子どもによって入れ替えがきくという互換性」（147）が理由だと主張
したが，ポロックによる多数の日記記述の分析（148）やアラン・マクファーレン
によるラルフ・ジョスリンの家族生活の分析（149〕によれば，これとは対照的な
（145）　Linda　A．　Pollock，　Forgotten　Children，1983　Cambridge　University　Press，
　　中地克子訳『忘れられた子どもたち』1988年，勤草書房，p．77
（146）　ポロック・前掲邦訳書，p．　123
（147）　ストーン・前掲邦訳書，p．　94
（148）　ポロック・前掲邦訳書，p．279－290
（149）Alan　Macfarlane，　The　Family　Life　of　Ralph　Josselin，1977　W．　W．　Norton＆
　　Company
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暖かな感情的絆が広く存していたといえる。また，ジョン・ボズウェルの指摘
するように，「親は，もっと資産があるかもっと高い地位にある人が子供を見
つけて，もっと良い環境のもとで育ててくれるのではないか，という希望を持っ
て子供を遺棄した」㈹〉こともあったであろう。②については，ストーンが
「短命な生き物に対して多くの感情的資本を投資することを愚かしいものにし
ていた」㈹）と主張するが，単なる上流階級のしきたり；社会慣習の惰性とも
いえる面がある（152）。③については，ストーンは大人にとって「非常に長時間
の睡眠状態と泣き声の少ない状態とを生み出すもの」（且53）としているが，病気
の感染予防や障害を引き起こさないための「矯正」などの機能を有していたと
考えることもできるだろう（L5％④については，ストーンが「貧民の幼児死亡
数の全体に占める割合の大きな部分は，両親の無責任な怠慢によるのではない
か」（155）と主張したのに対し，ラスレットによって，乳児死亡率・幼児死亡率・
10歳までの生存率につき，16世紀から19世紀にかけて有意な差異が認められ
ないことが実証されている㈹。
3．両説の批判的検討
　アリエス学説を根拠づけている資料は，図像記述などであり，いうまでもな
くそれらの解釈は上記のように多義的たらざるをえない。そうすると，「非常
にしばしば，推測あるいはむしろ純粋な空想が，あたかもそれが明確に確定さ
れた事実ででもあるかのようにとり繕われる叙述スタイルによって，いっそう
（150）　John　Boswell，　The　Kindness　of　Strangers，1988　The　University　of　Chicago
　　Press，　p．428
（151）　ストーン・前掲邦訳書，p．85
（152）　ポロク・前掲邦訳書，p．　291－300
（153）　ストーン・前掲邦訳書，p．　128－129
（154）北本正章『子ども観の社会史』1993年，新曜社，p．174－177。なお，後掲アン
　　ダーソン『家族の構造・機能・感情』所収の北本正章教授による用語解説，p．
　　162も参照。
（155）　ストーン・前掲邦訳書，p．48
（156）　ラスレット・前掲邦訳書，p．151－153
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ひどいものにされている」㈱ことにもなりかねない。また他方，ポロックの
反論を根拠づけている資料も，ポロック自身が認めているように読み書きが可
能な学識ある中流階級の作成した資料に限られているのであって（158），17世紀
の文盲率が70％もあったのだとすると（159），決して完全な反証とはいえないは
ずである。
　結局のところ，「児童期の歴史では，社会史の他の領域以上に，種々様々な
解釈がはるかに先走りし過ぎて経験的な裏づけがこれに追いつけない，という
状態」にあるといわざるをえない㈹）。しかしながら，後述するように，18世
紀当時の大幅な人口の変動や社会経済的な環境の激動が，当時の人々のとって
それまでの経験との断絶を生み出したとはいえるだろう（］61）。
　この「経験の断絶」とは，トーマス・クーンが「ある集団の成員によって共
通して持たれる信念，価値，テクニックなどの全体的構成」と定義したパラダ
イム（paradigm）（162）の転換に該当するものであって，親権という概念を生み
出したのも，このパラダイム転換の結果であったのではないだろうか。このパ
ラダイムの転換は，子どもという観念の誕生というより，子ども本位主義の誕
生であったように思われる（’63）。そこで次に，このパラダイム転換を生じさせ
た要因について，社会経済史的側面と思想的側面の両面から検討することとす
る。
（157）Michael　Anderson，　Approaches　to　the　History　of　the　Western　Family
　　l500－1914，1980，北本正章訳『家族の構造・機能・感情』1988年，海鳴社，　p．　56
（158）　ポロク・前掲邦訳書，p．　110，111，137，344
（159）　ライトソン・前掲邦訳書，p．318－320
（160）　ライトソン・前掲邦訳書，p．176
（161）　ラスレット・前掲邦訳書，p．264を参照。
（162）　Thomas　S．　Kuhn，　The　Structure　of　Scientific　Revolutions，1970　The　Uni－
　　versity　of　Chicago　Press，中山茂訳「科学革命の構造』1971年，みすず書房，　p．
　　198
（163）　このパラダイム転換の諸相については，Roy　Porter，　English　Society　in　the
　　Eighteenth　Century，1990　Penguin　Books　Ltd．，目羅公和訳『イングランド18
　　世紀の社会』1996年，法政大学出版局，p．　215－218，390－395を参照。
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第3節　社会的要因　18世紀における人ロの急成長
1．人ロ革命と歴史人ロ学
　18世紀は，「人口革命の世紀」であった。18世紀イングランドの人口は，リ
グリィらの調査によれば，1541．年時点での人口は277万4000人，1571年時点
での人口は327万100人（1541年からの増加率18％。以下の（）内も直前
数値からの増加率を示す），1601年時点での人口は411万人（25％），1631年
時点での人口は489万3000人（19％），1661年時点での人口は514万1000人
（5％），1691年時点での人口は495万人（－4％），1721年時点での人口は535
万人（8％），1751年時点での人口は572万2000人（8％），1781年時点での人
口は704万2000人（22％），1811年時点での人口は988万6000人（40％），
1841年時点での人口は1497万人（51％），1871年時点での人口は2150万
1000人（44％）となっている（’64）。
　これによると，16世紀後半から17世紀初めにかけて，人口増加現象が見ら
れるとともに，18世紀終わりから19世紀中頃にかけて著しい人口増加現象が
見られる。人口は，出生・死亡・移動によって増減するが，この間の出生率と
死亡率とは，ともに低いとされている。出生率は，1541年から1871年まで，
31．6％から39．8％の間を行きつ戻りつしているだけであり，死亡率も，同じ期
間において，2L9％から31．4％の間を動いているにすぎない（ただし，死亡率
は減少傾向にある）（165）。
　それでは，人の移動に関してはどうだったのであろうか。ラスレットらは，
クレイウォースとコックノーの教区簿冊を照らし合わせることによって，画期
（164）　ラスレット・前掲邦訳書，p．146より引用。なお，推計表については，若尾祐
　　司編著「近代ヨーロッパの探究2家族』1998年，ミネルヴァ書房，p．129の
　　［図3－4］を参照。
（165）　ラスレット・前掲邦訳書，p．147より引用。なお，推計表については，若尾祐
　　司編著・前掲，p．127の［図3－3］を参照。
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的な論文「クレイウォースとコックノー」㈹）で人口移動の実例を明らかにし
た。それによれば，婚姻による流出入は非常に少なく，家族ぐるみ世帯ぐるみ
での移動は著しく多いというものであったq67＞。すなわち，イングランドの人
口は驚くほど流動的であったのである（168）。しかも1662年には定住法が定めら
れたにもかかわらずである。したがって，「人口の絶え間のない入れ替りはイ
ギリスの地方社会のきわめて重要な構造的特質であった」と評することができ
よう（；69）。そして18世紀の人口は，人口流入と自然増加によって増加したので
ある。後者の自然増加は，必ずしも死亡率の低下によって生じたのではなく，
もっぱら結婚年齢の低下と出生率水準の上昇によってもたらされたとされてい
る（170）。
　これらのデータは，フランスの人口動態学者グループが，洗礼数・婚姻数・
埋葬数について（17’），教区簿冊から家族の人口学的ライフヒストリーを再構成
する「家族復元法」に基づいていたのであり〔172），そのような実証的な方法が
単に憶測にとどまらないデータを供給していることに注意すべきである。
2．人ロ変動が社会に与えた影響
　18世紀における急激な人口変動は，当時のイングランド社会にどのような
影響を与えたのであろうか。18世紀の人口変動は，都市に人口が集中する形
で起きた。これは，徒弟奉公先・仕事口・教育の機会を探し求め，あるいは都
（166）
（167）
（168）
（169）
（170）
（171）
　　区簿冊に関する指示があり，
　　なっているが，
　　されていないとされている。
（172）　家族復元法については，ピエール・グベール（遅塚忠躬・藤田苑子訳）『歴史
　　人口学序説』1992年，岩波書店，E．　A．リグリィ（速水融訳）『人口と歴史』1982
　　年，筑摩書房などを参照。
　同論文を加筆修正したものとして，ラスレット「クレイウォースとコックノー」
斎藤修編著『家族と人口の歴史社会学』1988年，リブロポート所収がある。
　ラスレット・前掲「クレイウォースとコックノー」，p，89－91
　ライトソン・前掲，p．62
　ライトソン。前掲，p．65
　斎藤・前掲，P，144
　ラスレット・前掲「クレイウォースとコックノー」，p．65では，教会法規で教
　　　　　　　　　　　　それによると「住民身上記録」も記載されることと
　　　　　　そのようなタイトルの文書資料はいままでのところ英国では発見
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市生活をかじってみようとする独身の若者によるものであったとされる㈹。
これは，都市から発する「引く力」の発現というべきである。また，都市当局
の施すより有利な救貧措置の恩恵にあずかろうと農村からやって来る，生存目
的移民の新しい流れもあったであろう。したがって（174），貧民が強制的に土地
を追われて都市に流入したという，農村の「押し出す力」のみが都市人口を生
じさせたわけではなかったのである㈹。
　それでは貧民については，この人口変動がどのように影響したのだろうか。
まずこの人口変動は，1662年の定住法の執行を困難にした。もはや退去させ
るべき対象者を見つけ出すことも，発見して強制退去させた後に彼らを近づけ
ないでおくことも，しばしば困難になったからである。そうなると教区による
救済も必然的に機能を失っていき，貧民救済は再び私的な慈善行為に委ねられ
ていくことになる（176）。また，18世紀の都市における人口変動を生じさせた産
業は，多様化した諸部門をもつ繊維工業であり，また，機械化のための機材供
給を含む金属工業であった（17T）。そうなってくると，単なる未熟練労働者が都
市の雇用を求めて流入してくるのであり，徒弟制度は強制的な自動的手続きと
いうよりもむしろ任意のものとなって（【78＞，従来のような徒弟制度の機能が変
わってくることにもなったのである。
　しかし，貧民が都市に集中し，定着すればするほど，都市の財政基盤を揺る
がすこととなった。そこで都市の負担を軽減するために，非道な措置が相次い
で採られることになったのであるが，それも最終的には実効性を失っていく。
このような悪循環ともいえる状況を前提として，これらに対する人道主義的な
批判から，1782年制定の「ギルバート法」によって，はじめて親権概念が実
（173）
（174）
（175）
（176）
（正77）
（178）
コーフィールド・前掲邦訳書，p．147
ライトソン・前掲邦訳書，p．238－239
コーフィールド・前掲邦訳書，p．　150－153
コーフィールド・前掲邦訳書，p．　148－149。なお，当時の私的な慈善行為の実
態については，ヘイウッド・前掲邦訳書，p．46－48を参照。
コーフィールド・前掲邦訳書，p．36－40
コーフィールド。前掲邦訳書，p．　131
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定法化されたのであった。しかし，同時に扶養義務をも実定法化することによっ
て，親の子供に対する権限を承認するとともに，家族の自助努力を当然の義務
として課したのであって，実定法化された親権概念の現実的な機能としては，
都市の財政負担を軽減する効果をも持ったのである。したがって，このような
意味においては，実定法化された親権は，実定法化された扶養義務と表裏一体
の関係にあったのであって，まず扶養義務が実定法化されてから親権概念が成
立したのではなかったことに注意が必要である。そういう意味では，親権とい
う概念は，人道主義的観念という思想的基盤と，財政負担軽減の必要という政
治的文脈という，2つの相反する要請から生み出されてきたといえるのではな
いだろうか。
　そのような意味では，クリストファー・ピアソンが述べたように，「自由主
義的資本主義のもとでの国家の不介入は，予定調和的な『自然状態』から生じ
たものではなく，それ以前に国家がおこなっていた，社会福祉への介入のやり
方から，国家が手を切ることによって，意識的につくりだされなければならな
かったのである」（179）といえよう。
　実定法上のこのようなドラスティックな転換が図られるに当たっては，それ
を支える正当化の論理として，思想的要因が非常に重要になってくるはずであ
る。それに関しては次節で検討することとするが，思想的基盤が生じて定着す
るに当たっては，人口変動が与えた影響が大きかったというべきであろう。言
語の構造が人口変動の影響を被ることは，ソシュールによって明らかにされて
いたが（18D），言語の構造はコミュニケーションの手段というその実際的機能の
ために，比較的よく保護される（191）。しかし，ここで問題にしているところの
パラダイムは，人々が依拠している信念等の全体的構成なのであって，コミュ
（179）Christopher　Pierson，　Beyond　The　Welfare　State？，1991　Basil　Blackwell
　　Ltd．，田中浩・神谷直樹訳『曲がり角にきた福祉国家』1996年，未来社，　p．201
（180）　フェルディナン・ド・ソシュール（小林英夫訳）『一般言語学講義』1972年，
　　岩波書店，p．286－288
（181）La　Pens6e　Sauvage，　Claude　L6vi－Strauss，1962　Librairie　Plon，大橋保夫訳
　　『野生の思考』1976年，みすず書房，p．79
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ニケーションの手段とは異なり，その転換条件は，言語よりもはるかにゆるや
かであろう。そうだとすると，人口変動がこのパラダイムを容易に破壊するこ
とがありうることも認あられるはずである〔182）。ただし，どのようなパラダイ
ムに転換していくかは一義的に定まるものではないのであって，イングランド
では，前述したような社会経済的諸条件のもとで，18世紀末という人口変動
の時期に神から切り離された形で，親権という概念が成立したのだといわざる
をえない。
第4節　思想的要因　自然法思想の展開
1．ジャン＝ボダンからホップズへ
　18世紀に親権概念が成立したのは，財政負担軽減の必要という政治的文脈
からのみでは決してなかった。それを正当化する論理として機能したのは，自
然法思想である。自然法思想は，中世以来のカトリック教会において，相対的
自然法として生き続けたとされている。相対的自然法とは，いかなる支配も知
らない絶対的自然法と実定法の現実そのものとの中間点にある概念であって，
実定法の背後に人間が理性によって発見した自然法である（’83）。そして17世紀
から18世紀にかけて，自然法学派が全盛時代を迎えている。グロティウス，
プーフェンドルフ，ビュルラマキ，ヴォルフなどが活躍した時代である。
　それでは，家族関係における自然法の存在については，どのような発想にお
いて生じてきたものであろうか。16世紀のヨーロッパにおいて，国家を家の
アナロジーにおいて捉えたのは，ジャン；ボダンであった。ボダンにあっては，
家は家長の統治に服する共同体であって，子供に対する父の支配は当然のもの
とされている（’84）。すなわち，ボダンにおける「市民社会」のイメージは，そ
（182）　レヴィ＝ストロース・前掲邦訳書，p．79－81
（183）アーネスト・パーカー（田中浩ほか訳）『近代自然法をめぐる2つの概念』
　　1988年，御茶の水書房，p．55－57
（184）　成瀬治『近代市民社会の成立』1984年，東京大学出版会，p．35－44
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の根抵に家父長的な支配を据え，社会生活の身分制的・社団的な編成を容認し
つつも，すべての家長＝市民を「主権に従属する自由な臣民」と規定すること
により，最高の意味での「公共体」としての「国家」秩序を弁証せんとする，
すぐれて政治的な文脈で描き出されたものであった（’85）。
　ボダンは，ローマ法の観念にならって，人および財産，子供の生命のうえに
行使される支配権としての家長権（patria　potestas）を絶対的なものとして
再興しようとしたのであり，家族とは私有財産権をもつ一つの自然的単位なの
であって，そこから国家を家族から成り立つ統治体と規定していったのであ
る（186）。もとより，自然法という概念は，「人間に共有する本性，すなわち，人
間の必要と本能に応じた理性によって，人類に課せられた法」（187）であったは
ずであり，「自然権は，あくまで，制度的なものに対する権利であり，したがっ
て，自然権に発する諸権利自由は，実定法をふくむ制度的なものに対して，あ
るいは，それらを介して，主張されるべきもの」（188）であるにもかかわらず，
自然権が個人ではなく，家族に内在するものとされたのである（189）。したがっ
て，ボダンは，個人のための抵抗の論理であったはずの自然法思想を，団体の
ための支配の論理として再興しようとしたと評することができよう。このよう
な家族観については，「それが私的な問題に止まる限り格別問題とするには当
らない」（1ge）と言われるが，それが主権論を射程とする限定された言説である
とはいえ，誤解を招く表現だろう。それがまさに私的な問題であるがゆえに，
今日にまで及ぶ親の支配権を正当化する重大問題となっているのである。
　それでは，イングランドにおける自然法思想はどうなっていたのだろうか。
イングランドにおいて，合理主義的な自然法思想に基づく新しい社会科学理論
（185）　成瀬・前掲，p．57
（186）原田鋼『西洋政治思想史（新訂版）』1958年，有斐閣，p．132
（187）　ドゥ・ズールエタ教授『ローマの遺産』。パーカー・前掲邦訳書，p．　54より引
　　用。
（188）　井上茂「自然法の機能』1961年，勤草書房，p．207－208
（189）　原田。前掲，p．137
（190）　佐々木毅『近代政治思想の誕生』1981年，岩波新書，p．191
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への道をきり開いたのは，トマス＝ホッブズであるとされている（19D。ホッブ
ズにあっては，いわゆる「17世紀の一般的危機」のもと，「内戦」を終わらせ
て永続的な「平和」と生命の「安全」を確保することが中心課題となってい
た。そしてホッブズの政治哲学は，当時の「科学革命」の影響を受け，自然科
学的＝運動論的な「法則」の把握にもとつく一種の社会工学，国家についての
システム論という性格を帯びるに至った（192）。そしてホッブズは，人間の生存
を自然権とし，この自然権を守るために理性がつくだすものが自然法であると
して，「自然法と自然権との関係をひっくりかえしてしまう」（193）のであり，自
然法は主権者の命令たる市民法＝実定法に転化するかぎりにおいて，はじめて
現実の法となるとした（19の。したがって，「市民法への従順もまた自然法の一部
である」（195）ことになるのである。
　そのようなホッブズにおいて，家族関係はどのように理解されただろうか。
ホッブズは，家族について，次のように論じる。「父または主人が全体を秩序
づけているすべての家族」は，「規制的で合法的な私的団体」であって，父ま
たは主人は「その子どもたちや召使たちを，法がゆるすかぎり義務づける」。
子どもたちや召使たちは，「家内的統治のもとにある期間には，その父たちま
たは主人たちに，直接の主権者たちにたいするように，臣従する。なぜなら，
父および主人は，コモンーウェルスの設立いぜんには，かれら自身の家族にお
ける絶対主権者であったので，それ以後に，かれらの権威を，コモンーウェル
スの法がかれらからとりあげるよりおおくは，うしなわないからである。」㈹
　それでは法はどのような支配を許しているのかというと，「生殖による支配
の権利とは，親がかれの子供たちにたいしてもつもので，父権的とよばれる。
そしてそれは，親が子供をつくったためにかれにたいする支配を有するかのよ
（191）　成瀬・前掲，p．73
（192）成瀬・前掲，p．74－76
（193）　水田洋編『社会思想史』1968年，有斐閣，p．22（永井義雄執筆）
（194）成瀬・前掲，p．89
（195）　ホッブズ（水田洋訳）『リヴァイアサン（二）』1964年，岩波文庫，p．177
（196）　ホッブズ・前掲邦訳書，p．126－127
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うにして，生殖からひきだされるのではなく，明言された，あるいは他の十分
な証拠によって宣告された，子供の同意からひきだされるのである。」とし，
「人が他人に臣従するようになるのは生命の維持を目的とするのだから，各人
はじぶんをすくったりほろぼしたりする力のある人に，従順を約束するものと
想定されるのである。」としているく197）。
　すなわちホッブズは，親の子供に対する支配権を認めるに至っているのであ
るが，それは単なる生殖を理由とする自然権ではない。親の子供に対する支配
権の法的根拠は，子供の生命維持を目的とする契約あるいは推定的同意にある
のであって，親であることが無条件に子供に対する支配権を生じるというボダ
ンの論理とは一線を画するものであった。この点は，現代的問題を検討するに
当っても，再認識されるべきであろう。しかるにホッブズは，コモンーウェル
スの設立以前から父が家族における絶対主権者であって，ホッブズ独自の「ひっ
くりかえし」の結果，父に服従することが自然法であるとして親の子供に対す
る支配権を正当化するに至ったのである。これはまさに，ホッブズの思想が
「身分から契約へ」という歴史的転換に関して過渡期的性格を保有しているも
のと評することができよう。
2．ジョン・ロックの自然法理論
　当時のロバート・フィルマーに代表される家産制的な支配原理を否認し，自
由な個人の私的所有権を自然法に基づいて基礎づけ，それによって統治権行使
の限界を定めようとしたのが，ジョン・ロックの自然法理論であった。ジョン・
ロックは，市民主権と社会契約をその理論の基盤として定礎しつつ，しかもホッ
ブズのようにそこからただちに絶対的主権者としてのリヴァイアサンによる支
配を導き出すのではなく，イギリスの伝統的原理である立憲主義と議会政治を
安定的に理論化することに成功したのであって，彼以前のイギリス思想の総合
であるとともに，彼以後のイギリス政治思想の源泉としての位置を占めている。
（197）　ホッブズ・前掲邦訳書，p．75－78
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したがってそれは，「イギリス的妥協の産物」であり，また「イギリス的政治
的英知の体系化」であると評されている（198）。
　ジョン・ロック理論の目ざましい業績は，「所有権を自然権と自然法のうえ
に基礎づけておいて，それから自然法の制限をすべて所有権から除去すること」
であった（’99）。その結果，ジョン・ロックの所有理論は，「不平等な所有にたい
する自然権ばかりでなく，無制限な個人的領有にたいする自然権をも正当化す
る」ことになる。「もし領有を正当化し，価値を創り出すものが労働，つまり
人の絶対的所有であるとするならば，領有の個人的権利は社会のいかなる道徳
的要求にも優先する」のであって，「無制限な資本主義的領有がこれまで負わ
されてきた道徳的無資格をぬぐい消し」，階級差も自然的なものであるとして
正当化したのである伽）。
　それでは，ジョン・ロックにとっての家族とは何だったのか。ジョン・ロッ
クの新しい家族像の主要な特徴については，金屋平三教授が次の3つにまとめ
ている（201）。
　①政治的権力（Politica1　Power）と峻別されたものとしての家長権（Pa・
　　ternal　Power）。従ってまた，政治的市民的社会と峻別されたものとして
　　の家族。より一般的に言えば，非政治的なものとしての家族
　②男女間の自発的な契約としての結婚を合意によって解消する可能性
　③子供を教育する義務としての親の一時的な権力
　つまり，ジョン・ロックは，公私の領域を峻別し，政治的なものは公的
（public）な領域に属するものであって，政府に政治権力が信託されるのであ
るが，家族は私的（private）な領域に属するものとして，自然法によって規
定されると考えたのである。その結果，家族構成員間の権力関係は私的な領域
として自然法に基づくのであり，夫婦間においては対等な関係，親子間におい
（198）以上につき，名古忠行『イギリス人の国家観・自由観』2005年，丸善ライブ
　　ラリー，p．32－33
（199）　マクファーソン・前掲邦訳書，p，227－228
（200）　マクファーソン・前掲邦訳書，p．　248
（201）　金屋・前掲，p．191
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ては子供が分別年齢に達するまでの教育と権威の下にあるという関係にあるも
のと解している。なお，ハンナ・アレントは，「生活の私的領域と公的領域の
区別は，家族の領域と政治的領域の区別に対応しておい，それはもともと，少
なくとも古代の都市国家の勃興以来，異なった別の実体として存在してきた。
しかし，厳密にいうと，私的なものでもなく公的なものでもない社会的領域の
出現は，比較的新しい現象であって，その起源は近代の出現と時を同じく」し
ているのであって，「親密なものを保護するという最も重要な機能をもつ近代
の私生活が，政治的領域と対立しているというよりは，むしろ社会的領域と対
立していることが発見されたということである。」と指摘している（2°2）。ジョン・
ロック自身は，公的・私的という用語は使用しておらず，ここでの「公的」と
は，アレントのいう社会的領域も含むと考えるべきものである。
　アムッセンは，家族を国家のメタファーとする考え方が16世紀および17世
紀には一般的であったとし，「少なくとも，このアナロジーは，家族内で生じた
ことを‘私的’なこととして片付けてしまうことが不適切であることを意味し
ている。今日のわれわれが慣れ親しんでいる公私二分法について，近代初期の
イングランドにおける経験に当てはめて考えるのは必然的な誤りとなる。」（2e3）
と指摘している。そして結論として，家族が「私的な」制度であるという考え
方が，「産業革命に多くを負っていることは疑いないが，それは17世紀後期イ
ングランドの理論的な議論と共同体的な実践に根ざしていた」（2°4）のであり，
したがって「家族はもはや秩序を維持するための唯一有効で確固たる制度など
ではなかったからこそ，家族は政治的制度ではないとロックは論じることが可
能となったのである。」（2°5）と評している。
　アンダーダウンもこれを受けて，「トマス・ホッブズは，家族と国家はとも
（202）　Hannah　Arendt，　The　Human　Condition，1958　University　of　Chicago　Press，
　　志水速雄訳『人間の条件』1994年，ちくま学芸文庫，p．49，61
（203）　Susan　Dwyer　Amussen，　An　Ordered　Society，1988　Columbia　University
　　Press，　P．1－2
（204）　Ibid．，　p．188
（205）　Ibid．，　p．186
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に契約に基づいている（ともに人工的な構成物である）と論じた。しかし，公
私の領域の連結を完全に解くことは，ジョン・ロックに残されていた。スーザ
ン・アムッセンが示唆しているとおり，ロックが家族と国家の連結を解いたの
は，王国じゅうの共同体で起こっていたことに対して，理論的な認可を与えた
ものにすぎないのである。」㈱）と論じている。
　ここで私的な領域における親権概念の生成に関して問題となるのは，前述し
た③の「子供を教育する義務としての親の一時的な権力」の部分である。これ
については，まず，父母の権限が平等であって，父権（paternal　power）と
いうより，親権（parental　power）と呼ぷほうが適切であると指摘してい
る（2°7）。この「両親がその子供たちに対してもっている権力は，自分の子孫が
不完全な子供の状態にある間，彼らの世話をするという，その負わされた義務
から生ずる」のである。それは自然法が自由に自分自身の意志に従うことを許
しているからなのであって，子供が「自分の意志を導くべき自分自身の理解力
をもたない状態にある間は，彼は従うべき自分の意志をもたないはずである」
から，「彼に代って理解力を働かすものが，また彼に代って意志せざるをえな
い」こととなる㈹。したがって，「精神病者や白痴は決してその両親の支配か
ら解放されない」ことが明言される（2°9）。
　ロックは，以上のような思考過程を経て，親権という「権力は，何か特別の
自然権によって，父に属するのではなくて，ただ彼がその子供の保護者である
からに過ぎない」のであり，「未成年者が服従することによって，父親は一時
的に支配権を得る」にすぎず，「子供の養育は，子供の福祉のために両親に課
せられた義務であり，何ものといえども彼らを，子供を保護する義務から免除
することはできない」ものとした｛21e）。ここに，近代的親権概念と扶養義務と
が一体化した思想が打ち出されてきたのである。しかしロックは，ホッブズに
（206）
（207）
（208）
（209）
（210）
David　Underdown，　A　Freeborn　People，1996　Clarendon　Press，　p．116－117
ジョン・ロック（鵜飼信成訳）『市民政府論』1968年，岩波文庫，p．　56
ロック・前掲邦訳書，p．　60－63
ロック・前掲邦訳書，p．63
ロック・前掲邦訳書，p．70
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ならって，父の命令権は決して父権に基づくものではなくて，単に子供たちの
同意によるものとしているのではあるが，自分の子供に対する侵害があった場
合の報復としては，自分の所有権に基づく「自然法の執行権」があるとしてい
るのであり〔211），ここでは公私の領域を分離しながらも，家族の領域でも領有
的所有権の原理が貫徹される。
　その結果，親権概念に排他的な支配権としての性格が含まれてくることにな
る。ロックの教育論においては，子供に対する体罰（特に鞭打ち）につき，
「子供には判断力が欠けているので，束縛と訓練が必要」であり（212），「鞭打ち，
およびすべての他の種類の奴隷的肉体的罰は，賢明，善良で純真な人間にさせ
たいという子供の教育に用いるに適した訓練法ではありません。したがって，
めったに適用してはならないし，しかも用いるとしても，重大な場合と極端な
事情の場合に限るべきです。」とする（2’3）。そしてそれは，「子供が叩かれるの
が当然な一つでしかも唯一の過ち」があり，それは「強情，すなわち反抗」な
のであって，「できることなら，鞭打たれるという恥ずかしさが，罰の最大の
部分であるべき」で，「鞭の痛みは，もし恥ずかしさが伴わぬなら，すぐ消失
し，忘れられ，慣れると早くその恐しさを失います」と述べている（2ω。
　すなわち，ジョン・ロックにおいては，鞭打ちという体罰に関しては，「外
面的（身体的）罰から内面的罰へと鮮やかに転回されていた」のであり，子供
の養育に不可欠な〈懲治〉なのである⑳。それは，本質的には子供の人格を
否定しているわけではないにしても，効率性原理から導かれている一方的な支
配原理なのであって，親権に関しては一時的な支配権であると限定しつつも，
その内容については領有的所有権のアナロジーで考えられていたことになるの
ではないだろうか。このようなジョン・ロックの思考方法は，現代まで至る親
（211）　ロック・前掲邦訳書，p．77
（212）　ジョン・ロック（服部知文訳）『教育に関する考察』（以下『考察』という。）
　　1967年，岩波文庫，p．57
（213）　ロック・前掲『考察』，p．　65－66
（214）　ロック・前掲『考察』，p，106－107
（215）　寺崎弘昭『イギリス学校体罰史』2001年，東京大学出版会，p．　179
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権概念を規定するうえで非常に大きな影響力を持ったものと思われる。
3．ブラックストンの親権理論
　それでは，法原理の世界では親権がどのように理解されていったのであろう
か。ジョン・ロックの議論を念頭において，コモン・ローに即して親権法理を
精緻化したのは，ウィリアム・ブラックストンであった。しかしブラックスト
ンにあっては，夫婦は相互に安全権（security　of　the　peace）を保有するとし
つつも，常に古いコモン・ローを好む下層階級民においては，父権という古代
の特権に固執しており，妻に重大な悪行があれば，裁判所も夫が妻の自由を拘
束することを認めるとしている（216）。
　それでは子供に対する親権についてはどうであったか。ブラックストンは，
嫡出子（legitimate　child）と非嫡出子（bastards）とを分けて論じているが，
ここでは前者に関する法理を検討する。ブラックストンにおいて，親と嫡出子
との関係は，まず父とは婚姻の指示するものである（pater　est　quem‘nuptiae
demonstrant’）（2‘7）との市民法上の原則が示され，①親の嫡出子に対する法的
義務，②嫡出子に対する親の権力，③親に対する子供の義務，の3つが問われ
ることになるとされる（218）。
　その第1の親義務（the　duties　of　parents）とは，扶養（maintenance）・
保護（protection）・教育（education）の3つから構成されるものであって，
親の扶養義務は，自然法の原理（aprinciple　of　natural　law）である。した
がって，子供は親からの扶養を受ける完全な権利を有するとされる（2且9）。保護
義務もまた自然法上の義務とされるが，子供を守るための暴行を正当化するこ
（216）William　Blackstone，　Commentaries　on　the　Laws　of　England：A　Facsimile
　　of　the　First　Edition　of　l765－1769，　Vol．1，1979　University　of　Chicago　Press，　p．
　　433
（217）　なおこれは，嫡出推定の原則を示すものである。原田慶吉『ローマ法（改訂版）』
　　1955年，有斐閣，p．296を参照。
（218）　Ibid．，　p．434
（219）　Ibid．，　p．435
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ともでき，たとえそれが死亡事故となったとしても謀殺ではなく故殺にとどま
るとされる（22°）。教育義務については，何が子供の利益になるのかは困難な問
題であって，実定法は必ずしも十分ではない。貧民では徒弟に出すことによっ
て，富裕民では適切な教育の機会を受けさせることによって，これを実行する
ことになる（22D。
　親の権力に関しては，古代にさかのぼって論じられているが，大略次のよう
なものである。「親の権力（the　power　of　parents）については，以上の親義
務に由来する。親に権威（authority）が付与されるのは，部分的には親義務
をより効果的に遂行するためであり，また部分的には親義務の誠実な履行にお
ける世話と困難に対する報酬としてである」。「古代ローマ法は，父に対してそ
の子供の生殺与奪の権力を与えていたが，それは与えたものは取り上げる権力
を有するという原理に基づいていた」。しかし「イギリス法における親権力は，
子供が言うことをきくようにするには不十分なほど，より穏やかなものである。
親は，未成年の子供につき，子供の教育のために合理的な方法で適法に矯正す
ることができる」（222）。
　このようにして，ブラックストンは，親の子供に対する自然法上の権力と義
務を認めたのであり，これが親権概念として定着していくこととなる。したがっ
て，少なくともブラックストンに関しては，親による子供に対する野放図な権
力行使は認められておらず，あくまでも子供に対する義務の遂行とそれに基づ
く報酬としての権力しか認められていなかったのである。ただし，ブラックス
トンは，「父は，生存中，親の権威の一部を家庭教師や学校教師に委任すること
もでき，その場合には，家庭教師や学校教師が親代わり（in　loco　parentis）’
となって，抑制と強制の親権力を行使できる地位に立つ」ものとしており（223），
ここにおいてジョン・ロックに近づいていく。そして，このような解釈が学校
（220）
（221）
（222）
（223）
Ibid．，　p．438
1bid．，　p．438－440
1bid．，　p．440
1bid．，　p．441
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現場における体罰の問題を生んでいくのである（224）。そして，アルチュセール
が指摘しているように，ここにおいて社会に支配的なイデオロギー装置が，中
世における教会＝家族という対から，学校；家族という対へと歴史的に変化し
た転回点をも準備することとなったのである㈱。
　以上のように，イングランドにおける親権概念の実定法化の正当化根拠となっ
たものは，近代自然法思想であった。そしてロックもブラックストンも，子供
に対する監護義務に由来する権力として親権を規定した。したがって，両者と
も親の野放図な権力を認めるものではなかったのであるが，子供を保護するた
めに必要な支配権は認めていたのであり，この親からの一方的保護という観念
が子供の意思や意向を排除してしまう。近代自然法思想には，発生時点からそ
のような空隙が生じていたのでもあって，親権の排他的支配権としての性格を
強めていく契機を秘めていたといえよう。
第3章　親権概念の確立
第1節19世紀における救貧法改正と親権
1．救貧法改正と親権概念の浸透
　1782年のギルバート法（Gilbert’s　Act：Act　for　the　better　Relief　and　Em－
ployment　of　the　Poor）は，人道主義的な観点から家族結合を重視し，親権
概念を実定法化したのであるが，同法の救貧法上の重要な点は，むしろ就労能
力のある貧窮者とそうでない貧窮者とを区別し，就労能力のある貧窮者に対し
ては賃金不足額を院外救済として補助することを規定した（32条）ところに
ある（226）。そして18世紀末には，スピーナムランド制度がこの院外救済方式を
（224）寺崎・前掲，p．30－36を参照。
（225）ルイ・アルチュセール（西川長夫訳）『国家とイデオロギー』1975年，福村出
　　版，p．33－51。なお，この点に関しては，桜井哲夫『「近代」の意味』1984年，
　　NHK出版，　p．50－55も参照。
（226）　川田・前掲，p．42，大沢・前掲，　p．52を参照。
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一般化し，1795年のウィリアム・ヤング法（Sir　William　Young’s　Amend－
ment　Act）がこの制度を議会制定法として事実上批准した〔227）。
　しかし，この院外救済方式に対しては，ロバート・マルサスによる救貧法廃
止論が提唱されることとなる。マルサスは，1798年に『人口論』を著し，救
貧法廃止論を展開した。マルサスの主張は，「一般の人びとのしばしばおちい
る困窮を救済するために，イングランドの救貧法は制定されたのであるが，そ
れは，個人の不幸の強度をすこし緩和したかもしれないけれども，もっとひろ
い地域に一般的害悪を伝播した」（228）というものである。救貧法の持つ一般的
害悪とは，「人口をその扶養手段の増大なしに増加させ，そのため教区によっ
て扶養されない人びとの（生活）状態をおしさげ，またしたがって，よりおお
くの貧民をつくりだす傾向」㈱）であった。
　このようなマルサスの救貧法廃止論は，「おおくの家族をもってなんらかの
不幸におそわれたばあい，（中略）独立性をうしなって自分たちの扶養を教区
に依頼せざるをえないという，心のはりさけるいたましい感情」が生じるので
あるが，「イングランドの教区法は，とりわけこの感情を次第によわめるのに
もっとも適した制度であり，ついにはそれを完全に消去するかもしれない」（23°）
という価値判断のもとになされている。そうすると，マルサスが救貧法廃止に
よる家族責任の自覚を促すべきだと考えたのは，「中産階級の家族における愛
情の絆による結合の強化の広範な存在という実態であったことを示す」（23Dと
評価しうるであろう。
　そしてマルサスの主張は，1803年の第2版から，人口増加を道徳的に抑制
すべきであることを明確にし，1826年の第6版において，家族扶養の見込み
（227）川田・前掲，p．48，大沢・前掲，　p．52
（228）　Thomas　Robert　Malthus，　An　Essay　on　the　Principle　of　Population，1978，
　　永井義雄訳「人口論』1973年，中公文庫，p．57
（229）　マルサス・前掲邦訳書，p．　67
（230）　マルサス・前掲邦訳書，p．52－53
（231）川田・前掲，p．　65。なお，このような親子間の愛情の絆については，その後
　　の救貧法改正の審議過程でも論及されていることにつき，川田・前掲，p。78－80
　　を参照。
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がなくても結婚しようと欲するのは自然法則＝＝自由なのであるから，教区に寄
食することの恥辱感を弱めることなく，扶養見込みのない早婚を抑制すべきで
あるとした〔232）。したがって，マルサスは，そのために貧民の扶助請求権を正
式に剥奪することが必要であるという提案をする㈱）。このような制度を実施
したとしても，自然法によって，子供は直接的排他的に父母の保護に委ねられ，
子供の母もまた排他的にその子供の父たる男子に委ねられているのであるから，
その男子が妻子の扶養義務は自分が負っていることを承知しているならば，妻
子を遺棄するような残忍な男子は十人といるはずはないとしている（2M）。この
ようにして，救貧法は人口増加を抑制するために漸次的に廃止すべきであり，
そのためには父権を優先する自然法に基づく扶養義務を明確にして，教区によ
る扶助を受けることを恥辱とすることが要請されることとなり，公的扶助にお
ける「劣等処遇」が政策的課題となってくるのである。
　このような救貧法廃止論を受けて，1817年，スタージェス・バーンを委員
長とする救貧法調査特別委員会が設置され，「公式の文書としては初めて救貧
法の廃止を唱える」㈹に至った。その上で，2つの救貧法改正法であるスター
ジェス・バーン法（Sturges　Bourne’s　Acts）が成立するが，その内容は教区
納税者の利害を救貧法行政に反映させるにとどまった㈱）。しかし，このとき
不成立となったもう一つの法案，つまり，ロックの労働学校案を引用した学校
を設立し，児童手当を廃止して親が扶養できない児童を親から取り上げて施設
に収容することを目的とする「救貧税濫用防止法案（Bill　to　prevent　the　Mis・
application　of　the　Poor　Rate）」の審議過程で問題となったのは，幼児を施
（232）　Thomas　Robert　Malthus，　An　Essay　on　the　Principle　of　Population，6th　ed．，
　　寺尾琢磨訳『人口論（第6版）』1941年，慶懸出版社，p．487－493，506－507，621－
　　632
（233）　マルサス・前掲，第6版邦訳書，p．685－688
（234）　マルサス・前掲，第6版邦訳書，p．690
（235）川田・前掲，p．84。なお，報告書の内容については，大沢・前掲，　p，41－44を
　　参照。
（236）大沢・前掲，p，44－47
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設収容によって親から分離することの当否であった（237）。そして，愛情の場お
よび将来の労働力育成の場としての家族という意識が，親子の分離を非人道的
だとして上記法案を廃案に至らしめたのである㈱）。したがって，救貧税濫用
防止法案への反対論の立論は，マルサスの救貧法廃止論とは逆方向であるにも
かかわらず，マルサスの救貧法廃止論と同様に，親子関係が自然法に基づいた
関係であるという，18世紀に転換したパラダイムがすでに広範に定着してい
ることを示しているものと考えられる。
2．新救貧法の成立
　1820年代には，救貧法廃止論はいったん鎮静化し，救貧法そのものの是非か
ら特定の救済慣行の弊害の検討へと議論が絞られていく（239）。そして1830年代に
なると，イングランドは産業革命による社会変動と暴動に見舞われ，後述する
選挙法改正を前にした救貧法改革が課題となる。そこで政府は，1832年2月，
救貧法行政および実施状況を調査するための王立委員会を設置した。この委員
会は，ロンドン主教プロムフィールドを委員長とし，前記スタージェス・バーン
など9名の委員と26名の補助委員で構成されたが，報告書の執筆にあたったの
は，委員であった政治経済学者ナッソウ・シニアとシニアが推挙した補助委員で
ベンサムの秘書エドウィン・チャドウィックであったとされている⑳）。
　王立委員会は，1834年2月に報告書を公表し，基本的には救貧法制度を維
持した上で，現状分析と改革のための勧告をなした。この勧告のかなめに据え
られたのは，貧民救済が「実質上または外見上，最下級の独立労働者と同等以
上に好適にされてはならない」という「劣等処遇の原則（the　principle　of
Less　Eligibility）」であった（241）。そして，これを実現するための勧告として，
（237）　川田・前掲，p．84－89
（238）川田・前掲，p．89－91を参照。
（239）　大沢・前掲，p．　47。なお，1820年代の報告書の内容については，川田・前掲，
　　p．99－113を参照。
（240）　川田・前掲，p．114－115
（241）　大沢。前掲，p．78
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①就労能力者に対する「良く管理された労役場（well－regulated　workhouse）」
以外での救済の廃止，②地方レベルの裁量権限を廃した中央委員会（central
board）のもとでの全国一律処遇の確保，などが挙げられている（242）。
　この報告書を受けて，1834年8月，「新救貧法」（the　l834　Poor　Law
Amendment　Act：Act　for　the　Amendment　and　better　Administration　of
the　Laws　relating　to　the　Poor　in　England　and　Wales）が成立した。新救
貧法の主要なポイントは，次のとおりである。
　①国王が3名の救貧法委員（Commissioners）を任命する（1条）。
　②救貧法委員は，救貧法委員会（The　Poor　Law　Commissioners　for
　　England　and　Wales）として，救貧法を執行するための基準・命令・規
　　則を発し，回状（Letter）をもって全国の救貧行政を指揮・統括する（2－
　　4条）。
　③教区連合（united　Parishes）の行政当局として，保護委員会（Board　of
　　Guardians）を置き，治安判事と公選された者によって構成する（38－40
　　条）
　④労役場外での貨幣・食物・衣料の現物給付（Payment　in　Money，　or
　　with　Food　or　Clothing　in　Kind）による救済については，救貧法委員会
　　が定めることができ，1795年ヤング法は廃止する（52－53条）。
　⑤妻および16歳未満の子供に対する救済は，すべて夫または父に与えら
　　れたものとし，16歳未満の非嫡出子に対する救済は，すべて母（寡婦ま
　　たは未婚の場合）に与えられたものとされるが，エリザベス救貧法が定め
　　た親族扶養義務は免責されることなく，扶養義務がある者はローン
　　（Loan）として償還義務を負う（56条，58条，71条）。
　このように新救貧法は，従来の院外救済を完全に禁止したわけではないが，
新たに設けられた救貧法委員会の厳格な決定のもとに制限されることとした。
また，貧民の自助努力義務と扶養義務を強化したのであるが，要件を満たして
（242）　川田・前掲，p，116－121，大沢・前掲，　p．　78－83を参照。
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いる限り救済が行なわれるのであって，扶養義務は救済費用の償還義務にとど
まっているのであるから，現在のわが国におけるような「親族扶養優先の原則」
を定めたものではない（243）。すなわち，新救貧法は，後述するように当時の選
挙法改正の動向下において，前述した報告書の内容よりもマイルド化されてい
ると評しうる（244）。
　救貧法委員に任命されたのは，調査メンバーでトーリ党員であったトーマス・
フランクランド・ルイス（Thomas　Frankland　Lewis），イングランド銀行バー
ミンガム支店のマネージャーであったジョージ・ニコルズ（George　Nicholls），
ロード・オルソープの個人的愛弟子であったジョン・ショウ＝ルフェーブル
（John　Shaw－Lefevre）の3名である。エドウィン・チャドウィックは委員会
事務局長（Secretary）にとどまった（245）。
　しかし，救貧法委員会は，就任後直ちに回状を発し，「真実保護を必要とし
ていない者の申請は全てディスカレッジする」ことと，「救貧税の濫用を通じ
て被救憧者の労働を利用しようという誘惑を雇主に与えることなく，むしろ雇
主が自分の事業の遂行のために独立労働者を求人するようにしむける」ことが
指示されている（246）。これは「劣等処遇」と「院外救済の排除」を意味してい
るといえよう。このような苛酷な新救貧法の実施に対しては，社会的な批判が
起きるのが必然である。救貧法委員会に対しては，「その委員たちは，仕事の
基準や最低賃金をひき上げることはできなかったが，人びとに救貧をさせない
ことにより貧民を減少させることを狙った」のであって，「この政策は，労働
能力のある失業者には，院外救済を与えないことにより，効力を発揮した」（247）
と評されるに至ったのである。新救貧法施行直後の1837年から発表されたチャー
（243）大沢・前掲，p．89，97，注（51）
（244）　新救貧法と報告書の内容の対比については，大沢・前掲，p．86の対照表を参
　　照。
（245）　この経緯については，Kathleen　Jones，　The　Making　of　Social　Policy　in　Brit－
　　ain　l830－1990，　Athlone　Press　Ltd．，美馬孝人訳「イギリス社会政策の形成　1830
　　～1990年』1997年，梓出版社，p．21－26に詳しい。
（246）大沢・前掲，p．104－105
（247）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p．48
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ルズ・ディケンズの『オリヴァー・トゥイスト』（248）は，新救貧法の苛酷な運
用実態を活き活きと描いている。
　したがって，「1834年の貧民法修正法は，イギリス社会政策における大きな
分水嶺の一つであって，その前後には二つの異なる世界がある。それは混乱か
ら秩序への，生半可な慈善から全心を傾けた抑圧への，年中絶えない貧困問題
への立腹から永久にそれを消し去ろうとする容赦なき試みへの移行を画し
た」C2‘9）との批判も必ずしも過言ではないだろう。
第2節　コモン・ロー上の親権概念の確立
1．コモン・ロー上の親権
　以上のように，近代法における親権の概念は，救貧制度の枠組みを通じて実
定法化されてきたのであるが，自然法思想の広がりとともに市民社会の中にも
根ざしていた。それでは，コモン・ロー上は親権がどのように捉えられていた
のだろうか。この点については，「コモン・ローにおいては，未成年の嫡出子
を保護・扶養することは自然法上の義務だと考えられていた。（中略）ともか
く初期においては，これらの義務は親が子の監護権を真に有する場合にのみ履
行されるのであり，多くの場合には父親のみがこれらの義務を遂行しうるもの
とされていたことがはっきりしている。その結果，父親の保護義務は未成年の
子の監護権に関連する権利を伴っており，父親の権利は，父親の行為が子の生
命・健康・道徳性に重大な危険をもたらすような例外的場合を除いて，母親に
対しても主張できた。監護権は，事実上のケアと支配に加えて，多くの権利と
権限を伴っていた。父親は，監護に関する世話を行い，合理的な体罰を加える
ことによる子の懲戒権を与えられていた。また，父親だけが宗教的あるいは非
宗教的な教育形式を決定することができた。父親の権利は，P一マ法における
（248）　C．ディケンズ（小池滋訳）「オリヴァー・トゥイスト
　　くま文庫
（249）　ジョーンズ・前掲邦訳書，p．19
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家父長権のように強大ではなかったが，基本的なアプローチは同様であること
が明らかである。子に対する身体的支配がこの権利の核心にあり，監護権なく
して他者は子の身体的支配を行いえないのであり，コモン・ローの手続きで
は，父親の身体的支配権のみが人身保護令状によって特別に執行できるのであ
る。」㈱）とされていたのである。
　したがって，19世紀における父親の親権は，「子の利益のためでなく，専ら
父の利益のために存する制度であった」とされ，「家督相続人でない子に対す
る親権が，子は被用者（servant）であるとの擬制に基礎づけられ子を誘拐す
ることは，子の労務提供をうける権利の侵害として，親に対する不法行為を構
成するとされるごときは，監護権も父の一種の財産的利益と観念せられていた
ことを暗示する」（251）と解されている。しかし，イングランドでは一貫して，
親は子の財産に関する権限を保有していなかったのであり，この点にイギリス
法の特色があるとされている。これは，封建領主が財産特に土地について後見
権を行使できたのであり，領主後見制という封建法理にその起源があるとされ
ている（252）。
　そして，19世紀の判例によれば，父親の嫡出子に対する監護権は，子が21
歳に達するまで行使できるが（Thomasset　v　Thomasset［1894］P295，　CA，
Re　Agar－Ellis［1883］24　Ch　D　317，　CA），子に身体的・道徳的な害悪をもた
らす場合あるいは父親の主張が誠実になされていない場合には喪失するものと
された（Re　Turner［1872］41　LIQB　142）。父親の死後，母親は嫡出子を養育
するための監護権を有するが，1660年以降は「保有廃止法」（Tenures　Aboli－
tion　Act）に基づいて父親が遺言執行人を定めた場合には優先されてしまうも
のであった。コモン・ローは母親に対しては他の権利を付与しておらず，たと
え哺乳期間の子であっても母親から子を合法的に奪うほど父親の権利は完全な
ものであった（RvDe　Manneville［1804］5East　221）（253）。
（250）　Bromley’s　Family　Law　gth　ed．1998　Butterworths，　p．300－301
（251）　伊藤正己『イギリス法研究』1978年，東京大学出版会，p．　479
（252）伊藤・前掲，p．478
（253）　Bromley’s，　op．　cit．，　p．　301
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　また，扶養義務の概念については，親権の概念とは異なり，コモン・ロー上
の義務とは認められなかった。救貧法の適用がある場合には，第2章第1節2
で検討したように親権の概念と扶養義務の概念とが同時に生成・実定法化され
たのであるが，コモン・ロー上は上述したとおり執行可能な法的義務としては
認められず，道徳的な要求を超えるものではなかったのである。救貧法上の扶
養義務に関しても，本章第1節2で論じたように「親族扶養優先の原則」など
という観念はなく，単に救貧法に基づく救済費用の償還義務にとどまっていた
のである。すなわち，親権の概念と扶養義務の概念は，確かに実定法化された
のはほぼ同時であったが，必ずしも論理的に結びついているものではなく，コ
モン・ロー上は完全に切り離された存在であったと考えることができよう。
「イギリスの扶養制度は，極めて特異な発展をみせてきた」（254＞と評される所以
である。
2．母親の親権という概念の生成
　18世紀における自然法思想のもとでは，ホッブズはコモンーウェルスの設立
以前から父こそが家族における絶対主権者であるとしていたが，ロックは父母
の権限が平等であるとしながらも父親こそが保護者たりうることを理由として
父親の一時的支配権を認めていた。さらにブラックストンは，夫婦が相互に安
全権を保有するとしつつも下層階級民は父権という古代の特権に固執している
ことを理由として父権が優先されることを認めていたのである（第2章第4節
を参照）。ところがコモン・ローの原則では，よりドラスティックに父親の子
に対する支配権を認め，しかも母親の事実上の監護状態をも剥奪しうる強大な
権限に仕立て上げられたのである。
　しかしながら19世紀には，父母の親権に関する不平等を是正する動きが生
じてくる。まず1839年「未成年者監護法」（Talfourd’s　Act：Custody　of　In－
fants　Act）は，裁判所が，母親の請求に基づいて，父親等のもとにある子と
（254）　伊藤・前掲，p．　497
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の面接交渉を認める命令，あるいは，子を引渡して母親の監護のもとにおくべ
き旨の命令をなすことができるとし，父親の子に対する絶対的な権利を裁判所
の自由裁量のもとに服せしめた㈱。この法律は，裁判所がこのような命令を
なしうる子を7歳未満の子に限定しており，また，母親が姦通によって有罪と
された場合には裁判所は命令を下せないという限界をも有していた。しかし，
そうした限界にもかかわらず，「父のコモンロー上の権利に対し立法の上で干
渉を加えた最初の法律であったことの重要性」（256）を持つものであった。
　次に，1873年「未成年者監護法」（Custody　of　Infants　Act）は，上記1839
年法における原則を拡大した。第1に，裁判所が面接交渉または監護を母親に
委ねることができる子の年齢を16歳未満まで拡大した。第2に，姦通した母
親の請求棄却条項を削除した。第3に，判例上，パブリック・ポリシーに反す
るとして従前は無効とされていた，別居証書（separation　Deeds）の中にお
ける，子の監護権や支配権を母親のために放棄する旨の条項について，子の利
益に反しない限り有効とした（257）。
　しかし，1883年には，アガ・エリス事件判決が問題となる。宗教の異なる
夫婦の夫（プロテスタント）が，結婚前の妻（カトリック）との約束を破り，
子を自己の宗教によって育てようとして争いとなった。夫は，大法官府裁判所
の管轄権を用いて子を裁判所の被後見人とした上で，裁判所から自己の主張に
沿う命令を引き出し，子を妻から奪って第三者の監護に委ね，それ以来子は何
度か監護者を変えられて各所を転々としたが，たまたま監護者が2ヶ月間の外
国旅行に出かけることになった。そのため，争い以来別居している妻と裁判所
の被後見人となっている子自身から，裁判所に対し，その間母子で生活を共に
したいとの申立がなされた事件である。この事件で裁判所は，父の行為には，
裁判所が父子間に干渉することを正当化しうるだけの帰責事由がないとして，
（255）　川田昇「イギリスにおける親権法の発展」福島正夫編『家族政策と法4』1981
　　年，東京大学出版会所収，p．119－120
（256）川田・前掲論文，p．120
（257）川田・前掲論文，p．120，　Bromley’s，　op．　cit．，　p．304を参照。
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母子の申立を棄却した㈹）。
　この判決で，コットン判事は，「子が出生より父親の支配下にあるとき，裁
判所は，ごく例外的な場合を除いて，父の裁量に干渉すべきではなく，子の出
生によって自然が父に与えた権限を行使する責任を父に委ねることが，家族の
一般的な利益にとっても，子の一般的な利益にとっても，とりわけ問題となっ
ている幼児の一般的な利益となる。」㈱）とし，ブレット判事は，「法は父の自
然的義務を承認するが故に父の権利を承認するのである。（中略）特殊なケー
スについては法の忍耐にも限りがある。もしもたとえば，父の不道徳な行為に
よって，誰の目からも，父が子に対する義務を完遂するのが不適当になれば，
従って父の子に対する権利の主張が不適当になれば，その時は裁判所が干渉す
るであろう。」（26°）と述べた。
　この判決に対しては批判が高まり，第3節で後述する当時の女性・妻の地位
向上の動きを背景として，この事件で母親側の弁護士であったデイヴィ議員な
どを提案者とする「未成年者後見法案」（261）が提出される。そして1886年，
「未成年者後見法」（Guardianship　of　Infants　Act）が成立することになる。
この法律は，第1に，裁判所が面監護を母親に委ねることができる子の年齢を
21歳未満まで拡大した。第2に，父親が遺言執行人を指定することによって
母親の権利を奪うことができるという取扱を停止し，母親は父親の死後当然の
後見人になることができるとした。第3に，死に際して父親と共同すべき後見
人を指定することができるとした。
　したがって，この法律が「続く1925年法制定への途を開いた」のであって，
「イギリス親子法史の実質的な転換点であった」といえるであろう（262）。同法5
（258）　川田・前掲論文，p．123，秋元美世「児童青少年保護をめぐる法と政策』2004
　　年，中央法規p．　40，注（16）
（259）　Bromley’s，　op，　cit．，　p．　302
（260）　川田・前掲論文，p．　123
（261）　法案の内容とそれに関する議論については，川田・前掲論文，p，128－158に詳
　　しい。
（262）　川田・前掲論文，p，118
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条は，両親の行動と希望との関連において，「子の福祉」を考慮すべきことを
初めて明確にした。確かにこの規定は，「子の監護に関して，古いコモン・ロー
における父の権利を無効にする権限を裁判所に与えるものであった」㈱）。しか
し，それは父の権利の制約原理として「子の福祉」が引き合いに出されるにと
どまったのであり，法案審議過程においても「子の後見をめぐる問題でありな
がら，子の利益とか子の福祉とかの問題についても，議論の中心にはほとんど
のぼってこなかった」（264）のであって，子の福祉を中心とする親権概念が登場
するには，20世紀を待たなければならないのである。
3．親権の確立と親権剥奪制度の成立
　以上のように，19世紀における親権概念は，子の利益は等閑視されたまま，
父親の自然法上の支配権たる親権として確立したが，徐々に母親の親権も拡大
していったと評することができる。しかし，そのような親権概念は，「救貧法
の救済を受けないかぎり，その行使のあり方を親に委ねることは，家族モデル
を提供した新興階級に対しては，まさにエゴイスティックな子育てを可能にす
る一方で，親権が親の支配権として権力的に作用することをも許したものとい
うことができるから，おそらく大多数の労働貧民に対しては，子を搾取し，虐
待し，放置する自由を保障する結果となり，後にさまざまな社会問題を生み出
すことになる」（265）といえよう。
　したがって，親の子に対する親権の濫用的行使に対しては，国家が不介入を
貫くわけにはいかなかったのであり，逆に言えば，自然権としての親権という
概念も国家の介入の余地を留保したまま確立していったのである。そうだとす
れば，自然権としての親権という概念も絶対的に強固な概念であったわけでは
なく，子の権利としては明確に認識されていなかったとしても，国家の子に対
（263）　LPinchbeck　and　M．　Hewitt，　Children　in　English　Society　Vol．　H，1973
　　Routledge＆Kegan　Paul　Ltd．，　p．382
（264）　川田・前掲論文，p．159
（265）　川田・前掲『イギリス親権法史』，p．　152
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する権利という概念を内包して構築されていったのではないかと思われる。そ
こで，19世紀における国家の子に対する権利行使としての親権剥奪制度の成
立について検討することとしたい。
　まず1840年，「未成年者重罪法」（lnfant　Felons　Act）は，「21歳未満の者
が重罪と宣言されたいかなる場合においても，大法官裁判所（Her　Majesty’s
High　Court　of　Chancery）は，その未成年者を保護のもとにおきその扶養お
よび教育を用意する意思を有するひとりまたは複数の者の申立てにもとついて，
その未成年者の年齢およびその親，指定後見人または自然の後見人の環境，習
慣ならびに性格を考慮して，その未成年者の利益となると認められるときは，
その扶養，教育および監護に関して裁判所が適当と考える規制のもとに，未成
年者である間の全部または一部の期間につき，その未成年者の監護および養育
の権限をその者に委譲することができる」と定めた（1条）（266）。その意図は，
「悪い親の影響から子を引き離す」ことにあったとされている（267）。
　未成年者重罪法は，すでに重罪を犯した未成年者の刑事的処遇を定めるもの
であるが，犯罪児童に対する苛酷な処遇に対しては，メアリー・カーペンター
（Mary　Carpenter）を代表とする人道主義的な活動による疑問が生じていた。
メアリー・カーペンターは，「救貧法には，家のない子をさがしだして，彼ら
を扶養する義務はなかった」ことから，貧民学校を開設して街路で乞食をして
いる子どもたちの救済活動を行ったが，犯罪児童を一般刑務所制度ではなくもっ
と有効な方法（慈愛と厳しさ）で処遇・訓育すべきことを主張した（268）。そし
て，カーペンターらの活動が引き金となって，1854年，「矯正学校法」（Refor－
matory　School　Act）が成立した。矯正学校は犯罪を犯した児童を処遇・訓
育する施設であったが，次に非行に陥るおそれのある児童に職業教育を施す施
設として，1857年，「授産学校法」（lndustrial　School　Act）が成立した。
（266）　川田・前掲『イギリス親権法史』，p。229より引用。
（267）　川田・前掲『イギリス親権法史』，p．　229
（268）　メアリー・カーペンターの活動については，ヘイウッド・前掲邦訳書，p．53－
　　63に詳しい。
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　これらは児童の刑事政策的処遇を定めるものであり，背景としては人道主義
的な活動が支えとなったとしても，基本的には，児童を保護するという理由か
らよりは，社会防衛的要請という理由から制定されたものにほかならない㈱）。
この法律では，児童が浮浪者として拘引された場合（なお，その適用要件は，
その後の法改正によって拡大していく。），治安判事は，その児童が14歳に達
するまでの間の全部または一部の期間これを強制的に枢密院教育委員会の認可
した授産学校に送ることができるとし，親は書面をもって12ヶ月を超えない
期間その児童の行状について責任を負う旨誓約をすれば親に児童を引き渡し
（第6条），誓約期間内にその児童が再び浮浪者として拘引され，これが親の放
任に起因すると認められるときは，治安判事が親に対して40シリング以下の
罰金を言い渡すことができる（第7条）とした（27°）。
　しかしながら授産学校法は，未成年者重罪法や矯正学校法とは異なり，「刑
事の管轄のもとではなく，民事の管轄のもとに成立したはじめての強制的な措
置のための手続」（271）であった。すなわち，親の自然権としての親権に対し，
社会防衛的要請から「悪い親から引き離す」ことが必要であったとはいえ，治
安判事が親権の内実たる教育・監護について強制措置をもって制限することが
正面から認められたのである。したがって，この授産学校法は，「事実上の親
権剥奪立法」（272）であったと評することができよう。
第3節　児童虐待と親権剥奪の理論
1．児童虐待防止法の成立
　児童保護機能を有する法制度が徐々に形成されつつあったとはいえ，法的空
白はまだ広範囲に残存していたのであって，その後も，トーマス・ジョン・バー
（269）　秋元・前掲，p．16－17を参照。
（270）　川田。前掲「イギリス親権法史』，p．230より引用。
（271）　秋元・前掲，p．18
（272）　川田・前掲「イギリス親権法史』，p．233
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ナード（Thomas　John　Barnardo）博士などによる博愛主義的な児童救出活
動が推進された（273）。1883年には，トーマス・アグニュー（Thomas　Agnew）
によって，リバプールに「児童虐待防止協会」（Society　for　the　Prevention　of
Cruelty　to　Children）が結成され，児童保護のための既存制度がいかに不十
分であるかが認識されるようになっていく。トーマス・アグニューが動物愛護
協会の主催する集会で，犬をいじめてはならないという訴えの中に，子供への
残虐行為をも含めることに成功したという逸話（27d）は，そのような状況を象徴
する言説として理解すべきであろう。
　そして1889年，「児童虐待防止法」（Prevention　of　Cruelty　to　and　Protec－
tion　of　Children　Act）が成立する。この法律の第1条では，「14歳未満の少
年または16歳未満の少女に関し，監護権を有し，または，これを統制し，も
しくは，監護権を委託されている16歳以上の者で，その少年または少女の健
康に対し不必要な苦痛または傷害を与えるような仕方で故意に虐待を加え，ま
たはこれを放置・遺棄し，もしくはかかる虐待・放置・遺棄を受けさせ，また
は，受けるに至らせた者は，軽罪となす。この罪につき，正式起訴により有罪
決定を受けた者は100ポンド以下の罰金，またはこれに代えて，もしくは，罰
金を完納しない場合に，あるいは，罰金に併科して2年以下の重労働つきの拘
禁または重労働のつかない拘禁を裁判所の裁量で課せられるものとする。（以
下略）」（275）と定めた。
　また同法第5条は，「14歳未満の少年または16歳未満の少女に対し，監護
権を有し，または，これを統制する者が，（a）本法第1条の法違反及び児童に対
する身体傷害に関する法違反で懲役刑を課しうる違反を犯したことにつき有罪
決定を受けている場合，（（bXc＞については略）何びとも，（この者から当該児童
を引き離すために）当該児童を小治安裁判所（apetty　sessional　court）へ連
（273）　この時期における児童救出活動については，ヘイウッド・前掲邦訳書，p．67－
　　92を参照。
（274）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p．137
（275）　秋元・前掲，p．27－28，注（11）より引用。
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れてゆくことができる。裁判所は審問によりそうすることが当を得たものであ
るとの心証を得た場合には，前記要件に該当する者から，当該児童の監護権を
取り上げ，その監護をなす意志のある血縁者もしくは裁判所に指名されたその
他の適任者（fit　person）に，少年の場合には14歳まで，またはそれまでの
一定期間，少女の場合には16歳まで，またはそれまでの一定期間，当該児童
の監護を託する命令を発給しうるものとする。（以下略）」（276）と定め，一種の
親権剥奪措置を承認したのである。「自分自身では権利を主張できない児童を
法律的に保護することが定まったのは英国の社会史上これが最
初」（277）であった。なお，同法は，1894年「児童虐待防止（改正）法」（Preven－
tion　of　Cruelty　to　Children（Amendment）Act）によって，少年の適用年
齢が16歳未満に引き上げられ，虐待の定義・罰則の適用もより明確にされた。
2．親権剥奪制度の発展
　児童虐待防止法が成立し，親の監護権を剥奪する制度が成立したものの，そ
の適用は虐待行為が明確で親を犯罪者として取り扱いうる場合に限定されてい
た。前述したように，自然権としての親権は，コモン・ロー上の原則として親
に強大な権利を付与していたのであり，児童虐待が明確な場合以外には，救済
団体は児童を監護する権限を有してはいなかった。また，救貧施設等も人身保
護令状が執行されることをおそれて，児童を遺棄した親が児童の稼ぎを狙って
子の引取り要求をなすことに何ら抗するすべはなかったのである。
　バーナード博士は，ハリー・ゴセイジという児童を保護していたが，残酷で
酒飲みであったその子の母親がハリーを数シリングで2人の外国人のオルガン
磨き人に売ったところ，その2人はハリーをフォークストンに窮乏のまま放置
したため，警察官によってロンドンに連れてこられ，バーナード博士が受け入
れたものであった。バーナード博士は，母親の居所を見つけ出して手紙を書き，
ハリーを自分の運営するホームに入れることについて同意を得たが，適切なら
（276）　秋元・前掲p．28，注（13）より引用。
（277）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p．　137
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ばハリーを移民にする取り決めの権利をバーナード博士に与える条項を含む標
準型の同意書を手紙に同封した。しかしこの同意書が返送される前に，カナダ
人の紳士がホームを訪れてハリーをカナダに同行したいと希望したため，バー
ナード博士はこれに同意した。この紳士の申出には，ハリーがこの先親類と接
触を持たぬことという条件が付されていた。バーナード博士には，ハリーの母
親が息子を取り戻すことを望むことは計算に入っていかなったが，母親はハリー
をローマン・カトリック系のホームに移すことを求め，人身保護令状が出され
た。結局，その後10ヶ月の訴訟を経て，和解によって解決したものの，この
ようなケースに対処するための立法措置の必要性が認識されるに至ったのであ
る㈱）。
　そこで立法化されたのが，1891年「児童監護法」（Barnardo’s　Act：Custody
of　Children　Act）であった。この法律は，慈善施設等に収容され，他人の事
実上の養子になり，あるいは救貧法行政当局の保護のもとに労役場または委託
収養に出されている等，親の監護を離れて養育されてきた児童について，親が
その引き取りを求める令状または命令を裁判所に申請した場合に，その親が，
その児童を遺棄したか，あるいはこれまでの行動から監護権が拒否されるべき
だと考えられるときは，裁判所はその裁量によって申請を却下することができ
るとしたうえで，もし親への引き渡しを命令するときは，あわせて，それまで
の子の養育費の全部または一部の償還を命じ，さらに子の福祉を考慮して，親
が子の監護の保持の適任者（fit　person）でないかぎり，返還命令を出すこと
ができないと規定した㈱）。これによって，事実上の親権剥奪制度が一つ追加
されることとなったのである。
3．パレンス・バトリエ（国親）と親権の相克
　以上のように，自然権としての親権は，「悪い親」であるか「親としてふさ
わしくない」と判断される場合には，剥奪される可能性が広く認められるに至っ
（278）以上の経緯につき，ヘイウッド・前掲邦訳書，p．87－88を参照。
（279）川田・前掲『イギリス親権法史』，p．262－263
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たのである。しかも，自然権としての親権という概念が確立していくとほぼ同
時に，親権剥奪制度が整っていったという事実に注意すべきである。子の福祉
あるいは子の利益という観念は未成熟ではあったことは否定しえないのである
が，少なくとも国家はその独自の権能をもって自然権としての親権に介入する
ことが認められていたのである。
　そのような国家の介入権限がどのような法的根拠に基づくのかについては，
秋元美世教授が指摘しているとおり，「パレンス・バトリエ」（parens
patriae）という考え方であったといえよう。前述したコモン・ロー上の親権
という地位は，衡平法（equity）の介入によって緩和された。親子関係に介
入する衡平法の管轄権は，「子どもが適切に養育されるよう配慮する国王の義
務」（28°），すなわち，未成年者を保護するための干渉権限であるパレンス・バト
リエ（国親）としての国王大権に由来する。この権能は，国王の被委任者であ
る大法官によって行使され，1540年に後見裁判所（Court　of　Wards）が設立
されたときには一時中断したものの，1660年に後見裁判所が廃止された後は，
歴代大法官がなおいっそうこの権能を広汎に使用したのである。なお，この管
轄権は，1873年及び1875年の裁判所法によって，衡平法裁判所から高等法院
に移された（281）。
　プロムリィによれば，衡平法がコモン・ローに優越することの利点は，一つ
には，手続が子供に関する議論を取り扱うのにより適していることにあった。
コモン・ローでは，人身保護令状の問題に限定されているように，身体的支配
権を実行することができるだけであった。それに対して衡平法では，対人的な
訴訟を提起することも可能であり，そのためたとえば子供の教育に関する命令
だけでなく，命令の履行を効果的に確保することも可能であった。またもう一
つの利点は，子供に後見人を選任できることにあったのであり，この手続は多
大な利点を生んだとされる。監護・監督される者が常に裁判所の意見を求める
ことができただけでなく，被後見人が未成年の間は裁判所による継続的な監督
（280）　1828年の貴族院の確認内容。秋元・前掲，p．39，注（8）より引用。
（281）以上につき，Bromley’s，　op．　cit．，　p．301を参照。
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のもとに置かれることとなっていた。そのため監護者の義務不履行や後見妨害
は裁判所侮辱罪として処罰しうるものとなる。さらに，裁判所は，子供の監護・
監督の権限を親に与え，親権が子の最良の利益に合致して行使されていると裁
判所が判断する限りにおいて親の支配下に置くことができたとされている（282）。
　しかしながら，秋元教授が指摘されるとおり，「19世紀においては，パレン
ス・バトリエにもとつく管轄権が認められるようになったとはいえ，実際には，
親権の絶対視や財産の有無によるふるいわけといった社会的制約を受け，消極
的例外的なかたちでしか行使されていなかった。子どもは保護されなければな
らないということを基本的な原則として要請するパレンス・バトリエの考え方
は，この時期において，子どもの養育にかかわる法的問題を処理する際の指導
的・一般的な原則となるようなことはなく，むしろ子どもに関する実親の権利
に対しては，よほどのことがない限り，介入すべきではないとする親権尊重の
考え方の方が，より一般的であった」（283）といえよう。ところが，「こうした子
どもをめぐる親権優位の状況は，20世紀に近づくにつれ，その様相を変え，
次第に子の利益・福祉を中心とするパレンス・バトリエの法原理が優位を占め
るようになっていった」（284＞のである。
　この法原理の転換を象徴する事件が，Gyngall事件（1893年）であった。
夫に先立たれた母親（カトリック）が生計を立てるために娘をA夫婦に預け
てアメリカへ働きに行ったが，帰国した母親がその後再婚して娘を引き取った
ところ，数年後に再婚相手にも先立たれたことから，今度は娘をY（プロテ
スタント）に預けることとした。その後娘は，母親の希望によってカトリック
系の施設に移ることになったが，娘はYのところに戻ることを望み，母親が
フランスへ小間使いとして働きに出ている間にY方へ戻ってしまった。これ
に対して，母親が娘の返還を請求した事件である〔285）。
（282）　Bromley’s，　op．　cit．，　p．　302
（283）　秋元・前掲，p．34
（284）秋元・前掲，p．34
（285）秋元・前掲，p．41，注（19）
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　この事件において記録長官であったエシャー卿は，次のように述べた。「裁
判所は，子の至高の親として行為する国王大権に基づく地位を有しており，賢
明で愛情豊かな注意深い親が子の福祉のために行為するように管轄権を行使し
なければならない。実親がある場合に愛情豊かに子のために行動しようとして
いるとしても，賢明でないかもしれず，賢明で愛情豊かな注意深い親ならしな
いようなことをしているかもしれない。このような場合には，親の側に不行跡
を見出せないとしても，裁判所は賢明で愛情豊かな注意深い親ならしないよう
なことが行われるのを許容しない。」㈱）
　このように自然権としての親権という法原理は，子の福祉という視点による
制約を受けるに至ったのであり，20世紀における子の福祉を中心とする親権
概念へとつながっていくのである。以上のとおり，19世紀においては，コモ
ン・ローに基づく父親の支配的親権概念が確立した直後に，母親の親権概念が
生成され，またそれと平行して親権剥奪措置も徐々に立法化され，しかも衡平
法に基づいて国親という考え方による親権への介入も限定的ながら認められて
いたのである。そして20世紀を迎えるに当たっては，自然権としての親権と
いう概念はすでに色あせており，子の福祉を中心とする国家介入権限が広汎に
認められるに至った。そこで以下では，そのように親権概念がめまぐるしく変
動した社会的及び思想的基盤に関して考えておくこととしたい。
第4節　社会的基盤①＝産業革命
1．産業革命の意義
　19世紀は，「産業革命の時代」であった。18世紀後半から綿工業において生
産機械化と工場制度が成立し，そこから革命的な技術変化が他の工業部門に拡
大していく19世紀初頭にかけての過程が「産業革命」と呼ばれている。この
過程を最初に総括的に体系化したポール・マントゥは，技術革新による資本集
（286）　RvGyngall［1893］2QB　241－242
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約的な工場制度の成立をもって，決定的な社会経済的影響を与えたとした
が㈱），アシュトンは，技術的変革の行われたのは国民経済のほんの一部にす
ぎず，この革新的現象も長期的経済変動の一部をなすものにすぎないとし
た（288）。
　このように産業革命をどのように位置づけるかについては議論があるが㈱），
この時期に著しい生産性の拡大と人口激増下での継続的所得増加を生んだので
あり，社会経済的影響は著しく大きかった。そして何より，「市場のみによっ
て統制され，規制され，方向づけられる経済システム」が成立して，「財の生
産と分配の秩序はこの自己調整的なメカニズムにゆだねられ」るようになっ
た（29°）と大多数の国民が考えるようになったことが社会的に与えた影響は絶大
であつた。
　なお，「実証的分析」には，この時期には経済転換を示すマクロ経済的指標
が存在しないとしてこの時期の革新的意義を否定する議論があるが，国民所得
計算に基づいた「実証的」議論は妥当しない。なぜなら，人口動態に関する教
区簿冊の分析などとは違い，国民所得計算は単に国家が捕捉できた範囲での計
算にすぎないのであって，「職業特化が低度で非市場的相互作用が著しいとこ
ろでは，国民経済計算の枠組はまったく妥当ではない。このような状況のもと
では，成長率のみによって，活動の多くは記録されないし捕捉されない」（291）
からである。
　そこで，綿工業における，技術革新による資本集約的な工場制度の具体的な
展開を検討しておくこととする。なぜなら，「綿工業が産業革命のすべてでは
ない」が，「綿工業はイギリス工業化の起点をなす業種で，工場制へ踏みきっ
（287）　Paul　Mantoux，　La　R6volution　industrielle　au　XVIII　siさcle，1959　Editions
　　G6nin，徳増栄太郎ほか訳「産業革命』1964年，東洋経済新報社
（288）　T．S，　Ashton，　The　Industrial　Revolution　1760－1830，19480xford　University
　　Press，中川敬一郎訳『産業革命』1973年，岩波文庫，　p．106
（289）　議論の全容については，Pat　Hudson，　The　Industrial　Revolution，1992　Ed－
　　ward　Arnold，大倉正雄訳『産業革命』1999年，未来社，　p．26－57を参照。
（290）　K．ポランニー・前掲邦訳書，p．91
（291）　ハドソン・前掲邦訳書，p．　64
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た最初の工業であり，これを無視してイギリス工業史を語ることは，およそ不
可能である」（292）からである。プロト工業化時代を支えたのは毛織物家内工業
であったが，綿織物が毛織物に完全に入れ替わったわけではない。毛織物は綿
織物に遅れて工業化が進展する。綿工業が優位を占めたのは，アメリカ南部の
奴隷労働に依存した綿花プランテーション地帯と東インドから，綿花の継続し
た大量供給体制ができたことによって生産性を高められたことに基づいている。
そのため，19世紀前半における綿工業の平均生産能力は13倍に増加したとさ
れている（293）。
　綿紡績工程については，ハーグリーブスが1765年ころジェニー紡績機を発
明し，アークライトは1967年ころ水力紡績機を発明した。ジェニー紡績機は，
一人の労働者が同時に多数の綿糸を生産できるようにしたものであって，生産
効率は高めたものの，家内工業を破壊するものではなかった。しかし，アーク
ライトの水力紡績機は，水車を動力とする工場において，多数の紡績機を同時
に稼動させることができ，しかも強伸度の高い紡糸を製造できるようにしたの
である。そして，1779年ころには，クロンプトンがミュール紡績機（ミュー
ルとは，ジェニー紡績機と水力紡績機の混成機械であるという意味である）を
発明し，強さと同時に極度の細さを紡糸に与えることに成功した（294）。
　ミュール紡績機は顕著な普及を示したが，この影響は紡績工程だけでなく，
織布工程にも及んだ。紡績工程の機械化によって，織布工の不足が問題となっ
たが，織布部門は農業革命によって土地を追われた労働貧民のための「避難所」
となっていたのである㈱。そのため，手織工の賃金は著しく低かったのであっ
て，1733年にはジョン・ケイが「トビ仔」を発明したものの，織布部門の機
（292）　米川伸一編『概説イギリス経済史』1986年，有斐閣，p．83（武井良明執筆）
（293）　Stanley　D．　Chapman，　The　Cotton　Industry　in　the　Industrial　Revolution，
　　2nd　ed．，1987　Macmillan　Education，佐村明知訳「産業革命のなかの綿工業』
　　1990年，晃洋書房，p．　106
（294）以上につき，マントゥ・前掲邦訳書，p．286－321，井野川潔「アークライト紡
　　績機』1984年，けやき書房を参照。
（295）米川編（武井執筆）・前掲，p，86
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械化は遅れていた。しかし，1785年にカートライトが力織機を発明し，19世
紀初頭には機械化が進展することとなった。
　これらの技術的発展が水力を使用しているかぎりにおいては，動力となる河
川の近くに生産立地するのであり，労働自体も単純化しているため，伝統的家
族全体を雇用することによって軋礫を生むことは少なかったといえよう。また，
救貧監督官は貧窮家族を工場地区に送り込んだのであって，教区徒弟制度と両
立しうる余地も残っていたのである（295）。しかし，機械の動力に蒸気機関が使
用されるようになると，生産立地の制約はなくなり，しかも基本的には単純労
働が必要なだけであった。そのため，「この時点から労働者の立場は大きく変
化し，かれらは機械の操作に与るというより，もはや機械の動きを監視するた
んなる番人にすぎなくなった」（297）のであって，低賃金の児童や女性だけを雇
用すれば足りるようになり，徒弟制度の必要がなくなったばかりでなく，父親
は主たる稼ぎ手としての権威を喪失していった（298）。
　さらに，当時拡大した地方金融機関のネットワークによって資本形成がなさ
れ，18世紀の前半には不動産担保融資による資本融通も一般的となり（299），
1830年代・40年代までには銀行融資が再投資よりも重要となったのであるが，
そのために工場主は，「過剰生産と競争とからの影響」に苦しむこととなって
しまうのであり，したがって，「収益性は多くの場合，賃金支払遅滞と現物支
給制度の利用によって，賃金（最も弾力的で，いつも最大の生産費用）を圧縮
することのできる能力に依存」することとなるのである㈹）。
　以上が綿工業における産業革命の状況であるが，産業革命全体の特色は「18
世紀末と19世紀前半に起こった地域特化」にあり，「全生産部門が著しく地理
（296）ヘイウッド・前掲邦訳書，p．26
（297）　チャップマン・前掲邦訳書，p．　16。ただし，ミュール紡績機の操作には，希
　　少で高賃金の熟練技術を有する成人男性を必要としたとされている（同書，p．2
　　3）。
（298）村岡＝川北・前掲，p．17H73を参照。
（299）　チャップマン・前掲邦訳書，p．48
　　　　　　　　　　　　　　　　　の（300）以上につき，ハドソン・前掲邦訳書，p．46
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的に集中したことはかつてみられなかった」とされている（3°「）。そして，産業
革命期には，「首都圏経済と地方の産業中心地という二重性」が生じ，「産業地
域の成長は，主に輸出を基盤にして行なわれ，経費と価格が上がらないように
するために低賃金を要求した。その結果，消費財産業と人的サービス部門との
発達は制限されるという影響がもたらされた。これとは対照的に，首都圏経済
の成長は，（大量の浮浪者がいたにもかかわらず）1人当たり相当に高い所得
をもたらした」（3°2）と言われている。
　このようにして，イギリスは「最初の工業国家」となって国民所得は確かに
増大したものの，階級別および地域別にその分配は著しく偏ることになり，必
ずしも国民全体の生活水準が向上したわけではなかった。1803年にシュルー
ズベリィに綿紡績工場を開設したチャールズ・ハルバートによれば，「われわ
れがすぐに理解せざるをえなかったことは，事業の成否は，多量の必要労働力
を調達できるかどうかにかかっているということであった。（中略）　工場の
密集した地域では，賃金を引き上げさえすれば，即座に必要な労働力を調達で
きる」（3°3）と述懐されているのであり，機械化が直ちに労働者の賃金を引き下
げたわけではないのである。しかし，機械化が進展した1834年段階では，「ラ
ンカシャーの綿工場労働者の場合，その賃金はイギリス国内で最も高い水準に
ある」が，他方「貧しい人々の賃金は，他のどの製造業地域よりも低い水準に
ある」という状態をもたらしたのである（3°％
　またそれだけでなく，次節で述べるように，急激な都市への人口集中現象に
よって，居住環境の悪化等のいわゆる都市問題が発生し，そのような外部不経
済も多々存在していたのであって，真に豊かな生活を享受できたのはジェント
ルマン階級に限られていたであろう㈹。当時のイングランドにおける有産階
　（301）ハドソン・前掲邦訳書，p．　137
　（302）　ハドソン・前掲邦訳書，p．141
　（303）　チャップマン・前掲邦訳書，p．74
　（304）　チャップマン・前掲邦訳書，p．77
　（305）以上につき，Peter　Mathias，　The　First　Industrial　Nation，1969　Methuen，
　　　小松芳喬監訳「最初の工業国家』1972年，日本評論社，p．225－235，395－401を
　　　参照。
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級は，ジェントルマンという地主階級と人口の4分の1程度を占める中産階級
であり，残りの4分の3が労働者階級あるいは無産階級であった（3°6）。
　そうすると，親権概念についても，階級ごとに意味が異なってくる可能性が
あろう。少なくとも労働者階級においては，もともと家族間関係が親密なもの
であったと言われているのであるが，父親が主たる稼ぎ手たる地位を喪失した
ことによって，母親の親権が強化されたといえるかもしれない。しかし，ジェ
ントルマン階級にとっては，家父長制的父親の権威が残存していておかしくな
いはずである。また中産階級にとっても，家父長制的父親の権威を喪失するに
至る状況にはなかった。したがって，母親の親権概念が成立するに当たっては，
産業革命が直接に影響を及ぼしたとはいえず，異なる理由が存在するはずであっ
て，この点については次節で検討することとする。
　しかしその前に，工場法と親権の関係について検討しておくこととしたい。
児童が綿工場で労働を提供して世帯収入の一部を担っている場合，工場法の制
定によって児童労働が制限されることになれば，両親が保有している児童の雇
用に関する権限ないしは権能も反射的に制限されることとなるはずである。徒
弟制度のもとでは，父親が当然に子の徒弟契約の当事者として契約していたの
である。したがって，工場法によって児童労働が制限されたことに対する親権
への影響を考えておくこととしたい。
2．工場法の成立と展開
　まず1802年，「綿工場及びその他の工場に雇用される徒弟及びその他の者の
健康と道徳の保護に関する法律」（Sir　Robert　Peel’s　Act：Act　for　the　preser－
vation　of　the　Health　and　Morals　of　Apprentices　and　other　Employment　in
Cotton　and　other　Factories）が成立した。この法律は，3つの部分で構成さ
れている。第1は，作業環境に対する規制であり，少なくとも年2回は工場を
生石灰と水で洗浄し，通風換気に必要な窓を設けることを規定した（2条）。
（306）　藤瀬・前掲，p．66
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第2は，徒弟の労働条件に対する保護規制と教育規定であり，衣服の支給（3
条），最長労働時間の12時間への制限（4条），夜9時以降朝6時までの深夜
業の禁止（4条），男女寝室の別とベッドの複数使用の禁止（7条），工場主の
雇用する教師による教育（6条），少なくとも月1回の教会に通わせること（8
条）などが定められた。第3は，規制実施に関する規定であり，治安判事が任
命する2人の巡視者による監督（9条），すべての工場の治安書記のもとでの
登録（14条），違反者に対する罰則（13条）などが規定された（3°7）。
　この法律の目的は，教区徒弟の生活条件・労働条件を改善することにあり，
適用対象も必ずしも徒弟に限定されているわけではなかったが，労働時間の制
限や教育などの条項は徒弟のみに適用されたとされている。したがって，「正
しくいえば工場法ではなくて，教区徒弟に関するエリザベス救貧法の単なる拡
張にすぎなかった」と評されている㈹。また，法律の実施に関しても，「全然
実施されないままに放置されていたこと，および実施しようと試みられたが失
敗したという2つの理由で，まったく効果がなかった」とされ，「監督に関し
て治安判事を信頼したことが，この法律の失敗した主要な原因であると考えら
れてきた」のである（3°9）。ヘイウッドに至っては，「設備の悪い工場の多くでは，
これらの規定はザル法に終った」（31°）と評している。
　その後，1819年「綿工場の規制とそこに雇用される年少者の健康の一層の
保護のための法律」（Act　to　make　further　Provisions　for　the　Regulation　of
Cotton　Mills　and　Factories，　and　for　the　better　Preservation　of　the　Health
of　young　Persons　employed　therein）によって，綿工場においては，9歳未
満の児童の雇用が禁止され（1条），16歳未満の年少者の労働時間を12時間に
（307）以上につき，戸塚秀夫「イギリス工場法成立史論』1966年，未来社，p．　247－
　　248
（308）　B，L．　Hutchins＆A．　Harrison，　A　History　of　Factory　Legislation　2nd　ed．，
　　1911P．　S．　King＆Son，大前朔郎ほか訳『イギリス工場法の歴史』1976年，新
　　評論，P．16
（309）　ハチンズ＆ハリソン・前掲邦訳書，p．17
（310）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p．29
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制限し（2条），食事時間を確保すること（3条）などが定められた（311）。また，
1825年の同名の法律によって，夜業禁止時間は午後8時以降午前5時までと
し（1条），土曜日の労働時間は午後4時半までの9時間とする（2条）などの
実体規定とともに，年少者が9歳以上であることを認める親の署名をとるよう
雇用主に義務づけ（9条），事件処理にあたる治安判事は工場主またはその父子
であってはならない（10条）などの実効性確保のための規定も設けられた（312）。
なお，これらの内容については，1831年「綿工場に雇用される徒弟および年
少者に関する諸法律を廃止し，新たに規制する法律」（Act　to　repeal　the　Laws
relating　to　Apprentices　and　other　young　Persons　employed　in　Cotton　Fac－
tories　and　in　Cotton　Mills，　and　to　make　further　Provisions　in　lieu　thereof）
によって一層進んだ修正がなされた（313）。
　そして1833年「連合王国の工場の児童，年少者の労働を規制する法律」
（Lord　Althorp’s　Act：Act　to　regulate　the　Labour　of　Children　and　young
Persons　in　the　Mills　and　Factories　of　the　United　Kingdom）が成立する。
この法律は，綿工業のみでなく，「蒸気力，水力もしくは他の機械力が使用さ
れる綿・紡毛・硫毛・大麻・亜麻・麻屑・亜麻布・絹などの工場」に雇用され
る18歳未満の年少者につき，午後8時半以降午前5時半までの夜業を禁止し
（1条），労働時間を1日12時間・週69時間に制限し（2条），絹工場を除いて
9歳未満の児童の雇用を禁止した（7条）。そして，4人の有給の工場監督官を
任命して，操業中の立入権を付与し（17条），法実施のための規程・命令を発
する権限を与えた（18条）。さらに，工場児童の教育に関する規定も整えた
（21条）（314）。「イギリス初期工場法の法体系の原型は1833年法をもってほぼ確
立された」（3】5》と評される所以であるが，なんらかの教育体制がとられたとは
（311）　戸塚・前掲，p．256
（312）戸塚。前掲，p．257
（313）　戸塚・前掲，p．264
（314）戸塚・前掲，p，269－270。なお，ハチンズ＆ハリソン・前掲邦訳書，　p，40－41
　　も参照。
（315）　戸塚・前掲，p．270
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いえ，「織物工業地域における識字率は1835年以後平均を上まわる上昇をみる
ことはなかった」（316）のであって，教育条項が実質的意義をもつことはなかっ
た。しかし13歳未満の児童の雇用については，「1835年から1838年の間に，
工場査察官が1833年法を遵守させるようになると，織物工場に雇用される子
どもの数は5万6000人から3万3000人に減少した」とされている（317）。
　この間，10時間労働日運動が継続的に展開されていたのであるが，10時間
労働日法は未だ成立するには至らなかった。1844年には，「工場労働に関する
法律を修正する法律」（Shaftesbury’s　Factory　Legislation：Act　to　amend
the　Laws　relating　to　Labour　in　Factories）が成立するが，これも繊維工業
における成人婦人をも年少者と同様に1日12時間・週69時間に制限し（32
条），児童の最低年齢を1歳引き下げて8歳とし（29条），児童の労働時間を
原則として1日6時間半に制限する（30条）に止まった（318）。しかし同法は，
教育条項を改良するとともに，安全衛生に関する明細な規定を設けた点に意義
を持つものであった㈹。
　そして1847年，「工場の年少者，婦人の労働時間を制限する法律」（Act　to
limit　the　Hours　of　Labour　of　young　Persons　and　Females　in　Factories）
が成立し，1847年7月1日以降，18歳未満年少者の労働時間を1日11時間に
制限し（1条），1848年5月1日以降，それをさらに10時間に制限することと
し（2条），成人婦人の労働時間もそれに準ずることとした（3条）（32°）。ここに
10時間労働日法がいったんは成立するのであるが，1850年および1853年に補
完的立法によって「標準労働日」が確立されて，労働時間が10時間半とされ，
1874年になって再び10時間労働規制の立法化がなされたのである（321）。
（316）　Clark　Nardinelli，　Child　Labor　and　The　Industrial　Revolution，19901ndiana
　　University　Press，森本真美訳『子どもたちと産業革命』1998年，平凡社，　p．180
（317）　ナーディネリ・前掲邦訳書，p．181
（318）　戸塚・前掲，p．275
（319）戸塚・前掲，p．275－276。なお，その内容については，ハチンズ＆ハリソン・
　　前掲邦訳書，p．85－87を参照。
（320）戸塚・前掲，p．　279
（321）戸塚・前掲，p．279。なお，ハチンズ＆ハリソン・前掲邦訳書，　p．98－112を参照。
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　なお，他の工業部門での工場法については，1842年に「鉱山法」（Lord
Shaftesbury’s　Mines　Act）が成立し，10歳未満の児童と女子の地下労働を禁
止した（322）。これについては，「おそらく19世紀において国家が制定した最も
厳しい産業干渉」（323）とされてはいるが，児童労働に対してはほとんど規制を
課さなかったとされている（324）。それ以外の部門については，1867年の「工場
法拡張法」（The　Factory　Extension　Act）と同年の「仕事場規制法」（Work・
shops　Regulation　Act）とによってやっと規制されるようになるが（325），「織
物以外の産業にたいする規制が遅れた理由のひとつは，他の産業の大部分が織
物工業によりも遅れて成熟期に達したから」（326）にほかならないであろう。
3．工場法と親権概念の縮減
　以上のように，児童労働は19世紀の間に徐々に制限を加えられていくこと
となったのである。このように児童労働を制限するに至った動因は，基本的に
は，人道主義的児童保護思想にあったということができよう。この運動を担っ
たのは，工場主でヒューマニストであったロバート・オーウェン（32T），福音主
義者であったマイケル・T。サドラーやシャフツベリー卿，福音主義者で王党
派トーリーのリチャード・オーストラーなどであった。特にオーストラーは，
子どもの保護は社会に生まれついてのリーダーたる者の道徳的義務であると主
張していたのであり（328＞，これは紛れもなく，名望家支配時代の家父長主義的
な「ノブレス・オブリージュ」の思想であったといえよう。
　しかしながら，時代は選挙制度改革の時代でもあった。10時間労働日運動
と平行して，1832年には第一次選挙法改正が行われた。この改正によって，
（322）経緯については，ヘイウッド・前掲邦訳書，p，33－34を参照。
（323）ハチンズ＆ハリソン・前掲邦訳書，p，83
（324）　ナーディネリ・前掲邦訳書，p．213
（325）　その内容については，ハチンズ＆ハリソン・前掲邦訳書，p．165－171を参照。
（326）　ナーディネリ・前掲邦訳書，p．213
（327）　ロバート・オーウェンのヒューマニズムについては，楊井克巳訳『新社会観』
　　1954年，岩波文庫を参照。
（328）　ナーディネリ・前掲邦訳書，p．221
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旧来の腐敗選挙区が廃止され，人口の増減にあわせて議席が再配分され，同時
に新選挙区が創設された。また，選挙資格が拡張され，州選挙区では，年価値
10ポンド以上の謄本土地保有者，一定の定期土地保有者，年50ポンド以上の
地代を支払う借地人に選挙権が与えられた。都市選挙区では，年価値10ポン
ド以上の住宅・店舗などの所有者または借家人に選挙資格が拡張された。した
がってこれは，「10ポンド家屋占有選挙権（£100ccupation　franchise）」と
呼ばれた。その結果，上・中層中産階級だけでなく，下層中産階級の一部の成
年男子にまで選挙権が及ぶことになり，有権者数は43万人から65万人に増加
した。しかしこれでも，当時のアイルランドを合わせた総人口の3％以下にす
ぎなかったのである㈱〉。
　しかしこのような改正に対しては，労働者階級が不満を募らせ，チャーチス
ト運動が起こり，「労働者階級による史上最初の大規模な政治闘争」と呼ばれ
るに至った。チャーチスト運動では，①成年男子の普通選挙権，②秘密投票，
③毎年改選される議会，④議員に対する財産資格の廃止，⑤議員の歳費支給，
⑥平等な選挙区，という6項目の改革要求が掲げられた（33°）。ところが「指導
者の逮捕や弾圧があいついだことや，『飢餓の40年代』が去って『繁栄の50
年代』が訪れるにつれて，しだいに運動の大衆性が失われていった」ことから，
目的を達することなく運動は失敗に終わった㈹）。
　その後は労働者による活発な運動はなくなっていたものの，体制内化した上
層熟練労働者層を政治に取り込む動きが生じて，1867年に第二次選挙法改正
が行われた。これによって州選挙区における謄本土地保有者と長期の定期土地
保有者の財産資格が年価値5ポンド以上に引き下げられ，新たに年12ポンド
（329）　中村英勝『イギリス議会史』1959年，有斐閣，p．146－147，長島・前掲，　p．
　　176。なお，ここでの下層中産階級とは，商店主などの伝統的なプチ・ブルジョ
　　アジーと事務員・教師などの新しいホワイトカラーの賃金生活者を指している
　　（Geoffrey　Crossick（ed．），　The　Lower　Middle　Class　in　Britain　1870－1914，1977
　　Routledge，　Chapman＆hall　Ltd．，島浩二ほか訳「イギリス下層中産階級の社
　　会史』1990年，法律文化社，p．2）。
（330）村岡＝川北・前掲，p．　146
（331）　中村・前掲，p．148－149，長島・前掲，　p．178
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以上の租税を納める土地占有者が有資格者に加えられた。都市選挙区において
は，①その選挙区内で12ヶ月間住居を所有者または借家人として占有し，こ
れに居住し，かつ救貧税を支払った戸主，②その選挙区内で年価値10ポンド
以上の貸間に間借人として12ヶ月間居住した者，に選挙権が付与された。し
たがってこれは，「戸主および10ポンド間借人選挙権（householders　and
£1010dgers　franchise）」と呼ばれた（332）。その結果，有権者数は135万人か
ら247万人へと激増したのであり，これに基づく選挙をきっかけとして，自由
党・保守党による安定した二大政党制が形成されることとなった㈹）。
　そして，1872年には秘密選挙が実現し，1883年には「腐敗および不正行為
防止法」が制定され，1884年には第三次選挙法改正が行われた。これによっ
て，州選挙区にも「戸主および10ポンド間借人選挙権」が適用されることと
なり，前回取り残されていた農業労働者に選挙権が拡大され，有権者数は300
万人から500万人へと増大し，労働者階級の選挙人が初めて過半数を超えるこ
ととなった。しかし，これでも当時のアイルランドを含めた総人口の12．3％で
あって，まだ完全な意味での男子の普通選挙ではなく，婦人参政権も取り上げ
られなかった（334）。
　以上によれば，工場法における重要な転回点であった1833年と1867年は，
いずれも選挙法改正に付随していることに注意すべきであろう。すなわち，工
場法が成立するに関しては，上・中層中産階級だけでなく，下層中産階級の一
部の成年男子や一部の上層都市労働者などの利害を反映しなければならない政
治状況にあったのである。そうすると，このように多様な利害を反映した立法
化が行われるに当たっては，人道主義的要請という単一の観念的目的だけで政
治統合が成立することはないはずである。ブルース・ヤンデルが指摘するよう
に，「政治的に成功をおさめた社会規制は，ふたつの異なったグループがとも
に利益を見いだせるような状況をもたらす場合がきわめて多い」（335＞のであっ
　（332）　中村・前掲，p，151
　（333）　村岡＝川北・前掲，p．160－161，長島・前掲，　p．188を参照。
　（334）　中村・前掲，p．152－157，村岡＝川北・前掲，　p．200
　（335）　ナーディネリ・前掲邦訳書，p．210より引用。
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て，ジェントルマン層と労働者階級に共通した利益が存在したことを示すもの
であろう。
　政治的支配者としてのジェントルマン層については，前述した人道主義的思
想と下層階級の力の成長を恐れて体制内化しようとしたことに工場法成立の動
因が認められると思われる。労働者階級は選挙権を入手することはできなかっ
たものの，1831年のリーズにおける公開集会での決議で示されたように，児
童労働の制限を主張しており，それは人道主義的思想の広がりとともに，より
多くの成年男子を就業させることも目的としていた㈹6）。したがって，労働者
階級の成年男子に対して，就業による生活の安定化を提供することに基づいて，
労働者階級の体制内化が図られたものと考えられる。このようにジェントルマ
ン層と労働者階級とは，人道主義的な児童労働の禁止という理念と，成人労働
者への就業の確保という現実的な要請とにおいて，利害が一致したと考えるこ
とができよう。
　19世紀には，資本集約的工場制度の出現によって，ほぼ10年周期で恐慌を
伴う景気循環が見られるようになったのであるが（337），物価水準は継続的に低
下傾向にあったたあに実質賃金は継続して上昇傾向にあった。19世紀初頭ま
では，家庭が貧しかったがゆえに児童が工場で働いたのであって，児童労働に
は家庭の経済に対する貢献度を高めることが期待されていたのであるが（338），
そうであればこそ家族所得が徐々に増加するにつれて児童労働は徐々に減少し
ていくことになる（339＞。1873年には大不況（the　Great　Depression）が起きて，
失業率は高い水準を維持することとなったものの，実質賃金は物価の下落によっ
て上昇傾向にあったのである〔34°）。
　労働者階級においては，高い失業率の改善が課題となっていたのであり，こ
（336）　ハチンズ＆ハリソン・前掲邦訳書，p．　48－49
（337）　藤瀬。前掲，p．51
（338）David　Vincent，　Bread，　Knowledge　and　Freedom，1981　Methuen，川北稔・
　　松浦京子訳「パンと知識と解放と』1991年，岩波書店，p　132－133
（339）　ナーディネリ・前掲邦訳書，p．189
（340）　藤瀬・前掲，p．　101
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の高い失業率を改善するためには，児童労働を制限する必要性が生じてきてい
た。10時間労働日制も同様な論理的基盤を有していたといえる。また，1841
年の「時間短縮委員会」は，婦人労働の制限，すなわち，「家庭，育児と家事
こそ，婦人の本分である」として，「すべての婦人が工場の仕事を徐々にやめ
ていくこと」を要求したのであるが（341），これも児童労働の禁止と同様に成人
男子労働者の就業という現実的な要請に基づくものであった働。そのような
意味において，ジェントルマン層は，短期的な経済的コスト上昇の問題は当然
に生じるとしても，長期的な社会的コストを回避せんとしたのであって，工場
法の制定（特に児童労働の制限）に向けての階級的な対立は，政治的に厳しい
対立となるような状況は存在していなかったといえよう。
　選挙法改正によって政治的発言力を確保できたのは，上層労働者層に限られ
ていたのであるが，それらの層においては，実質所得が上昇している以上，児
童に就労させるよりも，学業等に専念させて将来の収入を最大化したほうがよ
いとする判断もあったのではないかと思われる㈹。いずれにしても，収入が
増加してくると，「親は個々の子どもの教育と健康の向上により多くの時間と
金を投資するようになった」（3ωのである。労働者階級の自叙伝を分析したデ
イヴィド・ヴィンセントも，「子どもであることが積極的な意味をもつ領域は，
しだいに家庭経済の機能する領域からはずれて，たとえば教育のような，その
他の活動の関係の中に置かれ」ていったことを指摘している（345）。
　児童労働の制限に対する反対論には，労働時間の制限によって「児童の賃金
が減少し，あるいは就業年令の制限によって解雇される結果，家計補助的収入
の削減もしくは喪失を惹き起すことを危惧」する親の権利を侵害するという考
（341）　ハチンズ＆ハリソン・前掲邦訳書，p．62
（342）E．J，　Hobsbawm，　Labouring　Men，1964　George　Weidenfeld　and　Nicolson
　　Ltd．，鈴木幹久・永井義雄訳『イギリス労働史研究』1968年，ミネルヴァ書房，
　　p．268
（343）　ナーディネリ・前掲邦訳書，p，ll4を参照。
（344）　ナーディネリ・前掲邦訳書，p．　172
（345）　ヴィンセント・前掲邦訳書，p．　142
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え方，すなわち，児童の労働時間の制限を「父権にたいする侵害」㈹と捉え
る考え方もなかったわけではない。しかし，少なくとも政治的な表舞台でそれ
が工場法反対の正当化論拠として機能する余地は全くなかった。児童雇用委員
会は，1866年の報告書において，むしろ「親が義務を果たさない場合，『国民
の親』である国家がその子供に対する当然の保護者にならねばならない」こと
を指摘しており（34T），第3節3で述べたように「パレンス・バトリエ」によっ
て親の支配が制限されるべきものとして取り上げられたにすぎないのである。
労働規制が父権＝親権の直接的侵害になるために規制処置がとられるのが遅れ
たことを指摘したのは，カール・マルクスであったが（3‘8），衡平法による親権
への介入と児童労働の制限による親権への介入は同時並行的に進行したといえ
よう。
　したがって，子の労働に関する親の支配権という考え方は，工業化の進展と
工場法の展開に伴って親権の概念から消えていったと評することができる。そ
うすると，後述する自助努力による自立思想の広まりと相侯って，19世紀の
児童像は，労働して家庭経済の一部を担う存在から，教育を受けて自助自立し
ていくべき存在へと転換していくことになろう。そして，児童労働が禁止・制
限されることによって，労働と教育とがアレントの指摘する社会的領域として
私的領域から分離していき（謝，親の支配力の及ぶ範囲から除外されていくこ
とになるのである。
第5節　社会的基盤②＝都市化と消費生活
1．都市化の意味
産業革命による工業化は，19世紀に都市への人口の集中化（都市化）を招
（346）　小山喜一『イギリス社会政策史論』1961年，有斐閣，p．88－89
（347）　ハチンズ＆ハリソン・前掲邦訳書，p．　166
（348）　カール・マルクス（岡崎次郎訳）『資本論（2｝』1972年，大月書店，p．439
（349）　Hannah　Arendt，　The　Human　Condition，1958　University　of　Chicago　Press，
　　志水速雄訳「人間の条件』1994年，ちくま学芸文庫，p．49
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いた。ロンドンは，1650年にすでに約35万人の都市であったが，1665年のペ
ストで膨大な生命が失われ，1666年のロンドン大火によって荒廃した。しか
し，1700年には人口約55万人を擁するヨーロッパ最大の都市となり，1800年
の人口は90万人にも達した（鋤。ロンドンの人口はその後も増えつづけ，1840
年代に200万人を超え，80年代には400万人をも超え，1900年には450万人
となる（35％
　また，ロンドン以外の都市への人口集中現象も著しいものであった。たとえ
ば，1831年から1841年の間に，グラスゴーでは37％，ブラッドフォードでは
78％，マンチェスターでは47％の人口増加が生じた（352）。特に綿工業の中心で
あったマンチェスターの人口は1851年に30万3382人にまで増加し㈹），18
世紀中ごろにはイングランドの7都市が10万都市となる（354）。都市とはなにか
という問いは，古くて新しい問題なのであるが，ここでは人口密度が高い区域
で，第一次産業従事者に対する第二次・第三次産業従事者の比重が相対的に高
い区域を指すものと考えれば足りよう（355）。
　このような急激な都市化現象は，貧困問題・公害問題・都市犯罪問題・公衆
衛生問題等を生み出した。一方では労働貧民の住宅の過密・住宅内の過密，他
方では給排水施設・下水道設備の極度の不足状態を生じ，都市計画と公衆衛生
とが問題となってくる。1666年のロンドン大火ののち，クリストファー・レ
ンによる教会再建等が実行されたものの，レンのシティ全体の復興計画は実施
されることがなかった。レンの復興計画は，ローマやパリと同様なバロック的
都市計画であったが，ロンドンの地主の反対によって道路計画を実現すること
ができなかったのである㈹）。したがって，ロンドンは，地主が中心となって
（350）E．　A．　Wrigley，　Population　and　History，1969　George　Weidenfeld　and
　　Nicolson　Ltd．，速水融訳『人口と歴史』1982年，筑摩書房，　p．　162
（351）　柴田徳衛『現代都市論［第2版］』1976年，東京大学出版会，p．57
（352）　ジョーンズ・前掲邦訳書，p．32－33
（353）　柴田・前掲，p．48
（354）　角山榮＝川北稔編『路地裏の大英帝国』1982年，平凡社，p．93
（355）都市の定義については，柴田・前掲，p．　23－34を参照。
（356）　鈴木博之「ロンドン』1996年，ちくま新書，p．43－46
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地区を開発してゆくことになったのであり，そのために住宅の状況も衛生状態
も上下水道もそれぞれの教区ごとにまちまちであった（357）。
　1845年における労働者階級の悲惨な生活状況を描いたエンゲルスは，マン
チェスターについて「労働者階級にたいして近代工業がもたらした結果も，もっ
とも完全に，もっとも純粋に展開しなければならなかったし，工業プロレタリ
アートももっとも典型的な形で出現しなければならなかった」とし，「組織的
に労働者階級が大通りからひきはなされ，ブルジョアジーの目と神経を傷つけ
るおそれのあるものをすべて，こんなに思いやり深くおおい隠している」ので
あって，「ほかのどんな都市よりも無計画に，警察の規則にも従わず，逆にいっ
そうなりゆきまかせに，町がつくられている」と皮肉たっぷりに批判した㈹。
マンチェスターでコレラが流行したときも，「この町のブルジョアジーは共通
の恐怖におそわれ」，「貧民の不健康な住居のことを思いだし，これらの貧民街
がすべて流行病の中心となり，そこからあらゆる方向に荒廃がひろがり，つい
には有産階級のところにまでおよぶのは確実と考え，恐れおののいた」（359）の
である。しかし他方で，「多くの家庭では妻も夫も同様に家のぞとへ働きにで
ており，その結果，子どもはまったくほうりっぱなしになっており，家にとじ
こめられるか，あるいは家からだされて預けられ」ていたために，衛生状態の
悪化とさまざまな事故の危険性が幼児の死亡率を高めているとも指摘され
た（36°）。つまり，急激な都市化の最大の被害者は，幼児であったといえよう。
　そこで1839年から3年間に亘って医師たちの協力を得たエドウィン・チャ
ドウィックによる調査がなされ，1842年に報告書『大ブリテンの労働者の衛
生状態（The　Sanitary　Condition　of　the　Labouring　Population　of　Great
Britain）』が提出された（36t）。この報告書は，当時の衛生状態の悪さや死亡率
　（357）　鈴木・前掲，p．181
　（358）　Friedrich　Engels，　Die　Lage　der　arbeitenden　Klasse　in　England，1845　Verlag
　　　von　Otto　Wigand，浜林正夫訳『イギリスにおける労働者階級の状態（上）』
　　　2000年，新日本出版社，p．　76，84
　（359）　エンゲルス・前掲邦訳書，p．107
　（360）　エンゲルス・前掲邦訳書，p．168－169
　（361）　この経緯については，ジョーンズ・前掲邦訳書，p．32－40に詳しい。
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の高さを明らかにし，その経済的マイナス面を指摘して，都市公共施設の改善
によるメリットを掲げ，なすべき対策を提案するという包括的な内容を有する
ものであった。その提案には，①国王の直接監督下に衛生管理の責任を地方当
局が負うこと，②下水計画を行う以前に各地区の視察および詳細な調査を行う
こと，③下水工事を道路工事と一体化して行うこと，④道路拡張と改良のため
の資金を地方当局に貸し付けること，⑤すべての住戸に対して最低限の衛生条
件を設定し，衛生設備の設置を義務づけること，⑥不潔な住宅についてはその
所有者に充分な換気と清掃を強制し，貸家を営むものに対する認可制を導入す
ること，⑦衛生監督官の制度を設定すること，⑧公園のない工業都市に公園を
つくる資金を貸し付けること，などがあった（362）。
　これに基づいて，1847年「水道事業条項法」（Water・Works・Clauses　Act），
1848年「公衆衛生法」（Public　Health　Act）が成立する。前者の法律は，水
道事業を標準化し，水の保全や汚染防止・水道料金などを規定し，ほぼ100年
に亘って水道法令の中核をなしたとされている㈹。後者の法律は，基本的に
は上記報告書に従うものであったが，中央集権化に反対する議論も巻き起こす
こととなった（36％公衆衛生法は，中央保健局を設置し，その監督下に地方保
健局を設置して，地方保健局に対して下水設備・市街の清掃・健康に害を及ぼ
す一切のものの排除・屠殺場・貸家の衛生基準・道路の舗装と管理・公園の設
置・水の供給・死者の埋葬などの権限を付与した㈹。公衆衛生法制は，その
後も紆余曲折を経ながら，時間をかけて遅々とした歩みを進めていくこととな
（362）　Leonardo　Benevolo，　Le　Origini　dell’urbanistica　Moderna，1968　Gius．
　　Laterza＆Figli　S．p，A，横山正訳『近代都市計画の起源』1976年，鹿島出版会，
　　p．　133－134より引用。
（363）Hugh　Barty－King，　Water　the　Book，1992　Quiller　Services　Association　for
　　WaterAid，齋藤博康訳『英国上下水道物語』1995年，日本水道新聞社，　p．151－
　　152
（364）　この議論については，ジョーンズ・前掲邦訳書，p．　43－49，米川編・前掲，　p．
　　107－109を参照。
（365）　ベネヴォロ・前掲邦訳書，p，135－140
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る（366）。しかし，公衆衛生法の成立は，「社会的な規制としては非常に大きな前
進であったし，さらにより想像力に富んだ対策をたてるための第一歩となっ
た」㈹ことは評価すべきであろう。そして，公衆衛生観念が発展することに
よって，親の子に対する義務の内容にも，「健康に対する配慮」という項目が
追加されることになったものと思われる。
2．消費生活の展開と家族
　産業革命によって，イングランドの社会経済的な環境は構造的な大変動を生
じた。そして上記の都市化によって，現代的な貧困状況も引き起こしたのであ
る。したがって，1840年代は俗に「飢餓の40年代」とも言われる（368）。一部
の恵まれた上層労働者階級も存在したが，1840年ごろ，ランカシャーの仕上
げ工であった熟練労働者の収入は6人家族で週平均1ポンド1シリングと
1810年ごろの植字工の熟練労働者の半分の収入しか得ておらず，半熟練労働
者は5人家族で週平均15シリングの収入，非熟練の最下層労働者は6人家族
で週平均5シリング6ペンスの収入しか得られなかったのである（369）。なお，
1844年ころの下層中産階級では，年収300ポンドが最低限と言われていたこ
とに対比すれば（37°〉，賃金の弾力性が非常に高く，労働者階級の収入がいかに
低かったかが明確になるであろう。
（366）　この点については，L．　C．　B．　Seaman，　Life　in　Victorian　London，1973　B　T．・
　　Batsford　Ltd．，社本時子・三ツ星堅三訳「ヴィクトリア時代のロンドン』1987
　　年，創元社，p．　29－39を参照。
（367）J．　B．Cullingworth，　Town　and　Country　Planning　in　England　and　Wales
　　3rd．　ed．，1970　George　Allen　and　Unwin　Ltd．，久保田誠三監訳『英国の都市農
　　村計画』1972年，財団法人都市計画協会，p．21。なお，イングランドにおける
　　その後の本格的な都市計画法制の展開についても同書を参照。
（368）　ただし，マサイアス・前掲邦訳書，p．233は，ロンドンの職人に関する限りは，
　　むしろ「飢餓の30年代」というほうが妥当であると述べている。
（369）　長島・前掲，p．127－128。なお，1810年の植字工の収入については，同書，　p．
　　125を参照。
（370）Kristine　Hughes，　The　Writer’s　Guide　to　Everyday　Life　in　Regency　and
　　Victorian　England，1998　Writer’s　Digest　Books，植松靖夫訳『19世紀イギリ
　　スの日常生活』1999年，松柏社，p．210
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　しかし，1850年代には物価の大幅な下落に基づく実質賃金の上昇によって，
ある程度，社会全体に豊かな生活がもたらされることとなった。「50年代は，
イギリスの都市労働者たちが，はじめてゆとりをもった生活ができるようになっ
た時代であった」（37’）と言われるように，「繁栄の50年代」を迎えることになっ
たのである。これを象徴するのが，1851年にロンドンで開催された第1回万
国博覧会であった。ロンドン万国博覧会の会場となったのは，造園家ジョセブ・
パクストンが植物園の温室をモチーフに設計した巨大な鉄とガラスの構築物
「クリスタルパレス（水晶宮）」であった（372）。ヨーロッパ大陸における博覧会
は，イギリスの工業製品が自国に浸透するのを防ぎつつ，国内産業を育成して
その力をアピールするという政治的思惑を有していたのであるが，イギリスだ
けが他国の工業品を国内で展示されても困らない強い立場を保持していたので
ある㈹。そしてロンドン万国博覧会の成功を支えたのは，すでにイギリス全
土に張り巡らされていた鉄道網とマス・メディアの急速な発達であって，これ
らが大衆の日常意識に「商品が機能的な価値をはるかに超えた存在であること」
を知らしめるに至ったのである（374）。
　このようにしてジェントルマン階級はもとより労働者階級に至るまで消費文
化が根付いていくこととなるが，家庭生活の機能もこれに伴って変容していく
ことになる。産業革命によって，家庭は，プロト工業化時代の家内制工業によ
る生産の場ではなくなり，工業化時代の仕事場から帰ってくる「避難所」とし
ての消費生活の場に変わってくる。1864年になされた講演で，ジョン・ラス
キンは，「家庭の真実の本性はつぎの如くであります一それは平和の場所であ
り，凡ての危害ばかりでなく，凡ての恐怖や疑惑や不和からの避難所でありま
す。さうでない限りは，それは家庭ではありません。」と断言した㈹。他方，
（371）　吉見俊哉『博覧会の政治学』1992年，中公新書，p。53
（372）　吉見・前掲，p．34－40
（373）　吉見・前掲，p．32－33
（374）　吉見・前掲，p．45，48－52
（375）　ラスキン（石田憲次・照山正順訳）『胡麻と百合』1935年，岩波文庫，p．148－
　　149
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中産階級においては，そのような「避難所」にとどまるだけでなく，家庭的余
暇にあふれた派手で贅沢な生活が志向されるようになったのであって，ヴェブ
レンが指摘した「街示的消費」㈹の場としての家庭が目されるに至ったので
ある㈹。これがヴィクトリア時代の虚栄・スノビズム・偽善を生んでい
く（378＞。
　このような家庭生活の機能変容を生じさせた中産階級の世俗的な道徳律は，
セルフ・ヘルプ（自助）であって，そこにおいて実現されるべき価値は，「リ
スペクタビリティ（respectability）」という価値であったとされる（379）。「リス
ペクタビリティ」とは，「勤勉，清潔，礼儀正さ，質素，純潔一このような福
音主義的かつミドル・クラス的美徳」㈹）であるとされる。この「リスペクタ
ビリティ」という観念においては，日常生活における精神的な努力よりもむし
ろ中産階級にふさわしい生活を対外的に示すことに力点が置かれたからこそ，
虚栄としての消費が選好されたといえよう。男性にとっての自助の観念につい
ては，1859年，多数の偉人の立身出世物語とともに人生の成功の秘訣を説い
たサミュエル・スマイルズの「自助論』（381）がベストセラーとなり，立身出世
という神話が下層中産階級の上昇志向を基礎づけるものとなった。労働者階級
においても自助の精神と上昇志向は同様に生じたのであるが，下層中産階級で
はあくまでも個人的なレベルにおける自助であったのに対し，労働者階級では
相互扶助的あるいは集団的な自立を求めることを「自助」として捉えたところ
に違いがあるとされている（382）。
　これに対して，家庭における女性にとっての「リスペクタビリティ」とは，
（376）　ヴェブレン（小原敬士訳）『有閑階級の理論』1961年，岩波文庫
（377）　ヴィクトリア時代の街示的消費の一覧を示すものとして，谷田博幸「図説　ヴィ
　　クトリア朝百貨辞典』2001年，河出書房新社がある。
（378）村岡＝川北・前掲，p，185
（379）村岡＝川北・前掲，p．　182－183
（380）新井潤美『階級にとりつかれた人びと』2001年，中公新書，p．35
（381）竹内均訳『自助論』2002年，三笠書房，中村正直訳『西国立志篇』1981年，
　　講談社学術文庫
（382）村岡＝川北・前掲，p．182－184，クロシック編・前掲邦訳書，　p．17
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中産階級としてのふさわしい生活を送ることにほかないのであって，中産階級
の主婦は家事労働から解放されていなければならなかった。なぜなら，肉体労
働に堕することはジェンティリティに反するものとされたからである㈱）。し
たがって，中産階級にとっては，家事奉公人を雇うことが不可欠とされた。ま
た，ガヴァネスという住み込みの女性家庭教師の存在も，家庭の経済力を誇示
するステータス・シンボルとなった（38‘）。19世紀にはプロト工業化時代のよう
な家事奉公は消滅したのであるが，むしろ新たな形で家事奉公という封建遺制
が活用されるに至ったのである。第1章で述べたように，かつて奉公人は家族
の一部をなすものと考えられていたのであるが，19世紀には単なる安い労働
力の有給職にすぎないのであって，お仕着せ（ユニフォーム）の着用が明確に
家族と区別する象徴的意味を持つようになった（385＞。
　このようにして，19世紀の家庭生活における文化は，階級ごとに異なって
いったのであるが，家族機能の変容において重要な位置を占めたのは下層中産
階級であった。下層中産階級は，個人主義的な自助の精神をもって基本価値と
したのであり，社会的な規制よりも個人的な動機を重視するようになる。そし
て，国家や教区さらには階級からも孤立した閉塞的な家族を形成したのであ
る（386）。もともとジェントルマン階級では，スポーツと社交にあけくれてはい
ても，無償の政治を行うことで「ノブレス・オブリージュ」を果たしていたの
であるが，中産階級は専門職や事業に携わることで収入を維持しなければなら
ず，社会に対して責任や関心をもつこともなかった（387）。
　R。N．ベラーらは，アメリカにおける個人主義の系譜を整理し，聖書的個人
主義・市民的個人主義・功利的個人主義・表現的個人主義の4つに分類したの
（383）　J．　A．and　Olive　Banks，　Feminism　and　Family　Planning　in　Victorian　Eng－
　　land，1964　Schocken　Books，河村貞枝訳『ヴィクトリア時代の女性たち』1980
　　年，創文社，p．95－112
（384）　角山＝川北・前掲，p．148－168。ガヴァネスについては，川本静子『ガヴァネ
　　ス』1994年，中公新書等を参照。
（385）角山＝川北・前掲，p．157－159
（386）　クロシック編・前掲邦訳書，p．17，65
（387）村岡＝川北・前掲，p．188，クロシック編・前掲邦訳書，　p．67
　　　　　　　　　　　　　　　－322一
イングランドにおける親権概念の変遷
であるが（3S8），この下層中産階級の考え方は，まさにこの功利的個人主義に該
当するものである。すなわち，19世紀後半には，利己的で閉鎖的な家族像が
生み出されており，現代の閉塞的な「マイホーム主義」の萌芽が見られるので
あるが，イングランドにおいては，「マイホーム主義」が成立する以前にすで
に機能不全を起こした家族に対しては，パレンス・バトリエによる国家介入が
認められていたのである。したがって，いかに児童が虐待されていようと自然
権としての親権を盾に国家が家族に介入することを拒む「マイホーム主義」は，
極めて現代的な現象にすぎないことに注意が必要である。
3．家庭における性役割分業の定着
　以上のような社会経済的環境において，家庭内における家族員の役割はどの
ように変化したのだろうか。プロト工業時代においては，「女性労働は地位が
低く，家庭収入を補足するものにすぎない，とみられていた」のであって，
「女性の低賃金は伝統的な性別にもとつく役割を承認」するしかなかったので
ある｛389）。しかし，産業革命によって，「支配エリートの家父長主義が市場［を
媒介とする］関係のために，ますます捨て去られ」ることになり㈹），「商業的
賃金労働が女性に対し，前例のない規模で拡大したことにより，男女間の勢力
関係が変化する可能性は開けた」のである（39’）。特に労働者階級において，父
親の権威が相対的に低下していったであろうことは，第3節1で前述したとお
りである。また，下層中産階級においても，商店経営に携わる場合には，「妻・
母が夫と等しいか夫を凌駕する経営上の役割を果たしていたことも指摘されて
おり，女親が夫と等しいかそれ以上のステータスの仕事をもった事実が，階級
（388）R．N．　Bellah，　R．　Madsen，　W．　M．　Sullivan，　A．　Swidler，　S．　M．　Tipton，　Habits　of
　　the　Heart，1985　University　of　California　Press，島薗進・中村圭志訳『心の習
　　慣』1991年，みすず書房。なお，この4つの概念については，拙著『これから
　　の権利擁護』2001年，筒井書房，p．56－64も参照。
（389）ハドソン・前掲邦訳書，p．　289－290
（390）　ハドソン・前掲邦訳書，p．262
（391）ハドソン・前掲邦訳書，p．293
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認識に与えた影響は重要であるに違いない」と指摘されている（392）。
　ところが，このような妻あるいは母の社会的な地位の向上に対して，労働者
階級においては，第3節3で述べたように，成人男子労働者の就業を確保する
ために，婦人労働の制限が打ち出された。また中産階級においては，本節2で
述べた「ヴィクトリア朝風の家庭生活の理想」が広まり，男性側から女性が職
業生活に携わることに関して激しい反発も生まれてきた（393）。また，19世紀中
ごろまでには，中産階級の支配的文化として「家庭重視イデオロギー（ideol－
ogy　of　domesticity）」が定着し，労働者階級の「リスペクタビリティ」にお
いても，「夫が自分の家族を養っていけるということが，『男らしさの真価』と
解釈されるようになった」のである㈹。
　1859年に出版されたサミュエル・スマイルズの『自助論』は，立身出世の
教訓は多数の事例によって示されていても，家庭に関する夫あるいは父として
の教訓は一切記載されていない。他方，1861年に出版されたイザベラ・ビー
トン夫人の『家政読本』は，家庭を預かる主婦のための心得を事細かに示し
た㈹。これらの書物がほぼ同時に出版され，ともにベストセラーになったこ
とは，「生産と消費の分離に伴う男女の役割分担の社会的認識が一般に受け入
れられる事情にあったことを示している」㈱ものといえよう。
　したがって，「女性は妻や母として，あるいは結婚前の扶養家族として，家
庭と家族という私的領域にあるものとされ，他方男性は，有償労働，政治，職
業という公的領域に関わって，妻や生まれてくる子どもに対する経済的政治的
責任を負うものとされ」（397）て，近代における性役割分業が定められたのであ
る。このようなイデオロギーは，①男女には別個の領域があるのは，生物学的
　（392）　クロシック・前掲邦訳書，p．192
　（393）　ハドソン・前掲邦訳書，p．　293
　（394）June　Purvis，　A　History　of　Women’s　Education　in　England，　1991　Open　Uni－
　　　versity　Press，香川せつ子訳『ヴィクトリア時代の女性と教育』1999年，ミネ
　　　ルヴァ書房，p．2，5
　（395）　ビートン夫人の示した心得の内容については，バンクス夫妻・前掲邦訳書，p．
　　　85－86を参照。
　（396）　角山＝川北。前掲，p．44
　（397）　パーヴィス・前掲邦訳書，p．2
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差異に基づく「自然な区分」である，②女性は基本的に，男性と子どもとの関
係からその在り方を決定される相対的な存在であり，自立した存在ではない，
③女性は男性よりも劣り，男性に従属するものである，という考え方に基づい
ていたことが指摘されている（398）。すなわち，女性⇒家庭＝私的（プライベー
ト）な領域，男性⇒政治・職業＝社会的（パブリック）な領域という全面的な
結びつき㈹が必然的なものとされるに至った。そして，「完全なる妻」の務
めは，夫に対する義務に限られておらず，それは不可避的に母親としての義務
を含むように広げられ，「子供についての全責任は母親以外の何者にも託され
るべきではない」と論じられるようになったのである（4°°）。
　このようにして，ヴィクトリア時代の子育てにおいては，「子供たちを，堕
落させたり粗野にしたりする影響から保護する，あるいはたんに肉体的危険か
ら守るというのが，家庭の一体性と孤立性を維持する最も強い動機であり，ま
た，親が立派な人間であるのを最もはっきりと証明するのは，子供たちが『まっ
すぐに』成長し，できうるならば社会の階梯を昇るのに成功すること」とされ，
「親たちは，子供に教育を与えるために自ら進んで犠牲になったが，その場合
の教育とは，しばしば立身出世の道具という狭い観点からとらえられた」（4°1）
のである。すなわち，子供への配慮は，家庭内のことであるがゆえに母親が分
担すべきものであって，それは子供の立身出世を支える女性としての基本的な
役割であるとする観念が定着したのである。
　この時代の母親の「子供の健康に対する配慮」については，本節1において
公衆衛生観念の発達とともに論じたところであるが，「子供の教育に対する配
慮」を象徴しているのが，19世紀に普及した「教材的なおもちゃ」であろ
う（4°2）。また，ヴィクトリア時代には，「新たな啓蒙主義の波」が起こり，「視
（398）パーヴィス・前掲邦訳書，p．2－4
（399）ハドソン・前掲邦訳書，p．299
（400）バンクス夫妻・前掲邦訳書，p．82－83
（401）　クロシック・前掲邦訳書，p．　74
（402）Antonia　Frazer，　A　History　of　Toys，1972　Spring　Books，和久洋三監訳『お
　　もちゃの文化史』1980年，玉川大学出版部，p．98
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覚おもちゃ」が登場するが㈹），これは後述するベンサムの「パノプティコン」
と同義の「パノプティーク」というマジックランタンに代表されており，近代
が視覚文化中心主義となっていくことをも示しているものといえよう。
　そこで親権の内容は，子供を社会的肉体的に保護し，子供が適切に成功する
よう導くことに集中することとなり，ここに母親の親権という概念が生成する
機制が出来上がったと評することができよう。しかしこのように解する限り，
母親の親権という概念は，あくまでも子供の「健康と教育への配慮」をなすべ
き義務を履行する範囲内にとどまるものであり，それは男女性役割分業規範を
補助強化するために認められたものにすぎなかったと解するほかないのではな
いだろうか。そのような意味において，19世紀に生成した母親の親権という
概念は，決して男女の人格的な平等という思想から生じてきたものではなかっ
たのである。なお，19世紀においては，このような考え方を反映して，夫の
妻に対する暴力は法的に保護されていたのであるが，1882年になって「妻女
虐待法」（Wife　Beater　Act）が成立し，やっと夫の妻に対する暴力が犯罪と
して取り扱われることとなったのである（4°％
第6節思想的基盤自然法思想から功利主義哲学へ
1．アダム・スミスの自由放任主義
　産業革命下の政治経済政策の思想的基盤を提供したのは，アダム・スミスの
国民経済理論であった。アダム・スミスは，徒弟制度が分業による生産力の増
大を阻害していると主張して，同業組合の排他的特権を除去し，個人の自然的
自由を回復するために，徒弟条例と定住法の廃止を主張した㈹。そして，重
商主義を批判するに当たっては，かの有名な神の「見えざる手」の存在を論じ
（403）　フレイザー・前掲邦訳書，p．98
（404）　John　Briggs，　Christopher　Harrison，　Angus　McInnes　and　David　Vincent，
　　Crime　and　Punishment　in　England　l996　Taylor＆Francis，吉村伸夫訳『社
　　会と犯罪』2003年，松柏社，p．211－213
（405）　アダム・スミス（大河内一男監訳）『国富論H』1978年，中公文庫，p．146
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たのである。「生産物が最大の価値をもつように産業を運営するのは，自分自
身の利得のためなのである。だが，こうすることによって，かれは，他の多く
の場合と同じく，この場合にも，見えざる手に導かれて（led　by　an　invisible
hand），自分では意図してもいなかった一目的を促進することになる。（中略）
社会の利益を増進しようと思い込んでいる場合よりも，自分自身の利益を追求
するほうが，はるかに有効に社会の利益を増進することがしばしばある。」㈹
と。
　つまり，アダム・スミスは，私的な利益を自由に追求することが公的な利益
をもたらすものとして，自由放任に基づく予定調和の思想を打ち出したのであ
る。これによえば，個人の自然的自由，特に営業の自由が最大限に保障される
ことが必要であることとなり，地主・資本家・金融業者・商人のあらゆる経済
活動は，それ自体で無条件に是認され，国家が営業の自由に介入することは是
認されないことになりそうである。しかしこれまで述べてきたように，1833
年の工場法における「工場監督官」の任命，1834年の新救貧法における「救
貧法委員会」の設置，1848年の公衆衛生法における「中央保健局」の設置な
どのように，産業革命の達成とともに新たな中央行政機関が創設されたのであっ
て，「自由放任主義が政策的に開花し結実していった時代は，同時に『行政革
命』の時代であった」のである（4°7）。そして，この「行政革命（administrative
revolution）」は，岡田与好教授がつとに指摘されてきたように，「経済的自由
放任主義の発展への反動としてではなく，それと並行して進展した」のであり，
「経済の自由化と社会改革との，国家干渉の排除と行政革命との同時的発展が，
したがって両者の対立よりは相互補完性が問題とされねばならない」㈹だろ
う。
　そうだとすると，「自由放任の教義や自由交易の原則は，企業家社会の急速
な進歩を示すものであるが，見方を変えると社会を構成する諸因子の間に，す
（406）
（407）
（408）
スミス・前掲邦訳書，p．120
岡田与好『経済的自由主義』1987年，東京大学出版会，p．　43，146－149
岡田・前掲，p．150
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なわち，個人間とか，階級間，国家間などの競争のように，絶えず闘争がくり
ひろげられていることを意味している。これは理想の事態ではない。個人企業
を抑制する国家の干渉が，過去においてはいかに不法であったとはいっても，
イギリスの一般人は19世紀の経験から，国家干渉も時には必要であると確信
するようになった」㈹というのは，適切な認識とはいえないこととなるだろ
う。
　アダム・スミスの『国富論』は，「『道徳感情論』を出発点とし，『法学講義』
を中間項として，それらを吸収した市民社会体系（スミスのことばでは文明社
会または商業社会）として構築された」（4’°）ものにほかならない。『道徳感情論』
におけるスミスにおける自由主義は，各個人が文字どおりに自由に何をしても
いい，勝つためにはどんな手段を使ってもいいということではなく，「公平で
中立的な観察者が同感する範囲内で全力をあげること」（41Dとして考えられて
いた。スミスが求めていたのは，他人の同感（sympathy）を考慮して自己規
制すること，すなわち，欲望をすてて自己否定するのではなく，すべての人び
とが欲望を求めて競争するときのルールを守ることだったのである㈹。
　そうすると，スミスのいう自然的自由は，すでにそこにあるものなどではな
く，一つの到達されるべき「理想」であったのであって（4且3），それを達成する
ためには既存の独占や特権を排除し，それらを復活させないためには一定の国
家介入が必要となる（414）。そもそもスミスは，人びとの自由な活動は，平和と
税金（社会的諸施設）と裁判（正義）とに支えられていなければならないとし
ていたのであって㈹，正義としての自然的自由を確保するための国家的介入
（409）William　Cunningham，　The　Progress　of　Capitalism　in　England，1925　Cam－
　　bridge　University　Press，塚谷晃弘訳「イギリス資本主義発達史』1963年，邦
　　光書房，p，112－113
（410）水田洋「アダム・スミス』1997年，講談社学術文庫，p．95
（411）　水田・前掲，p．64
（412）　水田・前掲，p．72
（413）　根井雅弘『経済学の歴史』2005年，講談社学術文庫，p．81
（414）水田・前掲，p．245
（415）水田・前掲，p，35
　　　　　　　　　　　　　　　－328一
イングランドにおける親権概念の変遷
はその自由放任主義の前提になっていたのである。したがって，親権に関して
この自然的自由のアナロジーで考えると，自然権としての親権という概念は，
子の自然的自由を確保しなければならないルールが前提となっており，親の濫
用的な親権の行使に対しては，子の自然的自由を確保するために一定の国家介
入が必要となる。したがって，親権剥奪制度の成立は，スミスの自由放任主義
の否定などではなく，自然権としての親権という概念が一定の親権剥奪制度と
ともに成立していったことこそ，むしろスミスの自由放任主義に合致している
ものであったといえるのである。
　それではスミスは，現実的に，家族の問題特に親子関係の問題をどのように
捉えていたのだろうか。「スミスは，商業社会の自由で平等な個人が，家族と
どういう関係にあるのかということについては，まったくなにものべていない
が，一般に，近代思想における個人の解放は，女性の解放をおきざりにした，
男性＝＝家長の解放だと考えていいのであり，したがって，スミスの商業社会で
も，家族は背後にかくれて，家長だけが相互に自由平等な商品生産者としての
関係を，とりむすぶのだとかんがえられる」（416）とされている。
　スミスの法学講義においては，第1部家族法において，親子関係の歴史につ
いて「ローマ帝国の没落後，息子にたいする父の権力は，妻にたいする権力と
おなじく，やわらげられた」とし，「父はかれの息子にかんしてつぎのような
特定の権利をもつ。それはすなわち，かれは息子にたいして，保証人なしに後
見人となることができ，怠慢と不作為について他のすべての後見人のようには，
責任をおわないということである。これは，父が息子にたいしてもつ自然の権
威である。父はその子どもたちを養育する義務を負い，子どもたちは父を老齢
または病弱のばあいに扶養するのである。」と述べているだけである（417）。岩波
文庫版の『法学講義』は，1759年に『道徳感情論』が出版された4年後の
1763年の最終講義を内容とするものであるが（418），アダム・スミスは，自然権
（416）　水田・前掲，p．143
（417）　アダム・スミス（水田洋訳）『法学講義』2005年，岩波文庫，p．164－165
（418）　スミス・前掲「法学講義』訳者序文，p．3
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としての親権を肯定し，親子関係については国家介入の余地を認めていないよ
うにも読める内容となっている。
2．ジェレミー・ベンサムの功利主義哲学
　スミスの分析した資本主義社会（商業社会）に適切な統治＝法の形式と内容
とを与えることを課題として出発したのは，ジェレミー・ベンサムであっ
た（4且9）。ベンサムは自然法思想，特にブラックストンの『英法釈義』（Commen－
taries　on　the　Laws　of　England）を批判し，徹底した合理主義である功利主
義哲学（倫理学）を打ち立てた。ベンサムにおける「功利性の原理（the　prin－
ciple　of　utility）」とは，「最大幸福または至福の原理（the　greatest　happiness
or　greatest　felicity　principle）」のことであり，苦痛と快楽の数量化をもって
善悪の基準とする。またその内容は，「その利益が問題となっているすべての
人々の最大幸福を，人間の行為の，すなわちあらゆる状況のもとにおける人間
の行為と，特殊な場合には権力を行使する一人または一組の官吏の行為の，唯
一の正しく適切で，普遍的に望ましい目的であると主張する原理」であるとさ
れる（42°）。すなわち，「最大幸福原理」は，すべての個人に適用しうる普遍的に
のぞましい行為の一般的基準であるが，「最大幸福原理」は政治的権力を行使
するものに課せられた具体的な立法基準でもあるとされたのである。
　そしてベンサムは，一方では封建的残津といえる諸制度の廃止を求め，他方
では理想主義をも排除して，その結果，産業革命によって生じた新しい経済体
制を基本的に承認することとなった。ベンサムの理論は，「鋭く現実の不合理
を批判するという特徴をもち，この批判に賛同する多くの政治家・学者がベン
（419）　水田洋編『社会思想史』1968年，有斐閣，p．37（永井義雄執筆）
（420）ベンサム（山下重一訳）『道徳および立法の諸原理序説』（1967年，中央公論
　　社）への1822年7月の補注，p．　82。なお，永井義雄教授は，『ベンサム』（2003
　　年，研究社）において，「ユーティリタリアニズム（utilitarianism）」に対する
　　「功利主義」という訳語は，誤解されて誤用されてきたとの認識のもと，「公益主
　　義」という訳語に改め，「ユーティリティ」も「有益性」という訳語を採用され
　　ている（同書はしがきV～vii）。
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タムをとりまき，ベンタム主義者といわれるグループを形成した」（⑳のであ
るが，このベンサム主義が「下からの新しい社会形成と，上からの新しい国家
形成とをどのように調和させるか」という時代の課題に対して，「これを定式
化し，その理論的・実践的解決の一つの指針を提供」したと評しうるのであ
る（422）。
　ベンサムは，幸福の増大を正義＝善とするのであるが，ベンサムにとって社
会の利益は個人の利益の総和にすぎず，ベンサムの把握する社会は徹底した個
人主義に基づく「原子論的社会観」と呼ばれることになる㈱。したがって，
「徹底した個人主義の立場の前には国家も屈服せざるをえない」（42”）と言われる
のであるが，19世紀における中央集権的国家介入制度の創設に寄与したのは，
エドウィン・チャドウィックなどのベンサム主義者であったのであって，徹底
した個人主義＝自由放任か中央集権主義＝国家介入かという二元論では19世
紀のベンサム主義を評価することはできないものと思われる（425）。
　また，ベンサム主義的な功利主義に固有の問題は，少数者が不利になっても
最大多数が幸福になればそれでよいという結論を導いてしまう点にあり㈹，
国家はブルジョア的人間に最も効率的に奉仕することだけを求められ，平等よ
りも私的所有の安全が優先させられることにもなりうる（427）。そこにも功利主
義の多義性があったのであり，それゆえにこそ，「功利主義が支持されたのは，
その内包する論理的一貫性によってではなく，その支持者たるミドル・クラス
の政治的要求によってである。功利主義は，まさにそれが，新しい工業主義に
とって土地貴族を攻撃する際に利用価値があったということだけで，勢力をもっ
（421）　木村亀二編著「近代法思想史の人々』1968年，日本評論社，p．113（長谷川正
　　安執筆）。なお，長谷川正安教授のベンサム論については，長谷川正安『私のベ
　　ンタム研究』2000年，日本評論社を参照。
（422）　岡田・前掲，p．43
（423）　水田編・前掲，p．38（永井執筆）
（424）　水田編・前掲，p．　39（永井執筆）
（425）　この点については，岡田・前掲，p．146－180を参照。
（426）　金子。前掲，p．29－30
（427）水田編・前掲，p．39（永井執筆）
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ていた」（428）ともいえるのである。
　イギリス法の理解においても，「イギリス法の近代化は，功利主義の原理と
してあらわされる個人主義の原理によって，立法の手続と法典の形式によって，
一挙に，イギリス法を改造し，政治的，社会的改革を実現しようとしたジェレ
ミー・ベンタムを指導者とする一団の思想家と学者と政治家によって，19世
紀を特色づけた個人主義的なもろもろの議会の立法をとおして，大規模に実現
されるようになる」（429）とされている。そして，家族法においては，「個人主義
の原理を，その城にもちこみ，妻を夫と対等にし，母を父と同列にひきあげ，
子にたいして親とひとしい人格をみとめること，すなわち，家族法の領域にお
いて，個人主義の原理をつらぬくことは，夫と父一男子の政治的および社会的
な解放が，多少とも十分におこなわれてから後，19世紀も，かなり進行して
から，はじめて，本格的に問題とされ，政治ないし立法の日程にのぼるように
なった」㈹）と評されている。
　しかしながらベンサムは，父子関係について，次のように論じている。父は，
「ある点では子にとって主人であり，他の点では後見人」であって，「主人の資
格で，法律がその独立を定める年齢まで，その子たちに役務を課し，自分自身
の利益のため彼らの労働を使用する権利を持つ」し，「後見人の資格で」他の
点に関する「すべての権利とすべての義務を持つ」。父の利益と子の利益は，
「父の手中で容易に融合」し，「立法者は父と子の間に介入することを求めるべ
きではなく，彼は父の温情と子の感謝を信頼できる，ということが一目でわか
るように思われる。しかし，この表面的見方は誤り易い。一面では父権を制限
し，他面では法律により子の親への尊敬を維持することが絶対に必要であ
る」（431）。
　（428）　R，H．　S．　Crossman，　Government　and　the　GQverned，1952　Christophers　Ltd．，
　　　小松春雄訳『政府と人民』1955年，岩波書店，p．140
　（429）　内田力蔵「イギリス家族法の基本原理』1951年，日本評論社，p．37
　（430）　内田・前掲，p．40
　（431）　J6r6mie　Bentham，　Trait6s　de　Legislation　Civile　et　P6nale，1802　FranQais
　　　par　Et．　Dumont，長谷川正安訳『民事および刑事立法論』1998年，勤草書房，
　　　p，420
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　そうすると，ベンサムの子の利益に基づいて父権を制限すべきとする主張は，
確かに個人主義的であるが，そのためにはコモン・ローや衡平法ではなく制定
法が必要だとするのであって，制定法がなければ親権を制限しえないこととな
るのであるから，子の福祉を重視する限りにおいて，かえってブラックストン
の自然法理論よりも後退しているといわざるをえない。またベンサムは，夫と
妻の関係についても，「夫は，妻の利益を自分のものとみなす者としては，妻
の主人であり，妻の利益をかの女のために見る者としては，妻の後見人であろ
う」とする。なぜ支配するのが夫なのかについては，「彼はより強力であるか
ら。実力がその掌中で，彼自身による維持される。妻に権威を与えれば，夫の
側の反乱がいつか爆発するだろう。この理由は，それだけでない。夫は，その
種の生活を通じて，多くの経験，多くの実務能力，精神の一貫性を獲得してい
ることもある」からであるとするのである（432）。
　結局のところ，夫と妻の平等や子の人格の尊厳などという個々の家族員に関
する数量化になじまない抽象的な価値と，家庭内における全体の平和・安全な
どという全く次元の異なる利益や具体的に数量化された経済的利益などとは，
「最大幸福原理」による比較衡量の対象とはなりえないはずである。そうだと
すると，「最大幸福原理」は，家族全体での平和が確保されていれば足りると
も考えられ，実質所得が上昇して安定している中産階級の家族では，現状を追
認するだけの理論となってしまうであろう。したがって，家族法を検討するに
当ってもベンサムの議論に対しては，前述した「功利主義が支持されたのは，
その内包する論理的一貫性によってではなく，その支持者たるミドル・クラス
の政治的要求によってである。」との批判がそのまま当てはまるものと思われ
る。
　19世紀をもって役割を果たしたように思われたベンサムの名は，ミシェル・
フーコーの「一望監視施設＝パノプティコン」の分析（433》とともに復活した。
（432）ベンサム・前掲『民事および刑事立法論』，p．437
（433）Michel　Foucault，　Surveiller　et　Punir，1975　Gallimard，田村椒訳『監獄の誕
　　生』1977年，新潮社，p．198－228
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永井義雄教授は，ベンサムのパノプティコンに関しては，「全体主義的管理体
制」を志向した「ベンサム社会観の骨格」であるとする「あらぬ誤解」がある
とし，「ベンサムの期待」は「監視の人件費の節約」というにすぎず，「市民社
会を担う市民を形成し復帰させる施設の建設原理はこれ以上のものでも以下の
ものでもなかった」のであり，ベンサムは「収容者の利益を優先的に考えてい
る」としている（434）。また，西尾孝司教授も，ベンサムのパノプティコン制度
は，「ミシェル・フーコーが主張している監視＝抑圧制度とは違って，そのよ
うな円形の建築様式によって，そこに生活する人々を能率的に監視しつつ，そ
こに生起するさまざまな問題に即時的に対応しようとする意図にもとついたも
のであった」㈹としている。
　しかし，フーコーが指摘したように，従来の土牢が果たした3つの機能（閉
じ込める，光を絶つ，隠す）のうち，パノプティコンは最初の「閉じ込める」
という機能を残して後の2つを解消する。そして，監視者が「いっさいを見る
が，けっして見られはしない」状態をもたらすことによって「権力を没個人化」
し，「被拘留者にしてみれば，不意をおそわれる危険と観察される不安意識は
なおさら増す」こととなるのであって，「権力の自動的な作用を確保する可視
性への永続的な自覚状態を，閉じ込める者にうえつける」という主要な効果を
もたらすことになる（436）。したがってここでも，被拘禁者の人格への配慮とい
う数量化しえない価値は，効率的な監視と適切な処遇対応性という具体的な価
値とは比較衡量できないのであるから，全く捨象されてしまうことになる。そ
うすると，被拘禁者の人格への配慮という価値を含めて考える限り，パノプティ
コンは，監視＝抑圧制度そのものにほかならないのである。
　なお，ベンサムのパノプティコンは，イングランドでは実際に建築されるこ
とはなかった。1835年の最初の救貧法委員会年次報告に掲載された，サムソ
ン・ケンプソーンの3階建て救貧院の設計案には，十字架型のものとY型の
（434）永井・前掲『ベンサム』，p．112－116
（435）　西尾孝司『ベンサム倫理学・教育学論集』2002年，御茶の水書房，p，217
（436）　フーコー・前掲邦訳書，p．202－204
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ものとがあり，後者はベンサムのパノプティコンから発想したものと言われて
いる。しかし，ベンサムのパノプティコンが円形であるのに対し，ケンプソー
ンの案では6角形の外壁がY型の建物を囲んでいるものであった。いずれに
しても，これらの新救貧院の建築は，「バスティーユ」と呼ばれたように，被
拘禁者に対して大きな心理的圧迫感を伴ったことは明らかであろう（437）。
3．ジョン・スチュアート・ミルの男女平等思想
　ヴィクトリア時代の繁栄ののち，母親の親権という概念が生成してきたので
あるが，それは必ずしも男女の人格的平等という思想から生じてきたものでは
なかった。しかし，男女の人格的平等という思想は生じなかったのであろうか。
ベンサムから功利主義哲学を受け継いだジョン・スチュアート・ミルは，1869
年，『女性の解放』（ただし，原著名は，‘The　Subjection　of　Women’つまり
『女性の隷従』である。）を出版し，男女同権であるべきことを思想的に論じた。
サミュエル・スマイルズの『自助論』（1859年）やイザベラ・ビートン夫人の
『家政読本』（1861年）と対照的な内容を持つこの本は，それらのベストセラー
本とほぼ同時期に出版されたものであることに注意すべきである。
　ジョン・スチュアート・ミルの功利主義思想は，ベンサムの「最大幸福原理」
を踏襲しながらも，肉体的な快楽よりも精神的な快楽の優越を認あ，快楽の量
だけでなく質も考慮すべきことを主張するものであった㈹。ここに有名な
「満足した豚であるより，不満足な人間であるほうがよく，満足した馬鹿であ
るより不満足なソクラテスであるほうがよい。」㈹）という警句が唱えられたの
である。つまり，ミルはベンサムから個人主義原理を引き継いだのであるが，
（437）Richard　Wildman，　Workhouse　Architecture’in　Norman　Longmate，　The
　　Workhouse，2003　Pimlico　p．286－291。なお，ベンサムのパノプティコンの内容
　　に関しては，ベンサム「パノプチコン」前掲『民事および刑事立法論』所収，p．
　　711－755を参照
（438）　ジョン・ズチュアート・ミル（伊原吉之助訳）『功利主義論』1967年，中央公
　　論社，p．　468－469
（439）　ミル・前掲邦訳書，p．　470
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家族関係においては全体として平和が確保されていれば足りるとしたベンサム
に対し，快楽の質を問うことによって個人主義原理をもう一歩押し進め，男女
平等論を主張するに至った（4‘°）。それをまとめたものが前述の『女性の解
放』（441＞である。ミルは，この本に先立つ1866年，女性参政権実現のための請
願をなし，政治的な男女平等運動の先鞭をつけたのであるが（442），ここでは母
親の親権という概念の生成に関し，男女性役割分業に関するミルの思想を検討
することとする。
　ミルは，「家庭は，これを正しくつくれば，自由の徳の真の学校となるであ
ろう」という認識のもと，「それは，子供にたいしてはつねに服従の学校とな
り，両親にたいしては命令のそれとなりうる。しかし，必要なことは，家庭を
一方における権力と他方における服従という関係のない学校とすること，対等
者相互の共感の学校，愛をもって共に住む学校たらしめる」べきであるとす
る（443）。しかしながら他方で，「家族の生計費が，財産でなく労力収入による場
合には，男性が稼いで収入を得，妻が家計を管理するという世間一般のやり方
は，一般的にいって夫婦間のきわめて合理的な分業であると思われる。妻は子
供を生むという肉体的な苦痛のほかに，子供の幼年時代における養育と教育と
の全責任を負い，それに加えて，夫の稼ぎを家族全員のために注意深く経済的
に支出する仕事まで引受ければ，妻の仕事は，その共同生活に必要な心身両面
の労力にかんして，かならずしも夫の持分より少いとはいえない。いな，普通
はそれより多くなるであろう。」c444）と，男女性役割分業を正面から肯定してい
るのである。
　（440）　なお，ブルジョア女性解放論としては，1792年にメアリ・ウルストンクラフ
　　　トが『女性の権利の擁護』（白井尭子訳，1980年，未来社）を執筆している。同
　　　書に対する批判については，辻村みよ子『女性と人権』1997年，日本評論社，p．
　　　62－64を参照。
（441）　ジョン・スチュアート・ミル（大内兵衛・大内節子訳）『女性の解放』1957年，
岩波文庫
（442）　この点に関しては，辻村・前掲，p．　80－87，河村貞枝「イギリス近代フェミニ
ズム運動の歴史像』2001年，明石書店，p．　108－235を参照。
（443）　ミル・前掲『女性の解放』，p，104
（444）　ミル・前掲『女性の解放』，p．108－109
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　またミルは，「男が女より年上であれば，それだけの事実により，大抵男性
に優越があたえられる。少くとも，年齢の相違が大した意味をもたなくなるよ
うな年に双方が達するまでは。また生活費をもつ方が（これが男女いずれであっ
ても）より有力な発言権をえるのも当然であろう。この原因からする不平等は，
結婚の法律によるのではない，現在そのように構成されている人間社会の一般
的な状態によるのである。」㈹と一応は男女平等であるとしながらも，当時の
経済学一般の考え方に従って，女性は家族の生計の担い手ではなく，そのため
に女性賃金は不平等でいいとする社会的習慣があるという理由によって，男女
の賃金差別を正当化し，男性が生計費をもつことになるとして，必然的に男性
の優越を認めてしまうのである（446）。
　このようなミルの論理が一貫性を欠いていることは明らかであって，誰弁だ
との印象をもたれることもやむをえない。しかし，このように男性が一家の生
計の担い手であって，その賃金が妻子を養うに足るものでなければならないと
いう考え方は，経済学一般の問題である。この考え方に基づく賃金のことを
「家族賃金」と称している（447）。市場原理に基づく限り，投下した労働量に即す
る賃金がその対価として支払われるのが原則となるはずであるが，アダム・ス
ミスは，投下労働価値説に基づいて投下労働量によって自然的賃金が定まると
しながらも，労働者家族の生活維持に足りるものでなければならないとし
た（448）。またデイヴィッド・リカードも，スミスの投下労働価値説を一貫させ
たものの，賃金については適度の快適品を消費させうる生存費説を採用して，
やはり一家族を養うに足るものでなければならないとしている（449）。このよう
（445）　ミル・前掲『女性の解放』，p．97
（446）水田珠枝『ミル「女性の解放」を読む』1984年，岩波書店，p．189－190
（447）　イギリスにおける「家族賃金」の成立に関しては，木本喜美子『家族・ジェン
　　ダー・企業社会』1995年，ミネルヴァ書房，p．　61－86を参照。なお，野村正實
　　「雇用不安』1998年，岩波新書，p．　78－83も参照。
（448）　アダム・スミス（大河内一男監訳）「国富論1』1978年，中公文庫，p．　116
（449）　リカード（小泉信三訳）『経済学及び課税の原理〔上〕』1952年，岩波文庫，p．
　　88－94。なお，大西信隆『リカード新研究』1969年，日本評論社，p．173－204を
　　参照。
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な考え方を受け入れる限りは，雇用上の男女平等は達成されず，家庭における
男女性役割分業を固定化することとなるであろう。したがって，家族賃金とい
う考え方は，純粋な市場原理とは相容れないものであって，上野千鶴子教授は
これを「ヴィクトリア朝型妥協」と呼んでいる（45°）。
　それでは，このような家族賃金という考え方は，19世紀当時にはどのよう
に受け止められたのであろうか。このような考え方が，介護すべき者を抱える
寡婦や独身女性の状況を無視していることは明らかであろうが，「多くの労働
者階級の女性たちが，男性が一家の稼ぎ手であるべきだという理想世界を，受
け入れていなかったというわけではない。少々意外かもしれないが，女性たち
の間で，家族賃金の概念は広く支持されていた」（45Dとされている。1853年の
プレストン紡績工ストライキでは，ミュール紡績工が全員男性であったにもか
かわらず女性も加わり，彼女たちは雇い主に対して「妻が工場に働きにでずに
家庭にいられるような」賃金を職工たちに支払うよう求めたものであった。す
なわち，プレストンの紡績工ストライキは，男女が協力して男性に家族賃金が
支払われるべきだと要求した実例なのである（452）。ただし，このように男女共
同して家族賃金を要求したにもかかわらず，現実には賃金水準は低く，理念と
現実との間にはギャップがあったとされている㈹）。
　したがって，19世紀の男女平等思想には，理念を実現しうるだけの現実的
な基盤がなく，むしろ実質賃金の上昇に支えられた男女性役割分業を支持する
社会状況にあったものと考えざるをえない。そうすると，母親の親権という概
念は，やはり男女性役割分業を前提とした限りにおいて生成しえたのであり，
本来的に父親と平等・同等の権利であるという思想が実現するには，20世紀
を待たなければならないといえよう。なお，男女性役割分業の成立をもって，
（450）　上野千鶴子『資本制と家事労働』1985年，海鳴社，p．37
（451）Elizabeth　Roberts，　Women’s　Work　1840－1940，1988　Macmillan　Publishers
　　Ltd．，大森真紀・奥田伸子訳著『女は「何処で」働いてきたか』1990年，法律文
　　化社，p．39－40
（452）　ロバーツ・前掲邦訳書，p．　88
（453）　木本・前掲，p．65－68
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専業主婦が誕生したとする説がある。しかし，上野千鶴子教授が指摘している
ように，「主婦がやっている労働が家事労働ではなく，家事労働をやっている
人を主婦と呼ぶ」（454）べきであって，19世紀の中産階級は家事使用人に家事を
ゆだねていたのであるから，専業主婦が誕生したとはいえないだろう。したがっ
て，「歴史的に言うと家事使用人のあとで主婦という社会的存在がでてく
る」㈲のである。そうすると，19世紀の中産階級における母親の親権という
概念は，事実的監護義務を含むものではなく，それは母親の親権概念が成立し
た時点ですでに外部化されていたのであって，母親の親権概念は子の監護に関
する決定権能として機能したこととなろう。
第7節　公教育の成立と親権
1．近代教育制度の展開
　（1）労働者階級の教育制度
　プロト工業化時代には，裕福でない階級の児童は徒弟制度のもとで就業し，
ジェントルマン階級の児童は主として家庭で家庭教師による教育を受けていた。
ロックの教育論は基本的にジェントルマン階級に向けられたものであり，貧窮
児童には，労働学校構想に見られたとおり（第1章第2節2），親を働かせる
ための分離収容施設しか用意されていなかったのである。18世紀後半からは
産業革命の時代となるが，当初の工業化は不熟練の労働集約的生産工程を要し
たのであり，児童もその過程に組み込まれた（本章第4節1）。しかしその後
は，児童労働が禁止されることとなり，児童には労働ではなく教育が課せられ
ることになるのである。
　18世紀前半には，「慈善学校運動（charity　school　movement）」によって
学校が大幅に増加するが，これは「貧民児童に階級社会における生き方を体得
（454）上野。前掲，p．27
（455）　上野・前掲，p。30
一339一
法科大学院論集第1号
させようとする学校」（456）であった。18世紀後半の産業革命初期には「日曜学
校運動」が起き，慈善学校は停滞していくことになる。「日曜学校（Sunday
school）」とは，週日に労働している児童に対し，聖書を読みキリスト教の教
義を守るように教える慈善的学校である（457）。日曜学校は，1801年には約2290
校であったが，1851年には2万3135校になり，200万人以上の児童が学んだ
とされている（458）。しかし，日曜学校も本質的には慈善学校と同様に，「階級社
会の温存をはかる貧民の教化善導機関としての色彩」（459＞を払拭するものでは
なかった。
　その後は，児童労働が禁止されるようになったため，週日に通学できる学校
が求められるようになる。「過度の労働からの解放によって善がもたらされる
可能性よりも，無為につきものの気ままから悪がもたらされる可能性のほうが
大きくなるであろう。」（46°）との配慮である。そこで，イングランド国教会の国
民協会と非国教会派の内外学校協会によって，「助教法学校（monitorial
school）」が設立された。これは週日学校ではあるが，「労働者階級の生活へ
の「責務』として，中産階級が『供与する」」補助金をもとに，「基礎的な知識
と宗教教育を授けることだけでなく，下層階級にふさわしい習慣や態度を教え
込む」（461）ことを目的としていた。
　この助教法とは，9歳から11歳くらいの「助教生（monitor）」に10～20
名の年少児童の教育を受け持たせるという機械的な大量教育システムであった。
1839年に枢密院教育委員会の事務局長にケイ・シャトルワースが就任すると，
1846年には「教員見習生（pupil　teacher）制度」を導入し，やっと教員養成の
　（456）　田口仁久『イギリス学校教育史』1975年，学芸図書，p．32
　（457）　日曜学校については，パーヴィス・前掲邦訳書，p．18－24，田口・前掲，　p．33－
　　　38を参照。
　（458）　Michael　Sanderson，　Education，　Economic　Change　and　Society　in　England
　　　1780－18702nd　ed．，1992　The　Economic　History　Society，原剛訳『教育と経済
　　　変化』1993年，早稲田大学出版部，p．11
　（459）　田口・前掲，p．36
　（460）1834年の工場法委員会報告書。Nanette　Whitebread，　The　Evolution　of　the
　　　Nursery・Infant　School，1972　Routledge＆Kegan，田口仁久訳「イギリス幼児
　　　教育の史的展開』1992年，酒井書店，p．6より引用。
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枠組みが作られた（462）。また，「勅任視学官（HMI：Her　Majesty’s　lnspectors）」
を任命し，補助金受給校を査察する制度も発足させた。ケイの改革は，「安価
な労働力の確保をめざす産業家や学校の世俗化に抵抗する教会および教育に無
関心な親たちからの強力な反対と闘いながら，教育史家バーナードの評価する
ように，英国の民衆教育の基盤をつくり上げた」とされている（463）。そして
1862年には，枢密院教育委員会副総裁ロバート・ロウが教育局長となり，ロ
ウによって，「出来高払い制度（system　of‘Payment　by　Results’）」が導入
された。これは，勅任視学官が生徒に対して毎年行う試験の成績に応じて学校
への補助金額を算定するものであった（464）。
　しかしこれらの動向にもかかわらず，労働者階級は，上記のような大きな学
校を拒み，授業料がわずかながら高く，教室も整っているとはいいがたい，
「おばさん学校（dame　school）」などを選択したといわれる。「慈善学校」「日
曜学校」「助教法学校」は，上流あるいは中産階級の慈善行為によって設立さ
れたものであるが，これは18世紀的な「ノブリス・オブリージュ」の発現で
あったといえよう。しかし，社会的流動性が高まった19世紀においては，そ
のような「ノブリス・オブリージュ」がかえって労働者階級に人間としての格
差を承認することを強制することとなったのである（455）。「おばさん学校」とは，
労働者階級の女性が自宅で個人的に経営する小規模な学校のことであって，こ
れは労働者階級自身の互助機関とみることができよう㈹。「おばさん学校」は，
一般的にはいい加減な報酬目当てのものが多かったと言われているが，1819
（462）　ケイ・シャトルワースの教育論については，三好信浩『イギリス公教育制度の
　　歴史的構造』1968年，亜紀書房，p．139－230を参照。
（463）稲垣忠彦ほか『子どものための学校』1984年，東京大学出版会，p．211（小澤
　　周三執筆）
（464）　「出来高払い制度」に関しては，稲垣ほか・前掲，p．212－214を参照。なお、
　　「出来高払い制度」に対しては，さまざまな評価が可能である。その議論につい
　　ては，岡田・前掲，p．　208－238を参照。
（465）　この点については，小池滋『英国流立身出世と教育』1992年，岩波新書，p．
　　74－90を参照。
（466）　ホワイトブレッド・前掲邦訳書，p．9
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年には3000校以上に達していたc467）。ケイ・シャトルワースらは，これらの学
校の質を低く評価したが，そのように多くの需要を受け止められたのは，労働
者階級の生活様式に適合しており，何よりも社会統制の色彩がなかったことが
原因と考えられている（458）。
　また，1820年以降，2歳から7歳くらいの子供のために幼児学校（infant
school）を用意しようという運動が発生した（469＞。ロバート・オーウェンは，
幼児学校を児童中心的な社会的訓練を行うものとして位置づけたのであるが，
次第に助教法学校の方式が採用されるようになり，助教法学校の予科にほかな
らなくなった。しかし，それでも次第に，子供のお守りしか期待できない「お
ばさん学校」より，幼児学校が選択されるようになったようである㈹〉。なお，
貧窮児童に対する教育施設としては，「ぼろ服学校（ragged　school）」，救貧
院労役場，監獄，工場内学校の4つが存在したが（471），これらは教育施設とし
ての要件を十分に備えたものではなかった。
　ところで，工場法は女性を労働現場から完全に排除するものではなかったの
であるから，幼い乳幼児を抱える母親にとっては，教育よりも前に育児が問題
となるはずである。働いている母親は，親戚や近隣のインフォーマルな援助を
受けられることもあったが，都市化が進んだ社会にあっては，私的な職業的託
児業者（民間里親）に乳幼児を託さなければならないことは避けられない。そ
して，謝礼を受け取りながら劣悪な環境に乳幼児を放置して死亡させる，悪質
な託児業者の事件が問題となった。特に，マーガレット・ウォーターズとサラ・
エリスの里子殺人事件が明らかになり，幼児の生命保護が政治的課題となった
のである（472）。
（467）
（468）
（469）
（470）
（471）
（472）
　ホワイトブレッド・前掲邦訳書，p．9
　サンダソン。前掲邦訳書，p，26－27
　ホワイトブレッド・前掲邦訳書，p．10。なお，
参照。
稲垣ほか・前掲，p．203－209も
ホワイトブレッド・前掲邦訳書，p．21
これらの内容と評価については，サンダソン・前掲邦訳書，p．　29－31を参照。
この事件については，ヘイウッド・前掲邦訳書，p．　131－134，小川富士枝『イ
ギリスにおける育児の社会化の歴史』2004年，新読書社，p．26－28を参照。
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　その結果，1872年に「幼児生命保護法（The　Infant　Life　Protection　Act）」
が成立し，1歳未満の児童を受託する職業的託児業者を地方当局に登録させる
こととした。しかしその後もマンチェスターのダイヤー夫人による里子殺人事
件が発覚し，1872年法は廃止され，それに代わる1897年法によって，保護す
べき児童の年齢を5歳未満に引き上げるとともに，不適切な保育に関する定義
が設けられた（473）。その後は，1908年「児童法（The　Children　Act）」によっ
て児童関係法が集大成され，幼児の生命保護も児童法に吸収されていくことに
なる。一見華やかなパブリック・スクールの世界の背後では㈹，このような
幼児保護法制と前述した児童虐待法制の整備が平行して進んでいたのであって，
ブライアン・サイモンがディズレイリの小説のタイトルから採ってサブ・タイ
トルに使用したとおり（4’5＞，まさに「2つの国民（two　nations）」として上層
特権階級と労働者階級とが完全に分離していたといえよう。
　②　上流・中産階級の教育制度
　上流・中産階級の児童に関しては，労働者階級とは全く別の教育ルートが存
在した。上流階級の児童は，中世以来，文法学校（grammar　school）におい
て，実用的な知識とは無縁のラテン語やギリシャ語の古典教育など，支配者と
しての差別化された教養教育を受けていたのである㈹。これらの文法学校の
中には，家で家庭教師を雇えない家庭の子弟の中から優秀な人材を選び出して，
将来の聖職者として育成することを規則で定める学校が現れ，「公共に開かれ
（473）　ヘイウッド・前掲邦訳書p．135－136
（474）ただしパブリック・スクールにも光の部分と影の部分とがあり，その光の部分
　　を表現しているものとして，池田潔『自由と規律』1963年，岩波新書を，影の
　　部分を表現しているものとして，小池。前掲，p．39－66を参照。なお，現代にお
　　けるパブリック・スクールについては，秋島百合子『パブリック・スクールから
　　イギリスが見える』1995年，朝日新聞社，小林章夫「教育とは　イギリスの学
　　校からまなぶ』2005年，NTT出版等を参照。
（475）　Brian　Simon，　Studies　in　the　History　of　Education　1780－1870－The　Two
　　Nations　and　the　Educational　Structure　1780－1870，1960　Lawrence＆Wishart
　　Ltd．，成田克矢訳『イギリス教育史1』1977年，亜紀書房，　p．444－448
（476）　田口・前掲，p．8－10
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ている」という意味で「パブリック」スクールと呼ばれるようになったのであ
る㈹。
　しかし，これらのパブリック・スクールも，教師の低給与を改善するために
私費生を募るようになり，次第に上流階級の子弟が集まるようになって，当初
の意図とは全く異なる私立エリート校になっていったのである。パブリック・
スクールは，産業革命後には，産業革命の先駆者たちの子弟も入学するように
なっていき，古くからの上流階級と新興上層中産階級とがパブリック・スクー
ルにおいて融合することとなった㈹。したがって，パブリック・スクールと
は，「主として寄宿制で，授業料が高く，豊かな階級の子弟を全国的規模で集
めている私立中等学校」（479）と定義しうる。
　19世紀初頭には，ウィンチェスター校，イートン校，セント・ポール校，
シュレウスバリー校，ウエストミンスター校，マーチャント・テーラー校，ラ
グビー校，ハロー校，チャーターハウス校という9校のパブリック・スクール
が「名門9校」（The　Nine）と総称されるようになり，パブリック。スクール
の社会的ステイタスが高まった。中産階級の間では，まさに立身出世主義が定
着し，教育が投資としての意味を有するようになったのであって，上層中産階
級の集まる近郊住宅地では，私立幼児学校の採算牲も向上したのである（⑳。
そこで上流・中産階級には，家庭における家庭教師による教育や幼児学校を経
て，パブリック・スクールに進学するための全寮制私立小学校（プレパラトリー・
スクール），パブリック・スクール，そしてオックスフォード大学・ケンブリッ
ジ大学（両者を合わせてオックスブリッジと呼ぶ）という，一定の社会的ステ
イタスを備えたエスカレーターが準備されることとなったのである。パブリッ
ク・スクールの共通の特色としては，科学教育の重視・個性尊重・集団競技の
奨励（アスレティズム：athleticism）などが挙げられる（481）。
（477）竹内洋「パブリック・スクール』1993年，講談社現代新書，p，94－95
（478）伊村元道『英国パブリック・スクール物語』1993年，p．94－101
（479）竹内洋『パブリック・スクール』1993年，講談社現代新書，p，104
（480）　ホワイトブレッド・前掲邦訳書，p．　40－41
（481）　伊村・前掲，p．191－202
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　しかしながら，これらのパブリック・スクールの特色は，上流・中産階級の
少年にとってのものであって，上流・中産階級の少女にとってはそうではなかっ
た。上流・中産階級の少女たちは，主に家庭かあるいは小規模な私営学校で教
育を受けたのであり，上流・中産階級における「少年少女の教育は性によって
峻別されていた」（482）のである。後には，ガヴァネス養成のための女子寄宿学
校も生まれてくるが，それらは「交通不便で辺鄙な場所，（中略）もちろん地
代・家賃が安く，親が簡単に下検分に来られないような場所」にあったと言わ
れている㈹）。富裕な家庭の女子教育も，住み込みや通いのガヴァネス，日払
いや時間払いで雇われた男性のチューターなどに学ぶのが一般であった。上流
階級や富裕な中産階級の少女たちは，「花嫁学校（フィニッシング・スクール）」
と呼ばれた上流寄宿学校や，寄宿制の女子パブリック・スクールなどにも入学
したのであるが，それらの学校で行われたのは，性役割分業に基づく「淑女と
なるための教育」にほかならなかった（”8‘）。したがって，19世紀に生じてきた
男女性役割分業体制は，支配階級における教育システムとして再生産構造を明
確に組み込んでいたと評することができよう。
2．公教育思想の布置
　公教育の本質に関しては多様な見解が錯綜しているが，そこに共有している
ものとしては，①その対策が労働者大衆の教育である，②国家ないしは公的機
関がなんらかの仕方でこの教育と関係をもっている，③目的がなんらかの意味
で公的なものをふくんでいる，④公費教育ないしは，公立学校制度を建て前と
する，等であるとされている（485）。しかし，堀尾輝久教授が指摘されるように，
①の主体が誰なのか，それによって②③の関与がどのような仕方でなされるの
か，によっては，大幅に質的な差異が生じてくる㈹）。そうすると結局，「支配
（482）　パーヴィス・前掲邦訳書，p．82
（483）小池。前掲，p．98
（484）　パーヴィス・前掲邦訳書，p．87－115
（485）　堀尾輝久『現代教育の思想と構造』1971年，岩波書店，p．46
（486）堀尾・前掲，p．46－47
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階級の慈恵にすぎない」（487）という理解から，「国民の教育を受ける権利を積極
的に保障していくために原理的に条件整備義務を負う教育」（488）という理解ま
で，公教育の概念は幅広く捉えられることとなる。
　イングランドにおける上記①の主体には，堀尾教授の指摘される「市民社会
と教育の3重構造」が看取される。「市民社会と教育の3重構造」とは，近代
社会における教育の3重組織構造を指しており，1つは，支配階級の自己教育
組織であり，他の1つは，労働者大衆の教育組織であるが，これはさらに2種
類の異質な組織に分かれ，支配階級による労働者大衆の教化組織と労働者の自
己教育組織である㈹）。前述した，プレパラトリー・スクール→パブリック・
スクール→オックスブリッジ大学というエスカレーターが，第1の支配階級の
特権的な自己教育組織に該当する。上記の公教育の本質に示されているように，
支配者の自己教育組織は公教育の対象とは考えられていない。「新しい公立学
校は，労働者階級の子どもたち（中産階級下層の子どものなかにも，これらの
学校に通学する者がいたのではあるが）を対象としており，中等教育につなが
るものとはみなされなかった」（‘9°）のである。
　次に，第2の支配階級による労働者大衆の教化組織については，「慈善学校」
「日曜学校」「助教法学校」など，いずれも大衆教化機関としての性格が如実で
あった。19世紀における食糧暴動やチャーチスト運動などのような労働者大
衆による直接行動が支配階級によって著しい社会不安と捉えられたのであり，
公教育制度を基礎づけたのは，「学校と教師とは，家族と親に代わって，礼儀
正しい振舞いと目上の者を敬い聴き従う心とを，あらためて子供たちに教え込
まなければならない」（491）という考え方であった。子供に対する教育を介した
社会統制思想といえよう。
　しかし，この社会統制思想には，基本的なディレンマが存在していた。それ
（487）　堀尾・前掲，p．48
（488）　兼子仁『教育法（新版）』1978年，有斐閣，p．235
（489）堀尾。前掲，p．6
（490）　パーヴィス・前掲邦訳書，p．31
（491）　サンダソン・前掲邦訳書，p．21
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は，支配階級にとって，「下層階級に教育を与えず，面倒なことが起こるのを
避ける」のか，それとも，「教育が社会統制の機能を果たすことを期待して彼
らに十分な教育を施す」のか，というディレンマであった（492）。1860年代にな
ると，これに新たな要素が加わってくることになる。新たな要素としては，支
配階級にとって，①良好な教育水準による軍事的能力への貢献の期待，②選挙
制度改正によって政治力を行使することになる労働者階級に対する善導教育の
確保，③文字の使用，契約書の作成，手形の発行・受領などの業務遂行能力の
開発，④広告等の理解による消費者層の創出の必要，などが挙げられる㈹。
その結果，上記ディレンマの後者である「教育が社会統制の機能を果たすこと
を期待して彼らに十分な教育を施す」という要請が優越することとなり，公教
育が必要な社会投資とみなされるようになったといえよう。
　これらに対して第3の労働者の自己教育組織については，いわば潜在的組織
にすぎなかったともいえようが（49‘〉，労働者階級の意識には公教育を求める基
盤が存在していた。産業革命は，従来の硬直的であった階級社会に一定の流動
性をもたらしたのであり，スマイルズの『自助論』がベストセラーになったよ
うに，立身出世主義は労働者階級にも着実に浸透していたのである。また，チャー
チスト運動等における人道主義的な子供の学習権思想も存在していた（495）。19
世紀における労働者階級の自叙伝を分析したデイヴィド・ヴィンセントによれ
ば，「初等教育は，（中略）読み，書きと算術の『初歩』以上のものを与えるこ
とはなかったようである」としながらも，「労働者階級の親たちは子供の教育
にかなり強い関心を持っていた」のである（496）。これは，上流階級の社会投資
という発想に対して，労働者階級の自己投資ともいうべき発想であったと考え
ることができよう。そして，労働者階級の自己教育については，「権利として
　（492）　サンダソン・前掲邦訳書，p．22
　（493）　サンダソン・前掲邦訳書，p．　22－23。なお，パーヴィス・前掲邦訳書，　p．38も
　　　参照。
　（494）堀尾。前掲，p．6
　（495）　この点については，成田克矢『イギリス教育政策史研究』1966年，お茶の水
　　　書房，p．86－90，119－126を参照。
　（496）　ヴィセント・前掲邦訳書，p，167
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の教育」思想として表現された（497）。
　イングランドにおける公教育に関する議論は，上記の3重構造に基づいて異
なる利害をさまざまな形で反映することとなったが，理由はどうあれ公教育が
必要であるとする結論に対しては階級間の利害が一致しているのであって，も
はや公教育の成立を阻害する要因はなかったのだといえよう。しかし，その結
論の一体化に対して，その成立根拠の相反性はそのまま残ることとなり，その
後の教育権の議論として存続することになる。支配階級の自己教育は公教育の
対象外であるが，労働者階級の教化思想は「国家の教育権」論として，労働者
の自己教育思想は「国民の教育権」論あるいは「子供の学習権」論として，そ
れぞれに相対する契機を保持することになるのである。
　なお，「国民の教育権」論については，子供の権利と親権とには相即的な関
係だけでなく，相反的な関係も含まれているのであり，その点が明らかにされ
なければならないこととなる（次款で検討する）。また，19世紀にはまだ議論
されていないが，学校あるいは教師集団が児童に対してどのような権限を有す
るのかについても問題となる。ロックやブラックストンにおいては，教師の権
限は，親から信託されたもので，親権から派生するものと捉えられていたので
あるが（第2章第4節2，3），相手と内容を自由に選択できた上流特権階級の
教育であるがゆえにそのように捉えることができたのである。しかし，公教育
における学校あるいは教師集団は，一方で国家から良識ある市民育成あるいは
良質の労働力供給を委託されたという側面を有するとともに，他方で親から
「親権の共同化」として信託されたという側面を有している（498）。さらに学校な
いしは教師集団には，専門家として一定の裁量性（学校の教育権あるいは教師
の職務権限）が認められることも否定しえない（499）。これらの問題もまた，19
　（497）　堀尾・前掲，p．38－41
　（498）　堀尾輝久＝兼子仁『教育と人権』1977年，岩波書店，p．82－87（堀尾輝久執筆）
　（499）　この点については，兼子・前掲，p．273－278，311－318，堀尾＝兼子・前掲，　p．
　　　87－91，平原春好「学校（教師集団）の教育権」有倉遼吉編「教育と法律（第2
　　　版）』1964年，日本評論社，p．81－97などを参照。なお，それらの教育法学説に
　　　対する問題提起につき，奥平康弘「教育を受ける権利」芦部信喜編『憲法皿　人
　　　権（2〕』1981年，有斐閣，p．　361－425，内野正幸『教育の権利と自由』1994年，有
　　　斐閣を参照。
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世紀における公教育制度の成立過程に源泉があるといえるであろう。
3．公教育制度と親権
　1870年の「初等教育法」（Elementary　Education　Act）は，①私立学校の
存続・新設を一方で認め，他方で教育局が学区の区割を定め，必要な基礎教育
施設を整えるための学校委員会を設けること（8～10条），②学校委員会は公
選された5人以上15人以下の合議機関とすること（29条～31条），③学校委
員会は5歳から13歳までの子供たちの両親に，何らかの正当な理由によって
猶予されない限り，学校に出席させるための条例を定めることができること
（74条），等を定めたものであった。すなわち，1870年法は，義務教育制度を
定めたものではなかったのである（5°°）。1876年の初等教育法改正法によって初
めて，「児童に有効な基礎教育を受けさせることは親の義務である」と明言さ
れ（4条），そして，1880年法において，すべての学校委員会と就学督促委員
会に対して，上記の1870年法74条の義務就学条例を定めることが要求され，
ここに義務教育制度が誕生したのである。
　それでは，公教育思想と親権との関係については，19世紀のイングランド
においてどのように考えられたのであろうか。そもそも公教育の成立に関して
は，前記のとおり，階級を超えた要請があったのであり，労働者階級にとって
も，「親権の共同化」として学校に親権の一部である教育権を信託すると考え
る運動も存在した。全国的に組織された「連合的慈善事業」は，「教育能力の
ない貧しい親たちのもつ自然法的な教育義務を，有志団体のキリスト教的慈善
の行為によって代替させることによって，教育を『隣人の問題』に置き換え
た」（5°1）のである。しかしながら，公教育制度の導入について，必ずしもその
ように積極的な親ばかりであったはずもなく，そのような捉え方はあまりにも
フィクション性が強いといわざるをえないであろう（5°2）。19世紀後半とはいえ，
（500）成田・前掲，p．　129－131
（501）　三好・前掲，p．22
（502）　内野・前掲，p．　63－66を参照。
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「わが子を単なる稼ぎ手としかみなさない親の決して少なくはなかった」し，
そのために「公立小学校への出席率ははかばしくなかった」（5e3）のである。
　義務教育条例が施行されているロンドン学校委員会のもとにおける公立小学
校に関してフィルポットが記載した，校長に対する次のような親たちの要求は，
やはり公教育制度の現実的な一面であったと考えるべきである。「あんたたち
は自分らのためにかれを2時間半引きとめていたんだ。」「今度はこっちが，こっ
ちのために何かをさせるのにかれが必要なんだ。かれはあんたたちのポケット
に金をためてきたんだから，今度は，こっちのポケットに少しいれさせたいん
だ。」（5°4）
　親の自然権としての親権という概念を前提とするのであれば，仮にこれが無
制限に子供を支配する権限だとすると，公教育制度の導入は親に子供を就学さ
せる義務を課すことにほかならないのであるから，これに反することとなり，
前述した「わが子を単なる稼ぎ手としかみなさない親」の親権に抗しえないこ
ととなるはずである。つまり，公教育制度の導入は，「親の就学させない自由
（抽象的な教育の自由）を否定する契機をふくんでいた」（5°5）のであり，「この
時期に親の権利は義務に取って代えられた」（5°6）のである。しかしながら，初
等教育法の成立過程においては，親権の侵害性に関する議論はほとんどなかっ
たようである。親権の侵害に該当するかどうかよりも，むしろ国教の干渉，教
育介入の不当性が問題となっていたのであって（5°T），すでに工場法において義
務就学が定まっている以上，「年少労働の制限といういわば消極的措置の半面
で，国費による補助と奨励が，いわば教育のための条件整備の意図にみちびか
れて，積極的にすすめられようとした」（5°8）のである。
（503）　田口・前掲，p．　105
（504）　フィルポット『学校から見たロンドン』1904年。田口・前掲，p．105より引
　　用。
（505）奥平・前掲，p．375
（506）Richard　Aldrich，　Education　for　the　Nation，1996　Cassell　Plc．，松塚俊三ほ
　　か監訳『イギリスの教育』2001年，玉川大学出版部，p．189
（507）　サイモン・前掲邦訳書，p．444－448，成田・前掲，　p．97－98，102，109を参照。
（508）　成田・前掲，p．102
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　また，前述した1872年「幼児生命保護法」法案の審議過程において，職業
的託児業者の登録と監視を必要とする条項案に対し，婦人参政権を求める国民
協会からは，「私生児の生命を保護するとしながら，もっとも有害で，もっと
も圧制的な方法で，家事サービス（domestic　arrangement）に干渉するもの」
という反対論が出されおり，別な反対者からは，「法案は免許証取得者以外の
者は，何人も雇用できないことを，両親に強制するものである」という反対論
が出されている㈹。つまり，育児・教育という社会的領域に接点を持つ家事
サービスについて，親が自由に外部化できないことを親権の侵害であると認識
しているのである。したがって，むしろ教育に関する親の権限は，どのように
外部化するのか＝どのような教育を選択するのかという点に焦点が絞られ，児
童に教育を受けさせない自由については，もはや顧慮されるに値しないものと
なっていたと解することができよう。
　そもそも「親の教育権と，子ども（新しい世代）の教育を受ける権利（より
積極的には学習権）の思想は，一般には，同一のものではなく，否むしろ相対
立するものを含んでいる。工場法における親権濫用の禁止が児童労働の保護を
意味したことは，この対立の面を示している。」（51°）のである。しかし，だから
といって，子どもとの関係において，「親権が自然権として認められることも，
近代社会においてその必然性を持つものである」（511）とまではいえないのでは
ないだろうか。子どもが第三者によって誘拐されたり身体的傷害を被ったりし
ている場合に，その親が親権を行使して妨害排除請求をなしうることに対して
は異論がない。ところが，子どもの福祉に関する親の濫用的な行動に関しては，
親権という概念が確立した当初から，国親思想に基づく国家介入が認められて
いたのであって，ことさらに親の教育権行使を自然権に基づくものと理解する
必然性はない。親権が制限されることは当初からありうることとされていたの
であって，労働と教育という社会的領域においては，すでに親権は希釈化され
（509）小川富士枝・前掲，p．29
（510）堀尾・前掲，p．168
（511）　堀尾・前掲，p．168
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ていたとみるべきである。すなわち，親が児童に労働を課す自由を工場法が剥
奪したことと同様に，親が児童を就学させない自由を教育法が剥奪したのであ
るが，それらの立法措置は，子の福祉の名において最終的には正当化されうる
ものであったといえよう。
第4章親権概念の変容
第1節帝国主義下の経済と社会
1．「世界の工場」の落日
　20世紀の経済史的時代区分は，4つの局面に分けて論じられている（512）。そ
れは，経済的指標を基準として，構造転換を加速する政治的要素を考慮した時
期区分であって，第2次世界大戦後の1950年ころを刻み目として，2つの段
階に分けられている。そして，さらにその第1段階は，19世紀末大不況期が
終わった1895／96年から，世界経済の拡張期である1914年の第1次大戦開戦
までの第1局面（20世紀資本主義出現期）と，1914年から1950年の第2局面
（戦間期）とに分けられる。第2段階は，1950年から第1次石油危機が起こっ
て世界的なインフレーションに突入した1973年までの第3局面（20世紀資本
主義黄金期）と，1973年以降の第4局面（成長減速・インフレ加速期）とに
分けられる。本節ではこの第1局面に関して論じることとしたい。
　1873年に生じた大不況は，「資本主義の歴史における大きな分水嶺であっ
た」㈹。それは，実質賃金や生活水準に関する後退を引き起こしたわけではな
いが，経済成長の明白な鈍化傾向への移行を示すとともに，価格の一般的な低
落傾向への移行をも示すものであった。そして，実質賃金は物価の下落によっ
て上昇傾向にあったとはいえ，継続的に失業率を高い水準に保つこととなって
いく。1870年代の平均失業率は3．8％であったが，1880年代の平均失業率は
（512）以下，この区分の説明は，藤瀬・前掲，p．　125－129による。
（513）　藤瀬・前掲，p．100
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5．6％であった（514）。イギリス産業革命を支えた綿工業は，第一次大戦後まで健
闘していたのであるが，産業構造を円滑に転換していくことができなかったの
であって，綿布輸出先としてアジアの市場を確保できたがゆえに，「イギリス
経済の立ち遅れが第一次大戦後まで隠蔽されていた」のである㈹。しかし，
粗鋼生産においては，1880年代にアメリカに抜かれ，90年代にはドイツにも
凌駕されることとなった。これは，イギリスが技術体系の変革に成功しなかっ
たことに基づくものとされている（516＞。したがって，この大不況期を通じて，
イギリスの「世界の工場」としての地位は徐々に失われていくこととなる。
　そして，大不況期を脱したのち，世界的にはアメリカやドイツが経済成長を
達成している中で，イギリスの地位は相対的に低下したのであって，20世紀
に入っても失業率は回復されることなく，1900年度から1914年度までは，2．1
％から7．8％の間を推移する（517）。1902年における労働者階級の失業状態に関し
ては，ジャック・ロンドンのルポルタージュ『どん底の人びと』が明らかにし
たように，「旦那，おいらたちに仕事をもらえませんか？」㈱という失業者の
問いかけにも政治的には無策だったのであり，「イギリスでは国家権力は浮浪
者の働く気をくじこうと全力をつくしている」〔519）と評されている。
　その結果，それまでの経済システムとイデオロギーに対する社会的な反動を
引き起こすこととなり，社会主義の復活と新しい労働組合運動が生じた（52°）。
（514）藤本武『イギリス貧困史』2000年，新日本新書，p．43。なお，失業率は，算
　　出方法によって相当の誤差を生じるが，ここではその増加傾向に着目することと
　　し，失業率算出方法の是非は問わない。
（515）　米川編・前掲，p．198（米川伸一執筆）
（516）　藤瀬・前掲，p．103。なお，米川編・前掲，　p．　205－209（安部悦生執筆）も参照。
（517）　The　British　Economy　Key　Statistics　1900－1970，　published　for　the　London
　　and　Cambridge　Economic　Service　by　Times　Newspapers　Ltd．，森嶋道夫『イ
　　ギリスと日本』1977年，岩波新書，p．4より引用。
（518）　Jack　London，　The　People　of　the　Abyss，1903，行方昭夫訳『どん底の人びと』
　　1995年，岩波文庫，p．190
（519）　ロンドン・前掲邦訳書，p．214
（520）E．J．　Hobsbawm，　Labouring　Men，1964　George　Weidenfeld　and　Nicolson
　　Ltd．，鈴木幹久・永井義雄訳「イギリス労働史研究』1968年，ミネルヴァ書房，
　　p．131－143
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1884年には中産階級の社会主義組織であるフェビアン協会が設立され，バー
ナード・ショウやウェッブ夫妻が「社会の徹底的再建」を主張した（52’）。他方，
議会活動を通じて政治的課題を勝ち取るための労働者政党をつくる動きも活発
化し，1906年には労働党が設立されることとなった。このような社会変革の
動きと，後述する帝国主義政策の進展とが，互いに歩調を同じくしながら20
世紀初頭の法政策が形成されていくことになるのである。
2．貧困調査と社会思想
　19世紀は，第3章で述べたとおり，自助独立の思想が鼓吹された時代であっ
た。1859年には，一方ではスマイルズの『自助論』がベストセラーとなり，
他方ではダーウィンの『種の起源』が発表されて，ダーウィンの意図とは別途，
社会的ダーウィニズムが巻き起こってくる。その結果，貧困は，個人の努力が
足りないことが原因であって，努力の足りない個人は社会的に淘汰されること
となっても仕方がないものだとして正当化されることになる。
　しかし，このような時代思潮に対して，実証的に反論したのは，チャールズ・
ブースの貧困調査であった。チャールズ・ブースは，リヴァプールの実業家で
あったが，ロンドンの労働人口の約25％が貧困のうちにあるというマルクス
主義者であったハインドマンの宣伝に不快感を持ち，組織的で統計的な手法を
利用して調査することとした。ブースの調査結果は，1889年から1903年まで
17巻の『ロンドンの人々の生活と生活と労働（Life　and　Labour　of　the　Peo・
ple　of　London）』として出版されたが，その内容は，ハインドマンの25％と
いう数字は過大評価どころか過小評価であるというものであった。ブースによ
れば，ロンドンの人口の30．7％が貧困状態にあることを示したのである（522）。
しかしブースの調査結果において何よりも重要であったのは，「貧困の原因が，
飲酒や浪費といった個人の道徳的に堕落した行為にあるというより，むしろ低
賃金や不規則な雇用にあること，しかも人口の3分の1近くが貧困に陥ること
（521）　ホブズボーム・前掲邦訳書，p．226－245を参照。
（522）以上につき，ジョーンズ・前掲邦訳書，p．　69－73を参照。
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をほぼ運命づけられていること」（523）を実証的に主張したことであろう。
　ブースの調査に影響を受け，ブースの調査結果がロンドンに特有なものなの
か，あるいは，その他の地方都市（ヨーク市）でも同様な事実を発見しうるの
か，を調査しようとしたのは，やはり若き実業家シーボーム。ラウントリーで
あった。ラウントリーの調査は，1899年秋，ヨーク市における11，560の家庭，
46，754人の人口について，質問表に基づく訪問によって行われた。これは，推
定人口75，812人の6L67％に該当するものである。ラウントリーは，食物・家
賃・衣服・燃料等に関して必要最低限の経費を算出し（マーケット・バスケッ
ト方式），「総収入が，家族員の単なる肉体的能率を保持するための最小限度に
も足りない」貧困を，「第一次的貧困（primary　poverty）」とし，「総収入の
一部が，他の費途に転用されない限り，単なる肉体的能率を保持するために十
分な」貧困を」「第二次貧困（secondary　poverty）」と称した（524）。
　その結果，第一次貧困線を下回る者は人口の9．91％，第一次貧困線は上回る
が第二次貧困線を下回る者は人口の17．93％に及び，合計27．84％が必要最低限
以下の生活状態にあることが判明した（525）。この数字は，ブースの調査結果と
ほぼ一致している。そして，ラウントリーは，これらの貧困の直接的原因が死
亡・遺棄等による賃金所得者の消失，病気または老年による賃金獲得能力の喪
失等にあることを明らかにし（526），「労働者は，今やみずからの責任に関係のな
い他動的な原因によって，彼らの持つ6ペンスの貨幣に，その倍の1シリング
の効用を発揮させるべく，不断の努力をしなければならぬ境涯におかれてい
る」（527）と結論づけたのである。その中で，「親たちは，できるだけ早く子供を
学校から引取って，稼ぎに出そうという誘惑に駆られがち」であって（528），幼
（523）川田・前掲書，p．257
（524）　B．Seebohm　Rowntree，　Poverty－A　Study　of　Town　Life，1901　Macmillan，
　　長沼弘毅訳r貧乏研究』1975年，株式会社千城，p．16－20，331－342
（525）　ラウントリー・前掲邦訳書，p．126－132
（526）　ラウントリー・前掲邦訳書，p．54
（527）　ラウントリー・前掲邦訳書，序，p．9。なお，ラウントリー調査とその後にお
　　けるPeter　Townsendの貧困測定については，小沼正『貧困一その測定と生活
　　保護』1974年，東京大学出版会，p．58－83も参照。
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児死亡率の階級間格差や学校児童の体位における階級間格差も存在しているこ
とを指摘している（529）。
　このようにして貧困問題は，マルクス主義者にとってだけの課題でなく，保
守党員・自由党員にとっても重要な課題となったのである。そして，1905年
には，「救貧法および窮乏救済に関する王立委員会（Royal　Commission　on
the　Poor　Law　and　the　Relief　Distress）」が設置されたが，この王立委員会
の報告は，1909年，多数派報告と少数派報告とに割れて公表された。多数派
報告は，救貧法の改革は必要であるとしながらも，行政機構改革の提案にとど
め，民間篤志家の援助によって補えば足るとした。それは依然として，貧困の
原因は個人の社会的自立の失敗にあると捉えたためである。少数派報告は，ウェッ
ブ夫人等のフェビアン主義的見解を表明するものであり，救貧法の解体を唱え
て，児童保護を地方当局に一任すべきことを提案し，「最大の注視に値す
る」（53°〉と評されている（531）。しかしそれは，諸個人の権利よりも国家的な見地
から諸個人の義務を強調するものであり（532），後述する社会帝国主義的な主張
にとどまっているというべきであろう。
　もっとも，両報告書の提案内容は，いずれも立法化されるには至らなかった。
しかしながら，少数派報告書のなした改革的提案のいくつかは，その後，自由
党政府によって実現されていくこととなった。ロイド・ジョージは，自らドイ
ツに渡り，ビスマルクによって創設された社会保険制度を研究し，1911年，
「国民保険法」（National　Insurance　Act）を成立させた。同法は，疾病廃疾
の者に所得を保障し，また出産手当を支給することによって，児童の出生と生
存を保障することとなった㈹。
（528）　ラウントリー・前掲邦訳書，p．68
（529）　ラウントリー・前掲邦訳書，p．222－236
（530）小川・前掲，p．171
（531）　この王立委員会の議論については，ジョーンズ・前掲邦訳書，p．93－106を参
　　照。
（532）　この点については，大沢・前掲，p．193－251を参照。
（533）桑原・前掲，p．126－128
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3．社会帝国主義の展開
　イングランド内の動向，特に労働者階級の生活状態は以上のようではあった
が，イギリス経済が技術革新の立ち遅れを隠蔽でき，一定の経済成長を謳歌で
きたのも，アジア市場の支配があったからこそであった。19世紀末から20世
紀はじめまでの間に，世界の工業先進国や軍事強国は，それぞれ植民地を拡大
し，従属国に対する支配を強めていた。1876年から1914年までに列強8力国
（イギリス，フランス，ロシア，ドイツ，イタリア，ベルギー，アメリカ，日
本）は，約2億7000万人の住む2730万平方キロメートルの植民地を新たに手
に入れ，その結果，以前から領有していた地域を含めて，地球の総面積の半分
以上を領有したのである（534）。このように20世紀初頭は，「帝国主義の全盛期」
として位置づけられるのであり，最終的にはこの植民地獲得競争＝世界分割が
第一次世界大戦という帝国主義戦争にまで発展することとなる。
　このような帝国主義現象の要因については，ボブソンやレーニンの理論を初
めとしてさまざまな要因が喧伝されているが，国際的な要因ではなく，それを
支えた国内的な要因がここでは重要であろう。すなわち，帝国主義に基づく対
外的膨張政策が，単に商品や余剰資本の輸出を推進するのみでなく，国内にお
ける不満を外に振り向けることによる緊張緩和と国民統合のために用いられた
という側面である。この視点から帝国主義を捉えた概念が「社会帝国主義」で
ある。
　1894年に『社会発展論』を著したベンジャミン・キッドは，前述したブー
スの貧困調査を引用しつつ，「今や集団の利益を個人の利益に優先させること
が急務になっている」と結論づけた（535）。南アフリカのケープ植民地では，オ
ランダ系住民（ボーア人）とイギリス人との対立が問題となっていたが，トラ
ンスヴァール併合問題をきっかけとして1899年に第二次ボーア戦争が開始さ
（534）　木谷勤『帝国主義と世界の一体化』1997年，山川出版社，p．　1－3
（535）　Bernard　Semmel，　Imperialism　and　Social　Reform，1960　George　Allen＆
　　Unwin　Ltd．，野口建彦・照子訳『社会帝国主義史』1982年，みすず書房，　p．27
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れた。当初は戦力に勝るイギリスが多少は優位に立ったものの，その後はボー
ア人のゲリラ戦術に苦しみ，予想に反して長期化してしまった。また強制収用
所を設け，焦土作戦を行うなど，イギリスの強引な姿勢は，世界から非難・抗
議を受けるに至ったのである㈹。
　植民地大臣であったジョゼフ・チェンバレンは，ディズレーリの帝国を樹立
しようとしたのではなく，国内における資源への圧迫を緩和し，新しい領土へ
移民を入植させることによってドイツ・アメリカに対するイギリスの動かしが
たい劣位を何とか打破しようとしたのであった。そのため，チェンバレンは，
その政治生活の最後を大衆的帝国主義の創出という使命に費やした㈹）。非マ
ルクス主義的社会主義を標榜するフェビアン協会も，「国民的利益という立場
から，イギリスには帝国を維持する必要があること」を認め，「唯一の問題は，
イギリスが将来世界的帝国の核の一つとなるか，あるいは，愚かにも植民地を
失って北海のちっぽけな一対の島国となり果てるのかなのだ」と宣言した（538＞。
こうした意識は，イギリスの中産階級に受け入れられていったのであって，フォー
スターの『ハワーズ・エンド』におけるヘンリー・ウィルコックスの発言，
「ある程度の犠牲を払わなければ，英国の海外での発展は見込みが立たなくな
るんですから。われわれが西アフリカで足場を固めておかないと，ドイツ，一
いや，要するに，面倒なことになります。」（539＞に象徴されていよう。このよう
にして，経済に対する危機感を背景とする国内的な大衆的帝国主義体制が形作
られていくのであり，その中で児童に対する国家的な視線も，次節以下で述べ
るように変貌をきたしていくこととなる。
（536）　ボーア戦争に関しては，岡倉登志『ボーア戦争』2003年，山川出版社を参照。
（537）　Peter　Clarke，　Hope　and　Glory：Britain　1900－1990，1996　Penguin　Books　Ltd．，
　　西沢保ほか訳『イギリス現代史1900－1990』2004年，名古屋大学出版会，p．15－
　　16
（538）　センメル・前掲邦訳書，p．70－71
（539）EM．フォースター（吉田健一訳）『ハワーズ・エンド』1992年，集英社，　p．
　　141－142
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第2節「国家の児童」概念の成立
1．1908年児童法
　1908年の「児童法」（Children　Act）は，「児童憲章」（The　Great　Charter
of　Children’s　Safety）とも呼ばれる，イングランド・ウェールズ・スコット
ランド・アイルランドにも広く適用される統合立法であった（同法112条，
133条）。1908年児童法は，第1章では「乳幼児の生命保護」について規定し，
有償の民間里親の届出義務（1条），児童保護巡視員の任命（2条）等を定め，
第2章では「児童の虐待防止」について規定し，故意の虐待（12条）だけで
なく，過失による虐待も処罰することを定め（13条，15条），さらに児童に乞
食をさせたり（14条），売春をさせたりする行為も処罰することとした（16条，
17条）。第3章では，「児童の健康保護」について規定し，16歳未満の喫煙を
禁止する（39条）等の定めを置き，第4章では，「矯正学校・授産学校」につ
いて規定している。そして第5章では，14歳未満の犯罪児童少年の処遇を専
門に行う「少年裁判所（juvenile　court）」を創設し（111条），16歳未満の非
行児童に対する「鑑別所（remand　home）」を設けた。
　上記の内容からも明らかなとおり，1908年児童法は，第1章「乳幼児の生
命保護」＝1897年幼児生命保護法（第3章第7節1（1）を参照），第2章「児童
の虐待防止」＝1889年一1894年児童虐待防止法（第3章第3節1を参照），第
4章「矯正学校・授産学校」＝1854年一1866年「矯正学校法」・1857年一1866
年「授産学校法」（第3章第2節3を参照）など，従来の法律を基本的に統合
しただけであって，「児童保護そのものに関して根本的に新しい原理を導入し
たわけではなかった」（54°）のである。しかしながら，過失による児童虐待を禁
止し，また，親の不適切な行為（「悪い親」という観念：第3章第2節3を参
照）による授産学校送致の類型を拡大するなど，親権が剥奪ないしは制限され
（540）　川田・前掲書，p．281
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る場合について広く定めるとともに，少年裁判所を創設したことは，児童法制
の新たな展開を示すものである。
　1908年児童法は，「親の権威を奪ったわけではなく，親をこの問題に引きこ
み，親の責任を強調している」（541）ものではある。しかし，同法は，児童を悪
い親から引き離す類型を拡大しただけでなく，警察当局による手続執行義務も
同時に定めているのであるから（542），「親責任の自覚をうながすための脅しとし
て親権剥奪をちらつかせるというよりも，子に悪影響を与える親から子を引き
離すことを容易にするという性格が強化されたというべき」（543）であろう。た
だし，K・ジョーンズは，「子供達は権利をもっており，たんなる両親の財産
ではないという認識」を明らかにしたものだとしている〔544）。しかしこの段階
では，子に関して，「両親の財産ではない」ことは明確にされたものの，子の
権利自体はあまり明確にされていないのであって，そこに1908年法の限界も
あったとみるべきであろう。この背景には，後述するとおり，児童を「国家の
財産」として利用しようとする帝国主義的な要請があったのである。そうだと
すると，「児童法は，児童を親とは独立の保護対象とする考え方を強化し，問
題家族について，その立て直しを図るのではなくむしろそこから児童をより容
易に救出する方向を指し示した」のであるが，「児童を独立の権利主体として
その要求の声を聞いた結果ではなく，国家の最良の利益において家族に介入し，
そのかぎりで子の権利が承認されたにすぎなかった」（M5）というべきである。
　少年裁判所については，旧来の慣習法から発達してきたものであるとされて
いるが（546），1908年児童法では，「成人と共同で告発を受けたのではない児童・
少年に対する告発ならびに出頭を命じられた児童・少年に関する申立事件を審
（541）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p．144
（542）秋元・前掲，p，48
（543）川田・前掲書，p，283
（544）　ジョーンズ。前掲邦訳書，p，108
（545）　川田・前掲，p．284
（546）W．E．　Cavenagh，　Juvenile　Courts，1967　Pelican，桑原洋子訳「イギリス少年
　　裁判所』1993年，日本評論社序言ix
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理する略式裁判所であり，また，通常の法廷が開廷されるのとは異なった建物，
異なった部屋，および異なった日，異なった時間帯に開廷されるもの」（547）と
定義された。このように少年裁判所は，「刑事裁判との接触，特に成人の犯罪
者との接触による汚染から児童少年を保護することを目的」としたものであっ
た（548）。しかし，この段階の少年裁判所には，児童のニードに関する教育的・
社会的診断ならびに処遇を行うため機能は備わっていなかったのであって㈱），
児童の福祉を中心とする制度ではなかったというべきであろう。
2．「国家の児童」概念の生成
　すでにラウントリーによって，学校児童の体位が調査され，上流階級におけ
る優良な健康児童数は，極貧階級のそれの10倍程度となっており，極貧階級
では，栄養不良な児童が50％を超えていることが示されていた（55°）。また，
1898年ないし1901年の間における，ヨーク，リーズ，シェフィールドの労働
者階級の陸軍徴募兵のうち，47。5％が実質的な不合格者であった（551）。つまり，
1875年以来の著しい出生率の低下に基づくイギリス人の量的減少とともに，
ボーア戦争志願兵士の身体的な水準の低下に基づくイギリス人の質的低下が問
題となったのである（552）。
　すでに中産階級においては，1870年代以降，パブリック・スクールにおい
て，クリケット，フットボール，ボートなどの集団競技が人格陶冶（男らしさ，
忍耐力，協調的集団精神，フェア・プレイの精神など）に有効であるとの考え
方＝アスレティズムが重視されるようになっていた。その背景をなすのは，帝
国植民地官僚に，知識よりも身体能力や忠誠心，服従や協調の精神を求める国
家の要請があった（553）。これは，帝国の指導者としての質を確保しようとした
　（547）　カベナー・前掲邦訳書，p．56
　（548）　カベナー・前掲邦訳書，p．56
　（549）　カベナー・前掲邦訳書，p．2
　（550）　ラウントリー・前掲邦訳書，p．　228－230
　（551）　ラウントリー・前掲邦訳書，p．231－236
　（552）井野瀬久美恵『子どもたちの大英帝国』1992年，中公新書，p．90－92
　（553）　井野瀬・前掲，p，84－85
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ものであったが，1900年代に入ると，帝国主義の進展によって帝国の兵士と
しての質を確保することが緊急の課題となったのである。こうした事態を受け
て，1903年には，保守党政権下において，「体力衰退に関する調査委員会（the
Inter－departmental　Committee　on　Physical　Deterioration）」が設置され，
翌1904年には報告書を公表されて，学校給食と身体検査の実施が勧告され
た（55‘）。しかしこの報告書は，欠食児童の救済は親の責任が第一に考えられる
べきとしていた（555）。すなわち，ラウントリーらの調査にもかかわらず，怠惰
で責任を果せない「悪い親」という観念に固執していたものといえよう。
　ところが，1906年には自由党政府が成立し，「学校給食法」（Education
（Provision　of　Meals）Act）と「学校身体検査法」（Education（Administra・
tive　Provisions）Act）とが成立することとなった。この背景には，前節で述
べた社会帝国主義がある。大英帝国の覇権を維持するためには，将来の市民た
る児童を国家が責任をもって養育することが不可欠であり，児童を「国家の最
良の財産」として位置づけたのであって，児童が欠食状態に陥らないように面
倒をみる義務を国家に課したのである（556）。つまり，「自由党政権のもとで，今
や児童は，帝国主義的海外膨張政策を支える「帝国の市民』に育成されるべき
『国家の児童（the　children　of　the　nation）』として，その保護が児童自身と
いうより『国家の最良の利益』の名において称揚されることになった」（557）の
である。これをヘンドリックは，「国家功利主義運動（national　efficiency
movement）」（558）と呼んでいる。
　また，1871年から1875年には35。5／1000であった出生率が，1896年から
（554）　川田・前掲書，p．270－271
（555）　川田・前掲書，p．271－273
（556）川田・前掲書，p．　278
（557）川田・前掲書，p．　279。この経緯と議論については，　Brian　Simon，　Studies　in
　　the　History　of　Education：Education　and　the　Labour　Movement　1870－1920，
　　1965Laurence＆Wishart　Ltd．，成田克矢訳『イギリス教育史H　l870年一1920
　　年』1980年，亜紀書房，p．　312－324も参照。
（558）　Harry　Hendrick，　Children，　childhood　and　English　society　1880－1990，1997
　　Cambridge　University　Press，　p．47
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1900年には29．3／1000にまで減少していたのであり，帝国主義者にとっては，
この人口減少自体も憂慮の対象となっていた（559）。前節で述べた1908年児童法
は，このような政治状況下において成立しているのである。
3．「国家の児童」と優生学
　以上のように，児童に対する社会資源投下の意義に関しては，従来の救貧法
体制における社会防衛的な消極的社会投資という意味合いから，社会帝国主義
体制における帝国市民育成的な積極的社会投資としての意味合いへと，ここに
変化したこととなる。もっとも，この時期は，「児童に対する社会の認識が変
わり，児童が社会の中心的存在となって，すべての児童に『正しい児童期
（proper　childhood）』を保障しようという運動」が確立していった時期でも
あると言われている（56°）。これは，エレン・ケイが1900年というまさに20世
紀が始まろうとする時期に，高らかに20世紀は『児童の世紀』であると宣言
したことと一致しているのであるが（561），前記の「国家功利主義」の実践と
「正しい児童期」の保障とは，どのようにして両立しえたのであろうか。
　その鍵は，エレン・ケイの思想自体に求めることができよう。エレン・ケイ
は，一方で，児童の個性を尊重すべきことを訴えたのであるが（562），他方で，
「キリスト教社会の扱いは過保護に陥り，不治の病に罹った子や不具な子を生
きながらえさせようとして，子ども自身とその周囲に堪えがたい苦痛を与えて
いる。将来の人道主義は，おそらく医師が一責任感とコントロールのもとで一こ
のような不幸な生命を苦痛なしで解決する道を選ぶようになるであろう」とい
う優生学的思想を開陳していた。
　優生学（eugenics）とは，1883年にチャールズ・ダーウィンのいとこであ
るフランシス・ゴールトンによって命名された学問分野である。ゴールトンは，
（559）
（560）
（561）
（562）
Hendrick，　op．　cit．，　p．　42
Hendrick，　op．　cit．，　p，11
エレン・ケイ（小野寺信・百合子訳）『児童の世紀』1979年，冨山房百科文庫
ケイ・前掲邦訳書，p．210など
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リベラル派では決してなかったし，人間が生まれながらに平等であるなどとは
信じていなかったが，科学者を中心とする専門的職業に従事する人々こそ知的
能力と市民的モラルの主たる供給源であり，これらの人々を基盤とする生物学
的計画によって穏健な能力本位の社会を築き上げようと考えていた（563）。
　ゴールトンの思想は，カール・ピアソンへと受け継がれていったものの，ピ
アソンは，帝国主義国家は単に国家が国民に生活に必要な資源を分配する経済
的な枠組み以上の強い体制を要求するとし，イギリス国民を「自然選択への適
応者」と「不適応者」とに区分して，適応者の増加と不適応者の減少に尽力す
べきことを唱えたc56‘〉。これがピアソンの社会帝国主義論であった（565）。他方，
ゴールトンやピアソンの専門的な研究と対立しながら，1907年11月，優生教
育協会が発足し，優生学の啓蒙を図った。この優生教育協会には，社会運動に
関わっていた有力者たちが次々に入会し，その中には，チェンバレン，J．M．ケ
インズ，H．J，ラスキなども含まれていた（566）。
　したがって，当時の優生学にはさまざまな考え方が含まれていたのであるが，
大別すると2つの方向性を有していたといえよう。1つは，社会にとって有益
な子孫を積極的に増やすことを主眼とする「積極的優生主義」であり，もう1
つは，社会的に不適な子孫をなるべく産まないようにさせることを主眼とする
「消極的優生主義（禁絶的優生主義）」である㈹。こうしたなかで，優生主義
は，母親への特別な視線を生じるようになる。積極的優生主義によれば，上流・
中産階級の母親に対しては，「家庭を守り，育児に専念することは，彼女たち
に課せられた道徳的に当然な仕事である」として，男女性役割分担が強化され
ることとなる。また他方，消極的優生主義によれば，低所得者や低学歴者には
避妊知識を普及させて避妊を実行させるべきだ（マーガレット・サンガー，マ
（563）Daniel　J．　Kevles，　ln　the　Name　of　Eugenics，1985　Alfred　A．　Knopf，　Inc．，西
　　俣総平訳「優生学の名のもとに』1993年，朝日新聞社，p．18
（564）　ケヴルズ・前掲邦訳書，p．37－74
（565）　センメル・前掲邦訳書，p．　31－49
（566）米本昌平ほか『優生学と人間社会』2000年，講談社現代新書，p．14－50
（567）　ケヴルズ・前掲邦訳書，p．151
　　　　　　　　　　　　　　　－364一
イングランドにおける親権概念の変遷
リー・ストープス）等の主張がなされることとなる（568）。
　また，上記の2つの優生主義は，子どもに対しても，選別的な視線を生み出
す。フランスのビネーらが考案した知能テストは，当初は精神障害児の発達可
能性を考えるために開発されたものであったが，次第に単に子どもを知的能力
によって区別するために利用されることとなった。1916年には，ルイス・ター
マンによって，IQ（lntelligence　Quotient：知能指数）の概念が導入され，
知能の数量化による測定が開始されることとなった㈹。イングランドにおい
ては，19世紀から特殊学級・特殊学校が設置されていたのであるが，それは
人道主義的な教育・救済という性格とともに，社会防衛的に社会負担を軽減す
るための措置という性格も併せ持っていたといえよう（57°）。しかし社会帝国主
義の発展と優生主義思想の浸透とともに，障害児は次第に「社会全体の重荷」
として取り扱われるようになり，隔離的施設収容へと押し込められていくこと
となった（57’）。すなわち，20世紀初頭には，20世紀が児童の世紀であると高ら
かに謳われたものの，「正しい児童期」という考え方には国家から見た「正し
さ」が重視されるという意味で功利主義的な色彩が強く，特に社会帝国主義的
見地からは児童の有用性が第一義的なものとされたのであって，児童一人ひと
りを独立の人格として尊重しようという思想は，一般的な形で表明されること
がなかったといえよう。
第3節　戦争の時代における経済と社会
1．第一次世界大戦の時代
　1914年6月28日，ボスニアのサライェヴォでオーストリア皇位継承者夫妻
が暗殺され，ドイツ・オーストリアとロシアの間で戦争が開始された。同年8
（568）　ケヴルズ・前掲邦訳書，p．156－160
（569）　ケヴルズ・前掲邦訳書，p．136－149
（570）　中村満紀男・荒川智編著『障害児教育の歴史』2003年，明石書店，p．56－57
（571）　中村＝荒川。前掲，p．　64－67
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月4日，ドイツがベルギーに侵攻したことにより，イギリスがドイツに宣戦布
告し，イギリスにとっての第一次世界大戦が始まった。すでにイギリスは，
「世界の工場」としての地位は喪失していたものの，「世界の銀行」として経済
的繁栄を享受していたのであるが，帝国主義支配を前提としていたため，社会
主義や労働運動も国家統合に向けて協調的な態度をとっていたことは前節で述
べたとおりである。
　第一次世界大戦の初期段階では，戦争はそれほど長く続かず，1914年の年
末までには終わるという楽観的な見方が支配的であり，本国では「通常通りの
業務（business　as　usuaD」体制が維持されていた（572）。なぜなら，大戦前の
ドイツの最大輸出国はイギリスであり，イギリスにとってもドイツが第二の通
商相手国であったため，列強間には具体的な対立はなく，閉塞感や未来への不
安が募ってきたことが戦争の勃発の原因であったにすぎないからである㈹。
しかし戦争は長期化したため，物資・兵員ともに圧倒的な物量戦・消耗戦となっ
ていき，総力戦の認識が生まれる。1915年7月には，16歳から65歳までのす
べての男女に職業を登録する義務を課す「国民登録法」が成立し，翌1916年1
月には独身男子を対象とする徴兵制が導入された（5T4）。
　このようにしてイギリスの社会構造は，戦争の進展とともに大幅な変動を被
ることとなっていく。総力戦によって軍需産業等への女性雇用が著しく進み，
女性の社会的地位は相対的に上昇することとなった㈹。そして，婦人参政権
運動論者も戦争遂行に協力したため，1918年2月には，「国民代表法」（Rep・
resentation　of　the　People　Act）が成立し，21歳以上のあらゆる成年男子と30
歳以上の地方自治体の有権者か有権者の妻たる女性に選挙権が与えられること
となった（576）。ただし，軍需産業等に寄与した女性の圧倒的多数は30歳以下で
あったのであり，選挙権の付与と戦争協力とは必ずしも対応していない。むし
（572）　村岡＝木畑・前掲，p．258
（573）　木村靖二『二つの世界大戦』1996年，山川出版社，p．7－10
（574）村岡＝木畑・前掲，p，260
（575）村岡＝木畑・前掲，p．271
（576）　中村英勝「イギリス議会史』1959年，有斐閣，p．176－178
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ろ，特定政党への投票行動を予定した国民統合の手段として選挙法改正が行な
われたとみるべきであろう㈱。男性と同様に女性が21歳で平等に選挙権を持
つこととなったのは1928年のことであった。
　第一次世界大戦は，人的にも物的にも多大な損失を生じながら，1918年11
月に終結した。人的には，戦死者の数は70万人を超えたとされ，これは15歳
から49歳までの男性人口の7％弱に該当するものとされる（578）。また，物的に
は，アメリカに対する戦時債務が47億ドルにものぼり，アメリカがイギリス
以外の国に対しても支払回避を拒否して国別に支払協定を結んでいったことか
ら，この戦債支払が世界的な資金移転の特殊な連鎖を生み出すこととなってい
く（579）。
2．戦間期社会と新しい心理学
　第一次世界大戦から第二次世界大戦までの20年間は，「危機の20年」（58°）と
いう不安定性をもって位置付けられている。この不安定性は，ヨーロッパやア
ジアにおけるナショナリズムの台頭と国際経済協力体制の不在に基づく（58D。
イギリスは，戦後不況によって早くから失業者の増大に直面し，戦前の国際金
融上の地位回復を狙った1925年の金本位制復帰もかえって輸出を困難にした
ため，1920年代は停滞に苦しむこととなった（582）。1925年から1929年の間は，
世界経済が初めて好況局面を迎えたため，「相対的安定期」と呼ばれる（583）。し
かしながらイギリスの地位は著しく弱体化し，アメリカの覇権が確立されたに
（577）　この点については，河村貞枝『イギリス近代フェミニズム運動の歴史像』2001
　　年，明石書店，p．206－235を参照。
（578）　村岡＝木畑・前掲，p．　315，注（1）
（579）　藤瀬・前掲，p，183
（580）E．　H，　Carr，　The　Twenty　Years’Crisis　1919－1939，1946　Macmillan，井上茂訳
　　『危機の20年』1952年，岩波書店
（581）木村・前掲，p．44－48。なお，当時のナショナリズムの展開については，　E．　H，
　　Carr，　Nationalism　and　after，1945　Macmillan，大窪慧二訳「ナショナリズムの
　　発展』1952年，みすず書房を参照。
（582）木村・前掲，p．48，村岡＝木畑・前掲，　p，291－292
（583）藤瀬・前掲，p．185
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とどまったといえるだろう。前述したように，イギリスは産業構造の転換に失
敗していたのであり，多少の経済成長も，著しく高い失業率を背景にしていた。
1920年代は，失業保険加入者の10％前後に相当する100万人以上もの失業者
数を数えることとなったのである（58％
　このような経済状況下において，いったんは社会的地位を向上させた女性で
あったが，既婚女性は有給雇用から退いて夫に依存して生活するように期待さ
れた（585）。そうした中で，1920年代の初頭，児童の養育について2つの新しい
アプローチが発達してくる（586）。1つは，「育児法（mothercraft）」という，
『科学的な』幼児ケアであった。これは，適応性の高い子を育てるという非常
に操作的なアプローチであり，優生学とは正反対の立場に立つものである。行
動主義心理学を構築したワトソンは，「私に健康で，いいからだをした1ダー
スの赤ん坊と，彼らを育てるための私自身の特殊な世界を与えたまえ。そうす
れば，私はでたらめにそのうちの1人を取り，その子を訓練して，私が選んだ
ある専門家一医者，法律家，芸術家，大実業家，そうだ，乞食，泥棒さえも一
に，その子の祖先の才能，嗜好，傾向，能力，職業がどうだろうと，きっとし
てみせよう」（587）と宣言した。
　もう1つは，「新しい心理学」である。このアプローチは，児童のニードと
自由を重視する非操作的なアプローチであった。前者の操作的なアプローチが
短期間のうちに影響力を失ったのに対し，この非操作的なアプローチはその後
も長期間に亘って影響力を持つようになる。このアプローチは，ベンジャミン・
スポックの育児書に明らかなように，『赤ちゃんとの時間を楽しもう』『楽しい
時間を過ごそう』『本能的で‘自然な’方法で』赤ちゃんに答えようという点
（584）　藤瀬・前掲，p，189
（585）　ジョーンズ・前掲邦訳書，p．　119
（586）　Harry　Hendrick，　op．　cit．，　p．28
（587）J．B．　Watson，　Behaviorism，1930　Norton＆Company　Inc．，安田一郎訳『行
　　動主義の心理学』1980年，河出書房新社，p．　130－131。なお，行動主義心理学の
　　意義とその後については，梅本尭夫。大山正編著『心理学史への招待』1994年，
　　サイエンス社，p，219－234，サトウタツヤ・高砂美樹『流れを読む心理学史』2003
　　年，有斐閣，p．44－50を参照。
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が強調されたのである（ss8）。すなわち，再び男女の性役割分担が求められるよう
になり，子の養育にかかる責任は，両親の共同責任ではなく，母親の責任にほ
かならないことが強調された。そして，「女性の正しい役割は，家庭で幼児の面
倒を見ることにあると奨励された。また母親というものは，無知で注意が足り
ず，しばしば幼児の状態に無関心であることを指摘するものでもあった」（589）の
である。したがって，この時期に母親の子に対する監護権が注目されるように
なり，後述するように戦争後の「母親優先の原則」の関心へと連なっていくの
である。また，このアプローチは，「国家の児童」思想と相挨って，母親の養育
が不充分とされる場合の児童に対するケア手続制度を導き出すことにもなる。
　このように労働現場と家庭とは切り離されたのであるが，急激に失業が増大
していき，多数業種で賃金切下げが行なわれたため，労働現場では不可避的に
労働争議が頻発することとなった。そして1926年5月4日には，ゼネストが
敢行されることとなる。これは賃金切下げと労働時間延長を求める炭坑主に対
する炭坑争議をきっかけとして，政治的脅迫ではなく，純粋な同情的ストライ
キとして始まった。このゼネストに加わった労働者数は，280万人にも達し，
経済活動はいたるところで麻痺した。しかしチャーチルは，政府機関誌で労働
者を「敵」と呼び，「無条件降伏」を要求した（59°）。資本家側は，切り崩し等の
手段で対抗し，5月12日にはゼネスト中止指令が出された。このゼネストの
発端となった炭坑労働者のストライキは，その後も6ヶ月間にわたって孤立し
た闘争を続けたが，賃金切下げと労働時間延長を認め，戦闘的労働運動がここ
に明確に敗北した（59】）。そして1927年7月には，「労働争議および労働組合法」
（588）　Hendrick，　op．　cit．，　p．31
（589）Hendrick，　op，　cit．，　p．42－43。なお，この点については，北本・前掲，　p．137－
　　142も参照。
（590）　A．J．　P．　Taylor，　The　Oxford　History　of　England’English　History　1914－194
　　5’，1965Clarendon　Press，都築忠七訳『イギリス現代史』1987年，みすず書房，
　　p．　222
（591）村岡＝木畑・前掲，p．293－294。なお，当時の炭坑労働者の闘争については，
　　クローニン（中村能三訳）『星は地上を見ている（上・中・下）』1955年，新潮
　　文庫にヴィヴィッドに描かれている。
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が成立し，労使協調による生産拡大追求路線が採用されていくこととなった。
　そして相対的安定期も終わりを告げることとなる。1929年10月24日，い
わゆる「暗黒の木曜日」に，ニューヨーク株式市場で株式相場が暴落し始める
と，銀行や企業は流動性を求めて一斉に行動を開始し，工業生産や個人消費は
著しく減少していった。アメリカでは大型銀行が倒産していき，それと連動は
しなかったものの，ドイツでも失業が急激に増大し，金融恐慌も生じさせ
た〔592）。イギリスにおける世界恐慌の影響は，相対的には小規模ではあったが，
失業者数はさらに増大し，政治危機を引き起こした。当時の失業保険制度は，
総労働人口1800万人中1250万人をカバーしていたが，1931年10月，272万
6000人が失業給付を引き出しており，さらに52万6000人が経過的給付を引
き出していたのであって（593），その保険原理はすでに破綻していた。
　ジョージ・オーウェルは，1936年における不況化の北部イギリス工業地帯
の労働者とその失業の悲惨な実態をルポルタージュにまとめた（594）。オーウェ
ルは，「こういうところがあることを忘れないために，ときおり目で見て臭い
をかいで一とくに臭いをかいで一みることはある種の義務だといえる。とはい
え，こんなところにあまり長居をしない方がいいだろう。」（595）と書き綴った。
比較的ゆとりのある労働者家庭については，「労働者たちの家庭の内部ほど，
完壁な調和をもち，心から落ちつかせてくれるところはない，としばしば痛感
させられた」（596）のであるが，「家庭の幸福は主としてただひとつの問題，つま
り父親に職があるかないかにかかっている」（597）のであって，失業の増大によっ
て家庭の幸福が失われていくのである。イギリスは，「挙国一致政府」を組織
して金本位制を停止し，ブロック経済化による保護貿易体制を採用することに
（592）藤瀬・前掲，p．195－199
（593）　ジョーンズ・前掲邦訳書，p．122
（594）George　Orwel1，　The　Road　to　Wigan　Pier，1937　Gollancz，土屋宏之・上野勇
　　訳『ウィガン波止場への道』1996年，ちくま学芸文庫
（595）　オーウェル・前掲邦訳書，p．26
（596）　オーウェル・前掲邦訳書，p．158
（597）オーウェル・前掲邦訳書，p．159
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よって事態を収拾しようとした。しかし必ずしも功を奏したわけでなく，むし
ろ低金利政策による住宅建設ブームこそが恐慌からの離脱の牽引車になったと
されている（598）。このような経済社会の混乱は，世界各地でファシズムを生み
出していき，第二次世界大戦へと突き進んでいくこととなる。
3．第二次世界大戦の時代
　1939年9月1日，ドイツ軍がポーランドに侵攻したことによって，世界大
戦の幕が再び開かれた。翌1940年4月までは，ドイツとイギリスとの間では
本格的な戦闘は行なわれなかったが，7月にはドイツ空軍によるイギリス空襲
（battle　of　Britain）が開始された。ドイツ空軍による空襲は，1941年6月こ
ろまで続き，これによってロンドンは大きな損害を被ることとなった。チャー
チルは，回顧録において，「大ロンドンは，多くの傷から血を流しながら，生
命を生き抜く巨大な歴史以前の動物のようだった。2階建の労働者区域には避
難所が多く作られ，そこに人が住めるように，また雨天には排水のできるよう
にあらゆる努力が払われた。全市民はあらゆる打撃に耐えた。ロンドン市民は
全国民賞賛の的だった。」㈹と述べた。なお，第二次世界大戦によるイギリス
の死亡者数は，38万6000人とされる（6°°）。
　まさに第一次大戦と同様な総力戦となったのであるが，イギリスの戦時経済
の組織化は，速やかにかつ体系的に遂行された。また，学童・母親と就学前児
童・妊婦・障害者・それらの者を支援する教師とヘルパーは，直ちに地方に疎
開した。これらの措置が第一次世界大戦の経験に基づいていることはもちろん
であるが，国民が自発的に戦争への関与姿勢を強めたことの影響が大きい。そ
れは，ファシズムに対する自由のたあの戦いという大義名分が備わっていたこ
とによる。したがって，第二次世界大戦は，単なる帝国主義戦争ではなく，
（598）村岡＝木畑・前掲，p．297－301
（599）　ウィンストン・チャーチル（毎日新聞社編訳）『第二次大戦回顧録　抄』2001
　　年，中公文庫，p．83。なお，チャーチルに関しては，河合秀和『チャーチル
　　（増補版）』1998年，中公新書を参照。
（600）　木村・前掲，p．　73
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「民衆の戦争」としての性格を持ったのである（6°1）。
　本大戦では，「国民兵役法」（National　Service（Armed　Forces）Act）に
よって，18歳から40歳までの男子が徴兵されることとされ，その後も徴兵対
象年齢が16歳から51歳までに広がっていった（6°2）。第一次世界大戦の折
（1916年）に良心的兵役拒否制度が設けられていたのであるが，この様相にも
変化が生じた。確かに良心的兵役拒否申請者は，第一次世界大戦時（1万6000
人）の約4倍（6万2301人）にも増えた（6°3）。しかし，第一次世界大戦時に徴
兵反対同盟の中心にいたバートランド・ラッセルは，「国民の良心を一般に拘
束する権利を国家にこばむところにあり，そして自由の権利を守る」（6°4）とい
う思想に基づいていたため，第二次世界大戦では戦争協力者となったのである。
ラッセルは，戦後の対話においても，「第二次世界大戦には正当な理由がある
と思いましたが，しかし，第一次のほうはそうはいかぬと思ったのです。」と
回想している㈹。
　しかし，第二次世界大戦は，まさに反ファシズムのための「民衆の戦争」で
あったがゆえに，「国民を戦争協力に総動員する国家は，また国民に最低限の
生活を保障する国家となる必要があった」㈹）のであり，多くの国家は社会政
策を拡充し，社会国家ないしは福祉国家の性格を保有していくこととなる。イ
ギリスでは，1942年12月，いわゆるベヴァリッジ報告（6°7）が公表された。ベ
ヴァリッジ報告書は，販売していた政府刊行物出版局の前に長蛇の列が作られ，
異例のベストセラーとなった。一般新聞等は，この報告書を受けて，社会保障
制度を「ゆりかごから墓場まで」と表現したのである。もはや社会国家ないし
（601）　以上につき，村岡；木畑・前掲，p．321－328
（602）　阿部知二『良心的兵役拒否の思想』1969年，岩波新書，p．125
（603）阿部・前掲，p，106，126
（604）　阿部・前掲，p．109
（605）Bertrand　Russell　Speaks　His　Mind，1960　Arthur　Barker　Ltd．，東宮隆訳
　　『ラッセルは語る』1964年，みすず書房，p．34
（606）　木村・前掲，p．29
（607）William　Beveridge，　Social　Insurance　and　Allied　Services，1942，山田雄三
　　監訳『ベヴァリジ報告　社会保険および関連サービス』1969年，至誠堂
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は福祉国家の体制は不可避の現実となり，3つの大きな社会立法，1944年「教
育法」，同年「身体障害者雇用法」，1945年の「家族手当法」は，下院で保守
党が多数を占めている時に成立している。
　ベヴァリッジ報告は，新しい社会保障計画を示している。その指導原理は，
①過去に集められた経験を完全に利用すること，②社会保険は5つの巨悪（窮
乏，病気，無知，不潔，無為）と闘う包括的な政策の一部として取扱い，完全
に発達した社会保険は，所得保障として，窮乏に対する攻撃となること，③社
会保障は国と個人の協力によって達成されるべきこと，の3つであり，この指
導原理のもと，強制社会保険を主要手段とし，国民扶助と任意保険とを補助手
段と位置づける（6°8）。そして社会保険制度は，次の6つの基本原則を含んでい
なければならないとした。①均一額の最低生活費給付，②均一額の保険料拠出，
③行政責任の統一，④適正な給付額，⑤包括性，⑥被保険者の分類6°9）。
　また，児童に対しては，出生率の低下傾向を逆転させるという政策的な配慮
を加味した児童手当制度が提案されている。これは，一方では，両親が責任を
果たすための補助として，また他方では，社会が新しい責任を引き受けたもの
として，捉えられるべきであるとしている。その財源は無拠出制とし，社会保
険料ではなくすべて租税をもってまかなうべきとした（61°）。この提案を支える
児童保護に関する認識は，「将来今日以上の大家族が実現する可能性があるか
どうかはともかくとして，今日小家族であることは，現存のすべての児童に最
善の保護があたえられねばならないという必要からなのである。健康的な生活
の基礎は児童期にきずかれなければならない。」㈹というように示された。こ
の言説には，優生学的な「国家の児童」観の言説（正しい児童期）が反映され
ているが，児童に対する最善の保護という福祉的な視点も反映されている。つ
まり，戦争の時代は，国家功利主義的観点と児童中心主義的観点の交錯する過
（608）
（609）
（610）
（611）
ベヴァリッジ・前掲邦訳書，p．5－6，8
ベヴァリッジ・前掲邦訳書，p，9－10，186－188
ベヴァリッジ・前掲邦訳書，p．238－239
ベヴァリッジ・前掲邦訳書，p．238－239
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渡期であったと位置づけることができよう。
　その後，5つの巨悪に対する立法は，「窮乏」について1946年「国民保険法」
（National　lnsurance　act）と1948年「国民扶助法」（National　Assistance
Act）が制定され，扶助は保険制度でカバーしえない人々への補足的施策とさ
れることとなった。「病気」については1946年「国民保健サービス法」（Na－
tional　Health　Service　Act）が，「不潔」については1947年「都市農村計画
法」（Town　and　Country　Planning　Act）が，「無知」については1944年
「教育法」（Butler　Act）が，それぞれ制定された（612）。「無為」については，
1936年にケインズの『雇用・利子および貨幣の理論』が出版されていたが，
公共投資による有効需要創出に基づく完全雇用の実現が図られることとなる。
なお，児童手当制度については，1945年「家族手当法」（Family　Allowance
Act）によって実現された。
第4節　子の福祉の進展と親権
1．子の福祉の至高性
　前節で述べた世界大戦間の1925年，「未成年者後見法」（The　Guardianship
of　Infants　Act）が制定され，従来の親権概念を覆し，親の監護権はもっぱら
子の利益のために存することを明確にした。つまり，親のための親権から子の
ための親権へと，親権概念が変容したのである。未成年者後見法第1条前段は，
次のように規定された。「裁判所の手続において，子の監護養育，子に属する
財産もしくは子を受益者とする信託財産の管理，それらの財産からの収益の利
用が問題となる場合，裁判所は，その問題を決定するに当たり，子の福祉を第
一かつ至高のものとして考慮しなければならない（regard　the　welfare　of　the
infant　as　the　first　and　paramount　consideration）。この条文の意味すると
（612）　それぞれの内容については，ジョーンズ・前掲邦訳，p．148－159を参照。なお，
　　都市農村計画法に関する解説については，カリングワース・前掲邦訳書，p，40
　　以下を参照。
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ころは，「子の利益は，唯一の基準ではないとしても，親権の諸事項を決定す
る最も重要な要素とされた」（613）ことにある。
　ただしこの規定は，条文からも明らかなとおり，監護養育のあり方や子の財
産管理の方法に関する紛争（子に対する民事的支援が問題となる場合）につい
て裁判所が判断する場合の基準として，「子の福祉」が最重要事項となるべき
ことを定めただけであった。その他の場合，たとえば，児童の非行・犯罪ある
いは児童の放置・虐待といった，いわゆる児童福祉に関わる分野（子に対する
福祉的支援が問題となる場合）についての判断基準ではないことに注意が必要
である。後者の問題における判断基準に関しては，後述するように1933年児
童少年法を待たなければならない（614）。
　また1925年未成年者後見法は，監護権が片方の親だけに与えられる場合，
子の福祉を至高原理として，父母の親権に関する平等原則を実定法化したと評
されている㈹。同法第2条等は，「母は，子に影響を及ぼす限り，父が保有す
るのと同様の申立権を有する。」等と定めている。もっともこの点については，
子どもの福祉を最優先の考慮事項とすることによって，「母に監護権を与える
ことが子の福祉にかなうなら，離婚後の監護権は母に与えられるはず」である
として，婦人解放運動の要求と従来の伝統を守ろうとする立場との妥協案であっ
たとの指摘もある（616）。確かに1925年という年は，婦人解放運動によって30
歳以上の一定の女性に選挙権が与えられた1918年と，男性と平等に21歳以上
の女性に選挙権が与えられた1928年の中間に位置している。しかしながら，
同法制定後も宗教教育決定権だけは父親のコモン・ロー上の権利とされ，「父
のCommon　Law　Rightsの最後の一角をその宗教教育決定権に於て残存さす
（613）伊藤・前掲，p．479。なお，この点については，　Cretney＆Masson，　Princi－
　　ples　of　Family　Law　7th　ed．，2003　Sweet＆Maxwell，　p．635－639も参照。
（614）　秋元・前掲，p，43，注（30）
（615）　Pinchbeck＆Hewitt，　Children　in　English　Socity　voL　H，1973　Routledge，　p．
　　383。なお，内田・前掲，p．81も，父母の不平等が本法において初めて除かれた
　　とする。
（616）　島津一郎「子の権利の台頭」『転換期の家族法』1991年，日本評論社，p．317
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もの」（6’7〕であった。また同法第1条後段は，「また，当該監護養育，財産管理，
収益利用に関して，他の視点から，父の請求もしくは父のコモン・ロー上の権
利が母のそれに優越するかまたは母の請求が父のそれに優越するかを考慮に入
れてはならない。」と定めているだけである。そうすると，戦争によって母の
相対的な地位が上昇し，婦人解放運動によって政治的な妥協が示されたとはい
え，1925年未成年者後見法は，子の福祉を考慮することに関して父母の親権
が同等であるとしたにとどまるのであって，父母の親権が完全に平等になった
とまでは評することができないであろう（618）。
　そして翌1926年には，養子法が成立する。他の欧米諸国に比してイギリス
の養子制度は遅れて立法化されたのであるが，他の諸国に先駆けて子どもの養
育に主眼を置いたものとなった（619＞。この立法化を推進したのは直接的には第
一次世界大戦後の私生児の増大であったが㈱），遺棄・虐待・搾取等から児童
を保護するため，養子制度を一種の親権剥奪の手段として利用することが企図
されたのである（621）。したがって，1926年養子法の成立を支えたのは，未成年
者の福祉を第一義とする立場であったといえるであろう（622）。同法による養子
命令（adoption　order）は，子の希望を確かめ，子の年齢と理解力を考慮し
つつ，子の福祉のために（for　the　welfare　of　the　infant）なされなければな
らないとされている（3条（b））。
　1926年養子法の特徴は，①未成年養子だけを認めること，②養親子関係の
成立は，私人間の契約によらず，裁判所の決定（adoption　order）によって
成立すること，③子と実親・実方親族との関係は，婚姻障害を除いて終了し，
養子は養親の嫡出子と同じ法的地位を得ること，④離縁（養親子関係の解消）
（617）　遠田新一「現代英国後見法の発展（二）」1954年，広島大学政経論叢4巻2号，
　　p．97－104
（618）　Cretney＆Masson，　op．　cit．，　p．635
（619）川田・前掲書，p．288。なお，イギリスにおいて養子法の成立が遅れた原因に
　　関しては，同書が詳細に検討している。
（620）　川田・前掲書，p．290
（621）　川田・前掲書，p，319－325
（622）　内田・前掲，p．　82
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を認めないこと，などにある（623）。つまり1926年養子法は，子の福祉という見
地から養親を一種の保護機関とし，それに必要な範囲で成立要件と効果を厳格
に定めたのであって，養親子関係を実親子関係に擬制する意図は持っていなかっ
たし（624），1969年の「家族法改正法」（Family　Law　Reform　Act）が制定され
るまでは相続にあたって子としての地位も認められなかった㈱。したがっ
て，同法は，「用心深くできていて，養子縁組みの合法性と，子どもと実親お
よび養父母の間の法律的地位についてのみ規定した」と指摘されているのであ
る（626）。
　このように子の福祉という観念が親権に優越する意味を持ち始めたのである
が，それはまさに戦間期だったのであって，直接的には，「国家の児童」概念
という国家功利主義的思想が親権を排除する力を持ち得たことに起因している
といわざるをえないだろう。しかし他方で，人道主義的な見地から児童の福祉
や児童の人格が守られるべきであるとする社会的志向も古くから根強く存在し
てきたのであって，上記諸法の文言および成立過程に照らすと，むしろこちら
のほうが推進力となっていたことが窺われる。したがって，子の福祉の至高性
という考え方は，必ずしも国家功利主義のみに基づくものではなく，子の人格
尊重主義に裏打ちされたものと考えるべきもののように思われる。
　なお，1926年には，「嫡出子法」（Legitimacy　Act）も制定され，両親が結
婚することによって準正が生じ，嫡出子として社会的に認知されることとなっ
た。これによって非嫡出子は，「社会が彼を私生児として白眼視することから
生じる心理的圧迫から護られることになった」（627）のであって，これも子の福
祉を高める施策の一環といえるであろう。
（623）　島津一郎＝許末悪「イギリスにおける他児養育制度の動向」1984年，判例タ
　　イムズ529号，p．116－117。なお，三木妙子「イギリスの養子制度」1983年，ジュ
　　リスト782号，p．　16－22も参照。
（624）川田・前掲書，p．　328
（625）　伊藤・前掲，p．　476
（626）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p．　155
（627）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p．155
　　　　　　　　　　　　　　　－377一
法科大学院論集　第1号
2．ケア手続制度の成立一親権の制限
　児童の福祉という観念が広まってくるにつれ，政府は青少年犯罪者一般の取
扱いに関する問題を審議する委員会を1925年に発足させた。これがモロニー
委員会であり，その正式名称は，「若年犯罪者の処遇に関する専門委員会（De－
partmental　Committee　on　the　Treatment　of　Young　Offenders）」である（628）。
モロニー委員会の報告書は，「法秩序の擁護よりも子どもを救うことの方が大
切であるという理念を強調するために，アメリカの学説が払ってきた努力に，
我々は心より共鳴している」（629）との認識のもと，これといった犯罪を犯した
とまではいえなくても，裁判所が児童・少年を特別に保護すべき場合があるこ
とを指摘した。つまり，刑事手続モデルで考えるのではなく，福祉手続モデル
で処遇を考えるべきことを指摘したのである。後者のモデルのうち，「地方当
局がそのケアに引き受けることによって子を保護する制度」㈹゜）が「児童ケア
制度」ないしは「ケア手続制度」といわれるものである。しかし他方で，犯罪
児童・少年は刑事手続モデルで処遇すべきこととして，管轄の二元性は維持し
た。この報告書の内容は，その後の児童少年法に取り入れられていくこととな
る。
　このモロニー報告書を受けて，1933年，「児童少年法」（Children　and
Young　Persolls　Act）が制定された。これは，1908年児童法に次ぐ児童総合
立法であり，広汎な内容を持つものである。1933年法は，6編から成っており，
第1編は「虐待及び道徳的身体的な危険の防止」，第2編は「雇用」，第3編は
「刑事及び略式手続に関する児童少年の保護」，第4編は「鑑別所，認可学校及
び児童少年のケアを託されている者」，第5編は「任意の寄付で維持されるホー
ム」，第6編は「補則」とタイトルが付されている。
（628）　モロニー委員会報告書の内容と問題点については，秋元・前掲，p．52－68，桑
　　原・前掲，p．135－145を参照。
（629）秋元・前掲，p．　53より引用。
（630）　許末恵「英国における児童ケア制度の一展開」1990年，神奈川工科大学研究
　　報告，A－14，　p，47
　　　　　　　　　　　　　　　－　378一
イングランドにおける親権概念の変遷
　刑事手続モデルから福祉手続モデルへの転換を示すものとして重要なのは，
第3編である。児童少年の保護原理に関して，44条1項では，すべての裁判
所は児童少年の福祉を考慮しなければならない（regard　to　the　welfare　of　the
child　or　young　person）ことを基準として定めた。そしてまず，児童少年の
保護要件は，モロニー報告をほぼ踏襲し，第61条において，親・後見人のケ
アが不適切で，児童少年が道徳的危険にさらされていることとされた（63D。児
童少年が道徳的危険にさらされている場合には，犯罪児童少年に該当する場合
を除き，非行の場合等が広く含まれており，「児童保護手続の統合化」（632）が進
められたといえる。ただし，道徳的危険にさらされている児童少年の里親委託
制度が下記のように1933年法で取り入れられたのであるが，他方では貧困児・
孤児等の要保護児童の里親委託制度はすでに救貧法によって実現されてきたの
であって，2系統の制度が並存することとなった㈹という意味では，完全な
統合化とはいえない。そしてこの2系統に分かれた行政組織上の間隙が後述す
るデニス・オニール事件を生んでしまい，1945年のモンクトン委員会報告に
おいて2つの里親委託規則の統一が必要だと指摘されることとなる。
　次に，保護措置には，「認可学校命令（approved　school　order：62条1項a
号）」，「適任者命令（fit　person　order：同条同項b号）」，「監督命令（supervi－
sion　order：同条同項d号）」などが定められた。適任者命令とは，ケアを引
き受ける意思のある適任者に対して，児童少年のケアを付託する命令である。
これがなされると，適任者とされて児童少年のケアを付託された者は，親権者
と同一の権利義務を有し，親による子の返還請求なども拒絶することができる
（75条4項）のであって，非常に強力な措置である。地方当局は，上記の適任
者とみなされるものとされ（76条1項），地方当局が適任者として里親委託が
できるのであって（84条3項），公的里親制度を運営する責任をもつこととなっ
（631）　秋元・前掲，p．　70－71
（632）秋元・前掲，p．79
（633）秋元・前掲，p．91。なお，この2系統のそれぞれの制度の詳細については，
　　山本正憲「養子法の研究1』1979年，法律文化社，p．92－129を参照。
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た（634）。
　しかし，上記の適任者命令のように，虐待などの場合に親権に対抗しうる手
段を備えたとはいえ，そのような命令をなすべき保護要件としては，親・後見
人のケアが不適当または親・後見人が適切なケアを行わない等，いまだ親の有
責性があることを前提としているのであって，「悪い親」モデルの残存が見ら
れる。つまり，子の福祉が前面に押し出されるようになったとはいえ，親権を
親から奪うには，子の福祉を理由とするだけでは不十分なのであって，親の側
に帰責性がなければならないのである。また，地方当局が里親委託するには，
里親と児童少年の宗旨を尊重すべきものとされ（84条3項），裁判所も親等か
ら宗旨に従った養育を受けていないとの申立がなされた場合には，適任者に対
して児童少年の宗旨を尊重すべく必要な措置を講じなければならないとされて
いる（同条7項）。これは前述したように，1925年未成年者後見法が制定され
た後も，宗教教育決定権だけは父親のコモン・ロー上の権利とされていたこと
を反映しているのであり，子に対する支配権としての親権の力がまだ残存して
いたといわざるをえないであろう。
3．ケア手続制度の展開一親権との協調
　1944年には，「著しく自由主義的傾向をもつ保守党員」で，「教育がよりよ
い社会への鍵になると信じていたバトラーによって，「1944年教育法＝バトラー
法」（Butler　Act）が生み出され，異なるタイプの学校間の同等な評価のもと，
教育の機会均等が図られた（635＞。これをはじまりとする時期は，児童の保護に
関して思想界が最も好意的になった時期であった（636）。同年7月15日のタイム
ズ誌の投書欄に「ハートウッドのレディ・アレン」名義の投稿があり，家のな
い子に対する救済活動が時代遅れとなっているとし，政策・救済の当局が3つ
（634）秋元・前掲，p．　79。なお，84条3項の条文については，同書，　p．　78，注（18）
　　に翻訳されている。
（635）　ジョーンズ・前掲邦訳書，p．156－157
（636）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p．195
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の省に分散していること，あらゆる分野での専門家が不在になっていること，
などを指摘した（637）。これには大きな反響があったが，翌1945年，デニス・オ
ニール事件が発生し，児童法制の統合化に向けてさらなる一石が投じられた。
　デニス・オニール事件は，1939年11月に児童虐待の罪で訴追されたオニー
ル夫妻から，当時7歳であったデニスら4人の子が1933法の適任者命令によっ
てニューポートの地方当局のケア等に託されたことに端を発する。デニスら3
人の子はハートフォードシャー（同地方の教育当局が代行）の里親に委託され
て充分なケアを受けていたのであるが（1名は母方の祖母のケアに託された），
4年経過後，当該里親から面倒を見られなくなったとの連絡があり，別な里親
を探したがなかなか見つからず，デニスともう1名はシュロップシャーのゴフ
夫妻に預けられることとなった。しかしシェロップシャーとニューポートとの
連絡・協力は極めて不十分であり，ニューポート教育当局のスタッフが監督の
ためにゴフ夫妻のもとを訪れた時点でデニスはすでに健康を害していた。当該
スタッフはそのことを報告したが，ニューポート当局はシュロップシャー当局
に監督業務の早期実施を手紙で申し入れたほかは何らの具体的な措置も採らな
かった。その間にデニスは，ゴフ夫妻からひどい虐待を受け，1945年1月9
日に死亡してしまったのである。つまり，1933年児童少年法がケア手続を定
め，それに基づいて必要な措置が採られたはずの児童が逆にその措置の結果，
虐待を受けて殺されてしまったのである（638）。
　この事件の公開審問を行うためにモンクトン委員会が設置され，モンクトン
報告書は次の事実を明らかにした。ニューポートでは教育当局が子どもに対す
る責任を負っていたのであるが，シュロップシャーでは前述した2系統の里親
制度のうち，公的扶助局が里親の監督業務を引受けていたのであって，「シュ
ロップシャーにいる子どもと，ニューポートの責任地方当局との間で結ばれて
いなければならない絆の深刻な崩壊」が生じていた。そのため，モンクトン報
告書は，教育局と公的扶助局が代替家庭を提供するという意味では同じ役割を
（637）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p．　186－187
（638）以上につき，秋元・前掲，p．85－87を参照。
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果す公的里親制度を，それぞれ別個に運営させている当時の法制度自体に疑問
を投げかけたのである（639）。
　これを受けて，行政機構の改善が不可欠であるとの認識のもと，「両親がい
ないあるいは他の原因によって，親や親戚との家族生活を送れない児童に対し，
援助を与えている現行制度を調査し，さらに当該児童が親のケアに代わるべき
最良の条件下で養育されるためにいかなる施策が必要かを検討する」ものとし
て，カーティス委員会が設置された。そして同委員会報告書は，公的ケアに関
する諸機能を統合して行政の統一及び責任の明確化を図るべきことを勧告し
た㈹）。また，同報告書は，児童が別離のときに必要とすることに対する無理
解と精神が大きな緊張と悲しみを強いられているときに，必要な保護と計画と
を与えられるような施設が不足していることから，特別な受入れ施設の設置を
強調した㈹。さらに同報告書は，児童が固有の権利と所有権をもった個人と
認められていないことを指摘し㈹，「子どもの将来に対する配慮，子どもの人
格の尊重，子どもの自尊心に対する配慮」が必要なことが指摘されている㈹。
ここに，子どもが尊重すべき人格を持つ存在として取り扱われることとなった
のである。そしてカーティス委員会における指摘が，1948年「児童法」（The
Children　Act）に結実することとなった（644）。
　1948年児童法は，問題となっていた公的ケアに関する行政の統一を図るた
め，中央では内務省（Home　Office）を責任官庁とし，地方当局には児童委員
会（The　Children’s　Committee）が置かれることとなった（38条以下）㈲。
1948年児童法における児童少年の保護原理としては，少年裁判所でなく，地
　（639）以上につき，秋元・前掲，p．91－92を参照。
　（640）秋元・前掲，p，98－101。なお，桑原・前掲，　p．171－174，ヘイウッド・前掲邦
　　　訳書，p．188－195も参照。
　（641）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p，191
　（642）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p，191
　（643）　秋元・前掲，p，105
　（644）1948年児童法の成立要因については議論があるが，1948年法の基本的な枠組
　　　みを設定したのは，カーティス委員会報告書であったとすることにあまり異論は
　　　ないであろう（許・前掲論文，p．50）。
　（645）　許・前掲論文，p．　51，秋元・前掲，　p．101－102
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方当局が一般的義務を負うことを明らかにした。12条1項は，「児童が地方当
局のケアのもとに置かれている場合，地方当局は，最大限児童の利益を図るよ
うに，またその個性と能力の適切な発達のため機会を与えるように，その権限
を行使する義務を有するものとする。」と定めた（646）。そして，児童少年の保護
要件は，親の適切な監護を受けられないことであるとして，親の不在・親によ
る遺棄・適切な養育の阻害等と広く定めている（1条1項）。これは，「措置要
件を経済的生活不能に限定させていない」のであって，従来の救貧法の体系を
超えるものであり，地方当局が児童のケアを引き受けることが，救貧行政でな
く普遍的な社会サービスとして位置づけられたことを示している（647）。しかし，
そのように広汎な要件で地方当局が児童ケアを引き受けるということは，逆に
言うと，「それは親の意思に基づくものであり，本法による限り，親の意思に
反して強制的に子を親から取り上げる（take）権限は，地方当局にはない。
強制的に子を移動する必要のある場合は，1933年児童少年法による命令を得
る必要がある」㈹ことになる。つまり，児童のケア制度には，1948年児童法
による任意的なケア・サービスと1933年児童少年法による強制的なケア手続
とが並存することとなったのである。
　1948年児童法が，任意的なケア・サービスを定めたのは，「子は家族の中で
保護・監護されるべきであり，そのために家族を維持しようとする家族観の現
われであり，子の家族（実方家族）の意義，子と家族の絆の意義を重視するも
の」㈹と評されている。そして，ケアを引き取った児童に対する措置として
は，里親への養育委託が優先することを定めた（13条）ことも，施設収容よ
り里親委託という，より家族的監護が重要であるとする認識に立つものであろ
う（65°）。確かに，親子の分離を保護手段としてきた従前の救貧法的な社会防衛
思想には問題があった。しかし，過去における親権剥奪制度の導入は，特に虐
（646）
（647）
（648）
（649）
（650）
秋元・前掲，p．108。なお，許・前掲論文，　p，51も参照。
秋元・前掲，p．107
許・前掲論文，p．　51
許・前掲論文，p．51
秋元・前掲，p．113，注（25）を参照。
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待の場合，親子の分離を行なわなければならない場合があることも示していた
はずである。またそれゆえにカーティス報告書も，児童に必要な保護と計画と
を与えられるような特別な受入施設の設置を提唱していたのである。したがっ
て，1948年児童法が任意的ケアを定めるにとどめたのは，このような特別施
設が設けられなかったことと，里親委託制度も完全とはいえないと認識してい
たことに基づくものであるように思われる。
　1948年児童法は，一定の事由が存する場合には，地方当局が親代りとなって
児童を保護するために親のもつ権限を地方当局に移転する決議を行う権限が認
められたのであるが（2条1項），これも親の同意を要件としており，同意が
得られない場合には地方当局は親への通知義務を負い，通知後1ヶ月以内に親
から異議の申立があったときには，上記決議が異議申立送付後14日をもって
失効することとされている（同条2項）（651）。このようにして1948年児童法は，
任意的なケアに徹していると評することができよう。なお，同1948年に成立
した「国民扶助法」（National　Assistance　Act）によって救貧法は廃止された
が，救貧法における児童保護機能は，1948年児童法が引き継ぐこととなった。
第5節資本主義黄金期の経済と社会
1．「福祉国家」体制の構築
　第2次世界大戦が終わった後のイギリスは，労働党のアトリーが統治の任に
当たり，前節で述べたようにベヴァリッジ報告を実行に移していき，「福祉国
家」体制を着実に築き上げていった。しかしイギリスは，戦争によって巨大な
債務国に転落していたのであり，戦争開始時に7億6000万ポンド程度であっ
た対外債務は，約33億ポンドにふくれあがっていた（652）。すなわち，「イギリ
ス経済は出発点から国際収支問題という重荷を背負っていた」のである㈹。
（651）許・前掲論文，p．　51，桑原・前掲，　p．177
（652）村岡；木畑・前掲，p，347
（653）　藤瀬・前掲，p．238
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したがって，戦後の混乱期において国民がよく「耐乏生活」にたえたのであり，
「福祉国家」の建設と維持に当たっては，なによりも国民自身が大きな代償を
支払ったと評することができよう（654）。なお，労働党政府は，完全雇用の達成
と福祉国家の実現をめざして，基幹産業の国有化を図った（655）。
　イギリスはアメリカよりはるかに大きな打撃を被っていたのであるが，アメ
リカによる財政援助は厳しく満足のいくものではなかった。しかしそれでも，
イギリスは，アメリカとカナダからの借款によって急場をしのぐ状態にあっ
た㈱）。第2次世界大戦が終わったとはいえ，国際政治状況は不安定であり，
1947年6月，マーシャル・プランが公表され，アメリカとソ連の確執を背景
として，ヨーロッパに対する経済援助が開始された。また，1949年4月には
NATO（北大西洋条約機構）が成立し，冷戦体制に進んでいくこととなる。
さらに，1947年のインド独立，1949年のパレスティナ戦争，というイギリス
に固有の試練も待ちうけていた。
　そうした中で1950年には朝鮮戦争が勃発し，NATOを通じてイギリスはこ
れに巻き込まれていくこととなる。アメリカに歩調を合わせて膨大な軍事予算
を組んだことは，すぐに経済に影響し，イギリス経済はポンドの切下げによっ
てすでにインフレ含みであったところ，さらにインフレが充進することとなっ
た。また国際収支も急速に悪化し，国民は生活費の高騰に対して政府批判を強
め，労働党離れが始まったのである（657）。「福祉国家」の建設は，「労働党にとっ
てここ20年間で最悪の党内危機の種となり，このことが逆に1945年には思い
もよらなかったほどの保守党の復活を許すこととなった」（658）のである。そし
て再びチャーチルが政権を担当することとなったが，意外なことに完全雇用制
（654）　村岡＝木畑・前掲，p．353
（655）　この点についてはさまざまな評価が可能であるが，さしあたり，米川編・前掲
　　p．273－284，清水嘉治『現代イギリス資本主義論』1971年，日本評論社，p，129－
　　132などを参照。
（656）　村岡＝木畑・前掲，p．348
（657）村岡＝木畑・前掲，p．364－365
（658）　Peter　Clarke，　Hope　and　Glory：Britain　l900－1990，1996　Penguin　Books　Ltd．，
　　西沢保ほか訳『イギリス現代史1900－2000』2004年，名古屋大学出版会，p．214
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度は引き継がれ，福祉政策も何ら変更されることなく，国民保険や国民保健サー
ビス関係予算も削減どころかむしろ増額された。「合意の政治」といわれる所
以である㈹）。しかるに朝鮮戦争は，戦争特需を生み出し，それによる景気回
復によって国際収支は1952年の終わりころまでには大幅に改善されることと
なった。そして翌1953年から54年にかけては，積極的金融政策により，ロン
ドンは主要国際金融センターとしての役割を取り戻すこととなった｛66°）。その
ためいわゆる経済ブームが生じ，その結果，国民の生活水準が上昇することと
なったのである。そのため，保守党政権も「福祉国家」を維持する余裕をもっ
たのである（661）。
　1954年にはイーデンが首相の座についたが，経済状況は再び悪化し，また
もやインフレ高進と国際収支悪化に悩まされることとなる。またそのために労
働不安も発生した。そこで政府は，金融引締あを行い，デフレ政策を選択する
こととなったが，経済の活性化を促す「ゴー政策」が失敗するや，今度はこれ
を急速に冷却する「ストップ政策」に転ずるという，いわゆる「ストップ・ア
ンド・ゴー政策」だったのであり，経済的不安定を解消するどころか，経済変
動にふりまわされているだけの状況に陥ったのである。また，1956年にはス
エズ動乱が起き，「人びとがイギリスの衰退を危惧しはじめたのは，1956年の
スエズ危機からである。」（662）と評され，帝国主義的なイギリスの武力行使は国
際的な非難を呼び起こした（663）。「残酷なまでに単刀直入にスエズが実証して見
せたことは，イギリスはもはや強大国の一員ではないこと，強大国のルールで
プレーする能力がもはやないこと，そして誤魔化そうとすれば単に笑止千万に
見えるということであった」㈹とまで酷評されるに至っている。
（659）村岡＝木畑・前掲，p．366－367
（660）　米川編・前掲，p．294－295
（661）　村岡＝木畑・前掲，p．　367－368
（662）　Andrew　Rosen，　The　Transformation　of　British　Life，1950－2000，2003，　Man－
　　chester　University　Press，川北稔訳『現代イギリス社会史1950－2000』2005年，
　　岩波書店，p．16
（663）村岡＝木畑・前掲，p．372－376
（664）　クラーク・前掲邦訳書，p．　252
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　このような混乱状況を受けて首相の座についたのはマクミランであった。マ
クミラン政府は，大幅減税・投資控除制の導入に踏み切り，1959年度予算は
積極的な景気刺激策を採った。これは予想外の効果をもたらし，インフレ気味
で生活費は若干上昇したとはいえ，実質賃金も上昇し，また労働時間も短縮さ
れたので余裕も生まれ，これが耐久消費財の需要を喚起することとなった。やっ
とイギリスにも「豊かな社会」が到来することとなったのである（665）。しかし
ながら，マクミラン政府も「ストップ・アンド・ゴー政策」の泥沼から脱却す
ることはできず，インフレの高進と国際収支の悪化の悪循環を断ち切ることは
できなかった。
2．経済成長と大衆消費社会
　1950年から1973年までは，資本主義の成熟期であり，先進諸国経済はいず
れも高成長を遂げ，まさに黄金期と呼ぶにふさわしい時代となった。1950年
から1960年までを前半，1960年から1973年までを後半とすると，各国の
GDP年平均成長率は，たとえば，アメリカは前半で3．3％・後半で4．2％，フ
ランスは前半で4．5％・後半で5．6％，西ドイツは前半で7．8％・後半で4．5％，
日本は前半で10．9％・後半で10．4％であった。これに対してイギリスは，前項
で述べた事情を背景に，前半で2．3％・後半で3，1％と他国よりも若干低めとなっ
たのであるが㈹，それでも経済成長を達成したことに変わりはない。また，
1959年から1967年（黄金期中）と1975年（黄金期後）の失業率を見ると，
アメリカは5．3％と8．3％，フランスは0．7％と4．1％，西ドイツは1．2％と3．6％，
日本は1．4％と1．9％であった。これに対してイギリスは，1．8％と4．7％であ
り（667），一応の成績を達成しているともいえよう。
　しかるにイギリスが衰退を感じたのは，そのような経済指標そのものに対し
てではなかった。イギリスの経済成長率は，上記のように1950年以後確かに
（665）　村岡＝木畑・前掲，p．377
（666）　ピアソン・前掲邦訳書，p．251
（667）　ピアソン・前掲邦訳書，p．251
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上昇したのであるが，石油ショック後の1973年から1981年までに，他の競争
諸国が2．0％から3．6％の経済成長を回復したにもかかわらず，イギリスのみが
0．5％と落ち込んだままであった（668）。「まさにこの期間に，イギリスの経済成長
率と主要な競争相手国のそれとのギャップも最大になった」（669）のである。ま
た，失業率についても，他の競争諸国と比べて遜色はないように見えるが，注
意すべきは「脱工業化によってしだいに失業率があがっていったというこ
と」（67°）であり，1983年には，他の競争諸国の失業率が2．6％から9．7％にとど
まっていたのに対し，イギリスのみが13．1％と突出することとなる（67’）。した
がって，「人びとがしだいに豊かになっていったといっても，すべての人がそ
うなったというわけではない」（672＞といえよう。ここにイギリスの衰退感が生
じたのである。そして，所得格差が拡大したということは，社会階級別の死亡
率や子どもの将来の可能性にも格差を生じたのである㈹。
　しかしながら，所得格差によって相対的な意味における「貧困」は確かに存
在したとしても，経済成長に基づく絶対的な意味における「豊かさ」は，やは
り労働者階級も享受しえたのであって，1960年代には大衆消費社会を生むこ
ととなる（674）。その結果，1960年代のイギリスは，「新しい文化の波が押しよ
せ，伝統的な価値観やモラルをすべて飲みつくしてしまったかの感を呈した」
のであり，「それらの文化のにない手は多くは女性や若者であった」のであ
（668）
（669）
（670）
（671）
（672）
（673）
（674）　　　　　　　　　　　　　　　　　　ボードリヤールの一連の著作，特に，
Jean　Baudrillard，　La　Soci6t6　de　Consommation，1970　Gallimard，今村仁司・
塚原史訳「消費社会の神話と構造』1979年，紀伊国屋書店等を参照。なお，近
世イングランドにおける消費社会の発展については，Joan　Thirsk，　Economic
Policy　and　Projects：The　Development　of　a　Consumer　Society　in　Early　Mod－
ern　England，19780xford，三好洋子訳『消費社会の誕生』1984年，東京大学
出版会を参照。
ピアソン・前掲邦訳書，p．251
ローゼン・前掲邦訳書，p．16
ローゼン・前掲邦訳書，p．17
ピアソン・前掲邦訳書，p．251
ローゼン・前掲邦訳書，p，17
ローゼン・前掲邦訳書，p，43
大衆消費社会の記号論的意味については，
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る㈹。ファッションでは，ミニスカートやパンタロンが流行し，音楽では，
ビートルズやローリング・ストーンズなどがスマッシュ・ヒットを次々と繰り
出した㈹。今日のポップ・ミュージック・シーンにおいてさえ，ミドル・ク
ラス・ヒーローとワーキング・クラス・ヒーローとが分離されているにもかか
わらず，ビートルズはそのような分類を超越した稀有な存在となった。また，
耐久消費財の普及によってテレビ文化が定着してくるのもこのころである㈱。
　このような文化的変容は，積極的に旧来のタブーに挑戦することを許容する
「寛容にみちた社会」から生じてきた。わいせつ文書の出版の許容（1959年），
避妊のアドヴァイス法と妊娠中絶の禁止解除（1967年），性犯罪法一同性愛の
合法化（同年），演劇の検閲制度の廃止（1968年），選挙権の取得年齢の18歳
までの繰り下げ（1969年），死刑制度の廃止（同年），離婚法改正法一離婚の
容易化（同年）など，次々と多様な価値に寛容な法律が成立した時代であっ
た㈹。このような「寛容にみちた社会」は，女性に寛容であったのであって，
男女の関係性も変容をきたしてくることとなる。
3．性役割分担と母親優先の原則
　戦争中は，第一次世界大戦のときと同様，女性の就業率は上昇した。就業数
のピークは1943年であり，約775万人の女性が職についていたとされる。し
かし戦争が終わると，女性たちは家庭に戻っていったのであって，社会と家庭
における男女の社会的役割の差別には戦争はそれほど大きな変化はもたらさな
かった。もっとも，これも第一次世界大戦のときと同様，戦争期における職場
への進出が，女性の社会的地位の向上という現代イギリス社会の長期的趨勢を
（675）村岡＝木畑・前掲，p．400。また，クラーク・前掲邦訳書，　p．237－245も参照。
（676）　これらの流行については，柏木博『ファッションの20世紀』1998年，NHK
　　出版などを参照。
（677）　テレビの影響については，Marshall　Mcluhan，　Understanding　Media：The
　　Extensions　of　Man，1964　McGraw－Hill　Book　Co．，後藤和彦・高儀進訳『人間
　　拡張の原理』1967年，竹内書店新社，p．399－438を参照。
（678）　村岡＝木畑・前掲，p．402
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加速化する力をもったとされている㈹。もとより女性は，これまでも見てき
たとおり，「自分たちの第一の役目は母であり，主婦であることだと教えられ，
大半のイギリス人の女性は，結婚と母親であることを，主要なキャリアだとみ
なしていた」（68D）のである。しかし度重なる戦争の経験がこのような観念を徐々
に蚕食していったのであり，そのような意味で，戦争が女性の社会的地位を向
上させたといえる面がある。
　まだ手のかかる子どもがいる有職の母親の人数は，1961年には26％であった
が，1971年には40％に増えた。4歳以下の子どもをもつ3000万人の母親のうち，
1961年には12％が常勤あるいはパートタイムで働いていただけであったが，
1971年には20％に増加した（68「）。すなわち，1960年代までは，「豊かな社会」の
到来を前提として女性の役割は家庭を支えることだという観念を維持し，基本
的に児童の養育・教育は女性の役割とされていたのである。この性役割分担が
変化しはじめるのは1960年代終わりころであり，父親の養育参加度が上昇して
きたのであるが，ホワイトカラー労働者が一番高く，非熟練労働者が最も低いと
いう結果も出ている（682）。この原因には複数のものが挙げられるであろうが，フェ
ミニズムの復活（女性解放運動），新規立法（男女差別禁止立法），高等教育を
受ける女性の急増（高学歴化）という3つの要因が指摘できるであろう（683）。
　なお，女性の雇用率上昇の背景には，「戦後の労働党政権による福祉国家の
形成が『ケア』関係の専門職一保健，教育，福祉一の就業機会をいっきょにふ
やしたが，これらのポストの多くが女性によって埋められた」（684）事実があっ
たことに注意が必要だろう。その結果，相対的に低いながらも経済成長率を維
持していたのは，福祉国家体制であったといえる。「イギリスの国民保健サー
（679）村岡＝木畑・前掲，p．333－334
（680）　ローゼン・前掲邦訳書，p．　137
（681）　Mia　Kellmer　Pringle＆Sandhya　Naidoo，　Early　Child　Care　in　Britain，1975
　　Gordon　and　Breach，久保紘章・島田幸恵訳『イギリスの子どもたち』1979年，
　　川島書店，p．3－4
（682）　プリングル＝ナイドウ・前掲邦訳書，p．18－19
（683）　ローゼン・前掲邦訳書，p．　139－142
（684）　ローゼン・前掲邦訳書，p．138
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ビス制度は，総額130億ポンドを越す年間賃金を支払っており，単一の雇用主
としては西欧最大」㈹だったのである。しかしながら，そのように特定の分
野における女性労働の集中化現象は，過去とは別な意味における新たな性役割
分担観念（介護，ケアは女性の仕事）を生じる危険性が付きまとっていること
にも注意すべきであろう。
　こうした男女の社会的役割が変化する中で，親権についてはどのような影響
を被ってきたのだろうか。1951年，ジョン・ボウルビィが母性的養育の剥奪
（Maternal　Deprivation）理論を明らかにしたころから，母親の親権という概
念が重視されるようになった。もともと1925年にドイツの小児科医でありデュッ
セルドルフ乳児院長であったフォン・ファウントラーが，いったん感染症に罹
ると身体的に衰弱して発育不良となる状態をホスピタリズムと名付け，その原
因を母子分離にあると指摘していたのであるが（686），ボウルビィの母性的養育
の剥奪理論の登場によってホスピタリズム概念が急速に消失し，母性的養育の
剥奪概念にとって代わられるようになったようである（687）。
　ボウルビィは，母子関係におけるアタッチメント行動（愛着行動）を重視し，
乳幼児期に母親との間で，暖かくて親密な持続的な関係を経験することが最も
必要なことであると言明したため，母子関係が過度に重視されるようになっ
た㈹。ボウルビィは，慎重に，「通常『母親』についてのべ，『母性的人物』
については言及していないけれども，あらゆるケースにおいて，母親のように
子どもをはぐくむ人，および，子どもが愛着をもつようになる人に対する意味
あいでmother　figureという表現が用いられている。」〔689）と，子どもにとって
（685）　ピアソン・前掲邦訳書，p，254
（686）金子保『ホスピタリズムの研究』1994年，川島書店，p．14－24
（687）　金子保・前掲，p．117－ll8
（688）　ボウルビィ理論の概説としては，John　BQwlby，　The　Making＆Breaking　Qf
　　Affectional　Bonds，1979　Tavistock　Publications　Ltd．，作田勉監訳『母子関係
　　入門』1981年，星和書店が分かりやすい。
（689）　John　Bowlby，　Attachment　and　Loss，　Vol．　l　Attachment，1982　Hogarth
　　Press　Ltd．，黒田実郎ほか訳「母子関係の理論（新版）1愛着行動』1991年，岩
　　崎学術出版社，p．35，原注（3）
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重要な人物が母親だけに限らないことを指摘していたのであるが，次第にこの
点は無視されるようになり，母子関係こそが絶対的であるかのごとき神話を生
むこととなる。この神話に対しては，マイケル・ラターらが実証的な研究を重
ねており，「アタッチメントとは，母子関係における重要な，おそらくは決定
的な側面であるが，しかし同様に，それは母子関係以外の，他の人間関係にも
当てはまる特徴」なのであって，「本来の意味でのアタッチメントが発達する
ためには，子どもと一緒に時を過ごした，その時間的絶対量ではなくて，親子
の心的相互交流の強さの方がおそらくはより重要である」㈹〉と結論づけてい
る。
　アメリカにおいては，19世紀から，離婚後の乳幼児の監護権者の決定に関
して，テンダー・イヤー・ドクトリン（tender　years　doctrine）という母親
優先の原則が適用されていたことが指摘されている（69’〉。イングランドにおい
ては，第3章第2節で論じたように，19世紀にはむしろ父権が絶対的なもの
とされていたのであって，アメリカのような母親優先の原則は存在しなかった。
しかし，イングランドでも，19世紀には母親の親権概念が生成され，20世紀
を通じて徐々に強化されてきたのである。そして母性的養育の剥奪理論の影響
もあり，第二次世界大戦後は，母親の法的地位が子の最善の利益を実現すると
いう目的との関連でより重視されていくこととなった㈹。
　もっともイングランドでは，アメリカと異なり，それが必ずしも母親優先の
原則へとは結びついていかなかったのである。アメリカでも，1973年には，
ゴールドスティンらによる『子の福祉を超えて』が出版され，子どもの心理的
ニーズに焦点を当てて，子の血縁関係よりも，むしろ特定の大人との直接的で
（690）Michael　Rutter，　Maternal　Deprivation　Reassessed，1972　Penguin　Press
　　Ltd．，北見芳雄ほか訳『母親剥奪i理論の功罪』1979年，誠信書房，　p．10－12
（691）　アメリカのテンダー・イヤー・ドクトリン（tender　years　doctrine）に関し
　　ては，Krause＆Meyer，　Family　Law　4　th　ed．，2003　West，　a　Thomson　business，
　　p．180－184，Sanford　N．　Katz，　Family　Law　in　America，2003　Oxford　University
　　Press，　p．102－104などを参照。
（692）　Bromley’s，　op．　cit．，304－311
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親密な継続ケアが重要であることを指摘した（693）。そして，情緒関係の継続性，
子どもの時間感覚の重要性，子どもの成長と発達に対する害を最小限に食いと
める活用可能な選択肢，などが重要視されたのである（694）。これらの視点は，
母親の存在を過大視してはいないのであって，三歳児神話（695）という，アメリ
カのテンダー・イヤー・ドクトリンと同様な観念が支配しているかに見えるわ
が国に対して示唆に富むものであろう（696）。
第6節　親の有責性から福祉アプローチへ
1．児童虐待等に対する予防活動
　前節で述べた政治経済的混乱の中においても，児童に対する人道主義的施策
は進展していくこととなった。1949年7月22日，エアトン・ゴールド夫人の
問題提起によって児童虐待等の予防に関する集中審議が国会で行われた。ゴー
ルド夫人は，「不幸な，そして悲惨で孤独なこれら幼い者たち一あらゆる子
どものなかで最も恵まれない子どもたち一に対する責任を，私達は引き受け
ねばならない時に至っている」との認識を明らかにして，「家庭内で放置され
ている児童を見守っていく義務が，すべての地方当局に課せられるようにする
ため，行政的に善処していくことを大臣に求めたいと思います。」（697）とし，予
防措置の重要性が訴えられた。すなわち，家庭内の虐待等でケア手続が必要と
なるのであれば，まずはその発生を予防すること（予防業務：preventive
work）が重要なことが指摘されたのである。
　これに対して政府は，「ひとつには行政上の困難が原因であり，もうひとつ
（693）J．Goldstein，　A．・Freud　and　A．　J．　Solnit，中沢たえ子訳『子の福祉を超えて』
　　1990年，岩崎学術出版社，p．3－4
（694）　ゴールドスティンほか・前掲邦訳書，p，33－74
（695）　三歳児神話については，大日向雅美「母性愛神話の罠』2000年，日本評論社，
　　p．83－115を参照。
（696）　わが国の母性意識に関しては，大日向雅美『母性の研究』1988年，川島書店
　　を参照。
（697）　秋元・前掲，p．121より引用。
　　　　　　　　　　　　　　　－393一
法科大学院論集第1号
は訓練された職員が不足している」と回答したが，内務省・保健省・教育省の
間で協議し，協力して解決に近づくよう検討する旨を約束した（698）。その結果，
翌1950年7月20日，新しい権限が必要なのではなく，すでに広範囲に存在し
ている権限を調和させて用いるように強調する報告書が提出された。しかしこ
の報告は，「放置と虐待の防止と，家庭から分離し公の保護に委託することの
防止とを，結びつけている点では歴史的」なものであった（699）。そして同年7月
31日，内務省・保健省・教育省の3大臣から「調整官（co－ordinate　officer）」
の任命を求める通達が出された。これが「共同通達（joint　circular）」であ
る㈹）。このようにして，児童虐待等の予防活動が通達という形ではあったが
制度化されるに至った。
　共同通達を受け，1952年には，「児童少年（改正）法」（Children　and
Young　Persons（Amendment）Act）が成立した。前述したように，1933
年児童少年法では，親が虐待罪等で訴追されない限り，強制的ケア手続に進め
ないという制約があり，ネグレクトのような場合だと悲惨な結果が生じてしま
うまで手が出せないことにもなってしまう。そこで本法は，その1条で，1933
年児童少年法61条1項a号に「健康に対して不必要な苦痛または傷害を与え
るような仕方で虐待または放置されている」という文言を追加修正し，ネグレ
クトの場合であっても強制的ケア手続が可能なように保護要件を改正した（7°1）。
また，本法2条は，児童または少年がケアまたは保護を要するとの通報を受け
た地方当局は，その調査を行う義務を負うことを定めた。もっとも，この調査
義務は，何らかの法的権限を伴うものではなかったのであり（7°2），また「防止
についての真の領域は，ケースワーカーの技術と洞察力と専門知識のいかんに
かかっている」㈹）ことも否定しえない。
（698）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p，233－234
（699）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p．234
（700）秋元・前掲，p．　123
（701）　秋元・前掲，p．126－127
（702）許・前掲論文，p．52を参照。
（703）ヘイウッド・前掲邦訳書，p．　236－237
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　究極的には，「予防策とは，両親と子どもをただちに分離することを回避さ
せ，家族が一体となって自分らで物質的精神的課題を満足のいくように解決す
るように，たくみに支持を行うことを意味するだけでなく，児童局に保護収容
を申請する以外に手段がないところまで家庭を追いこみ，結局は裁判所の世話
にならざるを得ないようにさせている個人的・社会的失策に陥る諸条件を，あ
らかじめ阻止することをも意味すべきである」（7⑳。そうだとすると，これらの
措置は確かに有益ではあろうが，調整官による調整と法的権限のない調査義務
のみでは限界があることになろう。
2．予防活動の法制化と親の有責性原則
　以上のように，児童が虐待を受けている場合であっても，それだけでは親権
が影響を被ることはない。親権に介入するためには，親の有責性という帰責根
拠が必要だとされてきたのである。予防活動が一定の抑止力を持つようにする
ことは可能であろうが，時機を失してしまう危険も避けられない。そのような
危惧を如実に示す事件が，1953年のバウアーズ対スミス事件であった。この
事件は，8歳から16歳までの30人程の少年が遊んでいたサッカー場で，17歳
未満の3人の少年が1人の好ましからぬ17歳の少女と公然と性行為を行って
いたのを補導され，ケア手続が開始されたというものである。少年裁判所は，
この少年たちにそれぞれ2年間の監督命令を下したのであるが，少年たちとそ
の親たちは上訴した。上訴審判決は，1933年児童少年法61条1項の保護要件
につき，子どもの側の要保護事実の存在から安易に親の有責性を推論すべきで
はないという理由で上訴を認容したのである｛7e5）。
　このような状況を踏まえ，1956年にイングルビー委員会が設置された。同
委員会で検討すべき事項は，予防活動に法的根拠を与える問題，ケア手続の保
護要件における親の有責性の位置づけの問題等であった。イングルビー委員会
の報告書は，1960年に公表され，予防活動については，「子どもを育てるとい
（704）　ヘイウッド・前掲邦訳書，p．237
（705）以上につき，秋元・前掲，p．129－131を参照。
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うことは，第一次的には，親の責任であり，かつそれは，一つの積極的責任な
のである。」という認識を示し，「まったく自分勝手で無関心な親というのは，
ほとんどいない」のであるから，「社会的及び福祉的諸サービスを通して，そ
のような親や子どもたちが必要とする助言や援助を提供すること，そして彼ら
の責任能力を増進させること，さらに彼らがその本来の役割を果たせるように
すること，これらのことは，（すべて）コミュニティーの義務なのである」と
した（7°6）。また，ケア手続の保護要件については，「我々は，現行の規定があま
りに限定的でありすぎるとの意見には，同意したい」としながら，「多くの子
どもたちは，たとえその親が「不適合』であるとしても，自分自身の面倒をみ
てゆける能力を備えているし，また，親が怠慢で無責任であることを示す証拠
が何ら存在しない場合に，子の監護権を失う危険に親を置くことは苛酷であろ
う。」とした。ただし，親のケアについては，「法違反を防ぐというような消極
的な機能ではすまされないものである」とし，親の責任を積極的に位置づける
方向で保護要件の明確化を図るべきとする考え方を示したのである（7°7）。
　こうして立法化されたのが，1963年「児童少年法」（Children　and　Young
Persons　Act）である。まず予防活動については，1条において，地方当局の
予防業務の権限が拡大され，親による引き取りの予防だけでなく，そうした引
き取りを親が求めるに至った原因となる物的ないし精神的問題自体の発生の予
防をも目的とすることとされたのであって（7°s＞，その手段としては現物援助や
現金による援助をも含むものとされた。そして，この予防措置の指導原理とし
ては，1条に「児童の福祉の増進」が明確に掲げられ，裁判所でなく地方当局
による福祉的な援助によって問題を解決すべきことを明言している（7°9）。次に
親の有責性については，2条において，1933年児童少年法61条を全面的に改
正した。しかし，イングルビー報告書が親の責任を積極的に位置づけるために，
（706）以上につき，秋元・前掲，p．133－137より引用。
（707）　以上につき，秋元・前掲，p．141－144より引用。なお，同報告書の内容につい
　　ては，桑原・前掲，p．197－201も参照。
（708）許・前掲論文，p．52
（709）桑原・前掲，p．210
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児童の状態を中心として親への言及を避けたのに対し，本法では，「善良な親
（agood　parent）が与えうるものとして合理的に予期しうるようなケアと保
護と指導」を受けていない場合と親の「統制が及ばなくなっている」場合を保
護要件とした（71°）。これは，旧来の「悪い親」という表現を「善良な親といえ
ない」という多少柔らかな表現に置き換えただけともいいうる。結局のところ
本法は，サービスの主眼を，「子個人よりも，親子双方を含めた家族全体」に
置いたのであって，「統一的な家族サービスに統合する考え方」に至る流れと
位置づけることはできるが（71D，従来の有責性モデルにとどまったとも評する
ことができるのであって，児童を個人としてサービスの対象とする法整備が必
要であったように思われる（712）。
3．福祉アプローチの展開
　イングルビー報告書では，統一的な家族サービスへの統合という視点もその
萌芽が見られたのであるが，1964年に再び労働党が政権を奪取すると，児童
ケアだけでなく，心身障害者，高齢者などサービスの対象ごとに細分化されて
いること自体を見直すべきことが意識されるようになった。1965年8月には，
白書『児童，家族および少年犯罪者』が公表され，対人社会サービス（per－
sonal　social　services）の組織と責任について再検討すべきことが提案され
た（713）。これを受けて設置されたのがシーボーム委員会である。シーボーム委
員会は，1968年7月に報告書を公表し，地方当局における対人社会サービス
について，従来の福祉局・児童局・衛生局等の縦割りでなく，社会サービス部
が統合して行うべきものとし，施設ケアと在宅ケアとを相補的なものとして捉
え，地方当局以外の諸団体や諸個人もそれぞれの役割を果たすことによって，
（710）以上につき，秋元・前掲，p．152－154
（711）　許・前掲論文，p．52
（712）　なお，同法の他の条文については，桑原・前掲，p．210－211を参照。
（713）　秋元・前掲，p．162－164，許・前掲論文，　p．53を参照。
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「コミュニティによるケア」を行うという視点を打ち出した（714）。
　このシーボーム報告を受けて制定されたのが，1970年の「地方当局社会サー
ビス法」（Local　Authority　Social　Services　Act）である。この法律によって，
児童委員会は廃止されて社会サービス局が責任を負うこととなり，ジェネリッ
クなソーシャル・ワークが重視され，「コミュニティに根ざし，かつ，家族本
位のサービス（acommunity　based　and　family　oriented　service）」が目標
とされたのである㈲。しかし，「ここでは，児童ケアの特殊性は看過され，そ
の専門的な知識や技能は失われ，また，児童ケア・サービスの求めてきた人的
な（personal）な要素の提供は，社会サービス局のような大きな組織では困
難となることも，容易に予想されよう」（716）との批判が妥当する。現に1975年
時点でもすでに，「職員の不足や，そのような仕事にたずさわっている人びと
への適切な訓練がされていないために，この理想を実現していくにはほど遠い
のが実情」であり，訓練を受けていない人が補助ワーカーとして働くためには，
「スーパービジョンがきわめて重要であること」も指摘されていたのである（Tt7）。
　シーボーム報告とは別に非行少年の法的処遇については，1968年の白書
『問題児童』が公表され，少年裁判所の手続を改善すべきことが提案された。
そしてこれを受けて1969年には，「児童少年法」（Children　and　Young　Per－
sons　Act）が成立した。本法は，コミュニティ・ホーム（Community　Home）
という新しい施設および中間処遇（lntermediate　Treatment）という新しい
処遇方法を導入し，問題児童を少年裁判所に連行することを避けて地方当局に
よる福祉的なアプローチの中で問題解決を図ろうとしたものである（718）。した
がって本法の射程範囲は著しく広いのであるが，親権とのかかわりにおける変
更点に絞って問題点を検討することとする。そうすると，1969年児童少年法
（714）武川正吾「在宅ケアの実情一イギリス」1993年，ジュリスト増刊号『高齢者
　　と在宅ケア』，p．224を参照。
（715）許・前掲論文，p．53
（716）許・前掲論文，p．53
（717）　プリングル＝ナイドウ・前掲邦訳書，p．63－71
（718）　桑原・前掲，p．　225を参照。
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は，犯罪少年の場合（殺人は除く）もついにケア手続の対象としたのであるが
（1条2項f号），少年裁判所がケア命令を下すためには，当該児童少年が「ケ
アまたは統制を必要としていること（in　need　of　care　or　control）」が示され
なければならないのであって，これは「ケアまたは統制のテスト」と呼ばれて
いる（719）。しかしこの「ケアまたは統制のテスト」も，「善良な親のテスト」の
言い換えにすぎなかった。「善良な親のテスト」が「良い家庭」の子どもと
「悪い家庭」の子どもとの間に差別をもたらすとの批判に配慮し，また，親の
問題が言及されないほうが子どもの要保護性に即してより純粋かつ柔軟に判断
できるとの考え方に立つものであったにすぎないのである（72°）。
　1969年児童少年法は，保護措置に関する1933年児童少年法62条を廃止し，
新たに，監督命令，ケア命令等を定めた（1条3項）。「監督命令」（同項b号）
とは，1933年児童少年法にも置かれていたものであるが，地方当局の役割を
強化するとともに，監督者の裁量を認める「中間的処遇」付きの監督命令（12
条）を定めたことが改革された点である。「ケア命令」（care　order）とは，児
童少年を家庭から引き離して処遇する必要がある場合になされる命令であり，
「適任者命令」と基本的には同一の性格を有するものである。したがって，ケ
ア命令が下されると，ケアを託された地方当局は児童少年の親と同一の権利義
務を付与される（24条，29条）（721）。また，子を緊急に保護する必要がある場
合には，28日間有効に安全な場所へ子を移すことが可能な命令である「安全
な場所命令」（place　of　safety　order）を裁判所に求めることができることも
定められた（28条）（722）。
　すなわち，1969年児童少年法のケア手続は，1948年児童法のケアとは異な
り，親の意思に反する場合であっても，「ケアまたは統制のテスト」に合致し
（719）秋元・前掲，p．177－179，許・前掲論文，　p．54
（720）　この点については，秋元・前掲，p．179－181に詳しい。
（721）以上につき，秋元・前掲，p，187－192を参照。
（722）許・前掲論文，p，54。なお，これらの制度の運営状況と評価については，プ
　　リングル＝ナイドウ・前掲邦訳書，p．71－82を参照。
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ている限り（723），子のケア委託を行うことができるのであって，親権を排除す
ることのできる強制的なケア手続なのであるが，刑事手続をモデルとして構成
されたものであり，児童保護手続としては不適切な規定を多く設けているといっ
た問題点も指摘されている（724）。したがって，この段階でも，子の福祉がいま
だ絶対的な原則とはなっていないのであって，親の有責性原則が形を変えなが
ら維持されてきたと考えるべきであろう。
第7節　成長減退・インフレ期の経済と社会
1．石油ショックと経済の失速
　1970年代は，再び保守党が政権を把握し，「福祉国家」を見直すことからス
タートした。ピース政権は，「市場原理」の復活を標榜し，経済への国家介入
の縮小・公共支出の削減・所得政策の廃止・減税の実行・労働組合対策を次々
に打ち出した。しかし労働組合は，賃上げストをもって対抗したため，それに
伴って物価が上昇した。これは，コスト・プッシュ・インフレーションであっ
たが，そのために生産や投資が鈍化してしまい，失業率も上昇することとなっ
た。そこで今度は，高度成長政策を採用し，公共支出を増加させ，それによっ
て派生するインフレーションに対しては所得政策で抑制した。ピースの「u
ターン」と椰楡されたケインズ主義的経済政策であった。こうして，インフレ
と不況が同時に進行するスタグフレーションに陥っていったのである㈱。こ
のようなイギリス経済の脆弱さは，「英国病」と呼ばれるようになる。
（723）許・前掲論文，p．　54は，「1948年法（1980年法）のケアが親の養育不能や監
　　護不適性を理由とするのに対し，1969年法のケア手続は，子の側の一定の要保
　　護性を理由とするので，親の意思は無関係であり，親の意思に反する場合であっ
　　ても子のケア委託は可能となる。」としているが，上述のように「ケアまたは統
　　制のテスト」は，子の側の要保護性だけでなく，「善良な親のテスト」の発想が
　　残存しているものとみるべきであろう。
（724）許・前掲論文，p．54を参照。なお，この刑事手続モデルの構成については，
　　桑原・前掲，p．225－239に詳しい。
（725）以上につき，村岡＝木畑・前掲，p．　402－404を参照。
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　1971年には，アメリカの国際収支が急激に悪化し，ニクソン大統領はドル
防衛策としてドルと金との交換を停止した（ニクソン・ショック）。そのため，
国際通貨体制は著しく動揺することになり，ブレトンウッズ体制は崩壊した。
同年末には，先進十力国蔵相会議で米ドルの7．89％の切り下げをはじめとする
多国間通貨調整を行うこととなり，対ドル変動幅を従来の上下0．75％から2．25
％に拡大することで合意した（スミソニアン協定）。しかし1973年初頭には，
激しいドル売り・西ドイツのマルク買いが殺到して，為替相場は大混乱に陥り，
主要先進諸国通貨のほとんどが変動相場制に移行することとなったのである。
　こうした経済の大混乱の中，ピース首相は，1973年にEEC加盟を果たした。
イギリスは，当初はアメリカとのパートナーシップを重視し，EECに対して
主権を放棄することや食料価格が上昇することを是認しなかったのである（726）。
しかし，ピース首相がもともと熱心な親ヨーロッパ派であったばかりでなく，
ヨーロッパへの輸出が相対的に上昇しており，アメリカとのパートナーシップ
に頼っているだけでは上記の経済的苦境を乗り切ることが不可能であることも
認識されていたのだといえよう。もっとも世論はそうではなかった。国民の
EEC加入支持が確認されたのは，1975年であった。「EECへの加盟にかんす
る限り，イギリスの世論は，ひどく気まぐれで，明らかに大まかな趨勢は，ほ
とんど予想可能といえるほど規則的に反転していった」のであり，「非常に多
くのイギリス人が，時期によってくるくると意見を変えたという事実そのもの
が，それらはあまり熟慮した意見ではなかったということを示している」（727）
と評しうるであろう。
　しかし1974年の総選挙は，労働党が辛勝することとなり，第三次ウィルソ
ン政権が発足することとなった。しかるにウィルソン政権は，石炭労組のスト
ライキとインフレーションとに直ちに立ち向かわなければならなかったのであ
（726）　この点については，石川謙次郎『ヨーロッパ連合への道』1994年，NHKブッ
　　クス，p．27－28，54－62を参照。なお，主権の共有という理念については，鴨武
　　彦「ヨーロッパ統合』1992年，NHKブックス，　p．　25－34を参照。
（727）　ローゼン・前掲邦訳書，p．224
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る。ウィルソンは，労働組合会議（TUC）との「社会契約」（政府が物価を押
さえて国有化などを推進する代わりに，労働組合も無理な賃上げ要求をしない
という，一種の紳士協定）によって取得政策によるインフレ抑制を図ろうとし
たのであるが，タイミングとしては最悪であった（728）。インフレに追い討ちを
かけるように，1973年には，第一次石油ショックにみまわれていたからであ
る。第一次石油ショックは，第四次中東戦争に際し，アラブ石油輸出国機構
（OAPEC）が石油価格を一挙に4倍にも引き上げたことから生じたものであ
る。そのため先進主要国では，商品価格が上昇してしまい，消費者物価指数が
急騰することとなった。イギリスでも公共支出をさらに増大させて対応せざる
をえなった。こうして1974年から1975年には，経常収支が悪化し，深刻な景
気後退を引き起こしたのである。
　ウィルソンを引き継いだキャラハンは，物価上昇・国際収支の赤字・失業率
増大・ポンド急落に立ち向かわなければならず，ケインズ主義的政策に訣別し
て公共支出を削減せざるをえなかった。その余剰金は産業の活性化に振り向け
られたのであるが，物価上昇はとどまることはなく，政府はさらなる「社会契
約」によって実質賃金の上昇を食い止めようとしたところ，労働組合がこれに
反発して取得政策は破綻することになる。そのため，その後は労働争議が頻発
することとなり，1978年の暮れから1979年の冒頭にかけて噴出した労使紛争
で大混乱に陥り，「不満の冬（winter　of　discontent）」と呼ばれる時代となっ
てしまった。そして1979年の総選挙では，保守党が圧勝することとなり，イ
ギリス議会政治史上初の女性宰相であるマーガレット・サッチャーの時代が始
まることとなったのである（729）。
　また，1979年にはイラン革命が起き，親アメリカ政策を採用していたパフ
レヴィー国王が追放され，イスラム教シーア派の指導者ホメイニが実権を握っ
たことにより，翌1980年にはイラン・イラク戦争が勃発した。そしてイラン
（728）以上につき，村岡＝木畑・前掲，p，413－415を参照。
（729）　以上につき，村岡＝木畑・前掲，p，　417－422，飯田隆『図説　西洋経済史』2005
　　年，日本経済評論社，p．209－211を参照。
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の産油量が激減したため，石油価格は再び高騰した。これが，第二次石油ショッ
クであり，またもやイギリスは苦境に立たされることとなったのである。
2．サッチャリズムの展開
　1979年5月の総選挙により，保守党の党首サヅチャーが政権を担当するこ
ととなった。サッチャーの政治理念は，ハイエク，フリードマン流の「自由競
争社会」を樹立することにあった（73°）。そのための具体的な経済政策の基本は，
①完全雇用の放棄，②国有産業の民営化や所得税減税，労組の活動抑制などの
サプライサイド政策，③公共部門借入必要額（PSBR）の削減と貨幣供給量増
加率の抑制によるインフレ鎮静化，であった（731）。サッチャー政権第1期には，
上記施策には思うほどの効果が現れず，失業率の増大に対しては何ら積極的な
手を打たなかったため，ギャラップ調査の満足度も落ち込んだのであるが，
1982年のフォークランド戦争への素早い処置と短期間での武力制圧によって，
サッチャー批判を一瞬にして消し去ったのである（732＞。「フォークランド戦争は，
サッチャー政権の存命策として戦われたことにしかならないが，事実，彼女は
戦争中に自分の人気を絶頂にまで高めることに成功した」（733）のである。
　サッチャー政権の経済政策のうち，最重要視した③のマネタリズム政策につ
いては（734），公共支出を強力に抑えてPSBRを減少させたものの，失業率の急
増によって社会保障費を増加させ，防衛費も拡大させたため，貨幣供給量の増
加抑制は達成できず，失敗であったとされている。しかし，インフレは鎮静化
に向かい，生産性の向上も見られ，1980年代には景気は上向きとなった。そ
れは，②の諸施策が一定の効果をもたらしたからであって，「サッチャー革命」
（730）　村岡＝木畑・前掲，p．425
（731）飯田・前掲，p．255
（732）村岡；木畑・前掲，p．426－429
（733）　森嶋通夫「サッチャー時代のイギリス』1988年，岩波新書，p．　98
（734）　マネタリズム理論については，志筑徹朗・武藤恭彦『合理的期待とマネタリズ
　　ム』1981年，日本経済新聞社を参照。
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と呼ばれた（735）。ただし，「大量の失業者をつくるならば，経済は沈滞して，物
価が下落してくるのは当然の理」であるとし，「失業とインフレーションの間
に，トレード・オフの関係がある」（736）との批判がある。また他方，一定の経
済成長を確保したとはいえ，その分配に関しては所得格差が拡大したことも指
摘されている（737）。
　サッチャーは，労働組合活動に対して厳しい規制方針を打ち出し，矢継ぎ早
に労働法規が制定されていった。1980年雇用法で，クローズド・ショップが
禁止され，ピケも制限された。1982年雇用法では，労組役員が承認したうえ
での不法行為に対し，労働組合に巨額の罰金が課されることとなり，ストライ
キ後の再雇用は雇用主の自由とされた。そして1984年には，絶望的な炭労ス
トが起きたが，決定的な敗北で終わることとなった（738）。さらに1988年。1989
年，1990年，1993年と立て続けに雇用法が制定され，労働組合の力を削ぎ続
けたのである。これらは，「労働組合法の大改造を意味しており，実質的に，
労働組合が魅力のあるものとしてその組合員を引き留めることができないよう
にしたものである」（739）と評することができる。
　また，サッチャーは教育改革をも打ち出し，その狙いは，「実務教育や職業
教育などを促進し，さらに教育の質の全国的な平準化をはかる」㈲ことにあっ
た。1988年には，「教育改革法」（Education　Reform　Act）が成立し，小学
校・中等学校が「国庫助成学校」の地位を得ることによって，地方自治体の統
制から離脱する権利を付与した。これによって教育科学省は，直接的に学校を
管理運営する責任を負い，新しい諸権限を獲得し，全国統一カリキュラムを導
　（735）以上につき，飯田・前掲，p．255を参照。なお，サッチャー革命の具体的内容
　　　とそれに対する世相については，高畑昭男『サッチャー革命。英国はよみがえる
　　　か』1989年，築地書館を参照。
　（736）　森嶋・前掲，p．　166
　（737）　武川正吾・塩野谷祐一編「先進諸国の社会保障①　イギリス』1999年，東京
　　　大学出版会，p．　101（駒村康平執筆）。なお，この点については，ジョーンズ・
　　　前掲邦訳書，p．　221－223を参照。
　（738）　この点については，高畑・前掲，p．46－68を参照。
　（739）　ローゼン・前掲邦訳書，p．　85－88
　（740）　村岡＝木畑・前掲，p．434
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入する計画を公表した（741）。「いわば国民の多くを私的企業で働かせ，彼らに自
社の株をもたせ，自分の持家に住まわせる，そして福祉や教育やその他の地方
行政サーヴィスについても自助努力や自己負担にゆだねる，というのがサッチャー
の履行した政策であった」のであり（742），結局それは，「努力して成功し，成り
上がれ」（743）ということにすぎないのであって，サッチャーのスローガンであ
る「ビクトリア時代に帰れ」を実現したものであった（744）。
　しかしながら，1989年にはインフレ再燃のおそれが生じ，公定歩合を引き
上げたものの，なかなかインフレは鎮静化しなかった。しかも金利が上昇した
ため，上記の持家政策のもとで住宅ローンを組んでいる人びとに打撃を与えた。
また，地下鉄や鉄道のストも続発し，社会不安がかきたてられた。そして1990
年には，金持ちには軽く貧乏人には重い負担となる．「人頭税」反対の動きがに
わかに激化し，サッチャーの支持率は急落していった。ところがイラクがクウェー
トを侵略した「湾岸危機」が出現し，フォークランド戦争時と同様に，またも
や強硬姿勢によって人気がやや回復した。しかしもはや支持は戻らず，党首選
挙で十分な票数が得られず，辞任を表明することとなった。サッチャーの後は
メージャーが継承したが，保守党は，政治家の金銭およびセックススキャンダ
ルによって不信感を受け，さらにIRA（アイルランド共和国軍）のテロ再開
や「狂牛病」問題によってついに窮地に追い込まれ，1997年の総選挙で労働
党に大差をつけられたのである（T‘5）。
3．ニュー・レイバーと「第3の道」
1997年5月からは，労働党党首トニー・ブレアの時代となる。ブレアは，
（741）　ジョーンズ・前掲邦訳書，p．　213－214
（742）　村岡＝木畑・前掲，p．435。その個別的内容については，毛利健三編著「現代
　　イギリス社会政策史1945～1990』1999年，ミネルヴァ書房を参照。
（743）高畑・前掲，p．79
（744）森嶋・前掲，p．　69－70。この価値観については，クラーク・前掲邦訳書，　p．
　　368－377を参照。
（745）村岡＝木畑・前掲，p．436－438
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1994年に産業の国有化路線を明示した党綱領第4条を改正して「脱社会主義」
を打ち出し，労働組合への依存度を弱め，ビジネスに対しても友好的であるこ
とを訴えて，労働党の改革を行った。ニュー・レイバー（新しい労働党）のス
タートである。折からの経済のグローバル化によって，一国単位での経済シス
テムは成り立たなくなっており，ケインズ政策の有効性は疑問視されつつあっ
た。したがって労働党の改革は，ケインズ主義的福祉国家路線からも決別した
のである（746）。
　そしてブレアは，これまでの社会経済システムのモデルを転換することを打
ち出し，ブレア労働党のブレーンである社会学者アンソニー・ギデンズの「第
3の道（the　third　way）」という概念を導入した。第1の道は，旧左派の古典
的社会民主主義である。これは，「大きな政府」を志向し，ケインズ主義的需
要管理のもとに完全雇用を図り，強固な平等主義に基づいて福祉国家を形成す
る思想であった。しかし，それはグローバルな視点を欠き，環境問題にも真正
面からは取り組んでこなかった。第2の道は，新右派の新自由主義＝サッチャ
リズムである。これは，「小さな政府」を志向し，市場原理主義を信奉し，強
力な経済的個人主義に基づいて自律的な市民社会を形成する思想であった。し
かし，それは不平等を積極的に是認し，環境問題も敵視した。そこで根源的な
変化を遂げた現代世界に，社会民主主義を適応させるために必要な思考と政策
立案のための枠組みとして，第1の道と第2の道を超克する第3の道が掲げら
れたのである㈲。具体的には，層「市場の効率と社会正義や平等との両立を目指
す路線」（748）であるといえよう。
（746）　この点については，吉瀬征輔『英国労働党』1997年，窓社，舟場正富『ブレ
　　アのイギリス』1998年，PHP新書，黒岩徹『決断するイギリス』1999年，文春
　　新書，藤森克彦『構造改革　ブレア流』2002年，TBSブリタニカ等を参照。
（747）以上の議論については，Anthony　Giddens，　The　Third　Way，1998　Policy
　　Press　c／o　Andrew　Nurnberg　Associates　Ltd．，佐和隆光訳『第3の道』1999
　　年，日本経済新聞社，p．26－55を参照。また，「第3の道」理論に対する批判と
　　反批判については，Anthony　Giddens，　The　Third　Way　and　its　Critics，2000
　　Policy　Press　c／o　Andrew　Nurnberg　Associates　Ltd．，今枝法之・干川剛史訳
　　「第3の道とその批判』2003年，晃洋書房を参照。
（748）　山口二郎「ブレア時代のイギリス』2005年，岩波新書，p．129
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　ブレアは，サッチャー時代の行き過ぎた市場原理主義の修正を施してきたが，
必ずしも劇的な政策転換は行っていない。ブレアは，首相に就任する前の労働
党大会で「私にやりたいことは3つある。それは，教育，教育，教育だ。」と
叫んだように，教育政策を推進した。しかし，この教育政策は，経済政策の観
点からの競争力強化と，社会正義の観点からの公平性の追求という2つの顔を
持っている㈹。またブレアは，サッチャーと異なって子育て支援策にも着手
し，児童手当制度，シュアー・スタート（Sure　Start）・プログラム，チャイ
ルド・トラスト・ファンド（CTF）などを実施した。しかし新機軸ともいう
べきCTFの目的は，「乳児のうちから自立に必要な資金を準備するよう誘導
し，若者に経済的な自立の観念を植え付けようという」㈹）ことにあったとさ
れる。このようにブレアの「第3の道」という政策は，かなり「折衷主義的な
政治手法の象徴」（’51）ということができよう。つまり，ブレアが医療・教育・
公共交通に対する投資を増加させたことは社会民主主義的であるが，所得格差
が拡大することを放置し，逆進的な税制を維持していることは新自由主義の継
承者たる側面を有しているのである（752）。
　ブレアの対児童政策についても，折衷主義的であるといえるであろう。確か
に，後述するようにサッチャー時代における不介入主義・非介入主義を修正し，
児童保護システムの改善を推進して関連機関の連携が強調されたのであるが，
血縁家族の自律性を前提とした基本的な枠組みには変更を加えていない。もと
もとギデンズの理論では，「強い絆で結ばれた家族が社会的連帯を強化すると
は限らない」のであって，「家族の強い絆は，それが家族の内側のみにとどま
らず，外側にも及んで初めて，市民的結束の有効な礎となる」のであり，それ
こそがギデンズのいう「社会的に統合された家族」である㈹。しかしながら，
ブレアはそのような家族像の転換は行っていない。確かに，「だれもが自由競
（749）
（750）
（751）
（752）
（753）
山口・前掲，p．52－55
山口・前掲，p，31－33
山口・前掲，p，136
山口・前掲，p．136－137
ギデンズ・前掲邦訳書，p．　166－167
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争にしのぎを削った時代が終わり，社会全体がより人間的な生き方を求める方
向に舵を取り始めたことを，政府も後押ししている実態」側は確認できるか
もしれないが，子どもの福祉を中心としたより根本的な政策転換は，折衷主義
からは生じ得ないように思える。
　ブレア政権の外交政策では，親ヨーロッパ政策を打ち出している。しかし，
EU憲法の採択や通貨統合にまで積極的であるわけでもない。他方で，アメリ
カとの軍事協力に関しても積極的である（755）。とはいえ，2003年3月20日，
国民の反対を押し切ってまでイラク戦争に積極的に参加したことは理解しがた
い。その真意については，さまざまな憶測が語られているが，基本的には，
「アメリカの影響を使いながらイギリスを復活させようと考えた」（756）のであろ
う。ブレアの言説は，正義のための世界秩序戦争であるという主張となってい
る。しかしながら，イラクが大量破壊兵器を実践配備できる軍事計画があると
いう情報操作疑惑によって㈹），ブレアの不人気は一気に高まり，労働党は選
挙戦で苦戦を強いられることとなった。ところが，労働党内部でイラク戦争へ
の批判が高まるなか，逆に保守党はブレアを支持するに至り，混沌とした国内
政治情勢となった。
第8節　親権からパートナーシップへ
1．親権と行政介入の限界
　児童の保護問題については，1960年代までにケア手続制度が確立されてい
き，地方当局は，強制的な介入の余地を残しながらも，ジェネリックなソーシャ
ル・ワークが重要であるとして，家族機能を重視する任意的な介入を進めていっ
た。しかしながら1970年代に入ると，次のような疑念に直面することとなる。
（754）　阿部菜穂子「異文化で子どもが育つとき』2004年，草土文化，p．　157
（755）　山口・前掲，p．97－100
（756）　梅川正美・阪野智一編『ブレアのイラク戦争』2004年，p．33
（757）　この点については，梅川・阪野編・前掲，p．156－179を参照。
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第1に，地方当局による福祉サービスは，本当に子の最善の利益が何であるの
かを判断することができるのか，第2に，福祉機関としての地方当局は，常に
子の利益を代弁し，その福祉を実現する役割を果たしていると言い切れるのか，
という問題である（758）。そしてそのような疑念は，1973年に起きたマリア・コー
ウェル事件などを通じて現実化してくることとなった。
　マリア・コーウェルは，1965年3月に出生したが，父は出生後に家出して7
月に死亡した。マリアの母ポーリンは，夫（マリアの父）との間に5人の子を
もうけたが（マリアが5番目の子である），マリアの前に生まれた4人の子は，
いずれも裁判所の「適任者命令」によって地方当局の保護下に置かれていた。
マリアは，1965年8月，母によって子のない父方の叔母に預けられ，叔母家
族の一員として可愛がられていた。しかし1966年6月，母が突然マリアを連
れ戻し，母はウィリアムと同棲を始めた。ところが母は，再びマリアを別の婦
人に預けたため，裁判所から「安全な場所命令」を受け，マリアは叔母のもと
へ返された。同年8月には，裁判所は，マリアを地方当局の保護下におく「適
任者命令」を発し，地方当局はマリアを養護施設（residential　nursery）に
収容しようとしたが，母がこれに反対したため，叔母を里親とすることとなっ
た。1970年10月ころ，地方当局が家族サービスの一環としてマリアを母に返
す準備を始めると，マリアはそれに激しく抵抗したのであるが，1971年10月，
とうとうマリアは母と継父ウィリアムのもとに返され，翌月には母の申立によっ
て「適任者命令」が撤回された。しかるにその直後からマリアは母の著しい虐
待を受けることとなり，地方当局等にもその通報がなされるようになった。そ
して1973年1月6日，マリアは継父ウィリアムに殴り殺されてしまったので
ある（759）。
　つまり，地方当局のソーシャル・ワーカーが関与しながら，「虐待による子
どもの死亡という悲劇を防げなかった」㈹）というだけでなく，むしろ家族サー
　（758）　秋元・前掲，p．206
　（759）　島津一郎「子の監護をめぐる2つのハード・ケース」『転換期の家族法』1991
　　　年，日本評論社，p．192－199
　（760）　秋元・前掲，p．207
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ビスの名における未熟なソーシャル・ワークが逆効果を招いてしまったのであ
る。マリアは経験が少なく誰も相談に乗ってくれる人のいない末端の職員に委
ねられたのであり，そのために児童を形式的に家庭に返すための取り組みが進
められ，それは行政活動にありがちなマニュアル的な対応でしかなかったので
あって，「経験者の指導が得られなかったことはマリアにとって誠に不幸なこ
とであった」㈹）といえるであろう。この背景には，ソーシャル・ワーカーや
裁判所が「子と実親の絆（「血縁（blood　tie）」）を不当に重視した」（762）ことが
ある。つまり，「この事件は，児童ケア政策が，「家族』への関わりを深めるに
つれ，結局子を見失っていったことを示唆」しており，「子の利益が必ずしも
親の利益と一致しない場合のあることが改めて確認され，再び個人としての子
を重視する動きへつながっていった」（763）といえよう。
　この時期には，養子制度の見直しが図られており，ホートン委員会は，1972
年に報告書を公表した。この報告書では，養子制度の基本政策として，要保護
児童を家庭的環境の中で保護する手段として養子制度を確立すること，親族等
による子の監護は実方との親族関係を断絶しない方法によることが望ましいと
して後見制度を活用すること，などが勧告された（764）。また，里親に監護され
た場合の実親からの児童の引渡請求に関しても，親の権利引受け制度の活用や
引受け事由の拡大などが勧告されていた〔765）。
　これらを受けて，1975年，「児童法」（The　Children　Act）が成立する。こ
の法律は，同法第1部：養子（Adoption），第2部：監護（Custody），第3
部：世話（Care），第4部：イングランド及びウェールズにおける法のその他
の修正（Further　Amendments　of　Law　of　England　and　Wales），第5部：
（761）　島津・前掲，p．199
（762）許・前掲論文，p．56。なお，中川高男「欧米における最近の親権の動向」全
　　国社会福祉協議会養護施設協議会編『親権と子どもの人権』1980年，全国社会
　　福祉協議会，p．　241－242も同旨。
（763）　許・前掲論文，p．56
（764）　島津＝許・前掲論文，p」17
（765）許・前掲論文，p．54－55
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雑則及び補則（Miscellaneous　and　Supplements）の全109条からなってい
る（766）。第1部の養子制度の部分については，それまでも地方当局は養子収容
に関与する権限を有していたが，本法によって地方当局に対人社会サービスの
一環として行うことを義務づけたものであった（767）。なお，本法第1部は翌
1976年「養子法」（Adoption　Act）に統合された。
　マリア・コーウェル事件との関連で重要なのは，むしろ第2部の監護制度に
関する部分である。1975年児童法は，マリア・コーウェル事件のようなケー
スに対処するものとして，「監護者命令（custodianship　orders）」制度を設け
た。監護者命令とは，申立人に対して子の法的監護権（legal　custody）を付
与し，申立人を子の監護権者（custodian）とする制度である（33条1項2項）。
この法的監護権には，子の身上に関する一切の権利義務を含むものとされてい
る（86条）。そのため，子の養育については，もっぱら監護権者が行うことと
なり，実親による子の取戻しは認められない（768）。しかしながら，実親子関係
は断絶されず，裁判所は，面接及び扶養に関して，必要な命令を下すことがで
きるものとされている（34条）。このように1975年法は，いまだ血縁を重視
しているのであり，1960年代の流れを汲むとはいえ，中途半端な制度設計で
あった（769）。なお，この手続の保護原理としては，1971年「未成年者後見法」
（Guardianship　of　Minors　Act）第1条が適用されることとされ（33条9項），
子の福祉が第一かつ至高の考慮事項であることが確認されている。この監護者
制度については，さまざまな批判が寄せられ（77°〉，その後は1978年法第3部に
おいて大幅な修正を受けるのであるが，結局，1985年11月まで施行されず，
　（766）1975年児童法の第2部の翻訳と解説については，山本正憲訳「児童法（1975
　　　年）抜粋」岡山法学28巻1号＝全社協・前掲，p．　246－256に転載，山本正憲
　　　「イギリスにおける連れ子養子をあぐる諸問題」『養子法の研究皿』1985年，法
　　　律文化社，p．304－317を参照。
　（767）磯野誠一「英国新児童法の素描」1976年，ジュリスト604号，p．116，秋元・
　　　前掲，p．219，注（6）を参照。なお，第1部の養子制度の内容については，三木・
　　　前掲論文，島津＝許・前掲論文を参照。
　（768）　島津＝許・前掲論文，p，118
　（769）　この点については，島津＝許・前掲論文，p．119を参照。
　（770）　この点については，島津・前掲，p．200－201を参照。
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そうした不人気のうちに（771＞，1989年「児童法」（The　Chiidren　Act）によっ
て廃止され，それに代わる「居住命令（residence　order）」が制定されること
となる㈹）。
　ケア手続制度は，このように紆余曲折を経てきたのであるが，1980年，「児
童ケア法」（Child　Care　Act）という統合立法が制定され，1948年児童法の諸
規定及び予防活動に関する1963年児童少年法の規定が統合された。予防活動
については，個々の地方当局によってかなりの落差があるものの，さまざまな
取り組みがなされてきたことは評価すべきであろう㈹）。任意的ケアについて
は，親による子どもの引取行為に対処するため，「親の権利に関する決議（pa－
rental　rights　resolution）」と呼ばれる一種の親権停止措置が採用された（3
条）（77％これは，地方当局が親に代わって当該児童の親権を引き受ける旨の決
議をなし，親が1ヶ月以内にその決議に異議ある旨を地方当局に通告しなけれ
ば決議が成立し，親が異議を唱えた場合には地方当局は少年裁判所に決議の承
認を求めなければならず，少年裁判所の決定に対しては地方当局も親も上訴権
を有する，という手続である。この決議の要件としては，親の不適格性を問題
にするもの（同条1項a号ないしc号）と，「子が3年間任意ケアにいたこと」
（同項d号）という「親の適性はもちろんのこと，その意思や責任さえ問うこ
となく，3年間という時の経過だけ」を理由とするものが含まれており（775），
親権の保護から児童の権利保護へ一歩進めたものと評価しうるであろう。この
決議が効力を生ずると，親の権利義務が地方当局へ移ることとなるが，子の宗
教決定権等一定の権限は親に留保される（3条10項，4条2項3項）〔776）。なお，
（771）　この実情については，小松隆二「イギリスの児童福祉』1989年，慶鷹通信，p．
　　150－160を参照。
（772）　島津・前掲，p．201
（773）　具体的な取り組みについては，秋元美世「児童福祉サービス」社会保障研究所
　　編『イギリスの社会保障』1987年，東京大学出版会，p．305－306を参照。
（774）　「親の権利に関する決議」に関する問題点は，許・前掲論文，p．　59－62が包括
　　的に検討している。
（775）　島津：許・前掲論文，p．121
（776）　島津＝許・前掲論文，p．122
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6ヶ月以上地方当局のケアに入っていた場合には，子の引き取りを求める親は，
あらかじめ28日以上前に通知しなければならないが，この28日の間に地方当
局が「親の権利に関する決議」をなしうるかどうかも問題となったが，貴族院
はこれが可能であると判示している㈹。
　強制的ケア手続制度については，保護要件として，①その者の適切な発達・
健康が避けられうるにもかかわらず害されまたはなおざりにされていること，
もしくは，虐待されていること，②その者の属する世帯の他の子どもが前記①
の要件に該当していること，③児童虐待等の罪などで有罪決定を受けた者と同
一世帯に属していること，④その者が道徳的危険にさらされていること，⑤親
または後見人の監督・統制がその者に及ばないこと，⑥その者の年齢，能力，
素質にふさわしい有効な全日教育を受けていないこと，⑦その者が殺人を除く
罪につき有罪であること，のうちの1つに該当することが求められる。そして
地方当局は，「裁判所が本条に基づく命令を発給する以外に，その者の必要と
するケアまたは統制を受けさせられる見込みがないこと」を立証しなければな
らない。これは「ケアまたは統制のテスト」である（778）。保護措置は，1969年
法と同じ「ケア命令」と「監督命令」である。これに基づく代替的ケアサービ
スとしては，里親委託とコミュニティホームへの収容とがある㈱）。
　これらのケア手続の問題点としては，「いかなるルートによるものであれ，
子がケアに付されている限り，子処遇に関する地方当局の判断を外部から争う
いかなる手続も存しないこと」にあり，養子制度についても，「子の自意識や
健全なアイデンティティの発達という点からは，実親とのつながりを法的に残
す方がよい」と論じられることが多いように思われる㈹）。しかし，国家が親
子関係に介入すべき場合には，これまで種々の保護要件が立てられてきたよう
に，さまざまな手段と手続とが必要なのであり，それを一括して規定すること
（777）　この議論については，許・前掲論文，p．58－59に詳しい。
（778）秋元・前掲，1987年論文，p．313
（779）　この具体的内容については，秋元・前掲，1987年論文，p．316－320，島津＝許・
　　前掲論文，p．　122－123，小松・前掲，　p．76－92などを参照。
（780）　島津＝許・前掲論文，p．123，126
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自体に無理があろう。一括して地方当局の裁量に委ねるより，むしろ個別の保
護要件とそれに対応する保護措置が立てられるべきもののように思われる。児
童虐待と親権をめぐっては，常に血縁関係の重視と親子関係の分離とが両極論
として語られるのであるが，そのような両極論が平行して交わらないからこそ，
その狭間にマリア・コーウェル事件のような事件が発生してしまうのである。
したがって，それらの両極論をもって解決手段とするのではなく，子の尊厳原
理を親権に優越するものとして確立し，その最終的な判断は裁判所に委ねるこ
ととすべきであろう。
2．児童の保護から児童の自己決定へ
　1985年には，ジャスミン・ベックフォード事件が起き，再び議論を巻き起
こすこととなる。ジャスミンとその妹ルイーズは，1981年に継父であるモー
リス・ベックフォードによってひどい負傷を負わされ，モーリスは執行猶予判
決を受けていた。ジャスミンたちは，いったんはブレント社会サービス局の監
護下に置かれたものの，その後ジャスミンたちは親元に帰され，1984年7月
にジャスミンは死亡した。しかるに社会サービス局のソーシャル・ワーカーは，
最後の10ヶ月間に一度しかジャスミンに会っていなかったのである（781）。また，
1987年夏には，クリーブランドにおける性的虐待が報じられ，6ヶ月の間に
121人の子どもが2人の小児科医の勧告に基づいて，「安全な場所命令」が発
せられるという事態にまで至った。ここでは，これまでの事件とは逆に，ソー
シャル・ワーカーが「虐待された子どもを救出するために，あまりに熱心に急
ぎすぎた」と判断されたのである（782）。
　もともと古い国家体制のもとでは，家族は管理の主体であると同時にその対
象でもあるという二面性を備えていた。しかし，近代国家体制のもとで，公的
な領域と私的な領域とが分離されてくるようになると，家族を管理することか
（781）Brian　Corby，　Child　Abuse　2nd　ed．，20000pen　University　Press，萩原重夫
　　訳『子ども虐待の歴史と理論』2002年，明石書店，p．92－94を参照。
（782）　コービー・前掲邦訳書，p．　95－99
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ら家族による管理が求められるようになる㈹）。しかるに福祉国家体制が構築
されるようになると，児童の養育は社会的な領域として，公的な領域と私的な
領域との混合領域として形成されてくる。そうすると，「家族は，自由主義国
家の負担軽減の機会であると同時に，干渉主義的国家の標的または負担である。
つまり，イデオロギーの対立ではなく，同じ線上の戦略の2つの極である。公
的なものと私的なものという2つの領域の雑種化が，社会的なものを形成する
ための積極的な価値を得るのはここにおいてである。」㈱と評することができ
よう。したがって，もはや公的な領域；地方当局のソーシャル・ワーカーと私
的な領域＝虐待する親とを相対立するものとして措定することで問題は解決し
えないというべきだろう。そうだとすると，いたずらに国家の児童概念や親権
の絶対性を振り回すのではなく，地方当局も親も児童の権利・利益を中心とし
て両極に位置する資源なのであって，児童の権利概念が中心に据えられた法制
度が構築されていかなければならない。
　これと平行して，1985年には，ギリック事件判決（7s5）が出され，物議をかも
すこととなった。ギリック事件は，保健・社会保障省の通達が「16歳未満の
者に避妊薬を処方する場合，原則として親の同意を得なければならない。しか
し医師と患者との守秘義務原則から，親の同意を得ることなく避妊薬を処方す
ることが望ましいと判断する場合には，例外的に医師は親の同意なくして避妊
薬を処方することができる。」と定めたことに対し，5人の16歳未満の娘の母
親が，この通達は親権に反しているため違法・無効だと争った事件である。イ
ギリス控訴院は母親の主張を認めたが，貴族院は3対2の僅差で控訴院の判決
を覆した。多数意見は，「子どもが成長して徐々に独立していくのに対応して
親権は縮小するのであり，一定の年齢まで完全な親権が認められているもので
はない。親権は，子どもを保護する必要がある限りにおいて認められているの
（783）Jacques　Donzelot，　La　Police　des　Familles，1977　De　Minuit，宇波彰訳『家族
　　に介入する社会』1991年，新曜社，p．54，106を参照。
（784）　ジル・ドゥルーズによるドンズロ前掲邦訳書のあとがき，p．285
（785）Gillick　v．　West　Norfolk　and　Wisbech　Area　Health　Authority［1985］3All
　　ER　402，［1985コ3WLR　830
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であり，子どもが自己決定をなしうるに十分な理解力と知性を備えた場合，親
権は子どもの自己決定権に譲歩しなければならない。」と判示したのである。
　この多数意見は，「国が子の成熟を条件として親の干渉を排斥し，子どもの
自己決定権を認めるものとして大きな意義を有する」（786）だろう。そして，「子
どもの利益が権利として承認される場合は，親は子どもに対する固有の権利・
義務を失い，親としての権利・義務は子どもの利益ないし権利に由来するもの
となる。親はもはや，財産管理の領域ではもちろん，身上監護の領域において
も，子どもの利益を実現する代理人以外の者ではありえない。もっと正確に言
えば，子どもの利益を維持・促進するための代理決定者（およびその実行者）
としての地位を与えられるにとどまる。」（787）と言うこともできよう。ここにお
いて，自然権としての親権理論に優越する，子どもの自己決定権という概念が
公に認められることとなったのであり，国家の保護的なソーシャル・ワーク理
論も，子どもの自己決定権を中心として構築されなければならないこととなっ
たのである。
　そして1989年11月20日，第44回国連総会において満場一致により，「子
どもの権利条約（Convention　on　the　Rights　of　the　Child）」が採択された。
この条約では，子どもの人格を正面から認め，子どもを保護すべき客体として
捉えているだけでなく，むしろさまざまな権利を保有してそれを行使しうる主
体として捉えている。ここに至って，児童の権利が主体的かつ実質的な権利と
認められるようになったと評することができよう。児童に関する措置について
の指導原理は，「子どもの最善の利益（the　best　interests　of　the　child）」で
あることも明記されるに至った（第3条第1項その他多数の条項）｛’88）。なお，
子ども＝児童が何歳までを指すのかについて，この条約では「18歳未満のす
（786）　島津・前掲，p，322
（787）　島津・前掲，p．323
（788）なお，条約では，子どもの最善の利益について，政府訳では「主として（a
　　primary）」考慮されるものとなっているが，原案では「至高の（the　para－
　　mount）」とされていたこと及びその表現が変更されたことにつき，波多野里望
　　『逐条解説児童の権利条約［改訂版］』2005年，有斐閣，p．29－31を参照。
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べての者」と定義された（第1条）。
　児童が権利主体であることは，第15条第1項において保障された「結社の
自由及び平和的な集会の自由（the　Rights　of　the　child　to　freedom　of　associa－
tions　and　to　freedom　of　peaceful　assembly）」が象徴している（789）。また，
児童の人格を正面から認めた主体的権利として，第12条第1項において「意
見表明権（the　rights　to　express　his　or　her　own　views　freely）」が定められ
たこと，および，同条第2項においてその手続的保障が定められて実効性確保
が図られたことが重要である。この意見表明権は，子どもの自己決定権の行使
に道を開く権利として理解しうる㈹）。ただしこの権利は，「自己の見解をまと
める力のある子ども」（the　child　who　is　capable　of　forming　his　or　her　own
views）」に認められるとされているが，この文言を限定的に解釈すべきでな
く，自己の意向を他者に伝達しうる能力があれば足りると考えるべきだろ
う（791）。
　また，第23条第1項は，障害をもつ子どもが，「尊厳を確保し，自立を促進
し，かつ，地域社会への積極的な参加を助長する条件の下で，十分かつ人間に
値する生活（afull　and　decent　life）を享受すべきであること」（792）を定め，同
条第2項で「障害児の特別なケアへの権利（the　right　of　the　disabled　child　to
（789）　許斐有『子どもの権利と児童福祉法』1996年，信山社，p．57を参照。以下，
　　条約の引用条文の翻訳は，同書に基本的に依拠している。原文と政府訳について
　　は，中野光・小笠毅編著『ハンドブック子どもの権利条約』1996年，岩波ジュ
　　ニア新書に掲載されている。
（790）　永井憲一・寺脇隆夫・喜多明人・荒牧重人編『［新解説］子どもの権利条約』
　　2000年，日本評論社，p，90
（791）許斐・前掲，p．58，永井ほか編・前掲，　p．94－95など。ただし，波多野・前掲，
　　p．80－82は制限的な解釈をしている。なお，自己決定権の保障が「いいなり」に
　　なることとは全く異なることについては，拙著「［増補］知的障害者の自己決定
　　権』2002年，エンパワメント研究所，拙著『これからの権利擁護』2001年，筒
　　井書房を参照。
（792）　なお，この政府訳では，「十分かつ相応な生活を享受すべき」とされているが，
　　‘decent’の訳語として「相応」は不正確であるばかりか，障害をもつ者として
　　「相応」の生活保障で足りるかのような表現となっており，明らかに不適切であ
　　る。
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special　care）」が，同条第3項で「障害児の特別なニーズ（the　special　needs
of　a　disabled　child）」が認められた意義は大きい。これは，障害をもつ子ど
もに人間としての尊厳を認め，障害をもたない子どもと同等の権利を保障する
とともに，その特別なニーズの認知と権利保障を認めたものである。したがっ
て，障害をもつ児童が人格的存在であるがゆえに普遍的な権利主体であること
が宣言されたのであり，かつての優生学的な児童観を超えたものといえよう。
　親子間における子どもの権利は，第7条第1項において「親によって養育さ
れる権利を有する。」とされ，第9条第3項においては，「子どもの最善の利益
に反しない限り，親の一方からあるいは親の双方から引き離された子どもが定
期的に親双方との個人的な関係及び直接の接触を保つ権利」を保障している。
これは，いわゆる面接交渉権を子どもの権利として再構成したものである。そ
れでは，これに対応する親の責任はどうなっているだろうか。第18条第1項
において，親または法定保護者は，「子どもの養育及び発達に対する第一次的
責任（the　primary　responsibility）」を有する。しかし虐待のように親が適
切に養育責任を果たしていない場合には，国が「子どもを保護するためにあら
ゆる適切な立法上，行政上，社会上及び教育上の措置」をとらなければならな
い（第19条第1項）。家庭環境を奪われた児童についても，「国によって与え
られる特別な保護及び援助を受ける権利」を有する（第20条第1項）。このよ
うに国は，いわば第二次的責任を負っているものといえよう。
　そこで児童虐待などの場合に，国が子どもを保護する手段として，親子を分
離できるかが問題となる。イングランドにおいても，救貧法時代から現代に至
るまで問題となっていたのは，強制的な親子分離が可能かどうかあるいは妥当
かどうかであった。この点について，子どもの権利条約は，原則として，「子
どもは親の意思に反して親から分離されない」とされている（第9条第1項第
1文）。しかしながら，「権限ある機関が司法審査に服することを条件として，
適用可能な法律及び手続に従い，このような分離が子どもの最善の利益のため
に必要であると決定する場合」には，例外的に，親の意思に反しても子どもを
親から分離できるとしている（第9条第1項第1文但書）。つまり，親の権利
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と義務を第一次的なものとして配慮しなければならないという意味において，
国の責任は第二次的なものではあるが，国も子どもの権利を保障する責任主体
として重要な役割を有するという位置づけとなっている。ここに，国家の児童
観や親権の絶対性を超えて，児童の主体的な人格の尊重を前提とする児童の権
利が確立されたのである。
3．1989年児童法　対立からパートナーシップへ
　イギリスでは，国連総会で「子どもの権利条約」が採択される9月前の1989
年2月16日，「児童法」（Children　Act）が成立した。1989年児童法は，12
部108条からなる膨大な法典であり，さらにこれを具体化するための15部の
施行規則とセットとなっている。同法における12部のタイトルは，第1部：
序，第2部：家族手続における子に関する諸命令，第3部：子と家族のための
地方当局の支援，第4部：ケア及び監督，第5部：子の保護，第6部：コミュ
ニティ・ホーム，第7部：民間ホーム及び民間組織，第8部：登録児童ホーム，
第9部：里子の私的な手配，第10部：チャイルド・マインディング及び幼児
のためのデイケア，第11部：国務大臣の指導監督機能と責任，第12部：雑則
及び一般的規定，となっている（793）。
　（1＞本法の特徴
　この児童法の第1の特徴は，これまでの統合立法よりもさらに進んで児童ケ
アに関する私法と公法を統合したことにある。これまでの公法における児童法
の系譜には，まず第1に，救貧法の流れを汲む貧窮児童保護法としての児童法
がある。1948年児童法，1963年児童少年法は，いずれもこの救貧法の系譜に
位置づけられよう。これらの貧窮児童保護法は，部分的に1975年児童法に引
き継がれ，1980年児童ケア法に合体されていたものである。第2の系譜には，
（793）　1989年児童法の本文については，英国保健省編（林茂男・網野武博監訳，柏
　　女霊峰・新保幸男・渋谷百合共訳）『英国の児童ケア：その新しい展開』1995年，
　　中央法規出版社，p．173－292に，許末恵教授による同法の全訳が転載されている。
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非行児童保護法としての児童法がある。1933年児童少年法，1952年児童少年
（改正）法，1969年児童少年法がこの系譜に連なる。私法における児童法の系
譜には，1975年児童法，1980年児童ケア法が連なる（794）。さらに1989年児童
法は，初めて障害児保護を定めており（第17条第11項），これも上記の諸系
譜の立法とともに統合している。
　第2の特徴は，「子どもの福祉」が原則とされたことにある。1989年児童法
は，「裁判所が（a＞子どもの養育，（b）財産の管理・収益の利用に関するいかなる
問題を判断する場合にも，子の福祉（the　child’s　welfare）が裁判所の至高の
考慮事項（paramount　consideration）である。」と定めた（第1条第1項）。
すなわち，児童の権利条約で「主として（aprimary）」と修正された用語よ
り一歩進んだ内容となった。1925年「未成年者後見法」（その後1971年未成
年者後見法に改正）は，「子どもの福祉を第一かつ至高のものとして（the　first
and　paramount　consideration）考慮しなければならない」と定めていたの
であるが，この「first」が抜けたことの意味は，この用語が比較衡量的な意味
をもつとされたため，採用されなかったのだとされる（795）。
　そして，第8条に基づく命令等をなすに当たって，「子どもの福祉」につい
て考慮すべき事項が6項目具体的に明示された（第1条第3項）。それは，（a）
（子どもの年齢と理解力に照らして考慮された）当該子どもの確かめうる希望
と感情，（b）子どもの身体的，情緒的及び教育的ニーズ，（c）子どもの状況の変化
が子どもに及ぼすおそれのある影響，（d）子どもの年齢，性別，背景及び裁判所
が関連すると考える子どもの特性，（e）子どもの受けた害もしくは受けるおそれ
のある害，（f）子どもの父母及び当該問題が関連すると裁判所が考える者が，子
どものニーズをどの程度満足する能力があるのか，（9澗題となっている手続に
おいて，本法で裁判所が利用しうる権限の範囲，というチェック・リストであ
（794）　この点については，田澤あけみ「児童・家庭福祉」仲村優一・一番ヶ瀬康子編
　　集代表『世界の社会福祉④　イギリス』1999年，旬報社，p．140－143を参照。
（795）　Cretney＆Masson，　Principles　of　Family　Law　7th　ed．2003　Sweet＆Max－
　　wel1，　p．635－636。なお，この点の解釈については，東和敏『イギリス家族法と
　　子の保護』1996年，国際書院p．34－37に詳しい。
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る。このa号については，実質的に子どもの意見表明権を保障するものとし
て理解すべきであろう。
　第3の特徴は，「親権」に代わる概念として，「親責任（parental　responsib
ility）」が強調されたことにある。もとより英国法では，親たること（parent－
hood）という統一的な法概念がなく，むしろ父を子の自然的後見人としたコ
モン・ローの原則があった（796）。しかし本法は，血縁関係を重視して親たるこ
とを責任根拠とし（第2条第1項，第2項）（79T），父母の地位を同等として上記
コモン・ローの原則は廃止した（第2条第4項）。また，親と後見人とは明確
に区別された（第5条，第6条）。「親責任」とは，「法により子どもの親が子
ども及びその財産に関して有するすべての権利，義務，権限，責任及び権威を
意味する。」と定義されたが（第3条第1項），親責任の具体的内容に関しては，
本法はほとんど規定していない。
　その内容のリストについては，論者によって相当の異同があるが，おおむね
次のような内容として理解しうると思われる。①子どもに家庭を提供すること，
②子どもと交流すること，③子どもの教育を決定・供給すること，④子どもの
宗教を決定すること，⑤子どもをしつけること，⑥子どもの医療措置に対して
同意すること，⑦子どもの婚姻に同意すること，⑧子どもの養子縁組に同意す
ること，⑨子どものパスポート発行を拒否すること，⑩子どもを海外に連れ出
し，子どもの海外移住を許可すること，⑪子どもの財産を管理すること，⑫子
どもを保護・扶養すること，⑬子どもの姓を決定すること，⑭法的手続におい
て子どもを代理すること，⑮子どもの遺体を埋葬すること，⑯子どもの後見人
を指定すること，など㈹）。
（796）　許末恵「英国の1989年児童法」『海外社会保障情報95号』社会保障研究所，
　　1991年，p．15
（797）　Cretney＆Masson，　op．　cit．，　p，521－531
（798）　Nigel　LQwe＆Gillian　Douglas，　Bromley’s　Family　Law　gth　ed．，1998
　　Butterworths，　p．350－351。同内容に関しては，東・前掲，　p．47－118に詳しい。
　　異同については，Cretney＆Masson，　op．　cit．，　p．534－549，　Rebecca　Probert，
　　Cretney’s　Family　Law　5th　ed．，2003　Sweet＆Maxwell，　208－212を参照。
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　②　家族手続における命令
　本法第2部は，子どもに関する私法の新しいスキームとして，「家族手続
（family　proceedings）」と「8条命令（a　section　80rder）」を規定した。本
法は，命令を単純化し，原則としてどの手続でも得られることとして，過去の
実務の欠点を除去したものとされている（799）。「家族手続」とは，子どもに関す
る高等法院の固有の管轄における手続，及び，本法所定の手続のほか，一定の
実定家族法における手続のことを指している（第8条第3項，第4項）。そし
て，子どもの福祉に関する問題が家族手続において生じた場合，裁判所は，一
定の者の申立によって8条命令を下ずことができる（第10条）。
　8条命令とは，以下に挙げる命令及びそれを変更し又は取り消す命令のこと
を指している（第8条第2項）。①「交流命令（contact　order）」，②「禁止命
令（prohibited　steps　order）」，③「居住命令（residence　order）」，④「特定
事項命令（specific　issue　order）」（第8条第1項）。これらの命令は，命令を
下すべき事項を具体化することで，必要のない事項についての裁判所の関与を
避けようとしたものと解されている（8°°）。また，「家族支援命令（family　assis－
tance　order）」が規定された（第16条）。
　このようなアプローチは，次の諸原則に従っているとされる。「第1に，子
を養育する主たる責任は親にあり，国家は，特にそうすることで家族崩壊の危
険が減るときには，親によるその責任の遂行を援助する。第2に，援助を要す
る家族へのサービスは，親との自発的なパートナーシップ（avoluntary　part－
nership）においてアレンジされる。家から離して子を世話することが必要な
ときは，密接な接触が維持され，子が家族との関係を維持できるようにし，適
切な場合には可能な限り速やかに再結合すべきである（以下，略）」（8°1）。すな
わち，親と国家は，子どもの福祉を中心として，パートナーシップの関係に立
つものとされているのである。
（799）許・前掲1991年論文，
（800）　許・前掲1991年論文，
（801）　許・前掲1991年論文，
P，16
P．17
P．17
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　③　地方当局によるサービス
　地方当局は，要保護児童のニーズに対して適切な範囲とレヴェルのサービス
を提供することによって，地域内の要保護児童の福祉を保護・促進し，それと
調和する限りにおいて家族による子どもの養育の促進を一般的な義務として負
う（第17条第1項）。なお，障害児が要保護児童として位置づけられた（同条
第10項c号，第11項）ことは前述したとおりである。これは，「可能ならば
いつでも家族関係および家族としての責任を継続的に維持することによって，
子どもたちが生まれた家の人々との関係を保ち続けられることを強調する」（8°2）
ものであり，「たとえケアの過程によって血縁家族がぎりぎりの限界にまでき
ている時であっても，血縁家族は重要な継続性の拠り所であり続ける」（8°3＞と
いう価値観に支えられたものである。
　このサービス内容としては，学齢前およびその他の子どものためのデイケア
（第18条），アコモデーション（accommodation）の提供（第20条）などが
定められている。地方当局の社会サービス局が責任を負っているデイケア・サー
ビスには，保育所（Day　Nurseries），チャイルドマインディング（Childmin
ding），プレーグループ（Playgroups）がある（804）。チャイルドマインディン
グとは，「近親者以外の者が，料金や報酬を受けて8歳未満児を自宅で世話す
る制度」であり，地方当局への登録が義務づけられている（8°5）。こうした登録
制度は，1948年の「保育所及びチャイルドマインダー規制法」（Nurseries
and　Childminders　Regulations　Act）以来であるが，実際には登録していな
い質の低いチャイルドマインダーも多数存在している㈱。アコモデーション
とは，従来の任意ケアに該当するもので，具体的には，施設ケア・サービスや
（802）　英国保健省編・前掲邦訳書，p．9
（803）英国保健省編・前掲邦訳書，p，30
（804）　秋元美世「対人社会サービス（2）一児童」武川・塩野谷編・前掲『先進諸国の社
　　会保障①　イギリス』，p．285－288
（805）秋元・前掲，1999年論文，p．286。なお，保育所については，同書，　p．285，
　　プレイグループについては，同書，p．287－288を参照。
（806）　チャイルドマインダーの歴史と実態については，畠中宗一『チャイルドマイン
　　ダー』2001年，日本かいく社を参照。
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里子ケア・サービスなどを通じて実施されるc8°T）。なぜ概念を変更したかにつ
いては，「親に代わってケアを引き受けるのではなく，親とのパートナーシッ
プにおいてサービスを提供するという意味で，アコモデーションの提供という
規定に置き換えられた」（8°8）とされている。
　（4）強制的ケア手続
　従来の強制的なケア手続においては，1969年児童少年法における「監督命
令」と「ケア命令」があり，1980年児童ケア法における「親の権利に関する
決議」と呼ばれる一種の親権停止措置が存在していた。しかし1989年法は，
後者の決議制度には前述したとおり批判も多かったため，決議制度を廃止した。
従来のケア手続制度については，命令のための要件を修正した。1969年法の
要件には，「道徳的危険」「不登校」「犯罪事実」といった特定事項が定められ
ていたのであるが，1989年法の要件は，「当該子どもが重大な害を受けている
か，そのおそれがある場合」という一般的な危害要件のみを定め（第31条第2
項a号），しかもその「害（harm）」とは，「不当な取り扱い（ill－treatment），
又は，健康若しくは発達の侵害」を指すとされている（第31条第9項）。した
がって，犯罪少年等に対するケア命令は廃止され（第90条），不登校について
は，義務教育上の別途の措置として，「教育監督命令（Education　Supervi－
sion　Order）」が定められた（第36条）。
　また，1989年法では，命令のための要件に，親に対する言及も加えられた。
すなわち，上記の害又は害のおそれが，「命令が下されない場合に子どもに与
えられる監護若しくは与えられるであろう監護が，親であれば子どもに対して
与えるだろうと合理的に期待できるものでないこと」または「子どもが親のコ
ントロールを超えること」という要件である（第31条第2項b号（i）（ii））。
この「合理的な程度の親のケア」テストは，「善良な親」テストと同様に解す
（807）　秋元・前掲，1999年論文，
（808）　秋元・前掲，1999年論文，
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ることができるのかどうか，解釈上問題を生ずるといえよう（8°9）。さらに，
1989年法では，「命令を出すことが，まったく何の命令も出さないことよりも
子どもにとって望ましいことであると考えるのでなければ，いかなる命令も発
給してはならない。」（第1条第5項）という「不干渉主義」を定めている。し
たがって，ケア手続による強制的な措置を採るためには，上記の諸要件を満た
すだけでは足りず，「命令を出すことが命令を出さないことよりも子どもにとっ
て望ましい」といえることが必要となる（81°）。
　⑤　緊急保護
　児童虐待の場合，子どもの保護をどうするかについては，1908年児童法が
1897年幼児生命保護法と1889年一1894年児童虐待防止法を吸収していたため，
児童法が子ども保護法となっていた。1952年児童少年（改正）法や1980年児
童ケア法も積極的に対応してきたところであったが，1989年児童法は上記の
とおり強制的ケア手続で虐待に対する対応を定め，「不当な取り扱い」の中に，
「性的虐待（sexual　abuse）」と「身体的でない虐待（forms　of　il1－treatment
which　are　not　physical）」も含めている（第31条第9項）。
　この強制的ケア手続に加え，児童虐待などの場合に重要なのは，児童の生命
を保護する一時的な緊急保護措置である。これについて従来よく利用された法
的手段は，1969年法の「安全な場所命令」であった。しかしクリーブランド
事件でこれが多用されたことが問題となり，1989年児童法では，「緊急保護命
令（emergency　protection　order）」と改めることとなった（第44条第4項）。
この緊急保護命令は，8日を超えない期間有効とされる（第45条第1項）。確
かに，要件及び効果は限定され明確化されたが，逆に効果的な保護措置として
機能しうるのかに問題が残る。
　サッチャー政府は，とりわけソーシャル・ワークが，寛容社会を背景にアブ
（809）許・前掲，1991年論文，p．19，秋元・前掲著書，　p．　211－213，218－219を参照。
（810）　秋元・前掲，1999年論文，p．291
　　　　　　　　　　　　　　－　425　一
法科大学院論集第1号
ノーマルな連中に対するソフトで許容的な態度を奨励したとし（81D，ソーシャ
ル・ワークを敵対視した経緯がある。そのため，1991年10月に1989年児童
法が施行されてからは，ソーシャル・ワーカー及び子ども保護に関わる専門家
は，子どもの虐待にどう対応すべきかについて，まったく確信の持てない状態
となったのである（812）。現に，同法施行後の2年間は，ケア手続及び緊急保護
命令の申請数はかなり減少したとされている（813）。
　（6）1989年児童法の評価と問題点
　1989年児童法は，子どもの福祉の至高性原則を中心とし，親権の支配性か
ら脱却する枠組みを設けた。特に，実質的に子どもの意見表明権を認め，障害
児も要保護児童として位置づけるなど，子どもの人格に配慮した総合的な法制
としたことは評価しうるものである。そして，子どもの福祉を中心概念とする
以上は，それに対応するものとして親権概念は親責任概念へと変更され，親責
任と国家責任とが任意のパートナーシップ関係に立つものとしたことは重要で
あろう。また，子どもの保護につき，公法と私法とを統合させて機能させると
いう発想は，わが国の児童福祉法と民法（親権法）とが必ずしもスムーズに連
動せず，強制的なケアを要する場合には民法（親権法）が前面に出てきてしま
い，子どもの福祉を統一的に図ることを阻害していることを解消するために，
大いに参考とすべきものである（814）。
　しかしながら他方で，このような発想はサッチャー政権下における家族の血
縁関係を重視した国家の非介入・非干渉主義に裏付けられたものである。そう
すると，「親とのパートナーシップ」という考え方が「積極的なかかわりを前
（811）　川田昇『親権と子の利益』2005年，信山社，p．　302－303
（812）　コービー・前掲邦訳書，p，109
（813）　コービー・前掲邦訳書，p．　121。なお，イギリスにおける緊急保護システムの
　　実際については，峯元耕治「子どもを虐待から守る制度と介入方法』2001年，
　　明石書店，p．118－137を参照。
（814）　この点については，柏女霊峰『児童福祉改革と実施体制』1997年，ミネルヴァ
　　書房，p，47を参照。
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提とした非干渉主義」㈹として機能する面があるとしても，児童虐待等が問
題になる場合には，非干渉的であることのリスクをすべて子どもに負わせるこ
とにもなりかねない。「親の合意により子の福祉は最もよく守られるとの本法
の立場は，親の合意や責任遂行に対する何らかのコントロールが及ばない場合
には，非介入主義に子の福祉の至高性の原則を従属させるものとなってしま
う」（816）おそれがあろう。
　したがって，許教授による「親の養育責任の強調による，子の福祉の保護促
進に関する国家の責任の解怠，家族に対する国家の援助的な介入のサボタージュ
を立法化したものといっては言い過ぎであろうか」（817）との批判も，決して不
当とはいえない。川田教授も，「『親責任』は，親に対する子の権利を含意しな
いばかりか，かえって構造的には，子に対する責任が親にあることを強調する
ことによって子の権利に制限を課すものとなっているのであって，子の養育に
ついて国家が手を引く代わりに，親の責任を強調するという」，「サッチャー政
府の意図に沿ったものにほかならなかった」㈹という否定的評価を与えている。
　むしろ，子どもの福祉を中心としたパートナーシップ関係を徹底するのであ
れば，親責任と国家責任につき，第一次的な責任は親にあるとしつつも，第二
次的な責任は地方当局が負うことを明確にすることが重要である。1989年児
童法における国家・地方当局は，一定の責任を課せられているとはいえ，血縁
関係にとらわれて非干渉主義を徹底する限り，決してパートナーとはなりえず，
単なるバイプレーヤーにすぎない存在となってしまうように思われる。血縁関
係の幻想を超えて，マンチェスターで実践されてきたように，地方当局が「社
会的共同親（corporate　parent）」（819）という自覚を持つことが必要であろう。
（815）　秋元・前掲，1999年論文，p．282
（816）許・前掲，1991年論文，p．22
（817）許・前掲，1991年論文，p．22。なお，サッチャーからブレアに至る児童政策
　　の実情の一端（特に保育政策）については，阿部・前掲書を参照。
（818）　川田・前掲『親権と子の利益』，p．307
（819）　この概念については，Bob　Holman，　The　Corporate　Parent　Manchester
　　Children’s　Department　l948－1971，1996　National　Institute　for　Social　Work，
　　津崎哲雄・山川宏和訳「社会的共同親と養護児童』2001年，明石書店を参照。
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そのようにして初めて，地方当局が親との間で真のパートナーシップ関係を形
成することができるように思われる。
　（7）その後の経緯と2004年児童法
　2000年2月には，9歳の女児ヴィクトリア・クリンビエが虐待死したことに
よって，児童保護システムが再構築されることとなった。この事件に対するレ
イミング卿の報告書では，ヴィクトリアの死亡は法律・制度・システムの欠陥
によるものではなく，不適切な実践方法，専門職間の不適切なコミュニケーショ
ンと連携のしかたによるものであると結論づけられた。この事件では，誰も虐
待の通告をしなかったが，それは保護者が拒否的であり，専門職が親の同意を
得ることができなかったこと，また，専門職は機密保持を考慮しすぎたこと，
などが原因として指摘された（82°）。
　そのため，2004年11月には，「児童法」（Children　Act）が成立し，児童保
護における関係諸機関の連携が図られることとなった。具体的には，①子ども
コミッショナー（Children’s　Commissionor）が置かれ，子どもの意見と利益
に関する認識を促進する職務を担い（第2条），②各地域の子どもサービス局
は，関連機関の長等からなる「地方児童保護委員会（Local　Safeguarding
Children　Board：LSCB）」を設置する（第13条），③子どもサービス局には，
「子どもサービスディレクター（director　of　children’s　services）」置かれ，
子どもを対象とする社会サービスや教育に関する責任を持つ（第18条），など
が定められている。
　しかし他方，1999年には，弁護士（solicitor）であるサリー・クラークが2
人の子を虐待死させたとして逮捕される事件が起きた。2人の子の死について
は，虐待死を基礎づける証拠はなく，いわゆる突然死症候群だったのではない
かとも思われたのであるが，小児科医であるロイ・メドウの「（裕福な非喫煙
の）家族で2人の子が突然死症候群で死亡する確率は，7300万分の1である。」
（820）以上につき，桐野由美子編著・石川洋明著「子どもの虐待防止とNGO』2005
　　年，明石書店，p．153
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という主張によって有罪とされたが，2003年1月の上訴審判決によって破棄
され無罪となった。この事件は，子どもの虐待死に対する過剰反応が引き起こ
したものであるともいえ，国家が介入することの難しさを露呈したといえる。
いずれにしても，国家非介入か国家責任かの二者択一的思考ではなく，虐待親
に対する支援をも視野に入れた共同責任体制を構築することが必要であろう。
終章　まとめ
　これまで述べてきたとおり，自然権としての親権という概念が，不動かつ強
固な概念としてイングランドの立法を規定してきた事実はない。もっともコモ
ン・ローにおいては，18世紀には父権が重視されていた。コモン・ローに基
づく父権強化の判例形成と並行して，1782年にはギルバート法によって親権
概念が実定法化された。しかし他方で，そのころには衡平法による親権への介
入も認められるようになっていった。そして1833年工場法の議論においては，
親権への介入がむしろ当然とされたのである。そのように親権か国家介入かに
ついては，揺れ動きながら進展してきたのであるが，少なくとも1883年のア
ガ・エリス事件までは，容易に国家が介入しえない自然権としての親権という
観念が裁判所を支配していたといえよう。
　しかし，そのわずか10年後の1893年には，子どもの福祉に基づいて親権が
制限されている（Gyngall事件）。また，19世紀の半ば以降は，社会防衛的な
要請からではあるが，「悪い親」から子どもを引き離す必要が次々に立法化さ
れ，子どもの福祉に基づく親権の制限・剥奪が立法化されることとなった。ま
た，18世紀の親権とは，父権にほかならなかったのであるが，男女性役割分
担の形成とともに母親の親権という概念も発展した。その後は，20世紀の戦
争時代へと突入していくことにより，国家功利主義的な観点から「国家の児童」
という観念が生じたため，私的な親権概念は後方に退くこととなる。
　さらに戦争中あるいは戦争後は，人道主義的な観点から子どもの権利概念も
誕生し，子どもの福祉が最重要事項であるという共通認識が成立するに至った。
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しかし，誰が子どもの福祉に関する判断権者であるのかについては，紆余曲折
を経ることとなる。特に，たびたび噴出する児童虐待死事件をきっかけとして，
親に委ねられたことが虐待死の原因であるとされれば介入の余地が広げられ，
国家（地方当局）の対応が不十分であることが虐待死の原因であるとされれば
介入は控えられることとなる。
　1973年のオイル・ショック以降のスタグフレーション克服の過程において
は，サッチャーの「ヴィクトリア時代に帰れ」（＝自助努力の重視）という呼
びかけが，子どもの福祉への介入判断もヴィクトリア時代に後戻りさせること
となったように思われる。「親権」という概念も，「親責任」という一歩引いた
概念へと転換を図られたのであるが，それが「小さな政府」の志向と結びつい
ている限りは，子どもの権利保障を実効化することにはならないであろう。も
とより近代市民社会は，市民として自律しえない存在を排除することによって
存立することが含意されていたのであり（s21），それにもかかわらず自律してい
ない存在である子どもに自助努力を押し付けることは論理矛盾となる。それで
は，親に自助努力を押し付けることによって子どもの福祉が図れるかというと，
それができないからこそ児童虐待という問題が生じたのであって，単に復古主
義としての歴史を繰り返すことは避けなければならない。
　ニュー・レイバーのブレアのもとでは，サッチャー時代の非干渉・不介入原
則を基本的には踏襲しながらも，それに対する修正措置が採られたのではある
が，それはそれで介入判断が妥当であったのかどうかという問題を生ぜしめて
いる。イギリスの政治体制が保守党と労働党の間で揺れ動くように，子どもの
権利保障のための介入判断も，不介入と介入の間で揺れ動いてきたと評するこ
とができよう。しかしながら，基本的に「親責任」を強調するだけでは，問題
を解決しえないのであって，子どもの権利を中心に据え，親と国（地方当局）
とはパートナーシップ関係に立つとするのが，今日の到達点であるといえるだ
ろう。
（821）　この点については，拙著『これからの権利擁護』2001年，筒井書房，p，105－
　　ll4を参照。
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　以上の経緯のトピックのみを編年的に略記していくと，
ろう。
次のような流れとな
1531年「乞食・浮浪者処罰法」
1536年「強健な浮浪者・乞食処罰法」
1601年「エリザベス救貧法」
1662年「定住法」
1722年「ナッチブル法」
1767年「ハンウェイ法」
　これらの救貧法・教区徒弟制度のもとでは，貧窮児童の両親には何らの異議
　申立権も留保されていなかったのであって，親権という概念は存しなかった。
1782年「ギルバート法」
　7歳未満の児童について，「その親の同意なしに，親から分離するいかなる
　権限も与えるものではない」と規定し，近代的な意味における親権（子に対
　する監護権）と扶養義務という概念が実定法上のものとして同時に成立した。
1833年「工場法」
　児童の労働時間の制限を「父権にたいする侵害」と捉える考え方が工場法反
　対の正当化論拠として機能する余地はなかった。また，衡平法による親権へ
　の介入と児童労働の制限による親権への介入は同時並行的に進行した。
1834年「新救貧法」
　貧民の自助努力義務と扶養義務を強化した。
1839年「未成年者監護法」
　母親の親権を一定の場合に認めた。
1840年「未成年者重罪法」
　「悪い親から子を引き離す」ために親権を制限した。
1854年「矯正学校法」
1857年「授産学校法」
　これらは，基本的には，社会防衛的要請という理由から制定されたものであ
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　るが，「事実上の親権剥奪立法」ともいえる。
1870年「初等教育法」
　公教育制度の導入＝親の就学させない自由（抽象的な教育の自由）を否定し
　た。
1883年「アガ・エリス事件」
　「子が出生より父親の支配下にあるとき，裁判所は，ごく例外的な場合を除
　いて，父の裁量に干渉すべきではな」と判示して父権を強化した。
1886年「未成年者後見法」
　母親の親権を拡大した。
1889年「児童虐待防止法」
　一種の親権剥奪措置を承認した。
1891年「児童監護法」
　親が子の監護の保持の適任者でないかぎり，返還命令を出すことができない
　と規定し，事実上の親権剥奪制度が一つ追加されることとなった。
1893年「Gyngall事件」
　「裁判所は，子の至高の親として行為する国王大権に基づく地位を有してお
　り，賢明で愛情豊かな注意深い親が子の福祉のために行為するように管轄権
　を行使しなければならない」とし，親権が子の福祉による制約を受けるに至っ
　た。
1906年「学校給食法」「学校身体検査法」
　児童を「国家の最良の財産」として位置づけた。
1908年「児童法」
　従来の児童立法を統合した。
1925年「未成年者後見法」
　親の監護権が子の利益のために存することを明確にした。
1926年「養子法」
　子の福祉が親権に優越する意味を認めた。
1933年「児童少年法」
　　　　　　　　　　　　　　　－432　一
イングランドにおける親権概念の変遷
　親の有責性を前提として，親権に対抗しうる手段（ケア手続）を備えた。
1945年「デニス・オニール事件」
　1933年児童少年法のケア手続に基づいて必要な措置が採られたはずの児童
　が，逆にその措置の結果，虐待を受けて殺されてしまった。
1948年「児童法」
　「親の意思に反して強制的に子を親から取り上げる権限は，地方当局にはな
　い」とする任意的なケアを定めた。1933年児童少年法による強制的なケア
　手続とが並存することとなった。
1953年「バウアーズ対スミス事件」
　子どもの側の要保護事実の存在から安易に親の有責性を推論すべきではない
　と判示した。
1963年「児童少年法」
　「善良な親なら与えるべき合理的ケア・保護・指導」を受けていない場合と
　親の「統制が及ぱなくなっている」場合を保護要件とした。
1969年「児童少年法」
　「ケアまたは統制のテスト」を導入し，「安全な場所命令」（place　of　safety
　order）を規定した。
1973年「マリア・コーウェル事件」
　地方当局のソーシャル・ワーカーが関与しながら，虐待による子どもの死亡
　という悲劇を防げなかったというだけでなく，むしろ家族サービスの名にお
　ける未熟なソーシャル・ワークが逆効果を招いてしまった。
1975年「児童法」
　子の福祉が第一かつ至高の考慮事項であることが確認された。
1980年「児童ケア法」
　「親の権利に関する決議」と呼ばれる一種の親権停止措置が採用された。
1985年「ジャスミン・ベックフォード事件」
　いったんはブレント社会サービス局の監護下に置かれたものの，その後ジャ
　スミンたちは親元に帰されてジャスミンが死亡した。
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1985年「ギリック事件」
　「親権は子どもの自己決定権に譲歩しなければならない。」と判示した。
1987年「クリーブランド事件」
　性的虐待が報じられ，6ヶ月の間に121人の子どもが2人の小児科医の勧告
　に基づいて，「安全な場所命令」が発せられた。
1989年「児童法」
　「親権」に代わる概念として「親責任（parerltal　responsibility）」が強調さ
　れた。そして，国家と親との自発的なパートナーシップが重視された。
2000年「ヴィクトリア・クリンビエ事件」
　不適切なソーシャル・ワークの実践方法，専門職間の不適切なコミュニケー
　ションと連携等が原因となって，9歳児のクリンビエが虐待死した。
2003年「サリー・クラーク事件」
　弁護士である母親が2人の子を虐待死させたとされ逮捕されたが，上訴審判
　決によって破棄され無罪となった。
2004年「児童法」
　児童保護における関係諸機関の連携が強調された。
　自然権としての親権という概念は，イングランドの歴史の中で，公的な領域
と私的な領域が分離されることによって近代国家が形成される過程において出
現してきた概念にすぎないのであり，それ以上のものでもそれ以下のものでも
なかったというべきである。そしてそれは，当初から濫用の危険が危惧されて
いたものでもあって，子どもの権利という概念が出現するに至れば，当然にそ
れに劣後することが余儀なくされる概念でもあったはずなのである。
　したがって，序章に掲げた3つの言説につき，今日において，自然権として
の親権という概念をもって理由づけることはできない。児童虐待の場合には，
子どもの権利が優先しているのであり，介入判断の適正性が手続的に保障され
ることを前提として，国家は親権を剥奪することによって無効化させても，子
どもの権利保障を行わなければならない義務を負っていると考えるべきである。
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子どもとの面接交渉権については，親の自然権として構成するより，子どもの
福祉を実効化していくための権限にすぎないというべきであろう。
　さらに出生前診断の問題については，胎児が子どもとはいえないからという
擬似科学的形式論理によって解決すべきでないことは当然である。子どもの権
利保障概念が中核にある限り，その可能的存在である胎児に対しても同様な権
利保障がなされるべきである。「障害児の出生をコントロールすることは，家
族にとってもまた生まれてくる子ども自身にとっても良いことだ」というパター
ナリスティックな考え方は，子どもの権利保障には適合しない。何より，その
ような「生命への畏敬」を忘れた言説は，憲法の保障する個人の尊厳原理にまっ
こうから対立するものであることに注意すべきである。
　自然権としての親権という思想は，イングランドにおいては，救貧法による
社会防衛思想から親子関係を保護するという意味において歴史的には一定の役
割を果たしてきたのであるが，もはやそのような役割は終えたというべきであ
る。むしろ，そのような思想によって劣後する位置に置かれざるをえなかった
子どもの権利が中心概念として考えられなければならない時代になっている。
そして，親責任か国家による保護かという二者択一的な発想では，児童虐待等
の問題が解決しないこともイングランドの歴史が示している。親であるからで
きることと国であるからこそできることを明確に線引きすべきであろう。その
ような機能分担を前提として，親が第一次的な責任を負うこととし，国家が第
二次的な責任を担って，親と国家（地方当局）とが真のパートナーシップ関係
を形成していくことに今後の課題があると思われる。
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